
ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関する意見及びその考え方 

 

総論 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見１ 指定電気通信設備制度等の各種制度・

手続は概ね機能しているが、課題も存在して

いるため、公正競争レビュー制度等に基づく

検証及び制度見直し等について、引き続き検

討を行うべき。 

 再意見１  考え方１ 

■ 当社は、本年３月にＬＴＥ／３Ｇネットワー

クを利用したデータ通信サービスを、４月には

個人宅向け商用ＦＴＴＨアクセスサービスをそ

れぞれ開始しました。 

今回、上記の新たな電気通信事業に参入する

にあたり、当社は電気通信事業法及び日本電信

電話株式会社等に関する法律等の法令に基づく

制度を利用し、第一種・第二種電気通信設備を

設置する各電気通信事業者との間で協議等を重

ねて参りましたが、指定電気通信設備制度等を

はじめとする各種の制度や手続きが、概ね額面

通りには機能しており、ほぼ当初に見込んだ通

りの事業展開をすることができました。 

これはこれまで総務省、関係事業者等によっ

てブロードバンド普及促進のための議論が継続

して行われてきており、競争促進の観点からル

ール等が整備され、今般の「ブロードバンド普

及促進のための公正競争レビュー制度」等の施

策によって検証されている結果、上記の通りの

事業参入が可能になったものであると認識して

（なし） ■ 競争政策の見直しについては、「日本再興

戦略」(平成２５年６月閣議決定）におい

て、「情報通信分野における競争政策につい

ての検証プロセスを本年夏から開始し、今年

度中に検討課題を洗い出す。この結果を踏ま

え、電気通信事業法等の具体的な見直し等の

方向性について、来年中に結論を得る」こと

とされているところである。 

これを受け、総務省では、当該検証プロセ

スの一環として、本年７月より、平成２５年

度の「ブロードバンド普及促進のための公正

競争レビュー制度」（以下「公正競争レビュ

ー制度」という。）の運用を開始していると

ころであり、公正競争レビュー制度の検証結

果により得られた知見等を活用しつつ検討を

行い、具体的な制度見直し等の方向性につい

て、来年中に結論を得る予定である。 

参考資料１ 
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おり、当社といたしましては関係各方面のこれ

までのご努力に対し、深く敬意を表する次第で

あります。 

しかしながら、競争環境の整備については、

制度的な課題、競争促進のための課題等が存在

しており、「ブロードバンド普及促進のための

公正競争レビュー制度」によって固定通信市場

のオープン化やモバイル市場の競争促進を含む

情報通信分野における競争政策について検証を

実施し、検討課題を示し、電気通信事業法等の

具体的な制度見直し等について、引き続き検討

が行われる必要があると考えています。 

（ソネット） 

 意見２ 公正な競争環境を確保できるよう、Ｎ

ＴＴグループの市場支配力や連携強化等が競

争環境に与える影響を踏まえて、競争政策全

体の適正性を総合的に検証すべき。 

 再意見２ 考え方２ 

■ 国民の利便性向上や日本経済の更なる成長の

ためにはＩＣＴの利活用を通じた新たな付加価

値を創出していくことが重要と考えます。加え

て、そのＩＣＴ利活用の基盤となる電気通信イ

ンフラの健全な発展のためには、設備競争を通

じたインフラの強靭化や事業者の創意工夫によ

るサービスの高度化を図っていくことが必要と

考えます。 

我が国の電気通信市場は、もともと日本電信

電話公社による独占体制下で通信インフラが提

供されていましたが、１９８５年の通信自由化

以降、公社が独占していた通信インフラを民間

に開放し、ＮＴＴと新規参入事業者との間で適

■ 移動体市場の競争環境の検証に当たっては、

スマートフォンやＬＴＥの普及等によるＯＴＴ

（Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏｐ）主導のグローバル

化の進展が移動体市場に影響を与えている状況

等を踏まえる必要があります。ＯＴＴの台頭を

踏まえれば、国内のネットワークレイヤーだけ

に着目した規制は見直しが必要であると考えま

す。また、産業競争力の観点で見た場合も、海

外と比べて突出して厳しい規制は、国内の通信

キャリアの競争力のみならず、国内の上位下位

レイヤーの競争力をも奪うものであり、ＯＴＴ

の多くが海外勢であることを踏まえると国際競

争力を高める意味でも見直しが必要と考えま

■ 公正競争レビュー制度の運用における禁止

行為等規制やＮＴＴグループの連携等に関す

る御意見については、考え方３０及び考え方

３３のとおり。 

 

■ ＮＴＴグループの市場支配力や連携強化等

が競争環境に与える影響を踏まえて検証を行

うべきとの御意見については、公正競争レビ

ュー制度においても、ＮＴＴグループの市場

支配力や連携強化等を踏まえた検証を実施し

ているところであり、２０１４年を目途とし

て実施する「競争政策の見直し」において、

公正競争レビュー制度の検証結果により得ら
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正かつ公正な競争が行われるよう累次の公正競

争ルールが整備されてきました。こうした制度

枠組みが一定程度機能したことにより、現在の

固定通信分野においては、ＮＴＴと競争事業者

との間でＦＴＴＨにおける競争が進み、モバイ

ル分野においても、創成期当初から設備競争が

図られ、両分野ともに高度なサービスが普及

し、日本のブロードバンド環境は世界最高水準

にまで発展したと認識しております。 

しかしながら、電気通信分野における競争状

況を見てみると、固定通信分野ではＮＴＴ東・

西のＦＴＴＨ契約者数シェアが７２．５％、モ

バイル分野では、ＮＴＴドコモの契約者数シェ

アが４３．６％（電気通信サービスの契約数及

びシェアに関する四半期データの公表（平成２

４年度第 4 四半期（３月末）））と、固定、モ

バイル両市場において、ＮＴＴグループが圧倒

的な市場支配力を有しつづけており、依然とし

て公正な競争環境には至っていないと考えま

す。 

これは、ＮＴＴ東・西が、「ボトルネック設

備」と「顧客基盤」を公社時代から継承、保有

していることに加え、持株会社体制の下、グル

ープ各社が事実上の一体経営を行っていること

に起因していると考えます。そのため、１９９

２年のＮＴＴドコモ分離や、１９９９年のＮＴ

Ｔ再編成時に課された公正競争要件に加え、電

気通信事業法に規定されている市場支配的な事

業者に対する禁止行為規制や機能分離等の公正

競争ルールは、ＮＴＴグループ各社の圧倒的シ

ェアに鑑みれば、今なお有効かつ不可欠なもの

す。 

国内においても、ソフトバンク殿がスプリン

ト殿買収によって売上高で世界第 4 位の規模と

なり、端末や通信設備の調達力が大きく向上す

ることや、ＫＤＤＩ殿がＣＡＴＶ各社との連携

強化により、「ａｕスマートバリュー」が開始

後僅か一年余りで４６３万契約（２０１３年７

月３０日、同社決算発表）に達するなど固定側

の合従連衡が移動体通信市場に影響を与えてい

る状況を踏まえる必要があると考えます。ａｕ

スマートバリューは利用者の満足度が高いにも

関わらず、当社は規制により排他的な連携が禁

止され、事実上提供できないことから、当社の

利用者のみ、その利便性を享受できない状況に

あります。 

さらには、当社、ＫＤＤＩ殿、イー・アクセ

ス殿を含めたソフトバンクグループ殿の３事業

者グループがいずれも収益シェア２５％を超え

て近接している上、ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク

グループ殿についても市場支配力を有している

と考えられるところであり、これらを踏まえる

と、当社のみに禁止行為規制を課す合理性は最

早ないと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿の意見に賛同い

たします。 

ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両

市場において圧倒的なシェアを有するドミナン

ト事業者を抱えるだけでなく、ＮＴＴファイナ

ンス殿を通じたグループ各社の料金請求・回収

れた知見等を活用しつつ検討を行い、具体的

な制度見直し等の方向性について結論を得る

こととしており、当該「競争政策の見直し」

において、既存の市場構造や考え方を前提と

した競争ルールに制度的な課題が認められる

場合には、必要に応じ、競争ルール全体の見

直し等についても検討することとしていると

ころである。 

 

■ ネットワークレイヤーのみならず端末やコ

ンテンツ、アプリケーションレイヤーまで含

めた総合的な情報通信政策の見直しが必要と

の御意見については、考え方３のとおり。 
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となっています。 

特に、固定・モバイル両市場において圧倒的

な影響力を持つＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモを

中心としたグループ連携が、過去の競争政策に

逆行する形で認められた場合、現状のＮＴＴグ

ループのシェアはさらに増大し、結果的に競争

事業者が市場から排除されることになります。

これにより、国民にとってサービスや料金の選

択肢が狭まるといった利便の低下をまねくおそ

れがあることから、公正競争ルールの更なる整

備・徹底を図り、禁止行為規制の潜脱防止を強

化することが必要です。 

総務省においては、競争政策の検証の実施に

あたっては、ＩＣＴ利活用の基盤となる電気通

信分野において公正な競争環境を確保できるよ

う、上述のようなＮＴＴの特殊性や独占性、Ｎ

ＴＴの市場支配力が市場環境に与える影響を考

慮したうえで、競争政策全体の適正性を検証し

判断すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 情報通信は、日本経済を牽引する基盤である

とともに、国民の生活の利便性向上、経済活性

化を支える重要な社会インフラであり、ブロー

ドバンドの普及・促進は、これらを発展させて

いく上で非常に重要な政策と考えます。政府に

おいては、２０１０年の「「光の道」構想実現

に向けた取りまとめ」のなかで、公正競争環境

の整備や利活用の促進等を通じ、２０１５ 年頃

を目途にすべての世帯におけるブロードバンド

利用を実現することを目標に掲げています。ま

業務の統合や、活用業務制度によるＮＴＴ東西

殿の業務範囲の拡大など、自らの論理により実

質的にグループ連携を進めています。このこと

は、これまで積み重ねられてきた、移動体通信

業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を逸脱して、なし

崩し的にグループの再統合、独占への回帰を図

るものであり、市場におけるＮＴＴシェアの高

止まりの主因でもあります。 

よって、ＮＴＴグループに対する指定電気通

信設備規制や禁止行為規制等の現行規制につい

ては、引き続き維持するとともに、真に公正競

争環境を確保するためには、ＮＴＴグループに

おける事業運営上の全ての行為に対して適切か

つ抜けのない規制をかけることが必要です。総

務省殿においては、平成２６年の包括的な検証

を待つことなく、不適切な共同営業行為等がな

されることがないよう、適時適切に措置いただ

くことが必要です。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ 情報通信市場においては、急速な技術革新を

背景に新たなサービスやビジネスモデルが次々

と創造されており、電気通信事業者は固定とモ

バイル、コンテンツやアプリケーションを組み

合わせて消費者のニーズに対応しています。加

えて国内外の端末ベンダやＯＴＴプレイヤーに

よる多様なデバイス、サービス提供を通じてグ

ローバルレベルの激しい競争によって市場は活

性化しています。 

  また、このような競争環境の中で、消費者利

便の向上や経営効率化施策については、我が国
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た、２０１０年１２月に策定された、「光の

道」構想に係る「基本方針」及び「工程表」に

おいては、上記目標を達成すべく、制度整備の

実施３年後を目途に包括的な検証を行うことと

されております。制度整備の３年後にあたる２

０１４年には、政府が掲げた目標を達成すべ

く、ＮＴＴ等に係る累次の公正競争要件を中心

として構成されている競争ルール全体の枠組み

等の見直しについても十分に検証を行い、あら

ゆる関係者が協力の上、各種取組みを推進する

必要があると考えます。一方、情報通信市場及

び関連市場においては、後述しているとおり、

日本電信電話株式会社(以下、「ＮＴＴ持株」と

いう。)を頂点とするＮＴＴグループによる、グ

ループ共同広告、ドコモショップでのフレッツ

販売等に加え、グループ各社の料金の請求・回

収代行業務等の統合（ＮＴＴグループ統合請

求）等、実質的なＮＴＴグループ連携が進めら

れています。このような連携を行っているＮＴ

Ｔグループは、総資産１兆円を超える事業会社

を複数社擁し、情報通信市場又は関連市場にお

いて有力な地位を占めていることから、事業支

配力が過度に集中する状況が生じております。

このような事業支配力が過度に集中する状況に

おいて、ＮＴＴ持株殿主導の下これらの会社

が、グループ連携を強化することは、情報通信

分野はもちろんのこと、日本経済全体に大きな

影響を与えることであり、その集中度を具体的

に検証する必要があると思われます。そこで、

２０１４年を目途として実施する包括的な検証

においては、一事業者の短期的な視点での利便

のあらゆる産業分野と同様、もはや一企業だけ

の力で実現できるものではなく、子会社・関連

会社を含む多数のビジネスパートナーとの幅広

い提携・協業が不可欠となっています。 

  このように、国内のみならずグローバルに変

化の激しい市場において、事業者のたゆまぬ創

意工夫や経営改革意欲を損なわないよう、公正

競争の確保についても電話時代のボトルネック

設備を前提とした事前規制から市場環境を的確

に反映した事後規制に見直していく必要がある

と考えます。 

特定関係事業者制度については、ＮＴＴ東西

に対し、他の電気通信事業者から業務の受託等

をする場合、特定関係事業者に比して他の電気

通信事業者に不利な取扱いを原則禁止するな

ど、極めて厳しい事前規制であることから、そ

の運用は抑制的であるべきです。ＮＴＴ東西の

正当な事業活動としての創意工夫や改善努力を

萎縮させ、結果としてお客様の利便を損なうこ

とのないように、ＮＴＴグループ企業であると

いうこと以外に明確な理由もなく、特定関係事

業制度の指定対象を拡大すべきではないと考え

ます。 

また、前述のとおり、ＮＴＴグループのみな

らず他の電気通信事業者においても、お客様利

便の向上や経営効率化の観点から様々な業務の

アウトソーシング等を推進している状況を踏ま

えると、ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモとの取引

を重要なビジネス領域とする子会社・関連会社

や多数のビジネスパートナーの予見可能性を著

しく低下させ、本来正当な事業活動まで支障を
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性向上のためにあるのではなく、広く一般消費

者が長期的な視点で利益を享受する視点に立っ

た上で、各分野でのＮＴＴグループの連携強化

が情報通信事業分野やその周辺分野の競争環境

に与える影響等について、総合的に検証を行う

必要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

きたし、結果としてお客様利便が大きく損なわ

れることのないようにすることが必要不可欠と

考えます。 

今後実施される包括的な検証にあたっては、

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤーのみ

ならず端末やコンテンツ、アプリケーションレ

イヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直し

が必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿のご意見の通

り、ＮＴＴグループは固定・モバイル双方の市

場で支配的な地位にあること(市場シェア ＦＴ

ＴＨ：７２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話：６

２．２％、携帯電話：４３．６％(※１))、及び

公社時代からボトルネック設備、及び顧客基盤

を継承していることを踏まえれば、排他的な共

同営業や業務集約化による実質的なグループ統

合により、巨大な市場支配力の行使に繋がるこ

とを懸念します。 
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  従って、来年度実施される包括的検証におい

ては、現行のＮＴＴグループに係る累次の公正

競争要件が有効に機能するように、見直しを実

施することが必要不可欠と考えます。 

(※１) 電気通信サービスの契約数及びシェアに

関する四半期データ（２０１３年３月末） 

（イー・アクセス） 

 意見３ モバイル化、ブロードバンド化、グロ

ーバル化等の市場環境、競争環境の変化や、

ＩＣＴ利活用の状況等を踏まえて規制の必要

性を検証し、実態にそぐわない不要な規制に

ついては速やかに見直し又は撤廃を行うべ

き。 

 再意見３  考え方３ 

■ 情報通信市場は、技術のイノベーションが非

常に早く、モバイル化、ブロードバンド化が大

きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグ

ローバル化が急激に進むなど、大きなパラダイ

ムシフトが進展しています。 

移動通信市場においては、過去１０年間で、

最大３８４ｋｂｐｓ（当初）の通信が可能な３

Ｇユーザ数は１０万から１．３億へと拡大し、

固定通信市場に比べて約４倍ものユーザが、既

にインターネットへアクセスできる環境にあり

ます。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ契約数は、

平成２４年３月末時点で約４６０万契約であっ

たものが平成２５年３月末時点では約２，５７

０万契約と急拡大しており、超高速ブロードバ

ンド化が急速に進展してきております。 

また、 スマートフォン契約者数は、約２，５

７０万（平成２４年３月末)から約４，３４０万

■ 【要旨】 

ＮＴＴ東西殿にお聞きしたい。 

「この度のＮＴＴ東西殿の意見を反映する事

が、「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度」の運用の適正性を踏まえた、 

『「光の道」構想に関する基本方針』の十分条

件を満たす為の必要条件になるのですか？」 

この度のＮＴＴ東西殿の意見を拝読させて頂

きましたが、少なくとも私には、そのように感

じ取る事はできませんでした。 

なぜならば、この「ブロードバンド普及促進

のための公正競争レビュー制度」の目的とは、

『２０１５年頃を目途に全世帯でのブロードバ

ンドの利用という目標（「光の道」構想）の実

現に向けて取り組むべき施策を策定した「基本

方針」（２０１０年１２月）の中で、「グロー

バル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフ

■ 公正競争レビュー制度では、 

①固定系ブロードバンドサービスのみなら

ず、移動系ブロードバンドサービスについ

ても対象としていること 

②「関係主体の取組に関する検証」に当た

り、ネットワーク・プラットフォーム・端

末の各レイヤー間の関係についても着目し

ていること 

③「関係主体の取組に対する検証」に当た

り、ＩＣＴ利活用の促進についても対象と

した上で、公正競争レビュー制度の趣旨に

照らして重要と考えられるものの取組につ

いて整理を行っていること 

等、市場環境、競争環境の変化やＩＣＴ利活

用の状況等を踏まえた検証を実施していると

ころである。 

２０１４年を目途として実施する「競争政
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契約（平成２５年３月末）に急増しています。 

このスマートフォンの利用者は、自宅ではＷ

ｉＦｉ＋固定系ブロードバンド回線、駅や公共

施設・カフェ等では公衆無線ＬＡＮ、それ以外

の屋外では３Ｇで利用する等、１つの端末で移

動・固定を組み合わせ、最適な回線を選択して

利用しています。さらに、他事業者は自社のス

マートフォンと自社または他社のＦＴＴＨ・Ｃ

ＡＴＶを組み合わせた割引サービスの提供を開

始しており、例えばＫＤＤＩ殿のａｕスマート

バリューの契約数は平成２４年３月末時点では

固定４４万世帯、移動体６６万契約であったも

のが、平成２５年３月末には固定２１２万世

帯、移動体３８６万契約（ＫＤＤＩ殿 ２０１３

年３月期決算報告）となっております。このよ

うにスマートフォンをトリガーに固定通信と移

動通信が融合したＦＭＣ市場が急速に拡大し、

これが単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状

況となってきています。  

加えて、サービスやプレイヤーのグローバル

化が急速に進み、例えばＧｏｏｇｌｅやＡｐｐ

ｌｅ等の巨大なグローバルプレイヤーやＬＩＮ

Ｅ・Ｓｋｙｐｅ等のコミュニケーション・無料

通話アプリケーションによる通信サービスが急

拡大しています。特にＬＩＮＥは、全世界で２

億ユーザ、国内だけでも４，５００万以上のユ

ーザが存在し、固定音声契約者数（約５，６８

０万契約）に迫る勢いとなっております。これ

らの事業者はタブレットＰＣやスマートフォン

上のアプリケーションにより通信サービス（電

話・メール等）を自在に提供するなど、端末や

ォース」合同部会の最終取りまとめに盛り込ま

れた措置』として成り立っているからです。 

確かに、ＮＴＴ東西殿がご意見される通り、

ＫＤＤＩ殿の施策等により、ＮＴＴ東西殿のみ

ならず、電力系事業者殿や独立系地域事業者殿

の“単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与える状況

となってきている事”は、私も理解し、我が国

の公正競争環境および公共の福祉を害する可能

性があるものと、強く懸念を共有させて頂くも

のです。 

しかしながら、こうした独占状況や非参入障

壁が構築されてしまえば、例えＮＴＴグループ

殿であっても懸念を感じる程に、我が国の公正

競争環境および公共の福祉を害する可能性があ

るのだからこそ、まずは、ＮＴＴグループ殿ご

自身が、「ブロードバンド普及促進のための公

正競争レビュー制度」の「３ ＮＴＴ東西等に

おける規制の遵守状況等の検証」に掲げる検証

項目に正対して頂きたい、と考えます。 

そうでなければ、「○○ができないから規制

を緩和して欲しい」とは、「特殊法人としての

国家的責任を果たす使命への担保から逃れる為

に、規制を緩和して欲しい」とＮＴＴグループ

殿の現経営当事者が公式意見として総務省殿に

寄せられているかのように、私は捉えざるを得

ません。 

そうでなければ、上場企業である事で、株価

や配当の追求をするが故に、一般株主意向の方

を重んじて、特殊法人としての役割、ＮＴＴ法

の「第一条：目的」「第三条：責務」を軽んじ

たり、「第二条：業務の第５項」の活用業務の

策の見直し」においても、上記を踏まえて策

定される公正競争レビュー制度の検証結果に

より得られた知見等を活用しつつ検討を行

い、具体的な制度見直し等の方向性について

検討することとしているところである。 

 

■ 公正競争レビュー制度の運用における禁止

行為等規制やＮＴＴグループの連携等に関す

る御意見については、考え方３０及び考え方

３３のとおり。 
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コンテンツ・アプリケーションと通信との一体

的なサービス提供が進展しています。 

このように、移動通信の超高速ブロードバン

ド化の進展、ＦＭＣ市場の拡大、グローバルプ

レイヤーによる一体的なサービス提供といった

市場環境・競争環境のパラダイムシフトによ

り、ユーザの選択肢が固定通信と移動通信の垣

根を越えるとともに、国内の通信事業者だけで

なく、海外のプロバイダが提供する通信サービ

スまで非常に多様化し、ユーザはその多様なサ

ービスを個々の必要に応じて自由自在に使いこ

なしています。こうした点は、サービスを提供

する通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、ア

プリケーションも音声通信しかなかった電話時

代とは大きく状況が異なっています。 

こうした状況にありながら、これまでの公正

競争レビューの検証や接続ルール見直しの議

論・答申においては、市場環境や競争環境の変

化は踏まえずに、依然として固定通信と移動通

信、通信レイヤと上位レイヤを分けた議論がな

され、当社をはじめとするＮＴＴグループに対

して、依然として電話時代を前提とした指定電

気通信設備規制や禁止行為規制といった非対称

規制を課しています。 

しかしながら、 

①ＩＰ網・ブロードバンドの時代においては、

他事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、ア

クセス回線も自ら設置、あるいは当社がオー

プン化により提供しているダークファイバ等

を利用してサービスを提供しており、電話の

時代のように、他事業者にとって当社網は事

範囲を逸脱する為に力を注いでいるかのよう

に、私は捉えざるを得ません。 

以上、僭越な意見とはなりましたが、ご容赦

ならびに本意見の本質への寛容なるご理解を賜

りますよう宜しくお願い申し上げます。 

（個人） 

 

■ 禁止行為や累次の公正競争要件等ＮＴＴグル

ープにおける規制の遵守状況の検証の項目にお

いて、ＮＴＴファイナンスによるＮＴＴグルー

プ各社の統合請求等ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ

が直接又は第三社を介して間接的に連携してい

るという事例や、「フレッツ・テレビ」の広告

表示に関し、あたかもＮＴＴ東西が提供してい

るかのように誤認させる広告宣伝が未だに行わ

れている事例等、公正競争上問題があると思わ

れる行為が今回の意見募集において各社から指

摘されています。 

ＮＴＴグループは、固定通信分野、モバイル

分野の両市場において非常に高い市場シェアを

有し、圧倒的な市場支配力を保持し続けてお

り、現在においてもその状況に変わりはないと

認識しています。 

こうした状況の中、ＮＴＴファイナンスによ

る統合請求の事例のように、市場支配力を有す

るＮＴＴグループ各社同士が直接又は間接的に

連携すると、積み重ねてきた公正な競争環境を

歪める虞があります。 

ケーブルテレビ事業者は、各地域において情

報通信のみならず医療、福祉、安全・安心、教

育、防災など、地域に根差した多種多様なサー
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業展開上不可欠なものにはなっていないこ

と、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み

合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、お客様利便

の向上を阻害すること、 

からすれば、現行の指定電気通信設備規制や禁

止行為規制等については、過剰な規制と考えま

す。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、実態にそぐわない不要な規

制は見直しまたは撤廃していただきたいと考え

ます。 

また、モバイルを含めたブロードバンド全体

のエリアカバー率は１００％、ＮＴＴ東西のフ

レッツ光のエリアカバー率だけでみても９４％

（平成２５年３月末）に達しており、ブロード

バンド基盤は全国的に整備されてきております

が、平成２５年度版情報通信白書にも記載され

ているとおり、日本におけるＩＣＴ利活用は、

例えば公的分野では諸外国と比較して遅れてお

り、ＩＣＴ利活用促進に向け、多様なプレイヤ

ーが様々な形で貢献していくことが求められて

います。当社はこれまで、自治体と連携した住

ビスを提供することで地域の発展に貢献し、ま

た今後もより一層の研鑽を重ねていく所存です

が、このままでは利用者の負託に応えるべく健

全な事業運営に支障をきたしかねません。 

そのため、固定通信分野、モバイル分野の両

市場における圧倒的な市場支配力を利用した不

適切な事業運営や、法の趣旨を逸脱したグルー

プ連携等が行われることがないよう、現行の禁

止行為規制を厳格に運用すべきと考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

 

■ 現在の電気通信市場においては、なお、ＮＴ

Ｔグループが大きなシェアを獲得しています

が、その要因は、電電公社時代からの圧倒的な

経営基盤（ＮＴＴブランドを含む）とボトルネ

ック設備の保有により、他事業者と比較して圧

倒的に競争優位にあるためと考えます。 

また、ＮＴＴグループ会社による上位レイヤ

サービスの提供や、料金一括請求の実現は、ユ

ーザーから見るとＮＴＴによる垂直統合サービ

スにしか見えず、表記も含めて、実質的にもそ

のように販売されています。 

圧倒的な経営基盤とシェア、ボトルネック設

備を持つ現状のＮＴＴグループが、実質的な垂

直統合サービスの推進をはかることは、電気通

信市場の公正な競争を阻害するものと考えま

す。 

ＮＴＴ法の趣旨に則り、指定電気通信設備規

制、禁止行為規制等の現行規制に加え、ＮＴＴ

グループ各社が連携して事業運営することにつ

いても、適切な規制を行うことが必要と考えま
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民へのブロードバンド回線を利用した告知サー

ビス、医療機関と連携したテレビ電話による遠

隔健康相談やクラウド基盤上で医療機関の電子

カルテ化を安価に提供する「Ｂｉｚひかりクラ

ウド Ｆｕｔｕｒｅ Ｃｌｉｎｉｃ２１ワー

プ」、光ｉフレームを活用した高齢者への買い

物支援、教育機関と連携したデジタル教材の提

供に加え、職員室の電子化を支援する「Ｂｉｚ

ひかりクラウド おまかせ校務」の提供を予定し

ており、医療、教育、行政等の分野におけるＩ

ＣＴ利活用の促進に向けた事業展開を進めてき

ておりますが、こうした取り組みをさらに推進

していくためには、今後とも政府や自治体等に

加え、端末メーカ、アプリケーション・コンテ

ンツプロバイダ等のプレイヤーと連携、協業し

ていく必要があると考えております。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような政府が主体とな

ったＩＣＴ利活用の促進策（予算確保、事業推

進、規制・制度等の見直し等）の一例とその実

施状況の評価を紹介するだけでなく、その取組

みがＩＣＴ利活用促進にどれだけ効果があった

のか検証するとともに、通信事業者や、通信事

業者以外の端末メーカ、アプリケーション・コ

ンテンツプロバイダ、医療機関や教育機関等の

プレイヤーがそれぞれどのような役割を果たし

利活用促進に貢献したのかといった点につい

て、より掘り下げた検証を行っていただきたい

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本）  

 

す。 

（中部テレコミュニケーション） 

 

■ 「ブロードバンド普及促進のための公正競争

レビュー制度の運用に関する意見募集（２０１

２年度）」に対する当社意見書（平成２５年８

月７日提出）においても述べたとおり、日本の

経済活性化のためにはＩＣＴ利活用を通じて新

たな付加価値を創出していくことが重要と考え

ます。 

ＩＣＴ利活用を支える重要な役割を担ってい

る通信インフラについては、設備競争を通じた

インフラ強靭化や競争によるサービス高度化を

図っていくことが必要と考えます。 

通信インフラの市場は、規模の大きな事業者

に収斂していく特性があることに加え、もとも

とＮＴＴグループの前身である日本電信電話公

社が独占体制の下、通信インフラや通信サービ

スを提供してきたところ、利用者利益の保護、

国民の利便の確保を図るため、通信自由化によ

り「競争」が導入されたが、持株体制によりＮ

ＴＴグループが一体経営を維持されているとい

う特殊な経緯があります。日本においては、そ

のような特殊な市場環境にあることを踏まえ、

公正な競争を確保するためにＮＴＴ東・西とＮ

ＴＴドコモに対しては、禁止行為規制や指定電

気通信設備制度といった非対称規制が設けられ

ていると認識しています。そして、それら非対

称規制等の競争政策が一定程度機能してきたこ

とにより、ＮＴＴグループだけでなく多様な事

業者が成長し、サービスの多様性や地域性、料
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■ 情報通信市場は、技術のイノベーションが非

常に早く、移動通信の高速ブロードバンド化の

進展、ＦＭＣ市場の拡大、グローバルプレイヤ

ーによる端末とアプリケーションサービスの一

体提供等により、市場環境・競争環境の急激な

パラダイムシフトが進んでいます。特に移動通

信の高速ブロードバンド化については、ＷｉＭ

ＡＸとＬＴＥの契約数が約２，５７０万（平成

２５年３月末）と、ＦＴＴＨユーザ（平成２５

年３月末で約２，３９０万）を超える勢いで急

増しています。 

  このように、ユーザの選択肢は、固定から移

動へ、国内から海外へ、通信サービスからアプ

リケーションサービスへといった具合に、これ

までの垣根を越えるようになってきており、ユ

ーザも個々の必要に応じてそれらの多様なサー

ビスを自在に使いこなせるようになっていま

す。こうした点で、サービスを提供する通信事

業者が当初はＮＴＴ１社しかなく、アプリケー

ションも音声通信サービスしかなかった電話時

代とは大きく状況が変わってきています。 

 

・移動通信市場では、モバイルブロードバンド

通信が可能な３Ｇユーザが約１．３億に拡大

し、固定ブロードバンド通信ユーザの約４倍

ものユーザがインターネットにアクセスでき

る環境にあります。更に、ＷｉＭＡＸおよび

ＬＴＥによるブロードバンドサービスのユー

ザは約４６０万（平成２４年３月末）から約

２，５７０万（平成２５年３月末）と、１年

間で５倍以上になり、ＦＴＴＨユーザ（平成

金の低廉化等が実現すると同時に、設備競争を

通じて世界でいち早くＦＴＴＨやＬＴＥといっ

た超高速ブロードバンド環境が整備されたと理

解しています。 

しかしながら、固定通信分野ではＮＴＴ東・

西が、モバイル分野ではＮＴＴドコモが、両市

場におけるドミナント事業者としてそれぞれ高

いシェア（ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東・西

契約者数シェア：７２．５％、モバイル市場に

おけるＮＴＴドコモの契約者数シェア：４３．

６％、（「電気通信サービスの契約数及びシェ

アに関する四半期データの公表（平成２４年度

第４四半期（３月末））」））を保持していま

す。通信インフラの市場では依然として旧国営

のＮＴＴグループが圧倒的な市場支配力を有し

続けているという、欧米先進国では類を見ない

状況は全く変わっていません。したがって、現

行の非対称規制を緩和する状況にはありませ

ん。 

そのような状況の中、ＮＴＴファイナンスに

よる統合請求のようなＮＴＴグループ連携の事

例が顕在化しているところですが、市場支配力

を有するＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモが直接又

は間接的に連携すると、上述のように通信イン

フラの市場の特殊性から、ＮＴＴ東・西、ＮＴ

Ｔドコモのシェアがスパイラル的に上昇し、こ

れまで一定程度機能してきた競争政策が無に帰

すことになりかねません。このため、法の趣旨

を逸脱したグループ連携等が行われることがな

いよう、禁止行為規制については、むしろ強化

することが必要です。 
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２５年３月末で約２，３９０万）を超える勢

いで急増しています。 

・平成２４年度のスマートフォンの出荷台数は

約２，９００万台となり、携帯電話の総出荷

台数に占めるスマートフォンの割合は約７

０％を超えるようになってきています。スマ

ートフォン利用者は、自宅ではＷｉＦｉ経由

で固定ブロードバンド回線を、駅や公共施

設・カフェ等では公衆無線ＬＡＮを、それ以

外の屋外ではモバイルブロードバンド回線を

といった具合に、１つの端末で、固定と移動

の中から、最適な回線を選択しながらインタ

ーネットにアクセスするようになっていま

す。そのため、他事業者もスマートフォン利

用者向けに、自社のモバイルブロードバンド

通信と自社又は他社の固定ブロードバンド通

信を組み合わせた割引サービスを提供開始す

る等、スマートフォンをトリガーとした固定

通信と移動通信の融合が進んでいます。その

結果、例えばＫＤＤＩ殿のａｕスマートバリ

ューの契約数は平成２４年３月末時点では固

定４４万世帯、移動体６６万契約であったも

のが、平成２５年３月末には固定２１２万世

帯・移動３８６万契約（ＫＤＤＩ殿 ２０１３

年３月期決算報告）になる等、ＦＭＣ市場が

急速に拡大し、単体の固定ブロードバンド市

場やＦＴＴＨサービス市場に影響を与えるよ

うになっています。 

・ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等のグローバルプ

レイヤーやＬＩＮＥ・Ｓｋｙｐｅ等のコミュ

ニケーション・無料通話アプリケーションに

なお、「スマートフォンをトリガーに固定通

信と移動通信が融合したＦＭＣ市場が急速に拡

大し、これが単体のＦＴＴＨ市場にも影響を与

える状況となってきている」との指摘は適切で

はありません。「電気通信事業分野における競

争状況の評価２０１２」の報告書に結論が示さ

れているとおり、当社のスマートバリューのよ

うな「移動系通信＋固定系通信」型の連携サー

ビスの分析結果として、「未だ利用者数では移

動系通信・固定系通信の各市場へのインパクト

は限定的である。」と整理されています。 

また、「ＦＭＣ市場」については、競争評価

２０１２の意見募集における「総務省の考え

方」において「現在の市場の実態を十分に勘案

してデータ通信（移動系）とデータ通信（固定

系）等を別々の市場とし、各市場それぞれの分

析・評価を行っています。」と示されていると

おり、現時点において「ＦＭＣ市場」は実態と

して存在していないと理解しています。 

加えて、ＮＴＴ東・西は、線路敷設基盤につ

いては、電柱１，１８３万本、管路６２万 km

（平成３２３年度末時点「インフォメーション

ＮＴＴ東日本２０１２」）を保有し、加入者回

線については、設備シェア８４．５％（「平成

２４年度末における固定端末系伝送路設備の設

置状況」）を有しております。こうした線路敷

設基盤や加入者回線といった設備のボトルネッ

ク性は、電話時代もＩＰ時代も変わりません。

ボトルネック設備と一体で構築されているルー

タ等の設備についても、市中で容易に調達可能

かどうかに関わりなく、ボトルネック性を有す
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よる通信サービスが急拡大しています。特に

ＬＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内だけ

でも４，５００万以上のユーザが存在し、固

定音声契約者数（約５，６８０万契約）に迫

る勢いとなっております。これらの事業者は

スマートフォンやタブレット端末上で、これ

まで主に通信事業者が提供してきた電話やメ

ール等の通信サービスをアプリケーションサ

ービスとして自在に提供するなど、端末とコ

ンテンツ・アプリケーションサービスの一体

的な提供が進展しています。 

・諸外国では、すでに主要な通信事業者による

固定・移動の垣根を越えた事業運営が主流と

なっており、また最近では、Ｖｏｄａｆｏｎ

ｅがドイツ最大手のＣＡＴＶ事業者であるＫ

ａｂｅｌ Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄを買収する

など、国境や業界を跨った合従連衡も進展し

ています 

・こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフ

ガード制度や接続ルール見直しの議論・答申

と同様に、固定通信と移動通信、通信レイヤ

と上位レイヤといった、ユーザにとっては意

味がなくなりつつある区分を前提とした議論

を継続し、当社をはじめとするＮＴＴグルー

プに対し、電話時代を前提とした指定電気通

信設備規制や禁止行為規制といった非対称規

制を課し続けることになるとすれば、かかる

硬直的な規制によってユーザの利便性が損な

われるだけでなく、ＩＰブロードバンドサー

ビスの普及拡大にも影響が及び、ひいてはＩ

るアクセス回線を収容する時点で設備開放義務

の必要性が生じます。現行の指定電気通信設備

制度は、電話かＩＰか、といったサービスに着

目するのではなく、設備のボトルネック性に着

目した制度であり、ブロードバンド・ＩＰ時代

にも対応しているものと考えます。 

 ＮＴＴグループのみならず当社やＣＡＴＶ事

業者も含む競争事業者等もＩＣＴ利活用促進に

向けた取り組みを実施しているところであり、

今後も通信事業者や地方自治体、アプリケーシ

ョン・コンテンツプロバイダ等の様々なプレイ

ヤーが連携、協業し、ＩＣＴ利活用の促進に寄

与していくことが重要です。 

なお、通信インフラについては、通信インフ

ラ特有の市場特性を踏まえた公正競争を確保す

るための枠組みが今後も必要と考えますが、

個々のプレイヤーのＩＣＴ利活用促進に対する

貢献度は、電気通信分野における規制の在り方

とは別に扱われるべきものと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 
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ＣＴ利活用の促進や我が国の国際競争力の向

上にとっても障害になると考えます。 

   公正競争レビュー制度の目的であるブロー

ドバンド普及促進を図るためには、通信事業

者のネットワークサービスのみならず、国内

外の様々なプレイヤーが提供するコンテン

ツ・アプリケーションサービスまで含め、情

報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべ

きであり、当社も含む全てのプレイヤーが他

の様々なプレイヤーとの自由なコラボレーシ

ョン等により、新たなビジネスを迅速に創出

できる環境や、多様で低廉なサービスを迅速

に提供できる環境を整備するといった視点で

検討を進めることが重要であると考えます。

こうした、原則自由なマーケットにおいてこ

そ、イノベーションによって新たなサービス

が創造され、ユーザ利便が向上していくと考

えます。 

・したがって、今回、公正競争レビュー制度に

基づく検証を行うにあたっては、ＦＴＴＨ、

ＤＳＬ、ＣＡＴＶ等のサービス毎の市場に閉

じた個別の検証だけでなく、ＷｉＭＡＸやＬ

ＴＥを含めたブロードバンドサービス市場全

体の動向、更には、上位レイヤで市場支配力

を持つプレイヤーが通信市場に参入すること

による影響等、市場環境や競争環境の変化を

しっかりと踏まえ、従来の区分に囚われない

検証を行っていただく必要があると考えま

す。 

その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業
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活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

１ 指定電気通信設備制度に関する検証 

（１） 第一種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４ 指定しない設備を具体的に列挙する方

式（ネガティブリスト方式）を維持すべきで

あり、また、端末系伝送路設備の種別（メタ

ル・光）を区分せず指定することを維持すべ

き。 

再意見４ 考え方４ 

■ 第一種指定電気通信設備の指定は、指定要件

に基づき適切に行われていると理解しておりま

す。 

なお、昨年度の検証において適当とされた考

え方（※）についても、変更すべき市場環境の

変化は起こっていないと考えます。そのため、

現状どおり、ネガティブリスト方式の維持、メ

タル・光を区別せずに指定することを継続すべ

■ 第一種指定電気通信設備の指定要件について

は、「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度に基づく検証結果（平成２４年

度）」（平成２５年３月２９日公表）にて総務

省の考え方が示されて以降、現在においてもそ

の状況は変わっていないため、ネガティブリス

ト方式の採用及び、端末系伝送路設備の種別

（メタル・光）を区別せず指定を行うことを継

■ 現行の第一種指定電気通信設備（以下「一種

指定設備」という。）の指定については、情報

通信審議会答申「コロケーションルールの見直

し等に係る接続ルールの整備について」（平成

１９年３月３０日情通審第３４号。以下「３月

答申」という。）において、伝送路設備及び交

換等設備に対する指定方法をネガティブリスト

方式(指定しない設備を具体的に列挙する方式）
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きと考えます。 

（※）「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度に基づく検証結果（平成

２４年度）」（平成２５年３月２９日）

Ｐ１８参照 

URL:http://www.soumu.go.jp/main_conten

t/000215708.pdf 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 総務省殿は、第一種指定電気通信設備の指定

要件について、下記のとおり、これまでの競争

セーフガード制度、または、昨年度の「ブロー

ドバンド普及促進のための公正競争レビュー制

度の運用に関する意見及びその考え方」におい

て、特段の事情の変化が認められないとして、

ネガティブリスト方式の採用及び端末系伝送路

設備の種別（メタル･光）を区別しない第一種指

定電気通信設備の指定という、これまでの考え

方を踏襲しているところです。 

－昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証

結果では、ネガティブリスト方式の採用がＮ

ＴＴ東西殿による迅速なサービス提供等に対

し重大な支障となっているという事実は認め

られないとしたところである。 

－この点については、新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高

いものと考えられることに加え、競争セーフ

ガード制度及び本制度において毎年度指定対

象設備を検証していることを踏まえると、現

行の指定方法は、「必要以上の設備を指定電

気通信設備として指定することは回避されな

続すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 【現行の指定方法の見直しについて】 

・先般の当社意見で述べた通り、殆ど全ての県

内設備に事前規制をかける現行の第一種指定

電気通信設備の指定方法を継続した場合、健

全な競争が繰り広げられているブロードバン

ド通信市場においても、サービス開始前に接

続約款の認可又は告示改正等の行政手続が必

要となり、また、認可申請前の事前説明にも

一定の時間が必要となるため、お客様に対す

る新サービスの提供や料金値下げを遅らせる

原因となり、当社を他事業者との競争上極め

て不利な立場に置くことになるだけでなく、

更なるブロードバンド普及に向けたインフラ

整備や新規サービス開発の芽を摘むことによ

って、お客様の利便の向上を妨げることにな

ると考えます。 

・したがって、現行制度の下においては、ＮＴ

Ｔ東西のほぼ全ての県内電気通信設備が、ボ

トルネック性の有無についての十分な検証が

されないままに、ボトルネック性を有すると

の蓋然性があるという理由で、原則として全

て指定電気通信設備とされるネガティブリス

ト方式が採用されておりますが、本来、規制

の対象となる設備は、行政当局が個別に不可

欠性を挙証できた必要最小限のものに限定

し、具体的に列挙する方式（ポジティブリス

ト方式）を採用すべきと考えます。 

【加入光ファイバについて】 

からポジティブリスト方式（指定する設備を具

体的に列挙する方式）に変更した場合、ボトル

ネック性を有する設備であるにもかかわらず一

定期間指定されない場合が生じ得るため、電気

通信市場の健全な発達が損なわれる可能性があ

る旨が示されているところである。 

昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証

結果では、ネガティブリスト方式の採用が東日

本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」と

いう。）及び西日本電信電話株式会社（以下

「ＮＴＴ西日本」という。また、ＮＴＴ東日本

とあわせて「ＮＴＴ東西」という。）による迅

速なサービス提供等に対し重大な支障となって

いるという事実は認められないとしたところで

ある。 

この点については、新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高い

ものと考えられることに加え、競争セーフガー

ド制度及び公正競争レビュー制度において毎年

度指定対象設備を検証していることを踏まえる

と、現行の指定方法は、「必要以上の設備を指

定電気通信設備として指定することは回避され

なければならない」とする３月答申の趣旨に反

しているものではなく、一種指定設備制度の趣

旨に照らして妥当である。 

 

■ 端末系伝送路設備については、これまでの競

争セーフガード制度に基づく検証結果や公正競

争レビュー制度に基づく検証結果において、メ

タル・光の種別を区別せずに一種指定設備とし

て指定することは、①共に利用者から見て代替
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ければならない」とする３月答申の趣旨に反

しているものではなく、一種指定設備制度の

趣旨に照らして妥当である。 

－端末系伝送路設備については、昨年度の競争

セーフガード制度に基づく検証結果におい

て、メタル・光の種別を区別せずに一種指定

設備として指定することは、①共に利用者か

ら見て代替性の高いブロードバンドサービス

の提供に用いられていること、②既存の電

柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷設

されていること、③実態として東西殿はメタ

ル回線を光ファイバ回線に更新する際のコス

ト・手続の両面において優位性を有している

こと等に鑑みれば、合理性があると認められ

るとの考え方を示したところである。 

－ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバ

ンドに利用されていないＣＡＴＶ回線や高速

無線アクセス回線については、利用者からみ

てメタル回線で提供されるサービスと代替性

があるとは必ずしもいえない点で異なること

から、これらを含めて判断することは適当で

ない。 

今年度も、例えばＦＴＴＨ市場について、Ｎ

ＴＴ東西殿の契約数のシェアは平成２４年度末

において、７３．４％と依然として高いこと等

に鑑みて、上記考え方を変更すべき特段の状況

の変化はみられないことから、引き続き、ネガ

ティブリスト方式の採用と端末系伝送路設備の

種別（メタル･光）を区別しない第一種指定電気

通信設備の指定を継続すべきです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

・先般の当社意見で述べた通り、加入光ファイ

バについては、以下の観点においてボトルネ

ック性がないことは明らかであることから、

第一種指定電気通信設備の対象から除外して

いただきたいと考えます。 

①指定電気通信設備規制（ボトルネック規

制）の根幹となる端末系伝送路設備につい

ては、電柱等ガイドラインに基づく線路敷

設基盤のオープン化や電柱の新たな添架ポ

イントの開放・手続の簡素化等により、他

事業者が自前の加入者回線を敷設するため

の環境が整備された結果、他事業者の参入

機会の均等性は確保されており、ＩＰ・ブ

ロードバンド市場においては、アクセス区

間においても現に設備競争が進展している

こと。 

②現に、光ファイバについては、電力会社殿

が当社の約２倍の電柱を保有しており、電

力系事業者殿は相当量の設備を保有する

等、当社と健全な設備競争を展開してお

り、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と放送の融

合が進む中、電力会社殿や当社の電柱を利

用して自前アクセス回線を敷設し、過去１

０年間で契約数を１．８倍の ２，８６５万

世帯（平成２５年３月末。登録に係る有線

電気通信設備によりサービスを受ける加入

世帯数、再送信のみを含む。）に増加させ

ていること。これに関して、平成２２年度

の「光の道」構想に関する意見募集に際し

て、ジュピターテレコム殿からも、「ケー

ブルテレビ事業者は、線路敷設基盤を保有

性の高いブロードバンドサービスの提供に用い

られていること、②既存の電柱・管路等の共通

の線路敷設基盤の上に敷設されていること、③

実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファイ

バ回線に更新する際のコスト・手続の両面にお

いて優位性を有していること等に鑑みれば、合

理性があると認められるとの考え方を示したと

ころである。 

また、ボトルネック性の判断に当たり、ブロ

ードバンドに利用されていないＣＡＴＶ回線や

高速無線アクセス回線については、利用者から

みてメタル回線で提供されるサービスと代替性

があるとは必ずしも言えない点で異なることか

ら、これらを含めて判断することは適当でな

い。 

ＮＴＴ東西の今回の意見や、ＰＳＴＮからＩ

Ｐ網への移行に伴うアクセス回線の移行の進展

状況を考慮しても、この考え方を変更すべき特

段の事情は依然認められないことから、端末系

伝送路設備については、引き続きメタル・光の

種別を区別せずに一種指定設備として指定する

ことが適当である。 

 

■ 加入光ファイバの指定を除外すべきとの再意

見については、一昨年度の競争セーフガード制

度に基づく検証結果では、ＮＴＴ東西は、全加

入者回線の９割以上の回線を有しており、競争

事業者にとって、ＮＴＴ東西の光ファイバを利

用することが欠かせないことから、加入光ファ

イバを引き続き一種指定設備に指定することが

適当としたところである。 
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フトバンクモバイル） 

 

■ ネガティブリスト方式・端末系伝送路設備の

種別（メタル・光）の現行維持 

ネガティブリスト方式は、競争事業者がボト

ルネック設備を用いた新たなサービスを迅速に

提供するために必要不可欠であることから、維

持することが必要と考えます。 

また、端末系伝送路設備の種別（メタル・

光）については、昨年度の検証結果における総

務省殿の考え方から、特段の状況変化は見られ

ないため、引き続き種別を区別せずに指定する

ことが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 「電気通信サービスの契約数及びシェアに関

する四半期データの公表（平成２４年度第 4 四

半期（３３月末））」によれば、ＮＴＴ東西殿

はＦＴＴＨで７２．５％、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話

で６２．２％のシェアを占めており、市場支配

力を維持している状況に変化はありません。市

場支配力を行使する可能性がある以上、指定要

件及び第一種指定電気通信設備の対象について

は、今後も引き続き継続して競争環境を維持す

べきと考えます。 

（ＤＳＬ協議会） 

しない状態で、今まで設備競争を行ってき

た。体力のある通信大手キャリアと異な

り、規模の小さいケーブルテレビ事業者

が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率８８％まで設備

を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能

であることの証明であると考える。」とい

った意見も提出されており、線路敷設基盤

を持たなくても、意欲のある事業者であれ

ば、当社や電力会社の線路敷設基盤を利用

して自前ネットワークを構築することは十

分可能であること。 

③主要国において、加入光ファイバをアンバ

ンドルし、厳格な提供義務が課せられてい

るのは日本だけであること。これに関し

て、平成２２年度の「光の道」構想に関す

る意見募集に際して、米国電気通信協会殿

から、「米国では、高速大容量の光ファイ

バー網を構造分離・機能分離・オープン化

する規制ではなく、規制を軽微に留めて設

備ベースの競争を促す方針が一貫して採ら

れています。」、 「このように、日本にお

いては、更なる規制負担によって高度通信

網への設備ベースの投資を阻害するのでは

なく、現存するオープン化規制などの障壁

を取り除くことを検討する必要があると考

えられます。米国には、高度通信網のオー

プン化規制が存在しません。」といった意

見も提出されていること。 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制

以上の状況は、現時点においてもＮＴＴ東西

が全加入者回線の８割以上の回線を有する状況

に鑑みれば、依然として変わりはないことか

ら、加入光ファイバを引き続き一種指定設備に

指定することが適当である。 
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は、端末系伝送路設備（メタルと光の区別が

ない）の５０％以上の使用設備シェアを保有

する場合には、これと一体として設置される

電気通信設備を指定電気通信設備として規制

する仕組みとなっていますが、仮に、今回

は、加入光ファイバが第一種指定電気通信設

備の対象から除外されないことになったとし

ても、今後に向けては、既に敷設済のメタル

回線と、健全な設備競争の下で整備されてき

た光ファイバの規制を明確に区分し、個々に

そのボトルネック性の有無等の検証を行い、

諸外国での規制の状況なども踏まえながら、

規制の要否を判断する必要があると考えま

す。 

・また、その際には、加入光ファイバのボトル

ネック性の判断にあたって、設備競争におけ

る競争中立性を確保する観点から、通信・放

送の融合や移動系ブロードバンドサービスの

普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モバイ

ルアクセス等を含めるよう見直すことについ

て検討していただきたいと考えます。 

・更に、現行のシェア基準値（５０％超）によ

る規制は、事業者間のシェアが５０％前後で

拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業者

間に規制上の大きな差が生じる仕組みとなっ

ているため、競争中立性を確保する観点か

ら、一定のシェアＶを有する事業者に対する

規制の同等性を確保するよう見直すことにつ

いて検討していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 
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■ 【現行指定告示を「指定する設備を具体的に

列挙する方式」に見直し】 

現行制度の下においては、ＮＴＴ東西のほぼ

全ての県内電気通信設備が、ボトルネック性の

有無についての十分な検証がされないままに、

ボトルネック性を有するとの蓋然性が高いとい

う理由で、原則として全て一種指定設備とされ

るネガティブリスト方式が採用されています。 

しかしながら、本来、規制の対象となる設備

は、行政当局が個別に不可欠性を挙証できた必

要最小限のものに限定すべきであると考えま

す。 

なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果において「ポジティブリスト方式に

変更した場合、ボトルネック性を有する設備で

あるにもかかわらず一定期間指定されない場合

が生じ得るため、電気通信市場の健全な発達が

損なわれる可能性がある」とされております

が、新たに導入する設備が不可欠性を有するこ

とになるかどうかは、導入当初では判断できな

いはずであり、むしろ現に指定されているルー

タ等の局内装置は、他事業者が自ら設置し、当

社の局内装置を利用するケースはほとんど皆無

であることを踏まえれば、不可欠性はなく、こ

れらの装置を一種指定設備とすることは、過剰

な規制であると考えます。 

このように、新たに導入する設備をすべて一

種指定設備の対象とする現行の指定方法は、

「必要以上の設備を指定電気通信設備として指

定することは回避されなければならない」とす

る「コロケーションルールの見直し等に係る接
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続ルールの整備について」答申（平成１９年３

月３０日）の趣旨にも反していると考えます。 

加えて、昨年度の公正競争レビュー制度に基

づく検証結果において「ネガティブリスト方式

の採用がＮＴＴ東西による迅速なサービス提供

等に対し重大な支障となっているという事実は

認められない」とされておりますが、熾烈な競

争が繰り広げられているブロードバンド市場に

おいては、たとえ「数ヶ月」であっても、サー

ビス開始前に接続約款の認可または告示改正等

の行政手続が必要となること、また事実上、認

可申請前にも事前説明に一定の時間が必要とな

ることは、当社を競争上極めて不利な立場に置

くだけでなく、お客様に対して新サービスの提

供や料金値下げが遅れる結果となり、お客様利

便を著しく損ねていると考えます。 

また、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果において「新たに導入する設備は、

アクセス回線と一体的に機能する蓋然性は高い

ものと考えられる」とされておりますが、当社

は、光ファイバ等のアクセス回線を当社（利用

部門）と同等の条件で他事業者に貸し出してお

り、現に、他事業者は、オープン化された当社

の光ファイバ等を利用してエンドエンドでＩＰ

通信網を構築しサービスを展開していることか

ら、アクセスのボトルネック性はネットワーク

とは遮断されており、こうしたご指摘は当たら

ないと考えます。 

したがって、行政当局においては、現行の指

定告示の規定方法である「指定しない設備を具

体的に列挙する方法」を「指定する設備を具体
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的に列挙する方法」に見直すとともに、一種指

定設備の対象とする具体的な基準を明らかに

し、その対象設備は、行政当局が個別にボトル

ネック性を挙証できた必要最小限のものに限定

すべきであると考えます。 

【加入者光ファイバ】 

現行の固定系の一種指定設備規制は、メタル

回線と光ファイバ回線を区別せず、端末系伝送

路設備の１／２以上の使用設備シェアを保有す

る場合には、これと一体として設置される電気

通信設備を一種指定設備として規制する仕組み

となっています。 

しかしながら、一種指定設備規制（ボトルネ

ック規制）の根幹となる端末系伝送路設備のう

ち、加入者光ファイバについては、はじめから

競争下で構築されてきており、ボトルネック性

はなく、既存のメタル回線とは市場環境や競争

状況等が以下のとおり異なっていることから、

メタル回線と競争下で敷設される光ファイバ回

線の規制を区分し、加入者光ファイバについて

は一種指定設備の対象から除外していただきた

いと考えます。 

－電柱・管路等の線路敷設基盤は既に開放済で

あり、他事業者が光ファイバ等を自前敷設で

きる環境は十分整備されていること。また、

電柱については、より使い易い高さを利用で

きるよう改善し、その手続も簡便なものに見

直してきており、他事業者が光ファイバを自

前設置できる環境は更に整備されてきている

こと。 

－現に他事業者も当該線路敷設基盤を利用して
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光ファイバ等を自前で敷設しサービスを提供

しており、ＫＤＤＩ殿や電力系事業者は相当

量の設備を保有していること。 

－「光の道」構想に関する意見募集（平成２２

年８月１７日）において、ジュピターテレコ

ム殿から「ケーブルテレビ事業者は、線路敷

設基盤を保有しない状態で、今まで設備競争

を行ってきた。体力のある通信大手キャリア

と異なり、規模の小さいケーブルテレビ事業

者が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率、８８％まで設備

を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能で

あることの証明であると考える」といった意

見が提出されているように、線路敷設基盤を

持たなくても、意欲のある事業者であれば、

当社や電力会社の線路敷設基盤を利用して自

前ネットワークを構築することが十分可能で

あること。 

－ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿が有する財務

力、顧客基盤を用いれば、光ファイバを敷設

しサービスを提供することは十分可能である

こと。 

－加入者光ファイバについては、諸外国で日本

のように厳格なアンバンドル規制を課してい

る例はないこと。 

なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果では、メタル回線と光ファイバ回線

は、 

①共に利用者から見て代替性の高いブロードバ

ンドサービスの提供に用いられていること、 
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②既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の

上に敷設されていること、 

③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファ

イバ回線に更新する際のコスト・手続の両面

において優位性を有していること、 

  から、メタルと光を区別せずに一種指定設備

として指定することとされております。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

－メタル回線（ＤＳＬサービス）と光ファイバ

（光サービス）との間でサービスの代替性が

あることと、設備のボトルネック性とは直接

関係がないこと。 

－電柱・管路等の線路敷設基盤は、徹底したオ

ープン化により、他事業者は、構築意欲さえ

あれば、光ファイバを自前敷設することが可

能であること。 

－当社は、メタル回線とは別に光ファイバを重

畳的に敷設しており、メタル回線を保有して

いることで他事業者よりも安く光ファイバを

敷設できるわけではないため、当社にコスト

面での優位性もないこと。 

－また、他事業者も計画的に光ファイバを敷設

することにより、個々のお客様からの申込に

対して当社と同等の期間でサービス提供する

ことは可能となっており、当社に手続面での

優位性はないこと。 

現に、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平

成１０年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，

９００万へと減少しています。一方、フレッツ

 ２５ 



光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、平成２

５年３月末時点で約１，５００万程度であり、

加入電話のピーク時に比べると約１，９００万

ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外の他

社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯電話

等へ移行したものと想定されます。 

こうした状況は、お客様ご自身が自由にサー

ビスを選択した結果であり、更に、スマートフ

ォン等の高度な機能を有する端末の普及に伴

い、固定系ブロードバンドは利用せずに移動系

ブロードバンドのみを利用するユーザもいるこ

とを踏まえると、メタル回線で提供される代替

サービスについて、固定系のブロードバンド回

線の光ファイバに限定するという考え方は市場

実態を反映したものではなく、光ファイバだけ

を抜き出して一種指定設備とする理由にはなら

ないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見５ 一種指定設備の指定については、サー

ビス開始前に認可申請が必要になるなど、競

争上不利となることから、ネガティブリスト

方式からポジティブリスト方式に見直すとと

もに、必要最小限のものに限定すべき。 

再意見５  考え方５ 

■ 【現行の指定方法の見直しについて】 

・殆ど全ての県内設備に事前規制をかける現行

の第一種指定電気通信設備の指定方法を継続

した場合、健全な競争が繰り広げられている

ブロードバンド通信市場においても、サービ

ス開始前に接続約款の認可又は告示改正等の

行政手続きが必要となり、また、認可申請前

■ 昨年度の本検証結果にて、「ネガティブリス

ト方式の採用によりＮＴＴ東西が競争上不利な

立場に置かれるといった状況は今回の同制度に

基づく検証においても特段見受けられない。」

と総務省殿の考えが示されたところですが、現

在もその状況に変化はないため、引き続きネガ

ティブリスト方式の採用を維持すべきと考えま

■ 考え方４のとおり。 

 

 ２６ 



の事前説明にも一定の時間が必要となるた

め、お客様に対する新サービスの提供や料金

値下げを遅らせる原因となり、当社を他事業

者との競争上極めて不利な立場に置くことに

なるだけでなく、更なるブロードバンド普及

に向けたインフラ整備や新規サービス開発の

芽を摘むことによって、お客様の利便の向上

を妨げることになると考えます。 

・したがって、現行制度の下においては、ＮＴ

Ｔ東西のほぼ全ての県内電気通信設備が、ボ

トルネック性の有無についての十分な検証が

されないままに、ボトルネック性を有すると

の蓋然性があるという理由で、原則として全

て指定電気通信設備とされるネガティブリス

ト方式が採用されておりますが、本来、規制

の対象となる設備は、行政当局が個別に不可

欠性を挙証できた必要最小限のものに限定

し、具体的に列挙する方式（ポジティブリス

ト方式）を採用すべきと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

す。 

また、第一種指定電気通信設備として指定さ

れているにも係らず、他事業者が必要とする機

能開放が十分に行われていない状況下におい

て、指定方式そのものをポジティブリスト方式

に変更することは、決して認められるべきでは

ありません。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 第一種指定電気通信設備の指定要件について

は、「ブロードバンド普及促進のための公正競

争レビュー制度に基づく検証結果（平成２４年

度）」（平成２５年３月２９日公表）にて総務

省の考え方が示されて以降、現在においてもそ

の状況は変わっていないため、ネガティブリス

ト方式の採用及び、端末系伝送路設備の種別

（メタル・光）を区別せず指定を行うことを継

続すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ポジティブリスト方式を採用すれば、ボトル

ネック性を有する設備が一時指定対象とならな

い場合が生じ、接続事業者が迅速なサービス提

供する上で支障を来たすため、引き続き、ネガ

ティブリスト方式を採用する必要があると考え

ます。 

（イー・アクセス） 

 

イ 指定の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 
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意見６ 現在指定されている一種指定設備（Ｎ

ＧＮ等）について、引き続き指定を継続すべ

き。 

再意見６  考え方６ 

■ 第一種指定電気通信設備の指定の対象は適切

と考えます。そのため、現在指定されている第

一種指定電気通信設備については指定を継続す

べきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ <現行指定の対象について> 

第一種指定電気通信設備を用いた電気通信サ

ービスについては、昨年から競争環境に大きな

変化はなく、平成２５年６月２７日に公表され

た「電気通信サービスの契約数及びシェアに関

する四半期データの公表（平成２４年度第４四

半期（３月末））」によると、ＮＴＴ東西殿は

固定電話で７６．５％、ＦＴＴＨで７２．

５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話で６２．２％のシェ

アを占め、引き続き市場支配力を有している状

況です。従って、現在指定を受けている第一種

指定電気通信設備については、今後も引き続き

指定を継続すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 指定対象の現行維持 

現行指定対象となっているＮＧＮ、光ファイ

バ、ＷＤＭ装置等については、ＮＴＴ東西殿よ

り概括的展望が公表され、メタル／ＰＳＴＮか

ら光／ＮＧＮへのマイグレーションが進展して

いることを踏まえれば、利用者、及び競争事業

■ 「光の道」構想で目指した「２０１５年頃ま

でに、全世帯でのブロードバンドの利用」とい

う目標は、過当競争による不適切な営業により

成すものではなく、公正な競争環境の中から生

まれる各事業者の多様サービスにより実現され

るべきものであると考えます。 

その環境を実現する為の設備の扱いに関する

考え方としては、意見募集の際に声の上がって

いた、「第一種指定電気通信設備の指定対象の

維持、ネガティブリスト方式の維持、ＯＮＵの

開放、コロケーション・ＤＦ等リソース不足の

計画的解消」などが必要であり、更に２０１５

年を見据えると、設備の利用に前向きな事業者

の要望を基にした早急なルールの整備が必要と

考えます。 

（アットアイ） 

 

■ ＮＴＴ東・西が保有するメタル回線や加入光

ファイバ等のアクセス回線は公社時代からの線

路敷設基盤の上に構築されていること、ＮＧＮ

や局内装置類等はボトルネック設備であるアク

セス回線と一体で構築されていることから不可

欠性があることに変わりありません。 

ボトルネック設備と一体で構築されるルータ

等の設備は、市中で容易に調達可能かどうかに

関わりなく、ボトルネック性を有するアクセス

回線を収容する時点で設備開放義務の必要性が

生じます。現行の指定電気通信設備制度は、電

■ 一種指定設備の対象の見直しについては、考

え方７のとおり。 

 

■ ＮＧＮについては、情報通信審議会答申「次

世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」（平成２０年３月２７日情審通第５３

号。以下「ＮＧＮ答申」という。）において示

されたとおり、シェア７４％超を占めるＦＴＴ

Ｈサービスやシェア７０％近いひかり電話等に

利用されるネットワークであり、他事業者の構

築したネットワークを利用してサービス提供を

行うビジネスモデルを採用する事業者（ＦＶＮ

Ｏ）や固定電話網・ＩＰ網などネットワークを

自ら構築し保有している事業者（ＦＮＯ）にと

って、利用の公平性が確保された形で自網とＮ

ＧＮを接続可能であることがその事業展開上不

可欠であり、かつ、利用者利便の確保の観点か

らも不可欠であると考えられること等から、Ｎ

ＧＮを一種指定設備に指定することとされたも

のである。 

情報通信審議会答申「ブロードバンド普及促

進のための環境整備の在り方」（平成２３年１

２月２０日情通審第１０８号。以下「ブロード

バンド答申」という。）においても、同様の点

について確認がなされた上で、「今後我が国の

基幹的なコア網としての役割が想定されるＮＧ

Ｎにおいて、多様な事業者が、競争的なサービ

スや多様なコンテンツ・アプリケーションサー
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者にとっての不可欠性はさらに高まると考えら

れるため、指定対象の維持が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 「電気通信サービスの契約数及びシェアに関

する四半期データの公表（平成２４年度第４四

半期（３月末））」によれば、ＮＴＴ東西殿は

ＦＴＴＨで７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話で

６２．２％のシェアを占めており、市場支配力

を維持している状況に変化はありません。市場

支配力を行使する可能性がある以上、指定要件

及び第一種指定電気通信設備の対象について

は、今後も引き続き継続して競争環境を維持す

べきと考えます。 

（ＤＳＬ協議会）  

話かＩＰか、といったサービスに着目するので

はなく、設備のボトルネック性に着目した制度

であり、ブロードバンド・ＩＰ時代にも対応可

能な普遍的な制度であると考えます。 

また、ＮＴＴ東・西の契約者数シェアは、光

ファイバで７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話で

６２．２％（「電気通信サービスの契約者数及

びシェアに関する四半期データ（平成２４年度

第４四半期（３月末））」）と他事業者を圧倒

しており、ＮＴＴ東・西は市場支配力を有し続

けている状況にあることから、第一種指定電気

通信設備の指定を継続することが必要と考えま

す。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 【指定電気通信設備規制に対する基本的な考

え方】 

・先般の当社意見で述べた通り、第一種指定電

気通信設備制度が導入された当時は、電話の

時代であり、他事業者が加入者回線や加入者

交換機を自ら設置して、当社と同等のネット

ワークを自前構築することは実質的に困難で

あったことから、他事業者がサービスを提供

するためには、当社の固定電話網が不可欠で

あるとして、規制が課されてきました。 

・しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に

は、他事業者は、ルータ等の局内装置を自ら

設置して独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン

化して提供するダークファイバ等を利用して

サービス提供しているところであり、当社の

ビスを柔軟に提供できる環境を整備することが

これまで以上に重要となっている」とされたと

ころである。 

  また、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧ

Ｎの収容ルータに収容されると、現時点ではコ

ア網として他事業者網を選択できないことか

ら、ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする

電話網等よりも他事業者にとっての事業展開上

のボトルネック性が一層高いという特性を有し

ている。 

  現在でもＦＴＴＨサービスにおけるＮＴＴ東

西のシェアは７１．７％（平成２５年９月）、

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話におけるシェアも６１．

２％（平成２５年９月、利用番号数ベース）の

状況にあることを踏まえると、これらの状況は

現段階においても変わりはないことから、引き

続き、ＮＧＮは、一種指定設備に指定すること

が必要と考えられる。 

 

■ 地域ＩＰ網については、ＮＧＮへの移行が進

められているところであるが、現時点において

もＩＳＰ事業者が地域ＩＰ網に接続している状

況等を踏まえれば、地域ＩＰ網との接続は引き

続き他事業者にとって事業展開上不可欠であ

り、利用者利便の確保の観点からも不可欠であ

る状況に変わりはないと考えられる。 

このため、地域ＩＰ網は、ＮＧＮへの移行の

進展状況等に留意しつつ、当面は引き続き一種

指定設備に指定することが必要と考えられる。 

 

■ ひかり電話網については、ＮＧＮへの移行が
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ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網に固定電話

網のような不可欠性はありません。 

・現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ

事業者といった固定系の事業者だけでなく、

ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業

者を含め、自ら設備を構築してサービスを提

供する事業者間で熾烈な競争が展開されてお

り、平成２４年度のＮＴＴ東西のフレッツ光

の純増数は７４万であるのに対し、ＬＴＥの

純増数は約１，８００万、ＷｉＭＡＸの純増

数は３００万、ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨサ

ービスの純増数は８２万となっています。 

・また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平

成１０年３月末時点のピーク時に約６，３０

０万でしたが、平成２５年３月末時点では約

２，９００万へと減少しています。一方、フ

レッツ光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）

は、平成２５年３月末時点で約１，５００万

程度であり、加入電話のピーク時に比べると

約１，９００万ものお客様が、ＮＴＴ東西の

固定電話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサー

ビスまたは携帯電話等へ移行したものと想定

されます。 

・こうした状況は、お客様ご自身が他社サービ

スのご利用を自由に選択した結果であり、ま

た、近年の傾向として、スマートフォン等の

携帯電話しか持たないお客様も相当数いらっ

しゃることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網

は、携帯電話も含め、各事業者が提供する多

様なネットワークの選択肢の一つに過ぎない

と考えます。 

進められているところであるが、現時点におい

ても、固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひ

かり電話網のひかり電話ユーザに対する着信サ

ービスを提供することは、その事業展開上不可

欠であり、また、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話市場は引

き続き拡大傾向にあり、今後その重要性が高ま

ると考えられる中で、同市場におけるシェアは

平成２５年９月時点で６１．２％（利用番号数

ベース）であることから、ＮＧＮ答申において

一種指定設備に指定することが必要とされた状

況に変わりはないと考えられる。 

このため、ひかり電話網は、引き続き一種指

定設備に指定することが必要と考えられる。 

 

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類及び

局内光ファイバについては、加入光ファイバと

一体として設置・機能するものであり、加入光

ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置

類だけを切り出して、その市場調達性や一部事

業者における自前設置の実績をもって、ボトル

ネック性の有無を判断することは適当ではな

い。 

以上の点を踏まえれば、現時点においても、

局内装置類及び局内光ファイバについて指定の

対象外とすることは引き続き適当ではない。 

なお、ＮＴＴ東日本からは、接続事業者が自

前敷設した芯線数の割合が高いとの意見が示さ

れているが、これについては、接続事業者が局

内光ファイバを自前敷設するのは主として一回

の工事により大きな需要に対応できる場合であ

ることを踏まえる必要があり、「他事業者も計
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・したがって、今年度の検証にあたっては、こ

のような市場環境・競争環境を十分に検証

し、「不可欠性」のない設備については、早

急に第一種指定電気設備の対象から除外して

いただきたいと考えます。 

・なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果

においては、従来の考え方を踏襲するだけに

とどまっていますが、このような市場環境・

競争環境を踏まえた検証が必要と考えます。 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につ

いて】 

・先般の当社意見で述べた通り、当社のＮＧ

Ｎ、地域ＩＰ網及びひかり電話網（以下、Ｎ

ＧＮ等）については、以下の観点においてボ

トルネック性がないことは明らかです。 

①他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素

材となる線路敷設基盤やアクセス網は、世

界的に最もアンバンドリング／オープン化

が進展しており、また、ＩＰ網の自前構築

に必要なルータ等の電気通信設備は誰でも

容易に市中で調達し、自ら設置することが

可能であるため、他事業者がこれらの設備

を組み合わせて当社と同様のネットワーク

を自前構築することは十分可能となってい

ること。 

②現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存す

ることなく、独自のＩＰ網を構築し、当社

に匹敵するブロードバンドユーザを獲得し

ており、当社のＮＧＮ等は各事業者が提供

する多様なネットワークの選択肢の一つに

過ぎないこと。具体的には、固定系ブロー

画的に所定の手続、自前工事を行えば、当社と

同等の期間で敷設が可能」との意見について

は、実態を十分に考慮した上で、更に検証する

ことが必要である。 

 

■ 戸建て向け屋内配線については考え方１０の

とおり。 

 

■ ＷＤＭ装置については、装置類の市場調達性

のみから判断するべきではなく、中継ダークフ

ァイバと一体として設置され、ネットワークの

一部として機能するものであることから、ボト

ルネック性がないと判断することは適当ではな

い。 

 

■ イーサネットサービス等のデータ通信網につ

いては、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果に示したとおり、現状では、その他

の専用線等と伝送路を共用しており、設備のボ

トルネック性という意味においては他の専用線

に用いられている設備と異なるものではない。 

このため、イーサネットスイッチはネットワ

ークの一部に過ぎず、これが市場において容易

に調達可能であることや、一部の事業者がネッ

トワークを自前構築できることをもって直ちに

ボトルネック性がないと判断することはできな

い。 

以上を踏まえれば、イーサネットサービス等

のデータ通信網について、現時点において指定

の対象外とすることは適当ではない。 
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ドバンドサービス市場で見た場合、当社の

契約者数シェア（平成２４年度末）は西日

本マクロで５０．１％、府県別では最小で

約３８％、ＦＴＴＨ市場での競争が激しい

関西エリアでは、２府４県でシェアが約４

２％に過ぎないこと。 

 また、純増数シェアをエリア別に見る

と、西日本マクロで平成２３年度は６４．

４％であったのに対し、平成２４年度では

４５．７％まで低下しており、特にＦＴＴ

Ｈ市場での競争が激しい近畿圏では平成２

３年度では約５１．９％であったのに対

し、平成２４年度では３９．７％まで低下

していること。 

 更に、移動系ブロードバンドサービスも

含めたブロードバンド市場全体で見た場

合、ＮＴＴ東西のシェアはわずか１１．

１％程度に過ぎないこと。 

③ひかり電話サービスについて、加入電話と

代替的なサービス市場で見た場合、直収電

話、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電

話、０５０－ＩＰ電話の合計に占めるＮＴ

Ｔ東西のシェアは約４２％程度（平成２４

年度末）、更に、携帯電話も含めたシェア

で見れば８．５％程度（平成２４年度末）

に過ぎないこと。 

 加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で

２億ユーザ（平成２５年７月）を超え、国

内だけでも４，５００万以上のユーザが存

在するなど、コミュニケーション・無料通

話アプリケーションによる通信サービスが

■ 加入光ファイバについては、考え方４のとお

り。 
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急拡大する中、従来の電話サービスの代替

として、こういったサービスを利用してい

るお客様が相当数いらっしゃることを踏ま

えると、ひかり電話の実体的なシェアは更

に小さくなるものと想定されること。 

④アクセス回線のボトルネック性に起因する

影響は、オープン化により遮断されてお

り、他事業者はアクセス回線からの影響を

受けることなくネットワークを構築可能で

あるため、当社のアクセス回線のシェアが

高いか否かは当社のＮＧＮ等自体のボトル

ネック性の有無の判断にあたって直接関係

がないこと。 

⑤主要国において、ブロードバンドサービス

のネットワーク部分をアンバンドルし、厳

格な提供義務が課せられているのは日本だ

けであること。 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネッ

ク性がないことは明らかであり、また、Ｉ

Ｐ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれ

ぞれネットワークを構築し、お互いのお客様

同士が相互に通信しあう、同じ立場での接続

形態となっており、当社の固定電話網を中継

事業者へアクセス網として貸し出す形態が中

心であった電話時代の接続とは大きく異なっ

ていることから、当社のＮＧＮ等は、第一種

指定電気通信設備の対象から除外していただ

きたいと考えます。 

【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・先般の当社意見で述べた通り、イーサネット

スイッチ、メディアコンバータ、光信号伝送
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装置（ＯＬＴ）、光局内スプリッタ、ＷＤＭ

装置等の局内装置類については、以下の観点

においてボトルネック性がないことは明らか

であることから、第一種指定電気通信設備の

対象から除外していただきたいと考えます。   

①他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素

材となる線路敷設基盤やアクセス網は、世

界的に最もアンバンドリング／オープン化

が進展しており、ＩＰ網の自前構築に必要

な当該装置類は誰でも容易に市中で調達

し、自ら設置することが可能であるため、

他事業者がこれらの設備を組み合わせて当

社と同様のネットワークを自前構築するこ

とは十分可能となっていること。  

②現に、他事業者は自前の光アクセスと当該

装置類を組み合わせて、もしくは、当社の

光アクセスと当社のコロケーションを利用

して当該装置類を設置し、サービス提供し

ていること。 

③アクセス回線のボトルネック性に起因する

影響は、オープン化により遮断されてお

り、他事業者はアクセス回線からの影響を

受けることなくネットワークを構築可能で

あるため、当社のアクセス回線のシェアが

高いか否かは当社の当該装置類自体のボト

ルネック性の有無の判断にあたって直接関

係がないこと。 

・なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通

信設備の対象から除外するのに時間を要する

場合には、少なくとも、他事業者がコロケー

ションできない局舎に設置された局内装置
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類、中継光ファイバの空きがない区間に設置

されたＷＤＭ装置等に指定対象を限定してい

ただきたいと考えます。 

・局内光ファイバについては、他事業者による

自前敷設が可能であり、また、他事業者が計

画的に所定の手続・自前工事を行うことで、

当社が局内光ファイバを敷設する場合と同等

期間で、当該他事業者も局内光ファイバを自

前敷設できることに鑑み、第一種指定電気通

信設備の対象から除外していただきたいと考

えます。 

  【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線  

について】 

・先般の当社意見で述べた通り、戸建て向け屋

内配線は、お客様の宅内に設置される設備で

あり、誰もが自由に設置できる設備です。屋

内配線の設置工事は、他事業者も同様に実施

することが可能であり、現に実施しているこ

とを鑑みれば、ボトルネック性がないことは

明らかであり、当社の戸建て向け屋内配線を

第一種指定電気通信設備から除外していただ

きたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 【指定電気通信設備規制に対する基本的な考

え方】 

第一種指定電気通信設備（以下、一種指定設

備という。）制度が導入された当時は、電話の

時代であり、他事業者が加入者回線の敷設や加

入者交換機を設置して、当社と同等のネットワ

ークを自ら構築することが実質的に困難であっ

 ３５ 



たことから、他事業者がサービスを提供するた

めに当社の固定電話網が不可欠であるとして、

規制が課されてきました。 

しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に

おいては、他事業者は、ルータ等の局内装置を

自ら設置し独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン化

により提供しているダークファイバ等を利用し

てサービス提供しており、当社のＮＧＮをはじ

めとするＩＰ通信網に固定電話網のような不可

欠性はありません。 

現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ

事業者といった固定系の事業者だけでなく、Ｗ

ｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業者を

含め、自ら設備を構築してサービスを提供する

事業者間で熾烈な競争が展開されており、平成

２４年度のＮＴＴ東西のフレッツ光の純増数は

７４万であるのに対し、ＬＴＥの純増数は約

１，８００万、ＷｉＭＡＸの純増数は３００

万、ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨサービスの純増

数は８２万となっています。 

また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平

成１０年３月末時点のピーク時に約６，３００

万でしたが、平成２５年３月末時点では約２，

９００万へと減少しています。一方、フレッツ

光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）は、平成２

５年３月末時点で約１，５００万程度であり、

加入電話のピーク時に比べると約１，９００万

ものお客様が、ＮＴＴ東西の固定電話以外の他

社直収電話やＦＴＴＨサービスまたは携帯電話

等へ移行したものと想定されます。 
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こうした状況は、お客様ご自身が他社サービ

スのご利用を自由に選択した結果であり、ま

た、近年の傾向として、スマートフォン等の携

帯電話しか持たないお客様も相当数いらっしゃ

ることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網は、携

帯電話も含め、各事業者が提供する多様なネッ

トワークの選択肢の一つに過ぎないと考えま

す。 

したがって、今年度の検証にあたっては、総

務省殿においては、従来の検証に留まることな

く、上述のような市場環境・競争環境を十分に

検証し、「不可欠性」のない設備については、

早急に一種指定設備の対象から除外していただ

きたいと考えます。 

なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果

においては、従来の考え方を踏襲するだけにと

どまっていますが、このような市場環境・競争

環境を踏まえた検証が必要と考えます。 

【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網】 

当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

等のＩＰ通信網については、以下の観点におい

てボトルネック性がないことは明らかであるこ

とから、一種指定設備の対象から除外していた

だきたいと考えます。 

（１）世界で最も徹底したオープン化を図

ってきた結果、他事業者は当社と同等の条件

で独自にＩＰ通信網を構築できる環境が十分

整っており、現に他事業者は独自のＩＰ通信

網を既に構築していること、また、他事業者

は、アクセス回線を自ら敷設、または当社の

光ファイバ等を利用してエンドエンドで設備
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を構築し、サービスを展開していることか

ら、光ファイバ等のアクセス回線のボトルネ

ック性はネットワークとは遮断されており、

当社のＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網自体

にボトルネック性はないこと。 

－他事業者が自前の設備を使って独自のＩＰ

通信網を構築できるよう、当社は光ファイ

バやコロケーションといった「素材」や、

電柱・管路といった線路敷設基盤を最大限

提供しております。 

＜中継光ファイバの提供実績＞ 

１５４事業者、３，９５０区間、約７．７

万芯（平成２５年３月末） 

＜コロケーションの提供実績＞ 

８０事業者、２，０７４ビル、約４．５万

架（平成２５年３月末）  

－また、年々多様化する他事業者からの新し

い要望等にお応えするため、接続メニュー

の多様化、手続の迅速化、情報開示の充実

等を通じて、市場拡大・サービス競争の促

進に寄与しています。 

（２）競争が進展しているブロードバンド市

場において、当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含

む）を規制する理由はないこと。 

－固定系ブロードバンド市場における、当社

の契約数シェア（平成２４年度末）は５

８．１％、特に首都圏では５１．６％と熾

烈な競争が展開されており、その結果、我

が国では、光サービスが世界に先駆けて普

及する等、世界で最も低廉で高速なブロー

ドバンドサービス環境が実現しています。 
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－ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場

合でも、ＫＤＤＩ殿の本格展開に伴い、当

社の純増数シェアは平成２３年度では７

９．７％であったのに対し、直近の平成２

４年度では４８．９％まで低下していま

す。 

更に、純増数シェアをエリア別に見ると、

首都圏においても４８．３％となっている

他、特に、群馬県、長野県、山梨県では純

増数シェアが３割を下回る状況となってお

ります。 

－冒頭で述べたとおり、ＷｉＭＡＸやＬＴＥ

の契約者数が拡大し、移動通信における超高速

ブロードバンド化が急速に進展してきているこ

とや、スマートフォン等の高度な機能を有する

端末の普及に伴い、固定系ブロードバンドは利

用せずに移動系ブロードバンドのみを利用する

ユーザもいることを踏まえると、移動系を含め

たブロードバンド市場全体の中の１つのネット

ワークとして当社のＩＰ通信網（ＮＧＮを含

む）を捉えることが適当であり、当該市場にお

けるＮＴＴ東西の契約数シェア（平成２５年３

月末）は１１．１％に過ぎません。（３）加入

者光ファイバについて、諸外国で日本のように

厳格なアンバンドル規制を課している例はない

こと。 

－「光の道」構想に関する意見募集（平成２

２年８月１７日）において、米国電気通

信協会殿から、 

「米国では、高速大容量の光ファイバー網

を構造分離・機能分離・オープン化する
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規制ではなく、規制を軽微に留めて設備

ベースの競争を促す方針が一貫して採ら

れています。」 

「このように、日本においては、さらなる

規制負担によって高度通信網への設備ベ

ースの投資を阻害するのではなく、現存

するオープン化規制などの障壁を取り除

くことを検討する必要があると考えられ

ます。米国には、高度通信網のオープン

化規制が存在しません。」 

 といった意見が提出されております。 

なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果において示されているＮＧＮ、地域

ＩＰ網及びひかり電話網を一種指定設備とする

理由については、以下のとおり、合理性はない

と考えます。 

《ＮＧＮの検証結果》 

昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証

結果では、当社のＮＧＮについて、 

①ＮＧＮはシェア７４％超を占めるＦＴＴＨサ

ービスやシェア７０％近いひかり電話等に利

用されるネットワークであり、他事業者の構

築したネットワークを利用してサービス提供

を行うビジネスモデルを採用する事業者（Ｆ

ＶＮＯ）や固定電話網・ＩＰ網などネットワ

ークを自ら構築し保有している事業者（ＦＮ

Ｏ）にとって、利用の公平性が確保された形

で自網とＮＧＮを接続可能であることがその

事業展開上不可欠であり、かつ、利用者利便

の確保の観点からも不可欠であると考えられ

ること、 
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②ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧＮの収

容ルータに収容されると、現時点ではコア網

として他事業者網を選択できないことから、

ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする電

話網等よりも他事業者にとっての事業展開上

のボトルネック性が一層高いという特性を有

しており、これらの状況は現段階においても

変わりはないこと、 

③今後我が国の基幹的なコア網としての役割が

想定されるＮＧＮにおいて、多様な事業者

が、競争的なサービスや多様なコンテンツ・

アプリケーションサービスを柔軟に提供でき

る環境を整備することがこれまで以上に重要

となっていること、 

 から、引き続き一種指定設備に指定することが

必要とされています。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

－シェアについていえば、そもそもシェアは各

事業者がエリア展開や営業活動を積極的に展

開したか否かの結果に過ぎず、他事業者にと

って、事業展開上の不可欠性とは何ら関係の

ないこと。 

－また、シェアの見方についていえば、 

固定系ブロードバンド市場における、当社の

契約数シェア（平成２５年３月末）は５８．

１％、特に首都圏では５１．６％と熾烈な競

争が展開されていること。 

ＦＴＴＨサービスだけに市場を限定した場合

でも、ＫＤＤＩ殿の本格展開に伴い、当社の

純増数シェアは平成２３年度では７９．７％
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であったのに対し、直近の平成２４年度では

４８．９％まで低下していること。 

更に、純増数シェアをエリア別に見ると、首

都圏においても４８．３％となっている他、

特に、群馬県、長野県、山梨県では純増数シ

ェアが３割を下回る状況となっていること。 

移動系を含めたブロードバンド市場全体にお

けるＮＴＴ東西の契約数シェア（平成２５年

３月末）は１１．１％に過ぎないこと。 

－ＦＶＮＯやＦＮＯにとっての不可欠性という

観点についていえば、それぞれお客様を抱え

る独立したネットワーク間の接続は、双方の

事業者にとって事業展開上不可欠であり、当

社のＮＧＮのみを一種指定設備とする理由と

はならないこと。 

 また、一般収容ルータ接続、一般中継局ル

ータ接続について、提供開始以降、他事業者

との接続の実績はなく、それでも他事業者は

ブロードバンド事業を展開していることから

すれば、当社のＮＧＮが他事業者の事業展開

上、不可欠とは言えないこと。 

 むしろ、当社のＩＰ網だけを一種指定設備

とすることによって、例えば、ひかり電話網

との接続において、お互いに接続料を支払う

関係にありながら、接続する他事業者の接続

料は当社接続料より高額に設定され、事業者

間取引のバランスが損なわれる、いわゆる

「逆ザヤ問題」といった弊害が生じているこ

と。 

－当社のＮＧＮは「他事業者にとっての事業展

開上の不可欠性等が一層高まるという特性を
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有している」「今後我が国の基幹的なコア網

としての役割が想定される」とされているこ

とについていえば、ＩＰ・ブロードバンド市

場においては、他事業者が当社の固定電話網

と接続して中継電話サービスを提供していた

時代とは異なり、他事業者は当社のＮＧＮに

依存することなく、お客様を獲得する競争構

造となっていること。加えて、ＬＴＥやＷｉ

ＭＡＸの契約数が、ＦＴＴＨユーザを超える

勢いで急増し、固定系ブロードバンドは利用

せずに移動系ブロードバンドのみを利用する

ユーザもいることも踏まえれば、当社のＩＰ

通信網は、携帯電話も含め、各事業者が提供

する多様なネットワークの選択肢の一つに過

ぎず、当社のＮＧＮは必ずしもＰＳＴＮの移

行先の基幹的なコア網となるわけではないこ

と。 

－アクセスとネットワークの一体性についてい

えば、他事業者は、アクセス回線を自ら敷

設、もしくは、オープン化された当社の光フ

ァイバ等を利用してエンドエンドで設備を構

築し、サービスを展開していることから、光

ファイバ等のアクセス回線のボトルネック性

はネットワークとは遮断されていること。 

－多様なサービス等を柔軟に提供できる環境の

整備が重要ということであれば、当社と他事

業者との取引条件については、ビジネスベー

スの取引に委ね、自由かつ機動的な連携・協

業を可能とする方が、多様なサービスが進展

し、更なるＩＰ・ブロードバンドサービスの

普及拡大につながるものと考えられること。 
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《地域ＩＰ網の検証結果》  

昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証

結果では、地域ＩＰ網について、 

－現時点においてもＮＴＴ東西合計で１６０社

のＩＳＰ事業者が地域ＩＰ網に接続している

状況等を踏まえれば、地域ＩＰ網との接続は

引き続き他事業者にとって事業展開上不可欠

であり、利用者利便の確保の観点から不可欠

である状況に変わりはないと考えられるこ

と、 

から、引き続き一種指定設備として指定するこ

とが当面必要とされています。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

－当社の場合、ＩＳＰフリーのオープン型モデ

ルを採用し、ＩＳＰ事業者と公平に接続して

おり、今後もオープンなネットワークとして

相互接続性の確保を図っていく考えであるこ

と。 

－また、ＩＳＰ事業者は、当社が提供するアク

セス網だけでなく、他事業者の提供するアク

セス網を利用してサービスを提供されてお

り、自由にアクセス網を選択できる状況にあ

ること。 

－今後、地域ＩＰ網は、利用が拡大しているフレ

ッツ光では利用する予定がないこと。 

《ひかり電話網の検証結果》 

昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証

結果では、ひかり電話網について、 

①固定電話事業者や携帯電話事業者が、ひかり

電話網のひかり電話ユーザに対する着信サー
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ビスを提供することは、その事業展開上不可

欠であること、 

②０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話市場は引き続き拡大傾

向にあり、今後その重要性が高まると考えら

れる中で、同市場におけるシェアは平成２４

年１２月末時点で６３．０％（番号ベース）

であること、 

 から、引き続き一種指定設備に指定することが

必要とされています。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

－それぞれお客様を抱える独立したネットワー

ク間の接続は双方の事業者にとって事業展開

上不可欠であり、ひかり電話網のみを一種指

定設備とする理由とはならないこと。 

むしろ、当社のひかり電話網だけを一種指定

設備とすることによって、ひかり電話網との

接続においてはお互いに接続料を支払う関係

にありながら、接続する他事業者の接続料は

当社接続料より高額に設定され、事業者間取

引のバランスが損なわれる、いわゆる「逆ザ

ヤ問題」といった弊害が生じていること。 

－ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ以外の直収

電話、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話、ＣＡＴＶ電

話、０５０－ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ

東西の０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話シェアは４２．

１％（平成２５年３月末）に過ぎないこと。 

また、そもそもシェアは各事業者がエリア展

開や営業活動を積極的に展開したか否かの結

果に過ぎず、他事業者にとって、事業展開上

の不可欠性とは何ら関係のないこと。 
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－更に、携帯電話の契約者数が１．３億（平成

２５年３月末）を超える中で、ＮＴＴ東西の

ひかり電話は約１，５００万ｃｈ（平成２５

年３月末）程度であり、加入電話や携帯電

話、ＩＰ電話等電話サービス全体のシェアで

見れば、ＮＴＴ東西のひかり電話のシェアは

８．５％に過ぎないこと。 

加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で２億

ユーザ（平成２５年７月）を超え、国内だけ

でも４，５００万以上のユーザが存在するな

ど、コミュニケーション・無料通話アプリケ

ーションによる通信サービスが急拡大する

中、従来の電話サービスの代替として、こう

いったサービスを利用しているお客様が相当

数いらっしゃることを踏まえると、ひかり電

話の実体的なシェアは更に小さくなるものと

想定されること。 

【局内装置類及び局内光ファイバ】 

メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等

の局内装置類や局内光ファイバについては、以

下の観点から、一種指定設備の対象から除外し

ていただきたいと考えます。 

－メディアコンバータやＯＬＴ、スプリッタ等

の局内装置類は、誰でも容易に調達・設置可

能であり、現に他事業者はコロケーションを

利用して自ら設置しており、メディアコンバ

ータにおいてはこれまで他事業者の利用実績

はなく、ＯＬＴにおいても長期にわたり他事

業者の利用がないこと。 

こうした状況は、局内装置類にボトルネック

性がないことの証左であること。 
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－局内光ファイバについては、ダークファイバ

の提供を開始した平成１３年当初から他事業

者による自前敷設を可能としており、平成１

５年からは効率的な利用を目的とした中間配

線盤の開放等の取組を実施してきた結果、８

６％が他事業者による自前敷設となっている

こと。また、他事業者も計画的に自前工事を

行えば、当社と同等の期間で敷設が可能とな

っていること。 

    自前局内光ファイバの割合：８６％ 

 （局内光ファイバ総数５５．５万芯のうち他事

業者の自前局内光ファイバ４７．７万芯（平

成２５年３月末）の割合） 

 なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果では、局内装置類及び局内光ファイ

バについて、「加入光ファイバと一体として設

置・機能するものであり、加入光ファイバのボ

トルネック性とは無関係に、装置類だけを切り

出して、その市場調達性や一部事業者における

自前設置の実績をもって、ボトルネック性の有

無を判断することは適当ではない」ことから、

一種指定設備の対象外とすることは適当でない

とされています。 

しかしながら、当社の加入者光ファイバは、

はじめから競争下で構築されてきており、ボト

ルネック性はないことに加え、現に、他事業者

はオープン化された当社の加入者光ファイバや

自ら敷設したアクセス回線と、自ら設置したル

ータ等の局内装置を組み合わせて独自のＩＰ通

信網を構築しております。 

また、当社のＩＰ通信網も、オープン化され
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た加入者光ファイバと局内装置を組み合わせて

構築しているに過ぎず、当社の局内装置類及び

局内光ファイバは、加入者光ファイバと既に切

り離されていることから、上記の理由について

は、合理性はないと考えます。 

【イーサネット系サービス等のデータ通信

網】 

イーサネット系サービス等のデータ通信網に

ついては、以下の観点から、一種指定設備の対

象から除外していただきたいと考えます。 

－イーサネット系サービスの市場における当社

のシェアは、１８．３％（平成２５年３月

末）であり、競争は十分に進展しているこ

と。 

－また、イーサ装置の価格は１台当たり数十万

円から数百万円程度であり、当社または電力

系事業者等から光ファイバを借り、自前で装

置を当社ビル等にコロケーションすれば、他

事業者は同等のサービス提供が可能となって

おり、現にそれらを利用してサービスを提供

していること。 

なお、昨年度の公正競争レビュー制度に基づ

く検証結果では、イーサネット系サービス等の

データ通信網について、 

①現状では、その他の専用線等と伝送路を共用

しており、設備のボトルネック性という意味

においては他の専用線に用いられている設備

と異なるものではないこと、 

②イーサネットスイッチはネットワークの一部

に過ぎず、これが市場において容易に調達可

能であることや、一部の事業者がネットワー
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クを自前構築できることをもって直ちにボト

ルネック性がないと判断することはできない

こと、 

  から一種指定設備の対象外とすることは適当

でないとされています。 

しかしながら、こうした理由は、以下の観点

から、合理性はないと考えます。 

－専用線等と伝送路を共用していることと、設

備のボトルネック性とは直接関係がないこ

と。 

－現に他事業者は、当社の中継光ファイバと自

ら調達したイーサネットスイッチを組み合わ

せ、独自のデータ通信網を構築しており、そ

れ自体が当社のイーサネット系サービス等の

データ通信網にボトルネック性がないことの

証左であること。 

【ＦＴＴＨサービスの屋内配線】 

「電気通信市場の環境変化に対応した接続ル

ールの在り方について」答申（平成２１年１０

月１６日）において、戸建て向け光屋内配線に

ついては一種指定設備とすることが適当とさ

れ、平成２２年３月より接続約款に網使用料等

を規定したところですが、当社の光屋内配線に

は、以下の観点から、ボトルネック性はなく、

一種指定設備に該当しないと考えます。 

－屋内配線は、お客様の宅内に設置される設備

であり、誰もが自由に設置できる設備である

こと。 

－現に、ＦＴＴＨサービス等で利用されている

屋内配線には、メタルケーブル、光ケーブ

ル、同軸ケーブル、宅内無線、高速電力線通
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信（ＰＬＣ）等、多様な形態があるほか、そ

の設置主体も、お客様ご自身やビル・マンシ

ョンオーナー、通信事業者、放送事業者（Ｃ

ＡＴＶ事業者）等、様々であること。 

－また、屋内配線の設置工事は、工事担任者の

資格があれば、誰でも実施可能であり、現に

多数の工事会社があること。実際、当社がお

客様から依頼された屋内配線工事も工事会社

に委託して実施しており、他事業者において

も同様に実施することが可能であり、現に実

施していること。  

【ＷＤＭ装置】 

ＷＤＭ装置については、市中で調達可能なも

のであり、他事業者は、当社の中継光ファイバ

等と組み合わせて、自ら設置することが可能で

あることから、当社のＷＤＭ装置に不可欠性は

なく、一種指定設備の対象から除外すべきであ

ると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見７ 市場環境等の変化を踏まえ、一種指定

設備の対象を検証し、見直すべき。また、Ｎ

ＧＮ等のＩＰ通信網は、現に他事業者は独自

のＩＰ網を構築するなど、ボトルネック性は

ないことから、一種指定設備の対象から除外

すべき。 

再意見７  考え方７ 

■ これまでの公正競争レビューの検証や接続ル

ール見直しの議論・答申においては、市場環境

や競争環境の変化は踏まえずに、依然として固

定通信と移動通信、通信レイヤと上位レイヤを

分けた議論がなされ、当社をはじめとするＮＴ

■ ＮＴＴ東・西殿のＮＧＮ等を第一種指定電気

通信設備の対象から除外すべきではありませ

ん。ＮＴＴ東・西殿は、競争が進展している旨

を主張されていますが、そもそも、競争が成立

するのはＮＴＴ東・西殿やＫＤＤＩ株式会社

■ 一種指定設備の対象については、公正競争レ

ビュー制度による運用を通じて毎年度検証する

こととしており、今年度においてもブロードバ

ンド普及促進のための公正競争レビュー制度の

運用に関するガイドライン（平成２４年５月策
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Ｔグループに対して、依然として電話時代を前

提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制

といった非対称規制を課しています 

①ＩＰ網・ブロードバンドの時代においては、他

事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら設置、あるいは当社がオープン化

により提供しているダークファイバ等を利用し

てサービスを提供しており、電話の時代のよう

に、他事業者にとって当社網は事業展開上不可

欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み

合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、お客様利便

の向上を阻害すること、 

からすれば、現行の指定電気通信設備規制や

禁止行為規制等については、過剰な規制と考え

ます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、実態にそぐわない不要な規

制は見直しまたは撤廃していただきたいと考え

ます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 【指定電気通信設備規制に対する基本的な考

殿、電力系事業者など光ファイバや電柱等の設

備を所有する大手事業者に限られ、弊社をはじ

めとした中小規模の通信事業者がＮＴＴ東・西

殿と同等のＮＧＮを構築することは極めて困難

です。したがってＮＴＴ西日本株式会社殿の主

張は現実的に妥当ではありません。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ インターネット接続を提供するＩＳＰ事業者

等、多くの通信事業者にとって、東日本電信電

話株式会社（以下、「ＮＴＴ東」とします）殿

及び西日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ

西」とします）殿のＮＧＮと同等のネットワー

クを構築することは、資金を含むリソースの制

約等から実質的に不可能です。また、ＦＴＴＨ

市場における契約数のシェアが７３．４％（平

成２４年度末）と依然として高いこと等も踏ま

えれば、ＮＧＮがボトルネック設備であること

は明らかであり、引き続き第一種指定電気通信

設備の指定を継続すべきであると考えます。 

仮に、ＮＧＮが第一種指定電気通信設備の対

象から外れた場合、ＮＧＮとＩＳＰネットワー

クの相互接続が円滑に行われなくなるおそれが

あるなど、ＩＳＰ市場の健全な発展を阻害する

ことにつながるものと考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

 

■ 先般の「ブロードバンド普及促進のための公

正競争レビュー制の運用に関する意見募集」

（以下、「本意見募集」とします。）において

述べたとおり、第一種指定電気通信設備を用い

定。以下「公正競争レビュー制度運用ガイドラ

イン」という。）に規定する考え方に基づき、

その妥当性・適正性の確保に努めることとして

いる。 

 

■ ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につい

ては、考え方６のとおり。 
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え方】 

・第一種指定電気通信設備制度が導入された当

時は、電話の時代であり、他事業者が加入者

回線や加入者交換機を自ら設置して、当社と

同等のネットワークを自前構築することは実

質的に困難であったことから、他事業者がサ

ービスを提供するためには、当社の固定電話

網が不可欠であるとして、規制が課されてき

ました。 

・しかしながら、ＩＰ・ブロードバンド時代に

は、他事業者は、ルータ等の局内装置を自ら

設置して独自のＩＰ通信網を構築し、アクセ

ス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン

化して提供するダークファイバ等を利用して

サービス提供しているところであり、当社の

ＮＧＮをはじめとするＩＰ通信網に固定電話

網のような不可欠性はありません。 

・現に、電力系事業者、ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ

事業者といった固定系の事業者だけでなく、

ＷｉＭＡＸやＬＴＥ等を用いた移動系の事業

者を含め、自ら設備を構築してサービスを提

供する事業者間で熾烈な競争が展開されてお

り、平成２４年度のＮＴＴ東西のフレッツ光

の純増数は７４万であるのに対し、ＬＴＥの

純増数は約１，８００万、ＷｉＭＡＸの純増

数は３００万、ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨサ

ービスの純増数は８２万となっています。 

・また、ＮＴＴ東西の加入電話契約者数は、平

成１０年３月末時点のピーク時に約６，３０

０万でしたが、平成２５年３月末時点では約

２，９００万へと減少しています。一方、フ

た電気通信サービスについては、昨年から競争

環境に特段の大きな変化はありません。東日本

電信電話株式会社殿及びＮＴＴ西日本（以下、

「ＮＴＴ東西」とします。）殿は、ＦＴＴＨ市

場で７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話市場では

６２．２％（平成２５年３月末時点）と依然と

して高いシェアを占めています。ＮＴＴ東西殿

の次世代ネットワーク（以下、「ＮＴＴ-ＮＧ

Ｎ」とします。）、ひかり電話網については、

ＮＴＴ東西殿の地域ＩＰ網や固定電話網のユー

ザが将来的に移行していくことから、競争事業

者にとっては、事業展開上の不可欠性等がより

高くなっていくと想定されます。このような状

況からも、ＮＴＴ-ＮＧＮやひかり電話網につ

いては、サービスの多様化、低廉化のため、よ

り一層競争を促進する施策を講じる必要がある

と考えます。 

以上のことから、情報通信審議会答申（平成

２０年）「次世代ネットワークに係る接続ルー

ルの在り方について」にて示されているとお

り、引き続き、第一種指定電気通信設備として

の指定を継続すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■  ＮＴＴ東・西が保有するメタル回線や加入

光ファイバ等のアクセス回線は公社時代からの

線路敷設基盤の上に構築されていること、ＮＧ

Ｎや局内装置類等はボトルネック設備であるア

クセス回線と一体で構築されていることから不

可欠性があることに変わりありません。 
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レッツ光のひかり電話契約者数（ｃｈ数）

は、平成２５年３月末時点で約１，５００万

程度であり、加入電話のピーク時に比べると

約１，９００万ものお客様が、ＮＴＴ東西の

固定電話以外の他社直収電話やＦＴＴＨサー

ビスまたは携帯電話等へ移行したものと想定

されます。 

・こうした状況は、お客様ご自身が他社サービ

スのご利用を自由に選択した結果であり、ま

た、近年の傾向として、スマートフォン等の

携帯電話しか持たないお客様も相当数いらっ

しゃることも踏まえれば、当社のＩＰ通信網

は、携帯電話も含め、各事業者が提供する多

様なネットワークの選択肢の一つに過ぎない

と考えます。 

・したがって、今年度の検証にあたっては、こ

のような市場環境・競争環境を十分に検証

し、「不可欠性」のない設備については、早

急に第一種指定電気設備の対象から除外して

いただきたいと考えます。 

・なお、昨年度の公正競争レビューの検証結果

においては、従来の考え方を踏襲するだけに

とどまっていますが、このような市場環境・

競争環境を踏まえた検証が必要と考えます。 

 

 【ＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網につ

いて】 

・当社のＮＧＮ、地域ＩＰ網及びひかり電話網

（以下、ＮＧＮ等）については、以下の観点

においてボトルネック性がないことは明らか

です。 

ボトルネック設備と一体で構築されるルータ

等の設備は、市中で容易に調達可能かどうかに

関わりなく、ボトルネック性を有するアクセス

回線を収容する時点で設備開放義務の必要性が

生じます。現行の指定電気通信設備制度は、電

話かＩＰか、といったサービスに着目するので

はなく、設備のボトルネック性に着目した制度

であり、ブロードバンド・ＩＰ時代にも対応可

能な普遍的な制度であると考えます。 

また、ＮＴＴ東・西の契約者数シェアは、光

ファイバで７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話で

６２．２％（「電気通信サービスの契約者数及

びシェアに関する四半期データ（平成２４年度

第４四半期（３月末））」）と他事業者を圧倒

しており、ＮＴＴ東・西は市場支配力を有し続

けている状況にあることから、第一種指定電気

通信設備の指定を継続することが必要と考えま

す。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＮＧＮ等については、以下の理由から利用者

及び接続事業者にとっての不可欠性が高いと考

えられるため、引き続き第一種指定電気通信設

備(以下、一種指定設備)の対象とすることが必

要と考えます。 

①ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨにおける市場シェア

は７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話６２．

２％と依然として独占化傾向にあり、昨年度

の総務省殿の考え方から特段の状況変化は無

いこと。 

②２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴ
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①他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素

材となる線路敷設基盤やアクセス網は、世

界的に最もアンバンドリング／オープン化

が進展しており、また、ＩＰ網の自前構築

に必要なルータ等の電気通信設備は誰でも

容易に市中で調達し、自ら設置することが

可能であるため、他事業者がこれらの設備

を組み合わせて当社と同様のネットワーク

を自前構築することは十分可能となってい

ること。 

→別添１ 

②現に、他事業者は当社のＮＧＮ等に依存す

ることなく、独自のＩＰ網を構築し、当社

に匹敵するブロードバンドユーザを獲得し

ており、当社のＮＧＮ等は各事業者が提供

する多様なネットワークの選択肢の一つに

過ぎないこと。具体的には、固定系ブロー

ドバンドサービス市場で見た場合、当社の

契約者数シェア（平成２４年度末）は西日

本マクロで５０．１％、府県別では最小で

約３８％、ＦＴＴＨ市場での競争が激しい

関西エリアでは、２府４県でシェアが約４

２％に過ぎないこと。 

→別添２  

 また、純増数シェアをエリア別に見る

と、西日本マクロで平成２３年度は６４．

４％であったのに対し、平成２４年度では

４５．７％まで低下している。特にＦＴＴ

Ｈ市場での競争が激しい近畿圏では平成２

３年度では約５１．９％であったのに対

し、平成２４年度では３９．７％まで低下

Ｎの概括的展望を示し、今まさに、ＰＳＴＮ

マイグレーションに係る意識合わせの場に

て、ＩＰ網同士の接続における接続形態や移

行方法について議論されているところであ

り、今後ＮＧＮとの接続の必要性が更に高ま

ると考えられること。 

③メタル・ＰＳＴＮから光・ＮＧＮへのマイグ

レーションの進展により、「メタル・ＰＳＴ

Ｎサービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ

等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を

失う競争事業者によるサービス（マイライ

ン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」に

て、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、ＯＡＢ光ＪＩ

Ｐ電話への移行が進み、独占が拡大する虞が

あること。 

（イー・アクセス） 
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しております。 

 さらに、移動系ブロードバンドサービス

も含めたブロードバンド市場全体で見た場

合、ＮＴＴ東西のシェアはわずか１１．

１％程度に過ぎないこと。 

→別添３ 

③ひかり電話サービスについて、加入電話と

代替的なサービス市場で見た場合、直収電

話、０ＡＢ－ＪＩＰ電話、ＣＡＴＶ電話、

０５０－ＩＰ電話の合計に占めるＮＴＴ東

西のシェアは約４２％程度（平成２４年度

末）、さらに、携帯電話も含めたシェアで

見れば８．５％程度（平成２４年度末）に

過ぎないこと。 

 加えて、ＬＩＮＥのユーザ数が全世界で

２億ユーザ（平成２５年７月）を超え、国

内だけでも４，５００万以上のユーザが存

在するなど、コミュニケーション・無料通

話アプリケーションによる通信サービスが

急拡大する中、従来の電話サービスの代替

として、こういったサービスを利用してい

るお客様が相当数いらっしゃることを踏ま

えると、ひかり電話の実体的なシェアはさ

らに小さくなるものと想定されること。→

別添４ 

④アクセス回線のボトルネック性に起因する

影響は、オープン化により遮断されてお

り、他事業者はアクセス回線からの影響を

受けることなくネットワークを構築可能で

あるため、当社のアクセス回線のシェアが

高いか否かは当社のＮＧＮ等自体のボトル
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ネック性の有無の判断にあたって直接関係

がないこと。 

⑤主要国において、ブロードバンドサービス

のネットワーク部分をアンバンドルし、厳

格な提供義務が課せられているのは日本だ

けであること。 

・上述のとおり、当社のＮＧＮ等にボトルネッ

ク性がないことは明らかであり、また、Ｉ

Ｐ・ブロードバンド時代は、各事業者がそれ

ぞれネットワークを構築し、お互いのお客様

同士が相互に通信しあう、同じ立場での接続

形態となっており、当社の固定電話網を中継

事業者へアクセス網として貸し出す形態が中

心であった電話時代の接続とは大きく異なっ

ていること、から、当社のＮＧＮ等は、第一

種指定電気通信設備の対象から除外していた

だきたいと考えます。 

（別添１） 

 
（別添２） 
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（別添３） 

 

（別添４） 
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（ＮＴＴ西日本） 

 

 

 意見８ ＮＴＴ東西の局内装置類及び局内光フ

ァイバは、加入光ファイバと既に切り離され

ていることから、一種指定設備の対象から除

外するべき。 

 再意見８  考え方８ 

■ 【局内装置類及び局内光ファイバについて】 

・イーサネットスイッチ、メディアコンバー

タ、光信号伝送装置（ＯＬＴ）、光局内スプ

リッタ、ＷＤＭ装置等の局内装置類について

は、以下の観点においてボトルネック性がな

いことは明らかであることから、第一種指定

電気通信設備の対象から除外していただきた

いと考えます。   

①他事業者がＩＰ網を自前で構築する際の素

材となる線路敷設基盤やアクセス網は、世

界的に最もアンバンドリング／オープン化

が進展しており、ＩＰ網の自前構築に必要

な当該装置類は誰でも容易に市中で調達

■ 【メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類及

び局内光ファイバ】 

昨年度の「ブロードバンド普及促進のための

公正競争レビュー制度に基づく検証結果（以

下、「本検証結果」とします。）における総務

省殿の考え方で示されているとおり、「メディ

アコンバータやＯＬＴ等の装置類及び局内光フ

ァイバについては、加入光ファイバと一体とし

て設置・機能するものである」ことから、当該

装置のみを切り出して、指定対象とすべきか判

断を行うこと自体が不適切です。そのため、一

部事業者における自前設置の実績をもってボト

ルネック性の有無を判断することは適当ではな

■ メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類、局

内光ファイバ及びイーサネットサービス等のデ

ータ通信網については、考え方６のとおり。 
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し、自ら設置することが可能であるため、

他事業者がこれらの設備を組み合わせて当

社と同様のネットワークを自前構築するこ

とは十分可能となっていること。  

②現に、他事業者は自前の光アクセスと当該

装置類を組み合わせて、もしくは、当社の

光アクセスと当社のコロケーションを利用

して当該装置類を設置し、サービス提供し

ていること。 

③アクセス回線のボトルネック性に起因する

影響は、オープン化により遮断されてお

り、他事業者はアクセス回線からの影響を

受けることなくネットワークを構築可能で

あるため、当社のアクセス回線のシェアが

高いか否かは当社の当該装置類自体のボト

ルネック性の有無の判断にあたって直接関

係がないこと。 

・なお、当該装置類の全てを第一種指定電気通

信設備の対象から除外するのに時間を要する

場合には、少なくとも、他事業者がコロケー

ションできない局舎に設置された局内装置

類、中継光ファイバの空きがない区間に設置

されたＷＤＭ装置等に指定対象を限定してい

ただきたいと考えます。 

・局内光ファイバについては、他事業者による

自前敷設が可能であり、また、他事業者が計

画的に所定の手続き・自前工事を行うこと

で、当社が局内光ファイバを敷設する場合と

同等期間で、当該他事業者も局内光ファイバ

を自前敷設できることに鑑み、第一種指定電

気通信設備の対象から除外していただきたい

く、ボトルネック設備と一体として設置・機能

する以上、競争事業者の利用を前提とすべきで

あり、引き続き、第一種指定電気通信設備とし

て指定を継続することが必要と考えます。 

【ＷＤＭ装置】 

ＷＤＭ装置は、昨年度の本検証結果にて、総

務省殿が考え方を示されているとおり、「中継

ダークファイバと一体として設置され、ネット

ワークの一部として機能するものである」と整

理されており、引き続き、第一種指定電気通信

設備として指定を継続することが必要と考えま

す。 

【イーサネット系サービス等のデータ通信

網】 

イーサネット系サービス等のデータ通信網に

ついても、昨年度の本検証結果にて総務省殿が

考え方を示されているとおり、従来、「その他

の専用線等と伝送路を共有しており、設備のボ

トルネック性という意味においては他の専用線

に用いられている設備と異なるものではない」

という状況であり、現状も特段大きな変化はな

いことから、引き続き、第一種指定電気通信設

備として指定を継続することが必要と考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 昨年度のレビュー制度の運用に関する意見募

集及び再意見募集に寄せられた意見に対する総

務省の考え方（平成２５年３月２９日）におい

て、 
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と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

「メディアコンバータやＯＬＴ等の装置類及び

局内光ファイバについては、加入光ファイバと

一体として設置・機能するものであり、加入光

ファイバのボトルネック性とは無関係に、装置

類だけを切り出して、その市場調達性や一部事

業者における自前設置の実績をもって、ボトル

ネック性の有無を判断することは適当ではな

い。 

以上の点を踏まえれば、現時点においても、

局内装置類及び局内光ファイバについて指定の

対象外とすることは引き続き適当ではない。」 

と示されたとおり、局内装置類及び局内光フ

ァイバについては、第一種指定電気通信設備で

ある加入光ファイバと一体で設置・構築されて

いるものであるため、ボトルネック性を有して

いる加入光ファイバから切り出して判断すべき

ではなく、第一種指定電気通信設備の指定の対

象外とすることは適当ではないと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 局内装置類、局内光ファイバについては、以

下の理由から利用者及び競争事業者にとっての

不可欠性が高いと考えられるため、引き続き一

種指定設備の対象とすることが必要と考えま

す。 

①昨年度の総務省殿の考え方にて示されている

通り、加入光ファイバと一体的に設置・機能

するものであり、加入光ファイバと切り離し

てボトルネック性を判断することは難しいこ

と。 

②２０１０年１１月にＮＴＴ東西殿がＰＳＴＮ
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の概括的展望を示し、今後ＩＰ化の進展が見

込まれることを考慮すれば、競争事業者がＮ

ＧＮを利用した創意工夫あるサービスを提供

することが期待され、必要性が一層高まると

想定されること。 

また、ＷＤＭ装置については、現状ＷＤＭ空

き波長のアンバンドルが、当社をはじめとし

た接続事業者にとって中継ＤＦの空きが無い

際の有効な代替手段となっており、ネットワ

ークを円滑に構築することに寄与しているた

め、引き続き一種指定設備の対象とすること

が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 意見９ 加入光ファイバについて、一種指定設

備の対象から除外すべき。 

 再意見９  考え方９ 

■ 【加入光ファイバについて】 

・加入光ファイバについては、以下の観点にお

いてボトルネック性がないことは明らかであ

ることから、第一種指定電気通信設備の対象

から除外していただきたいと考えます。 

①指定電気通信設備規制（ボトルネック規

制）の根幹となる端末系伝送路設備につい

ては、電柱等ガイドラインに基づく線路敷

設基盤のオープン化や電柱の新たな添架ポ

イントの開放・手続きの簡素化等により、

他事業者が自前の加入者回線を敷設するた

めの環境が整備された結果、他事業者の参

入機会の均等性は確保されており、ＩＰ・

ブロードバンド市場においては、アクセス

区間においても現に設備競争が進展してい

■ ＮＴＴ東西殿は、公社時代から引き継いだ電

柱や管路等の線路敷設基盤や、それらを利用し

て構築される光ファイバ回線等の大半を有して

いる市場支配的事業者である一方、競争事業者

がこれらの設備を自ら敷設することは容易では

なく、ＮＴＴ東西殿の光ファイバを利用するこ

とが欠かせない状況であることに変化はありま

せん。また、今後、益々メタル回線やＰＳＴＮ

からのマイグレーションが加速する中、ＮＴＴ

東西殿が構築する光ファイバ回線等が、第一種

指定電気通信設備の対象から除外されることが

あれば、ＮＴＴ東西殿の独占がより拡大する恐

れがあります。以上のことからも、加入光ファ

イバが第一種指定電気通信設備として指定を継

続することは当然であると考えます。 

■ 加入光ファイバについては、考え方４のとお

り。 

 

■ 端末系伝送路設備におけるメタル・光の種別

の区別については、考え方４のとおり。 
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ること。 

②現に、光ファイバについては、電力会社殿

が当社の約２倍の電柱を保有しており、電

力系事業者殿は相当量の設備を保有する

等、当社と健全な設備競争を展開してお

り、ＣＡＴＶ事業者殿も、通信と放送の融

合が進む中、電力会社殿や当社の電柱を利

用して自前アクセス回線を敷設し、過去１

０年間で契約数を１．８倍の ２，８６５万

世帯（平成２５年３月末。登録に係る有線

電気通信設備によりサービスを受ける加入

世帯数、再送信のみを含む。）に増加させ

ていること。これに関して、平成２２年度

の「光の道」構想に関する意見募集に際し

て、ジュピターテレコム殿からも、「ケー

ブルテレビ事業者は、線路敷設基盤を保有

しない状態で、今まで設備競争を行ってき

た。体力のある通信大手キャリアと異な

り、規模の小さいケーブルテレビ事業者

が、一社一社のカバーエリアは狭いながら

も業界全体で世帯カバー率８８％まで設備

を整えられたことは、電気通信業界におい

て、設備競争をより活発に行うことが可能

であることの証明であると考える。」とい

った意見も提出されており、線路敷設基盤

を持たなくても、意欲のある事業者であれ

ば、当社や電力会社の線路敷設基盤を利用

して自前ネットワークを構築することは十

分可能であること。 

③主要国において、加入光ファイバをアンバ

ンドルし、厳格な提供義務が課せられてい

また、平成２２年１２月公表の「グローバル

時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォー

ス「光の道」構想実現に向けて 取りまとめ」

においても、「競争事業者は、ＮＴＴ東西のボ

トルネック設備（加入光ファイバ等）を利用し

てサービス提供することが不可欠であるため、

ＮＴＴ東西の接続料の低廉化等は、事業者間競

争を活性化し、ユーザ料金の低廉化を促進する

上で重要となる」とされているところであり、

加入光ファイバについては、その接続料の低廉

化等についても継続して推進することが適切と

考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバについては、

競争セーフガード制度に基づく検証結果（２０

０７年度）において、「実態としてＮＴＴ東西

はメタル回線を光ファイバ回線に更新する際の

コスト・手続の両面において優位性を有してい

る」とされていますが、現時点においても状況

の変化は見られず、このことが固定通信市場に

おけるＮＴＴ東西殿のシェアが高止まりしてい

る要因の一つとなっているものと考えられま

す。 

よって、ＮＴＴ東西殿の加入光ファイバと、

ゼロから敷設をしている弊社のような設備事業

者の光ファイバを第一種指定電気通信設備とし

て同等に取り扱うのは適切ではなく、仮にこの

ような措置がなされた場合には、これまでの固

定通信市場における健全な設備競争が阻害さ
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るのは日本だけであること。 

 これに関して、平成２２年度の「光の

道」構想に関する意見募集に際して、米国

電気通信協会殿から、「米国では、高速大

容量の光ファイバー網を構造分離・機能分

離・オープン化する規制ではなく、規制を

軽微に留めて設備ベースの競争を促す方針

が一貫して採られています。」、 「このよ

うに、日本においては、さらなる規制負担

によって高度通信網への設備ベースの投資

を阻害するのではなく、現存するオープン

化規制などの障壁を取り除くことを検討す

る必要があると考えられます。米国には、

高度通信網のオープン化規制が存在しませ

ん。」といった意見も提出されているこ

と。 

・なお、現行の固定系の指定電気通信設備規制

は、端末系伝送路設備（メタルと光の区別が

ない）の５０％以上の使用設備シェアを保有

する場合には、これと一体として設置される

電気通信設備を指定電気通信設備として規制

する仕組みとなっていますが、仮に、今回

は、加入光ファイバが第一種指定電気通信設

備の対象から除外されないことになったとし

ても、今後に向けては、既に敷設済のメタル

回線と、健全な設備競争の下で整備されてき

た光ファイバの規制を明確に区分し、個々に

そのボトルネック性の有無等の検証を行い、

諸外国での規制の状況なども踏まえながら、

規制の要否を判断する必要があると考えま

す。 

れ、お客様の利便性を著しく損なうものと考え

ます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ 固定通信分野では、ＮＴＴ東西が７０％を超

えるシェアを維持しており、ドミナント事業者

であることは変わっていないことから、現時点

で現行のシェア基準値（５０％）を見直す合理

的な理由はないと考えます。 

（中部テレコミュニケーション） 

 

■ ＮＴＴ東・西が保有するメタル回線や加入光

ファイバは、公社時代から引き継いだ線路敷設

基盤の上に構築されていることからボトルネッ

ク性があることは明白です。さらに、ＮＴＴ

東・西は、線路敷設基盤同様、公社時代から顧

客基盤を引き継いており、競争上の優位性を保

持している状況にあります。それらに起因して

ＮＴＴ東・西はＦＴＴＨ市場において７２．

５％と非常に高い契約者数シェアを有してお

り、圧倒的な市場支配力を保持し続けている状

況に変わりありません。 

したがって、加入光ファイバについては第一

種指定電気通信設備の指定を維持することが必

要と考えます。 

なお、欧米において光ファイバへのアンバン

ドル義務がない背景として、そもそも日本のよ

うに光ファイバの敷設が進んでいない事情があ

ります。光ファイバの普及が進むスウェーデン

においては、光ファイバに対するアンバンドル

義務が課されています。 
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・また、その際には、加入光ファイバのボトル

ネック性の判断にあたって、設備競争におけ

る競争中立性を確保する観点から、通信・放

送の融合や移動系ブロードバンドサービスの

普及等を踏まえ、ＣＡＴＶ回線や高速モバイ

ルアクセス等を含めるよう見直すことについ

て検討していただきたいと考えます。 

・さらに、現行のシェア基準値（５０％超）に

よる規制は、事業者間のシェアが５０％前後

で拮抗する場合でも、５０％超か否かで事業

者間に規制上の大きな差が生じる仕組みとな

っているため、競争中立性を確保する観点か

ら、一定のシェアを有する事業者に対する規

制の同等性を確保するよう見直すことについ

て検討していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 加入光ファイバは、以下の理由から利用者及

び競争事業者にとっての不可欠性が高いと考え

られるため、引き続き一種指定設備の対象とす

ることが必要と考えます。 

①ＦＴＴＨにおけるＮＴＴ東西殿の市場シェア

は７２．５％、設備シェアは７８．４％(※

２)と依然として独占化傾向にあり、加入光

ファイバの指定はサービス競争の展開に必要

不可欠であること。 

②ブロードバンド普及促進のための公正競争レ

ビュー制度(以下、本制度)の枠組みで進めら

れているブロードバンドの普及促進において

は、ＦＴＴＨ市場におけるサービス競争の促

進による料金低廉化や利用者におけるサービ

ス選択制の確保が必要不可欠であること。 

③メタル/ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレ

ーションの進展により、「メタル・ＰＳＴＮ

サービス（加入電話、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ

等）におけるＮＴＴ東西殿の顧客基盤」及

び、「ＰＳＴＮの廃止に伴いサービス基盤を

失う競争事業者によるサービス（マイライ

ン、ドライカッパ電話、ＡＤＳＬ等）」に

て、ＮＴＴ東西殿のＦＴＴＨ、０ＡＢＪ光Ｉ

Ｐ電話への移行が進み、独占が拡大する虞が

あること。 

(※２)平成２４年度末における固定端末系伝送

路設備の設置状況 

（イー・アクセス） 

 

 ６４ 



■ ＮＴＴ西日本殿は、弊社が平成２２年度の

「光の道」構想に関する意見募集の際に応募し

た意見の一部を抜粋され、「加入光ファイバに

ついては、ボトルネック性がないこと」を証明

する根拠の１つにしておられます。 

ＮＴＴ西日本殿が抜粋された記述は、確かに

当時弊社が述べた意見の一部ですが、この意見

は、前後の文脈はもとより当時の意見書の背景

を含めて引用いただくべきものと考えます。即

ち、設備競争に対し消極的な意見がある中での

議論において、弊社が申し述べたのは『公正な

設備競争を軸とし、適切なサービス競争を組み

合わせて実現すべきである』という意見です。 

抜粋された記述の前後では、『なお、設備競

争と両輪であるサービス競争については、公正

競争促進の観点から、ボトルネック設備所有事

業者の影響力抑制のためのドミナント規制の堅

持及び強化（活用業務や目的達成業務の見直し

など）、総合的な市場支配力への対応の検討が

必要と考える。』 

『当社としては、設備競争促進としての設備

競争への通信事業者の参入の呼び水となるよう

な各種施策の充実（線路敷設基盤の借用の簡略

化など）や、サービス競争促進としてのレバレ

ッジの抑止も含めたドミナント規制の強化及び

総合的な市場支配力への対応検討など、効果的

な政策の検討を改めて要望する。』と申し述べ

ております。 

そもそも弊社は、当該意見書の中で、『サー

ビス基盤未整備エリアの基盤整備については、

採算性等の問題から、民による整備は困難であ
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るため、総務省主導による「ブロードバンドゼ

ロ地域解消」にて実績があり、実現可能性の高

い「公設民営」等の検討･導入を要望する』等

とも述べており、自前でのネットワーク構築が

全ての場合において可能であるとの立場は取っ

ておりません。また、（一社）日本ケーブルテ

レビ連盟殿等も、線路敷設権や電柱・管路の利

用については意見を申し述べており、設備競争

が対等な状況で行われているとは必ずしも言え

ません。 

以上のとおり、今回のＮＴＴ西日本殿の抜粋

は、弊社が当時申し述べた意見の本旨を正確に

反映したものではないと感じておりますので、

弊社意見を根拠とされることには違和感を禁じ

えません。 

（ジュピターテレコム） 

意見１０ ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内

配線については、一種指定設備から除外すべ

き。 

再意見１０ 考え方１０ 

■ 【ＦＴＴＨサービスの戸建て向け屋内配線に

ついて】 

・戸建て向け屋内配線は、お客様の宅内に設置

される設備であり、誰もが自由に設置できる

設備です。屋内配線の設置工事は、他事業者

も同様に実施することが可能であり、現に実

施していることを鑑みれば、ボトルネック性

がないことは明らかであり、当社の戸建て向

け屋内配線を第一種指定電気通信設備から除

外していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

■ 現在、「引き通し」形態による屋内配線の設

置が主流となっており、ＦＴＴＨサービスの戸

建て向け屋内配線は、第一種指定電気通信設備

である引込線と一体となっていることが明確で

あることからも、引き続き、第一種指定電気通

信設備として指定を継続することが必要と考え

ます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「電気通信市場の環境変化に対応した接続ル

■  情報通信審議会答申「電気通信市場の環境変

化に対応した接続ルールの在り方について」

（平成２１年１０月１６日情通審６９号。以下

「接続ルール答申」という。）において示され

たとおり、屋内配線はサービスを事業者が提供

しそれを利用者が享受する上で、その利用が事

業者・利用者双方にとって不可欠となる設備で

あり、屋内配線に係る公正競争環境を整備する

ことは、接続事業者の事業展開及び利用者利便

の向上の観点から重要な意味を有する。 

ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスについて、そ
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ールの在り方について」答申（平成２１年１０

月１６日）における整理を変更すべき特段の理

由は認められず、ＮＴＴ東・西が設置する戸建

て向け屋内配線は、引き続き第一種指定電気通

信設備に該当すると考えます。 

また、集合住宅向け屋内配線についても、第

一種指定電気通信設備として指定されている加

入光ファイバと一体的に敷設されていることか

らボトルネック性があるため、第一種指定電気

通信設備に指定すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 戸建て光屋内配線については、ＦＴＴＨ市

場におけるＮＴＴ東西殿の市場シェアが７

２．５％と依然として独占化傾向にあり、競

争事業者がサービス競争を展開する上で必要

不可欠な設備と考えられるため、引き続き一

種指定設備の対象とすることが必要と考えま

す。 

（イー・アクセス） 

の戸建て向け屋内配線は、ＮＴＴ東西が自ら設

置するため、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨシェアと戸

建て向け屋内配線のシェアは基本的に同水準に

なると考えられる。現在、コスト削減の観点か

ら、「引き通し」形態による屋内配線の設置が

進められているが、一種指定設備である引込線

と一体となった屋内配線の設置は、引込線を設

置しているＮＴＴ東西のみが可能であり、接続

事業者には可能とは言えない。この点からも、

外壁の内外で位置付けを違える取扱いは、イコ

ールフッティングを確保できない状況を招来す

るため、適当ではない。 

以上の点から、接続ルール答申において、Ｎ

ＴＴ東西の設置する戸建て向け屋内配線は、一

種指定設備に該当すると整理されたところであ

り、平成２２年９月に戸建て向け既設屋内配線

の転用についてＮＴＴ東西の接続約款の変更を

認可している。 

以上の状況は現時点においても変わりはない

ことから、ＮＴＴ東西の設置する戸建て向け屋

内配線は引き続き一種指定設備に指定すること

が適当である。 

 

■  マンション向け屋内配線については、接続ル

ール答申において、事業者設置や事業者外設置

の屋内配線が混在する中で、ＮＴＴ東西のＦＴ

ＴＨのシェアとマンション向け屋内配線のシェ

アが連動しないこと等から、一種指定設備には

該当しないものと整理されている。 

また、ブロードバンド答申においても、この

点について改めて検討が行われ、「マンション
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向け屋内配線には光配線方式、ＬＡＮ配線方

式、ＶＤＳＬ配線方式の３種類があり、そのう

ち光配線方式がＮＴＴ東西のマンション向けＦ

ＴＴＨサービスに占める割合は、接続ルール答

申時（２００９年１０月）には約３％であった

が、２０１１年３月末時点では約１７％（ＮＴ

Ｔ東日本）、約１６％（ＮＴＴ西日本）まで上

昇している。これに対し、ＶＤＳＬ方式は接続

ルール答申時には約９７％であったが、２０１

１年３月末時点では約８０％（ＮＴＴ東日

本）、約８４％（ＮＴＴ西日本）に低下してい

る。以上の状況は光屋内配線の法的位置づけを

変えるまでには至っていないと考えられ、一種

指定設備として指定する必要性については、引

き続き状況を注視していくことが適当」とされ

たところである。 

光配線方式がＮＴＴ東西のマンション向けＦ

ＴＴＨサービスに占める割合は、平成２５年３

月末時点で、約２７％（ＮＴＴ東日本）、約３

０％（ＮＴＴ西日本）、また、ＶＤＳＬ方式等

の比率はＮＴＴ東西とも約７０％となっている

が、この状況は光屋内配線の法的位置付けを変

えるまでには至っていないと考えられる。 

意見１１ ＩＰｏＥ方式を提供するために利用

が不可欠であるＮＴＴ東西の県間網及びゲー

トウェイルータについても、一種指定設備と

して指定し、ＰＰＰｏＥ方式と同様の費用負

担の考え方を適用すべき。 

再意見１１ 考え方１１ 

■ <現行指定の対象について> 

弊社は東日本電信電話株式会社殿及び西日本

■ 「ＮＴＴ東西殿の県間網及びゲートウェイル

ータについても、第一種指定電気通信設備とし

■ ＩＰｏＥ方式の費用負担方法については、平

成２４年１２月１８日付け情報通信行政・郵政
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電信電話株式会社殿（以下、あわせて「ＮＴＴ

東西殿」という。）のＮＧＮ（以下、「ＮＴＴ-

ＮＧＮ」という。）上におけるＶＮＥとして、

ＩＰｏＥ方式によるインターネット接続サービ

スを提供しています。 

ＩＰｏＥ方式は、ＮＴＴ-ＮＧＮにおいて県単

位で相互接続点が設置されているＰＰＰｏＥ方

式と異なり、東京及び大阪の２拠点でしか相互

接続点が設置されていないことから、ＮＴＴ東

西殿の県間網の利用が余儀なくされます。ま

た、ＶＮＥとの相互接続点に設置されるゲート

ウェイルータも同様に利用が必須となっていま

す。 

ＩＰｏＥ方式は、ＰＰＰｏＥ方式同様にＮＴ

Ｔ-ＮＧＮ上で提供されるインターネット接続サ

ービスであり、国民のブロードバンド利用に大

きく影響すること等を考慮すれば、ＩＰｏＥ接

続方式を提供するために利用が不可欠であるＮ

ＴＴ東西殿の県間網及びゲートウェイルータに

ついても、第一種指定電気通信設備として指定

し、ＰＰＰｏＥ方式と同様の費用負担の考え方

を適用することで、円滑な利用を実現すべきと

考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

て指定し、ＰＰＰｏＥ方式と同様の費用負担の

考え方を適用することで、円滑な利用を実現す

べきと」とありますが、当社はこれに基本的に

賛同します。 

ＢＢＩＸと同様にＶＮＥ事業者である当社は

ＮＴＴ東西の県間網、ゲートウェイルータの利

用が必須の状況でありコスト構造に大きな影響

があります。 

第一種指定電気通信設備と同等に当該接続に

関する設備収支の状況等を明らかにし、接続料

の適正な算定をもとにＶＮＥ事業者に対して第

一種指定電気通信設備を同一条件で提供するこ

とが必要と考えます。 

（日本ネットワークイネイブラー） 

 

■ ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式の提供形態及び費用

負担方法については、平成２０年の検討当初か

らＩＳＰ事業者と何度も協議を重ね、事業者間

で整理し合意に至ったものであり、以下の理由

から現行の費用負担の考え方を変更する必要は

ないものと考えます。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式については、ＩＳＰ

事業者からの要望に基づき新たに機能開発を

行ったものであることから、そのために必要

となるゲートウェイルータの費用について

は、網改造料として整理することが適切であ

ること。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式で利用する県間網

は、ＰＰＰｏＥ方式で利用する県間網と同じ

設備を利用しており、公平性を確保する観点

から、ＰＰＰｏＥ方式と同額の利用料をご負

行政審議会答申においても、「ＩＰｏＥ接続事

業者の最大数の増加が可能となったところであ

るが、依然として接続可能な事業者数には制限

があることから、ＩＰｏＥ接続機能は個別的に

用いる機能であり、「基本的な接続機能」では

ないとする考え方は、引き続き妥当なものと考

えられる。 

なお、ＰＰＰｏＥ接続とＩＰｏＥ接続の間で

は、費用負担や相互接続点の数について差異が

存在するが、いずれの方式でＩＰｖ６を提供す

るかについては、各事業者の判断により選択さ

れるものであると考えられる。」とされてお

り、当該考え方は現在においても妥当であると

考えられる。 
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担いただいていること。 

そもそも、当社のＮＧＮ自体に不可欠性はな

く、第一種指定電気通信設備の対象から除外す

べきと考えます。 

 また、ＩＰｖ６の実現方式としてＩＰｏＥ方

式とＰＰＰｏＥ方式とで選択可能になってお

り、現在、誰もが構築可能で指定設備となって

いない県間網についてまで、第一種指定電気通

信設備の対象とすることは不適切であると考え

ます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式の提供形態及び費用

負担方法については、平成２０年の検討当初か

らＩＳＰ事業者と何度も協議を重ね、事業者間

で整理し合意に至ったものであり、以下の理由

から現行の費用負担の考え方を変更する必要は

ないものと考えます。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式については、ＩＳＰ

事業者からの要望に基づき新たに機能開発を

行ったものであることから、そのために必要

となるゲートウェイルータの費用について

は、網改造料として整理することが適切であ

ること。 

－ＩＰｖ６ ＩＰｏＥ方式で利用する県間網

は、ＰＰＰｏＥ方式で利用する県間網と同じ

設備を利用しており、公平性を確保する観点

から、ＰＰＰｏＥ方式と同額の利用料をご負

担いただいていること。 

そもそも、当社のＮＧＮ自体に不可欠性はな

く、一種指定設備の対象から除外すべきと考え
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ます。 

 また、ＩＰｖ６の実現方式としてＩＰｏＥ方

式とＰＰＰｏＥ方式とで選択可能になってお

り、現在、誰もが構築可能で指定設備となって

いない県間網についてまで、一種指定設備の対

象とすることは不適切であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見１２ ブロードバンドの利活用を促進する

健全な競争環境を整備するためには、より大

胆なＮＧＮのオープン化施策など新たな対策

が必要。 

再意見１２  考え方１２ 

■ ＮＧＮのオープン化はほとんど進んでおら

ず、従来のアンバンドルに関する議論の延長で

はＮＧＮ上でのブロードバンドの利活用の促進

は望めません。新たな枠組みによるＮＧＮのオ

ープン化の議論が必要と考えます。 

  ２００８年３月２７日付情報通信審議会答申

「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り

方について」や、２０１１年１２月２０日付情

報通信審議会答申「ブロードバンド普及促進の

ための環境整備の在り方について」では、ＮＧ

Ｎのオープン化によるサービス競争の促進のた

めのアンバンドル化に向けたルールが定められ

ています。しかし、現状ではＮＧＮ上の新たな

サービスはほとんど出現しておらず、従来のル

ールではサービス競争の環境が整わないことが

明らかになったと考えます。 

  したがって、ブロードバンドの利活用を促進

■ テレコムサービス協会殿の意見に賛同しま

す。ブロードバンド普及促進の観点から、積極

的にＮＴＴ-ＮＧＮのアンバンドル化について対

応をして頂きたいと考えます。「接続の基本的

ルールの在り方について（平成８年１２月１９

日、電気通信審議会答申）」において、「技術

的に可能な場合には、アンバンドルして提供し

なければならない」と示されているとおり、Ｎ

ＴＴ東西殿の利用部門と接続事業者との同等性

確保という観点から、接続事業者が要望を挙げ

た時点で常に接続可能な状態であることがアン

バンドルの原則と考えます。また、ＮＴＴ-ＮＧ

Ｎ上でのブロードバンドの利活用を促進する観

点からも、競争事業者が「具体的な要望」を提

案が可能なように、ＮＴＴ東西殿からのサービ

ス・技術仕様等の情報開示を義務付ける等の措

置が必要と考えます。 

■ ブロードバンド答申において、アンバンドル

は、他事業者が多様な接続を実現するためのも

のであり、アンバンドル以前、すなわち他の設

備・機能とバンドルされていた時より接続料は

低減することとなり、それが利用者料金の低減

や多様なサービス提供に繋がれば、電気通信市

場における競争促進にも資することから、積極

的に推進すべきものとされている。また、ＮＧ

Ｎのアンバンドルの要否については、ブロード

バンド答申において、創意工夫で新たなサービ

スを生み出すことが期待されているＮＧＮの特

性や、ＰＳＴＮからのマイグレーションの動向

を踏まえ、ＮＧＮにおける公正競争環境を整備

し、ブロードバンドの普及促進を図る観点か

ら、今後必要となる機能の取扱いに関し、ＮＧ

Ｎの段階的発展に対応したアンバンドルの考え

方（①「具体的な要望があること」、②「技術
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する健全な競争環境を整備するためには、より

大胆なＮＧＮのオープン化施策など新たな対策

が必要と考えます。 

（テレコムサービス協会） 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 当社は、テレコムサービス協会殿からのプラ

ットフォーム機能のオープン化要望に対して

は、ＮＧＮのサービス開始当初から、ご要望内

容を具体化していただくよう、協議を通じて何

度もお願いしてきたところです。 

   また、昨年度より、テレコムサービス協会殿

と定期的に意見交換の場を設定し、テレコムサ

ービス協会殿が提供したいサービスを実現する

上で当社がご協力できること等についてお伺い

しているところですが、現時点、具体的なご要

望をいただけていない状況です。 

当社としては、更なるブロードバンドの普及

促進に向けて、大小様々なプレイヤーが、多彩

なコンテンツ・アプリケーションを自在に提供

していくためには、ビジネスベースの自由な取

引の下で、通信キャリアを含めた各プレイヤー

がお互いの強み・特徴を活かして、より良いサ

ービスを創造していくことが必要であると考え

ています。このため、当社としては、テレコム

サービス協会殿ともそれぞれの強み・特徴を組

み合わせた多彩なサービスの創造に努めていき

たいと考えておりますので、是非とも、ルール

の議論に終始せず、具体的なご要望をいただき

たいと考えます 。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、テレコムサービス協会殿からのプラ

ットフォーム機能のオープン化要望に対して

的に可能であること」、③「過度な経済的負担

がないことに留意」）が整理されたところであ

る。 

なお、ＮＧＮのオープン化については、「日

本再興戦略」に掲げられているとおり、２０１

４年を目途として実施する「競争政策の見直

し」において、「ＮＧＮのオープン化」を含め

て検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見

直し等の方向性について検討することとしてい

るところである。 

 

 

 ７２ 



は、ＮＧＮのサービス開始当初から、ご要望内

容を具体化していただくよう、協議を通じて何

度もお願いしてきたところです。 

   また、昨年度より、テレコムサービス協会殿

と定期的に意見交換の場を設定し、ＳＮＩサー

ビスの新メニューの内容をご説明しているとこ

ろですが、その場において、テレコムサービス

協会殿が提供したいサービスを実現する上で当

社がご協力できること等についてお伺いしてい

るものの、現時点、具体的なご要望をいただけ

ていない状況です。 

当社としては、更なるブロードバンドの普及

促進に向けて、大小様々なプレイヤーが、多彩

なコンテンツ・アプリケーションを自在に提供

していくためには、ビジネスベースの自由な取

引の下で、通信キャリアを含めた各プレイヤー

がお互いの強み・特徴を活かして、より良いサ

ービスを創造していくことが必要であると考え

ております。このため、当社としては、テレコ

ムサービス協会殿ともそれぞれの強み・特徴を

組み合わせた多彩なサービスの創造に努めてい

きたいと考えておりますので、是非とも、ルー

ルの議論に終始せず、具体的なご要望をいただ

きたいと考えます 。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見１３ 現行のアンバンドル機能の対象は適

切。 

再意見１３ 考え方１３ 

■ 現行のアンバンドル機能の対象は適切と考え

ます。 

なお、ＮＧＮのアンバンドル機能について

■ ＮＧＮのアンバンドルについては、開放機能

の議論に例外をつくらないことが必要です。ま

た、議論においては大手通信事業者のみで議論

■ ＮＧＮのアンバンドルについては、考え方１

２のとおり。 
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は、設備競争を阻害するようなアクセスに関す

る機能のアンバンドルは不要と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

を行うのではなく、中小規模の通信事業者を含

めた幅広い関係者による議論を行う必要があり

ます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＮＴＴ-ＮＧＮのアンバンドルの議論は、競争

促進による新たなサービスの創出や料金低廉化

の観点から、アクセス区間も含め、今後も継続

的に推進していくことが必要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の

局内装置類、局内光ファイバ、加入光ファイバ

等については、前述のとおり、第一種指定電気

通信設備の対象から除外していただく必要があ

ると考えますが、仮に引き続き第一種指定電気

通信設備の対象とするのであれば、少なくとも

他事業者による利用実績や実需要がない機能に

ついては、早急にアンバンドル機能の対象から

除外していただく等の対応を行っていただきた

いと考えます。 

【収容局接続機能及び中継局接続機能のアン

バンドルについて】 

・フレッツサービスに係る機能（一般収容ルー

タ接続ルーティング伝送機能・特別収容ルー

タ接続ルーティング伝送機能）について、特

別収容ルータ接続ルーティング伝送機能の接

続料を設定していたものの、平成１３年から

現在に至るまで１２年以上、一般収容ルータ

接続ルーティング伝送機能の接続料を設定し

■ 一種指定設備の指定については、考え方６の

とおり。 

 

■ 利用実績や実需要がない機能についてのアン

バンドルについては、考え方１６のとおり。 

 

■ ＩＰ電話サービスに係る機能（ＩＧＳ接続機

能）のアンバンドルについては、考え方１７の

とおり。 

 

■ 一種指定設備を設置する事業者以外の事業者

の接続料について、協議等で具体的な算定根拠

を提示すべきとの御意見については、「事業者

間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成

２４年７月策定。以下「円滑化ガイドライン」

という。）に示すとおり、音声通話に係る接続

のように、各事業者がそれぞれネットワークを

構築し、双方の利用者同士が相互に通信を行う

ためにネットワークと接続する場合には、相互

に接続料を支払い合う関係に立つことから、事

業者間協議に当たって、算定根拠に係る情報開

示の程度について、両当事者の間で合理的な理

由なく差が生じないよう留意することが適当と

考えられる。ただし、この場合であっても、経

営秘匿性の高い情報まで無制限に開示すること

が望ましいわけではなく、その開示の程度や方

法は事業者間の協議に委ねられるものである。 
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ていたものの、平成２１年から現在に至るま

で４年以上、他事業者による利用実績はない

ことから、アンバンドルの対象から除外して

いただきたいと考えます。 

・中継局接続に係る機能（一般中継ルータ接続

ルーティング伝送機能）についても、接続料

を設定したものの、平成２１年から現在に至

るまで４年以上、他事業者による利用実績は

ないことから、アンバンドルの対象から除外

していただきたいと考えます。 

【局内装置類に係る機能のアンバンドルにつ

いて】 

・光信号伝送装置（ＯＬＴ）は平成１３年よ

り、メディアコンバータ・局内光スプリッタ

については平成１４年より、当社が接続料を

設定していたものの、平成１３・１４年から

現在に至るまで１０年ないし１１年以上、他

事業者による利用実績はないことから、アン

バンドルの対象から除外していただきたいと

考えます。 

・イーサネットスイッチに係る接続料（イーサ

ネットフレーム伝送機能）についても、他事

業者からの強い接続要望を受け、平成２２年

６月に接続料を設定したものの、同年７月、

当該他事業者からの接続申込が取り下げら

れ、また現在に至るまで当該他事業者を含む

事業者からの利用要望がないことから、アン

バンドルの対象から除外していただきたいと

考えます。 

【端末回線伝送機能のうち下部端末回線によ

る伝送を行う機能（柱上ＶＤＳＬに係る引込み
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線区間）に係るアンバンドルについて】 

・端末回線伝送機能のうち下部端末回線により

伝送を行う機能については、平成２２年度よ

り接続約款に規定していたにも関わらず、平

成２２年度末をもって利用実績はありませ

ん。また、現時点、他事業者から当社に対し

具体的な接続要望もないことから、アンバン

ドルの対象から除外していただきたいと考え

ます。 

【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンド

ルについて】 

・音声通話に係る接続のように、各事業者がそ

れぞれネットワークを構築し、双方の利用者

同士が相互に通信を行うためにネットワーク

と接続する場合には、各事業者は相互に接続

料を支払い合う関係に立つことになります。

当社のひかり電話網と他事業者網との接続

も、このような対等な関係にあるため、当社

のひかり電話網のみを第一種指定電気通信設

備とすることはもちろん、ひかり電話サービ

スに係る機能（関門交換機接続ルーティング

伝送機能）のみをアンバンドルの対象とする

ことはバランスを失することになります。 

   したがって、当社のひかり電話網について

は、前述のとおり、第一種指定電気通信設備

の対象から除外していただく必要があると考

えますが、仮に引き続き第一種指定電気通信

設備の対象とするのであれば、当該機能につ

いては、早急にアンバンドル機能の対象から

除外していただく等の対応を行っていただき

たいと考えます。 
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   また、現在、当社のひかり電話網と接続す

る他事業者網の接続料の中には、他事業者網

の着信ボトルネック性が一因となって、当社

よりも高い水準の接続料が設定され、事業者

間取引のバランスが損なわれる、いわゆる

「逆ザヤ問題」が生じている場合がありま

す。 

   当社から当該事業者に対し、当該接続料の

妥当性を判断すべく、協議等で具体的な算定

根拠を提示いただくよう再三求めています

が、当該事業者には全く応じていただけない

状況にあることから、「事業者間協議の円滑

化に関するガイドライン」（平成２４年７月

２７日）にあるとおり、当社から求めがあれ

ば、相手方は合理的な理由なく差が生じない

よう情報開示を行うべきであり、少なくと

も、当社と比べ接続料が高止まりし、その格

差が協議事項となっている場合には、当該事

業者には当社と同程度の算定根拠を提示いた

だき、合理的な説明を行っていただきたいと

考えます。 

   それでもなお、十分な情報開示をいただけ

ない場合には、総務省殿において、こうした

事業者の接続料について透明性を確保し、接

続料の水準や算定方法の適正性を検証できる

よう、算定根拠に係る情報開示の程度を更に

高めるために必要な措置を講じていただきた

いと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社のＮＧＮ等については、前述のとおり、
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一種指定設備の対象から除外していただく必要

があると考えますが、仮に、引き続き一種指定

設備の対象とするのであれば、少なくとも他事

業者による利用実績や現状において利用実態が

ない機能については、早急にアンバンドル機能

の対象から除外していただく等の対応を行って

いただきたいと考えます。 

①機能の提供開始以降、他事業者による利用実

績がない機能 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

－光信号電気信号変換機能（メディアコンバ

ータ） 

②現状、他事業者による利用実態のない機能 

－光信号多重分離機能（局内光スプリッタ）

及び光信号主端末回線収容装置（ＯＳＵ） 

－端末回線伝送機能のうち下部端末回線によ

り伝送を行う機能（柱上ＶＤＳＬに係る引

き込み線区間） 

 また、ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバ

ンドルについて、ひかり電話網と他事業者網と

の接続は、独立したネットワーク同士の接続で

あり、互いに接続料を支払う関係にあることか

ら、当社のひかり電話網のみを一種指定設備と

することはバランスを失しており、関門交換機

接続ルーティング伝送機能については、アンバ

ンドルの対象から除外していただきたいと考え

ます。 

仮に、当該機能がアンバンドルの対象から除
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外されない場合には、当社の接続料は他事業者

から検証可能であるのに対し、他事業者の接続

料は当社から検証不可能であるため、公平性に

欠けることになります。 

現に、当社は、当社よりも高い接続料を設定

する事業者に対し、算定根拠の開示を求めてい

るものの、一切情報が開示されない状況にあり

ます。 

こうした事業者は、「事業者間協議の円滑化

に関するガイドライン」（平成２４年７月２７

日）に示されている通り、当社より求めがあれ

ば、相手方は合理的な理由なく差が生じないよ

う情報開示をすべきであり、少なくとも、当社

と比べ接続料が高止まりし、その格差が協議事

項となっている場合、当該事業者は当社と同程

度の算定根拠を必ず提示いただき合理的な説明

を行っていただきたいと考えます。 

なお、それでも情報開示をいただけない場合

は、総務省殿において、こうした事業者の接続

料について透明性を確保し、適正性を検証でき

るよう、算定根拠に係る情報開示の程度を更に

高めるための必要な措置を講じていただきたい

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見１４ ＮＧＮは競争事業者の接続を前提と

した設備とすべきであり、設備更新をする場

合は、事前に関係事業者の意見をこれまで以

上に聴取すべき。 

再意見１４  考え方１４ 

■ ＜アンバンドルの在り方について＞ 

日々進化する技術を導入し、通信基盤を強

■ ソフトバンク各社殿のご意見に賛成します。

ＮＴＴ東・西殿のＮＧＮ には、０ＡＢ～Ｊ Ｉ

■ ＮＧＮのアンバンドルの要否については、考

え方１２のとおり。 
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化・進展させることは、情報通信分野を更に発

展させ、国民の生活の更なる利便性向上、経済

活性化等を実現するために非常に重要です。Ｎ

ＴＴ殿におかれましては、新しい通信基盤であ

るＮＧＮに関する研究開発が進められ、世界を

リードしていると認識しておりますが、これは

日本国内のみならず世界の情報通信の発展に多

大な貢献をしているものと考えます。 

一方で、新しい技術の導入においては、その

利便性や効率性、費用だけでなく、接続事業者

の接続性や公正競争を十分に担保していただく

ことが必要であると考えます。 

例えば、現在、次世代加入者系光ネットワー

クの実現に向け、各所で１０Ｇｂｐｓ級光アク

セスネットワークシステムの研究開発が進んで

いるところですが、一方で、現行とは異なる分

岐数での導入等、設備更改のタイミングで現行

方式のように他事業者との接続を前提としない

設備構築がなされ、接続事業者に多大な影響を

与える可能性があります。ＮＧＮの設備更改に

おいては「ブロードバンド普及促進のための環

境整備の在り方（答申）」（２０１１年１２月

２０日）においても記載のあるとおり、「現時

点では技術的に可能でない場合であっても、そ

の後の段階的な設備更改を経て対応可能となる

ことがあるという点も留意することが必要」で

あると考えます。 

第一種指定電気通信設備として指定がされて

いるＮＧＮは、競争事業者の接続を前提とした

設備とすべきであり、設備更新をする場合は、

事前に関係事業者の意見をこれまで以上に聴取

Ｐ電話のために優先制御、および帯域制御等の

機能を有していますが、これまで接続事業者に

開放されておらず、現在ＮＴＴ東・西殿のみが

独占的に利用しています。弊社はＮＧＮを活用

した０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を実現するため、数年

前よりＮＴＴ東西殿に対し、再三にわたりこれ

らの具体的要望を行い、協議をしてきました。

しかしながら、ＮＴＴ東・西殿は現時点におい

ても弊社要望のヒアリングすら完了していない

と主張し、この数年間、協議に関しては全く成

果がありません。弊社からはＮＴＴ東・西殿自

身が提供している機能と同等のサービスを実現

するために必要な機能を要望しているにもかか

わらず、「具体的な要望になっていない」とい

う理由によって協議が数年に渡り延々と進まな

いことは、ＮＴＴ東・西殿のアンバンドルに対

する姿勢の問題だけでなく、ＮＴＴ東・西殿に

接続協議の遅延を許してしまうアンバンドルの

考え方(ブロードバンド普及促進のための環境整

備の在り方」情報通信審議会答申（平成２３年

１２月２０日）)の実効性に問題があると考えら

れます。「具体的な要望になっていない」こと

を利用し、ＮＴＴ東西殿自身の裁量によって、

接続協議が安易に遅延されることが無いよう、

まずは弊社をはじめとした多くの通信事業者と

ともに接続協議の実態を検証していただきたい

と考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ 当社としても、ブロードバンドを通じた国民

生活の利便性向上等に向け、より多くの接続事

 

■ 利用実績や実需要がない機能についてのアン

バンドルについては、考え方１６のとおり。 
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し、接続の容易性への配慮や公正競争の担保が

必要であると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

業者においても当社のＮＧＮをご利用いただ

き、多彩なサービス等を実現していただくこと

で、我が国のＩＰ・ブロードバンド市場の活性

化に貢献したいと考えております。 

 しかしながら、当社が様々な事業者の要望を

事前に想定し開発を行った場合、実際には利用

されることのない機能まで開発を行うことにな

りかねず、徒に検討に係る稼動や開発コストが

嵩むこととなるため、かえって、低廉なサービ

スの提供に支障を来たすことになり、お客様の

利便性を損ねることになると考えます。 

 したがって、当社としては、ＩＰ・ブロード

バンド市場の活性化を図っていくためには、事

業者間で具体的かつ緊密なやりとりを行うこと

が必要であると考えており、事業者から具体的

な要望があれば真摯に対応していく考えです

が、更に、よりユーザニーズに即した多様なサ

ービスを提供していくためには、ビジネスベー

スの自由な取引の下で、事業者がお互いの強

み・特徴を活かしてサービスを創造できる環境

を整えていくことが重要と考えます。 

なお、「第一種指定電気通信設備として指定

がされているＮＧＮは、競争事業者の接続を前

提とした設備とすべき」とのご意見について

は、ＮＧＮについては、「次世代ネットワーク

に係る接続ルールの在り方について」答申（平

成２０年３月２７日）において、ＮＧＮにおけ

るアンバンドルが必要な機能は、「フレッツサ

ービス（収容局接続）に係る機能」、「ＩＰ電

話サービス（ＩＧＳ接続）に係る機能」、「イ

ーサネットサービスに係る機能」、「中継局接
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続」の４つと整理され、当社は同答申に基づき

各アンバンドル機能を設定したにもかかわら

ず、 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

 については、未だ他事業者による利用実績が皆

無であり、このことからも、アンバンドル機能

については、あくまでも他事業者の具体的な要

望に基づき設定されるべきものと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社としても、ブロードバンドを通じた国民

生活の利便性向上等に向け、より多くの接続事

業者においても当社のＮＧＮをご利用いただ

き、多彩なサービス等を実現していただくこと

で、我が国のＩＰ・ブロードバンド市場の活性

化に貢献したいと考えております。 

 しかしながら、当社が様々な事業者の要望を

事前に想定し開発を行った場合、実際には利用

されることのない機能まで開発を行うことにな

りかねず、徒に検討に係る稼動や開発コストが

嵩むこととなるため、かえって、低廉なサービ

スの提供に支障を来たすことになり、お客様の

利便性を損ねることになると考えます。 

 したがって、当社としては、ＩＰ・ブロード

バンド市場の活性化を図っていくためには、事

業者間で具体的かつ緊密なやりとりを行うこと

が必要であると考えており、事業者から具体的

な要望があれば真摯に対応していく考えです

が、更に、よりユーザニーズに即した多様なサ
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ービスを提供していくためには、ビジネスベー

スの自由な取引の下で、事業者がお互いの強

み・特徴を活かしてサービスを創造できる環境

を整えていくことが重要と考えます。 

なお、「第一種指定電気通信設備として指定

がされているＮＧＮは、競争事業者の接続を前

提とした設備とすべき」とのご意見について

は、ＮＧＮについては、「次世代ネットワーク

に係る接続ルールの在り方について」答申（平

成２０年３月２７日）において、ＮＧＮにおけ

るアンバンドルが必要な機能は、「フレッツサ

ービス（収容局接続）に係る機能」、「ＩＰ電

話サービス（ＩＧＳ接続）に係る機能」、「イ

ーサネットサービスに係る機能」、「中継局接

続」の４つと整理され、当社は同答申に基づき

各アンバンドル機能を設定したにもかかわら

ず、 

－一般収容ルータ接続ルーティング伝送機能 

－一般中継ルータ接続ルーティング伝送機能 

－イーサネットフレーム伝送機能 

 については、未だ他事業者による利用実績が皆

無であり、このことからも、アンバンドル機能

については、あくまでも他事業者の具体的な要

望に基づき設定されるべきものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見１５ アンバンドル義務の三要件につい

て、ＮＴＴ東西が適切に対応を行っているか

どうか検証すべき 

 再意見１５  考え方１５ 

■ ＜アンバンドルの要件について＞ 

アンバンドル義務の要件としては、①「具体

■ 左記のご意見に賛同します。 

特に、最新のネットワークであるＮＧＮにつ

■ 「①具体的な要望があること」については、

ブロードバンド答申において、ＮＴＴ東西から
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的な要望があること」、②「技術的に可能であ

ること」、③「過度な経済的負担がないことに

留意」の三点が明確に示されています。ＮＧＮ

における公正競争環境の発展による、ブロード

バンドの普及促進を図る観点から、上記アンバ

ンドルの三つの考え方について、それぞれ以下

の観点を踏まえ、ＮＴＴ東西殿が適切に対応を

行っているかどうかの検証を求めます。 

①具体的な要望があること 

「ブロードバンド普及促進のための環境整備

の在り方（答申）」（２０１１年１２月２０

日）において、「上記機能がアンバンドルされ

た場合の「利用ニーズ」という意味での「具体

的な要望」は競争事業者から示されることが適

当である。」とあります。しかしながら、弊社

は、複数年前より ＮＴＴ東西殿と「ＮＧＮ上

での０ＡＢＪ－ＩＰ電話提供」についてＮＴＴ 

東西殿の設備・システム構成等を想定した「具

体的な要望」を行っておりますが、弊社が提案

した方式での実現が困難である旨の回答は頂け

たものの、その具体的かつ詳細な理由について

の説明はありません。 

このように「具体的な要望」が何か、極めて

曖昧であることから、サービス内容や実現手段

を提示した場合であっても、「具体的でない」

とＮＴＴ東西殿が主張し、協議が年単位で進ま

ない状況が発生しています。加えて、実現性の

ある代替案の提案を行うための ＮＧＮ の情報

開示若しくはＮＴＴ 東西殿からの代替案の提

示も頂けない状況です。 

従って、「具体的な要望」の定義が極めて曖

いては、そのネットワーク上で様々なアプリケ

ーション・サービスが登場するような環境が整

備されることを期待します。しかし、現状では

必ずしもそうはなっておらず、ＮＴＴ東西によ

る新たなサービスもほとんど提供されない状況

になっています。ＮＧＮの機能をアンバンドル

することによって、他の事業者から新たなサー

ビスが出されるような競争環境が整うことを期

待します。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ 当社は、これまでも、他事業者から具体的な

要望があれば、適時適切に対応してきたところ

であり、今後も対応していく考えですが、ソフ

トバンク殿のアンバンドルの要件に関する意見

については、以下のとおり適切ではないと考え

ます。 

【①具体的な要望があること】 

・「サービス内容や実現手段を提示した場合で

あっても、『具体的ではない』とＮＴＴ東西

が主張し、協議が年単位で進まない状況が発

生」とのご意見が述べられておりますが、当

社は、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関する技

術検討に着手する上で必要となる要件を確定

させるため、当初ソフトバンク殿からご提示

いただいた要望の不明確な点について協議等

で確認させていただきました。 

 その後、ソフトバンク殿から当初の要望と

は異なる利用帯域や優先クラスの種別の仕様

に関する新たな要望を受領したことから、当

社において、再度当該要望に関し技術検討に

「具体的な要望もない中で、様々な事業者の要

望を当社が想定し開発を行ったとしても、実際

には利用されることのない機能まで開発を行う

ことになりかねず、徒に開発コストが嵩むこと

となる」との主張がなされていることも踏ま

え、アンバンドルされた場合の「利用ニーズ」

という意味での「具体的な要望」は競争事業者

から示されることが適当とされたものであり、

御指摘のように接続事業者から出される要望を

全て具体的な要望とみなすことは適当ではない

と考えられる。 

「②技術的に可能であること」については、

ブロードバンド答申において、技術的に不可能

でない限り、技術的に実現可能な範囲の機能を

特定した上で、必要なアンバンドルを行うと整

理することが適当とされている。接続事業者か

らＮＴＴ東西に対し要望があった場合には、事

業者間協議を通じて実現可能な範囲の機能を特

定することが適当である。 

アンバンドルを実現するために必要とする費

用負担の在り方及びシステム開発の必要性の協

議については、円滑化ガイドラインにおいて、

「接続の申込み等に係るオペレーションシステ

ムのうち、コストの負担、仕様、業務フローへ

の影響等の点で接続事業者に対する影響が特に

大きいと予想されるものについては、開発・更

改に着手する前に当事者間で十分な協議を行

い、可能な限り各当事者の意見を聴取すること

が適当である。また、接続事業者から求めがあ

る場合には、当該システム開発の必要性や費用

対効果、仕様の合理性等について、十分な説明
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昧であることを考慮すれば、接続事業者から出

される要望については全てアンバンドルに関す

る「具体的な要望」とみなすことが必要と考え

ます。 

仮に、接続事業者からのアンバンドル要望全

てを「具体的な要望」の対象と出来ない場合

は、ＮＴＴ東西殿が求める「具体的な要望」を

満たすため、ＮＴＴ 東西殿からの情報開示を

義務付ける等の措置が必要です。 

②技術的に可能であること 

「接続の基本的ルールの在り方について（答

申）」（１９９６年１２月１９日）』において

「なお、特定事業者が技術的に実現不可能であ

ることを一定期間内に示せない場合には、技術

的に可能とみなすことが適当である。」との整

理がなされた通り、ＮＴＴ東西殿が技術的に実

現不可能であることを具体的かつ明確に示すべ

きです。仮に技術的に実現不可能であることを

示す場合であっても、ＮＴＴ東西殿は、接続事

業者自身が検証し、判断が可能となるように技

術仕様書等を利用した説明を行うこととし、代

替提案を行う場合については、その代替提案に

関する情報提供を行うべきと考えます。 

また、接続事業者から要望する代替方式の提

案を行った場合には、実現性の検討を行い、そ

の結果として技術仕様書等を利用し説明を行う

とともに、接続事業者との協議を持つことも必

要です。 

③過度に経済的な負担がないことに留意 

アンバンドルを実現するために必要とする費

用であったとしても、一律に接続事業者負担と

着手する上で必要となる要件を確認させてい

ただいた上で、ネットワーク上での実装可否

等について検討してきたところです。 

・また、「提案した方式での実現が困難である

旨の回答は頂けたものの、その具体的かつ詳

細な理由についての説明はありません」 「実

現性のある代替案の提案を行うためのＮＧＮ

の情報開示若しくはＮＴＴ東西殿からの代替

案の提示も頂けない状況」とのご意見が述べ

られていますが、ソフトバンク殿からご提案

いただいた方式については、上述のように、

ご要望内容を確認していく中で、当社ネット

ワーク等に多大な改修が必要となることが明

らかになったため、協議において速やかにそ

の状況をお伝えしております。 

 また、この回答の際、当社からは、これま

での協議を通じて確認してきた技術仕様等を

踏まえ代替案を提示したところであり、現

在、今後の協議において検討を進めていく実

現方式について、当社より提示した代替案と

するのか等、ソフトバンク殿にご検討いただ

いているところです。 

・このように、当社としては、協議等を通じて

技術検討に着手するために必要となる要件の

明確化に努めてきたところであり、今回のご

要望については、全く新しい案件であったこ

とから、技術的な要件を確定していく上で、

繰り返し技術仕様の確認・ネットワーク上で

の実装可否の検討に時間を要したものです。

また、代替案についても当社から提案してい

るところであり、ソフトバンク殿からのご指

を行うことが適当である。」とされていること

を踏まえ、まずはＮＴＴ東西と接続事業者の間

で十分な協議を行うことが適当である。 

また、アンバンドルに伴う費用負担の在り方

については、アンバンドルされる機能が、多く

の事業者が共通的に利用することとなる、「基

本的な接続機能」に該当する場合には、当該機

能のアンバンドルに要する費用は、個別の接続

事業者による負担ではなく、各事業者がネット

ワークの利用見合いで広く負担することとな

る。 
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するのではなく、本来、基本機能として具備す

る機能やＮＴＴ東西殿の独自仕様等に起因する

ことで追加発生する費用等については、その費

用負担の在り方については、協議をもって解決

することが必要と考えます。 

また、システム開発の必要性については、そ

の費用対効果、相互の仕様合理性についても、

接続事業者側で検証が行えるよう、前もって十

分な情報開示を実施するとともに、接続事業者

自身が判断し、開発費用等の低減のため提案が

行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現性に必要な協

力を積極的に行うべきです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

摘は適切でないと考えます。 

・「『具体的な要望』の定義が極めて曖昧であ

ることを考慮すれば、接続事業者から出され

る要望については全てアンバンドルに関する

『具体的な要望』とみなすことが必要」との

ご意見については、当社としては、 

－ただ漠然と機能のアンバンドルを要望され

ても、どのような機能をどのように提供す

ればよいか分からないこと、 

－また様々な事業者の要望を当社が想定して

開発を行った場合、実際には利用されるこ

とのない機能まで開発を行うことになりか

ねず、徒に検討に係る稼動コストや開発コ

ストが嵩むこととなること、 

 から、まずは、新たな機能のアンバンドルを要

望される事業者が、どのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態で

どのような機能が必要なのか等、ご要望内容を

具体化いただくことが不可欠であると考えま

す。 

【②技術的に可能であること】 

・ソフトバンク殿の「ＮＴＴ東西殿が技術的に

実現不可能であることを具体的かつ明確に示

すべきです。仮に技術的に実現不可能である

ことを示す場合であっても、ＮＴＴ東西殿

は、接続事業者自身が検証し、判断が可能と

なるように技術仕様書等を利用した説明を行

うこと」とのご意見については、当社は、接

続事業者からの要望に対し、現在も、協議の

場等において適時適切に技術的な条件等を提

示して説明しております。 
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・「ＮＴＴ東西殿は、（略）代替提案を行う場

合については、その代替提案に関する情報提

供を行うべき」とのご意見については、当社

では接続事業者の通信網やシステム等の技術

的な仕様を把握できないことから、当社から

接続事業者の具体的な要望を満たす代替提案

をすることは難しいと考えますが、協議等に

おいて、具体的なサービス仕様や技術仕様等

の情報をご提供いただければ、代替提案を検

討することも可能と考えます。 

 現に、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関する

ソフトバンク殿のご要望に対しては、これま

での協議を通じて確認してきた技術仕様等を

踏まえ当社から代替提案を提示し、現在、ソ

フトバンク殿にご検討いただいているところ

です。 

 当社としては、今後も、接続事業者から要

望があれば、情報提供に応じていく考えであ

り、接続事業者においても、当社の検討に必

要となる情報を積極的に提供いただきたいと

考えます。 

・「接続事業者から要望する代替方式の提案を

行った場合には、実現性の検討を行い、その

結果として技術仕様書等を利用し説明を行う

とともに、接続事業者との協議を持つこと」

とのご意見については、上述のとおり、これ

までも、代替提案であるか否かにかかわら

ず、具体的なご要望をいただければ協議に応

じ、実現性の検討を行うとともに、適時適切

に技術的な条件等を提示して説明してきたと

ころであり、今後も同様に対応する考えで
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す。 

【③過度に経済的な負担がないことに留意】 

・「（アンバンドルを実現するために必要とす

る）費用負担のあり方については、協議をも

って解決すること」とのご意見をいただいて

おりますが、費用負担の方法については、こ

れまでも協議を行い合意のうえ負担いただい

ているところです。なお、個別要望に基づく

機能を基本機能として具備することについて

は、当該機能を利用しない事業者にもコスト

負担を強いることとなるため、費用負担の公

平性の観点から、当該機能を要望した接続事

業者に、その費用の全額を負担していただく

必要があると考えます。 

・また、「（システム開発の必要性について

は）十分な情報開示を実施するとともに、接

続事業者自身が判断し、開発費用等の低減の

ため提案が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現

性に必要な協力を積極的に行うべき」とのご

意見については、当社としては、これまでも

接続事業者のみが利用されるシステム開発を

行う場合には、接続事業者のご要望をお聞き

しながら、その機能や仕様を決定し、それに

係る費用及びその負担方法について十分な説

明を行ってきたところです。更に、システム

の利用に必要な改修内容の説明や情報開示を

より充実させる観点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のう

え、システム改修内容を検討するため、年

２回、意見交換会を実施すること、 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ
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月前までに、運用手続の変更内容について

ご案内すること、 

の新たな取組みを昨年度より実施しており、計

３回（平成２４年５月、同１１月及び平成２５

年５月）接続事業者への意見交換会を行ったと

ころです。また、今後も同様の取り組みを継続

していく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、これまでも、他事業者から具体的な

要望があれば、適時適切に対応してきたところ

であり、今後も対応していく考えですが、ソフ

トバンク殿のアンバンドルの要件に関する意見

については、以下のとおり適切ではないと考え

ます。 

【①具体的な要望があること】 

・「サービス内容や実現手段を提示した場合で

あっても、『具体的ではない』とＮＴＴ東西

が主張し、協議が年単位で進まない状況が発

生」とのご意見が述べられておりますが、当

社は、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関する技

術検討に着手する上で必要となる要件を確定

させるため、当初ソフトバンク殿からご提示

いただいた要望の不明確な点について協議等

で確認させていただきました。 

 その後、ソフトバンク殿から当初の要望と

は異なる利用帯域や優先クラスの種別の仕様

に関する新たな要望を受領したことから、当

社において、再度当該要望に関し技術検討に

着手する上で必要となる要件を確認させてい

ただいた上で、ネットワーク上での実装可否
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等について検討してきたところです。 

・また、「提案した方式での実現が困難である

旨の回答は頂けたものの、その具体的かつ詳

細な理由についての説明はありません」 「実

現性のある代替案の提案を行うためのＮＧＮ

の情報開示若しくはＮＴＴ東西殿からの代替

案の提示も頂けない状況」とのご意見が述べ

られていますが、ソフトバンク殿からご提案

いただいた方式については、上述のように、

ご要望内容を確認していく中で、当社ネット

ワーク等に多大な改修が必要となることが明

らかになったため、協議において速やかにそ

の状況をお伝えしております。 

 また、この回答の際、当社からは、これま

での協議を通じて確認してきた技術仕様等を

踏まえ代替案を提示したところであり、現

在、今後の協議において検討を進めていく実

現方式について、当社より提示した代替案と

するのか等、ソフトバンク殿にご検討いただ

いているところです。 

・このように、当社としては、協議等を通じて

技術検討に着手するために必要となる要件の

明確化に努めてきたところであり、今回のご

要望については、全く新しい案件であったこ

とから、技術的な要件を確定していく上で、

繰り返し技術仕様の確認・ネットワーク上で

の実装可否の検討に時間を要したものです。

また、代替案についても当社から提案してい

るところであり、ソフトバンク殿からのご指

摘は適切でないと考えます。 

・「『具体的な要望』の定義が極めて曖昧であ
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ることを考慮すれば、接続事業者から出され

る要望については全てアンバンドルに関する

『具体的な要望』とみなすことが必要」との

ご意見については、当社としては、 

－ただ漠然と機能のアンバンドルを要望され

ても、どのような機能をどのように提供す

ればよいか分からないこと、 

－また様々な事業者の要望を当社が想定して

開発を行った場合、実際には利用されるこ

とのない機能まで開発を行うことになりか

ねず、徒に検討に係る稼動コストや開発コ

ストが嵩むこととなること、 

  から、まずは、新たな機能のアンバンドルを

要望される事業者が、どのようなサービスを

提供するのか、そのためにはどういった接続

形態でどのような機能が必要なのか等、ご要

望内容を具体化いただくことが不可欠である

と考えます。 

【②技術的に可能であること】 

・ソフトバンク殿の「ＮＴＴ東西殿が技術的に

実現不可能であることを具体的かつ明確に示

すべきです。仮に技術的に実現不可能である

ことを示す場合であっても、ＮＴＴ東西殿

は、接続事業者自身が検証し、判断が可能と

なるように技術仕様書等を利用した説明を行

うこと」とのご意見については、当社は、接

続事業者からの要望に対し、現在も、協議の

場等において適時適切に技術的な条件等を提

示して説明しております。 

・「ＮＴＴ東西殿は、（略）代替提案を行う場

合については、その代替提案に関する情報提
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供を行うべき」とのご意見については、当社

では接続事業者の通信網やシステム等の技術

的な仕様を把握できないことから、当社から

接続事業者の具体的な要望を満たす代替提案

をすることは難しいと考えますが、協議等に

おいて、具体的なサービス仕様や技術仕様等

の情報をご提供いただければ、代替提案を検

討することも可能と考えます。 

 現に、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の提供に関する

ソフトバンク殿のご要望に対しては、これま

での協議を通じて確認してきた技術仕様等を

踏まえ当社から代替提案を提示し、現在、ソ

フトバンク殿にご検討いただいているところ

です。 

 当社としては、今後も、接続事業者から要

望があれば、情報提供に応じていく考えであ

り、接続事業者においても、当社の検討に必

要となる情報を積極的に提供いただきたいと

考えます。 

・「接続事業者から要望する代替方式の提案を

行った場合には、実現性の検討を行い、その

結果として技術仕様書等を利用し説明を行う

とともに、接続事業者との協議を持つこと」

とのご意見については、上述のとおり、これ

までも、代替提案であるか否かにかかわら

ず、具体的なご要望をいただければ協議に応

じ、実現性の検討を行うとともに、適時適切

に技術的な条件等を提示して説明してきたと

ころであり、今後も同様に対応する考えで

す。 

【③過度に経済的な負担がないことに留意】 

 ９２ 



・「（アンバンドルを実現するために必要とす

る）費用負担のあり方については、協議をも

って解決すること」とのご意見をいただいて

おりますが、費用負担の方法については、こ

れまでも協議を行い合意のうえ負担いただい

ているところです。なお、個別要望に基づく

機能を基本機能として具備することについて

は、当該機能を利用しない事業者にもコスト

負担を強いることとなるため、費用負担の公

平性の観点から、当該機能を要望した接続事

業者に、その費用の全額を負担していただく

必要があると考えます。 

・また、「（システム開発の必要性について

は）十分な情報開示を実施するとともに、接

続事業者自身が判断し、開発費用等の低減の

ため提案が行えるよう、ＮＴＴ東西殿は実現

性に必要な協力を積極的に行うべき」とのご

意見については、当社としては、これまでも

接続事業者のみが利用されるシステム開発を

行う場合には、接続事業者のご要望をお聞き

しながら、その機能や仕様を決定し、それに

係る費用及びその負担方法について十分な説

明を行ってきたところです。更に、システム

の利用に必要な改修内容の説明や情報開示を

より充実させる観点から、 

－接続事業者のご意見・ご要望を考慮のう

え、システム改修内容を検討するため、年

２回、意見交換会を実施すること、 

－システムの運用開始予定時期の原則約６ヶ

月前までに、運用手続の変更内容について

ご案内すること、 
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の新たな取組みを昨年度より実施しており、

計３回（平成２４年５月、同１１月及び平成

２５年５月）接続事業者への意見交換会を行

ったところです。また、今後も同様の取り組

みを継続していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＩＰ化の進展に伴い、今後、競争事業者のＩ

Ｐ網とＮＧＮの接続が必要不可欠となり、なお

かつ、競争事業者がＮＧＮを利用した創意工夫

あるサービスを提供することが想定されるとこ

ろです。 

このような状況において、アンバンドルが不

十分であることにより、競争事業者の事業展開

を制限し、結果として、ブロードバンド普及、

ＩＣＴ利活用の阻害に繋がることは避けるべき

であるため、ソフトバンク殿が指摘している３

要件を満たす機能については、基本的に競争事

業者の要望を踏まえて実現すべきと考えます。 

また、ＮＧＮについては、ＮＴＴ独自仕様や

機器調達を起因として、競争事業者の接続やサ

ービス提供に支障を来たした事例もこれまで見

受けられているため(加入光ファイバ分岐単位接

続、フォールバック問題 等)、今後、ＮＧＮに

新たな設備を実装する際や設備更改の際には、

アンバンドルを前提とした技術仕様とすべきで

あり、この点についてＮＴＴ東西殿が適切な対

応を取っているか総務省殿にて検証すべきと考

えます。 

（イー・アクセス） 

意見１６ 他事業者による利用実績や実需要が  再意見１６  考え方１６ 
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ない機能については、早急にアンバンドル機

能の対象から除外すべき。 

■ 当社のＮＧＮ等、イーサネットスイッチ等の

局内装置類、局内光ファイバ、加入光ファイバ

等については、前述のとおり、第一種指定電気

通信設備の対象から除外していただく必要があ

ると考えますが、仮に引き続き第一種指定電気

通信設備の対象とするのであれば、少なくとも

他事業者による利用実績や実需要がない機能に

ついては、早急にアンバンドル機能の対象から

除外していただく等の対応を行っていただきた

いと考えます。 

【収容局接続機能及び中継局接続機能のアン

バンドルについて】 

・フレッツサービスに係る機能（一般収容ルー

タ接続ルーティング伝送機能・特別収容ルー

タ接続ルーティング伝送機能）について、特

別収容ルータ接続ルーティング伝送機能の接

続料を設定していたものの、平成１３年から

現在に至るまで１２年以上、一般収容ルータ

接続ルーティング伝送機能の接続料を設定し

ていたものの、平成２１年から現在に至るま

で４年以上、他事業者による利用実績はない

ことから、アンバンドルの対象から除外して

いただきたいと考えます。 

・中継局接続に係る機能（一般中継ルータ接続

ルーティング伝送機能）についても、接続料

を設定したものの、平成２１年から現在に至

るまで４年以上、他事業者による利用実績は

ないことから、アンバンドルの対象から除外

していただきたいと考えます。 

■ なお、今後マイグレーションがさらに加速す

ることを考慮すれば、ＮＴＴ-ＮＧＮ上で多種多

様なサービスを創出する観点から、ＮＴＴ西日

本殿がご指摘されるように、接続事業者との接

続実績がない状況が続いている等といった現時

点の状況のみを捉えて、アンバンドルの対象可

否を議論すべきではないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＧＮをはじめとするＩＰ網は、第一種指定

電気通信設備である加入光ファイバと一体で設

置・構築されているものであり、ボトルネック

性を有していることは明白であり、ＮＧＮの一

部の機能だけを切り出して判断するべきではな

いと考えます。 

ボトルネック設備はいつでも事業者が使用で

きる状況にしておかなければ競争を担保できな

くなるおそれがあるため、各種機能における利

用の有無にかかわらず、現在、規定されている

アンバンドル機能については引き続き維持すべ

きと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 収容局接続機能、及び中継局接続機能につい

ては、以下の理由から、引き続きアンバンドル

対象とすることが必要と考えます。 

①２０１０年１１月に、ＮＴＴ東西殿がＰＳＴ

Ｎの概括的展望を示し、まさに今、ＰＳＴＮ

■ 収容局接続機能については、ＮＧＮ答申にお

いて示されたとおり、①競争事業者からはアン

バンドルして提供することが求められているこ

と、②今後、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグ

レーションが進展する中で、アクセス回線での

設備競争・サービス競争の激化が想定される

が、それに伴い、他事業者が自ら調達したアク

セス回線等を収容ルータに接続する形態が増え

ていくことも想定されること、③また、ＮＧＮ

は、今後我が国の基幹的な通信網となることが

想定され、新たな機能や今後段階的に追加され

る機能等を活用した事業展開の機会が拡大する

ものと考えられるが、その際、既存の地域ＩＰ

網で存在していた収容局接続による接続形態を

用意しておくことが、事業者による創意工夫を

活かした多様な利用形態でのＮＧＮへの参入を

促進すると考えられることから、フレッツサー

ビスに係る機能のアンバンドルは当面必要とさ

れたところである。 

また、同機能については、ブロードバンド答

申において、「地域ＩＰ網と異なり１００Ｍと

いった小口の接続料単位のメニューが存在せ

ず、その分獲得する必要のあるユーザ数が多く

なること等から、接続事業者が収容局接続機能

を利用して電話サービスやインターネット接続

サービス等を提供することについては一定の課

題がある」とされ、「接続料設定単位の多様化

等の必要なオープン化について検討を行うこと

が適当」とされたところである。 
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【局内装置類に係る機能のアンバンドルにつ

いて】 

・光信号伝送装置（ＯＬＴ）は平成１３年よ

り、メディアコンバータ・局内光スプリッタ

については平成１４年より、当社が接続料を

設定していたものの、平成１３・１４年から

現在に至るまで１０年ないし１１年以上、他

事業者による利用実績はないことから、アン

バンドルの対象から除外していただきたいと

考えます。 

・イーサネットスイッチに係る接続料（イーサ

ネットフレーム伝送機能）についても、他事

業者からの強い接続要望を受け、平成２２年

６月に接続料を設定したものの、同年７月、

当該他事業者からの接続申込みが取り下げら

れ、また現在に至るまで当該他事業者を含む

事業者からの利用要望がないことから、アン

バンドルの対象から除外していただきたいと

考えます。 

【端末回線伝送機能のうち下部端末回線によ

る伝送を行う機能（柱上ＶＤＳＬにかかる引き

込み線区間）に係るアンバンドルについて】 

・端末回線伝送機能のうち下部端末回線により

伝送を行う機能については、平成２２年度よ

り接続約款に規定していたにも関わらず、平

成２２年度末をもって利用実績はありませ

ん。また、現時点、他事業者から当社に対し

具体的な接続要望もないことから、アンバン

ドルの対象から除外していただきたいと考え

ます。 

（ＮＴＴ西日本） 

マイグレーションに係る意識合わせの場に

て、ＩＰ網同士の接続形態や移行方法につい

て協議しているところであり、今後ＮＧＮ等

のＩＰ網との接続の必要性は更に高まると想

定されること。 

②ＩＰ化の進展に伴い、競争事業者によるＮＧ

Ｎを利用した創意工夫あるサービスの提供が

期待され、ＮＧＮ等のＩＰ網との接続の必要

性が更に高まると想定されること。 

 前述の通り、局内装置類については、今後Ｉ

Ｐ化の進展により、接続の必要性が一層高まる

ことから、引き続きアンバンドルの対象とする

ことが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

ＮＧＮ答申における②及び③については現時

点においても依然として妥当であり、かつ、ブ

ロードバンド答申においても今後の利用に向け

た課題が挙げられていることから、収容局接続

機能については、引き続きアンバンドルの対象

とすることが適当である。 

 

■ 中継局接続機能については、ＮＧＮ答申にお

いて示されたとおり、①地域ＩＰ網では、既に

中継局接続に該当していたＩＰｖ６サービスは

アンバンドルされた機能を用いて接続料を互い

に支払ってサービス提供をしており、②また、

ＮＴＴ東西のＮＧＮ間のＩＰ電話サービスの提

供は中継局接続の形態のみで行われている。③

更に今後ＰＳＴＮからＩＰ網へとネットワーク

構造が変化するに伴い、他事業者のネットワー

クとの接続も、ＩＧＳ接続が減少し中継局接続

が増えていくことが想定される。   

また、同機能については、ブロードバンド答

申において、「現在のＮＧＮの中継局接続機能

は、ＩＧＳ接続機能やＰＳＴＮにおけるＧＣ・

ＩＣ接続機能と異なっており、この点がＩＰ網

同士の直接接続の実現に向けた課題となってい

る可能性がある」、「ブロードバンド普及促進

のためには、ＰＳＴＮ又はメタル回線において

確保されていた公正競争環境の後退を極力招か

ないことや、事業者の積極的なＩＰ網への移行

が妨げられないことが重要であると考えられ

る。また、ＮＧＮならではの多種多様なサービ

スの提供を通じたユーザ利便の向上が図られる

ことも重要である。以上から、ＮＧＮ又は光フ
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ァイバ回線においても実質的な公正競争環境を

確保する必要がある」とされており、これらを

踏まえ、「ＮＴＴ東西のＮＧＮと接続事業者の

ＩＰ網の直接的な相互接続性を確保し、接続事

業者のネットワークのＩＰ網への積極的な移行

を促す観点から、現在の中継局接続機能の更な

るオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、イ

ンターフェースの多様化）を図るために必要な

措置をとることが適当」とされたところであ

る。 

ＮＴＴ東西のＮＧＮ間の接続においては現に

中継局接続機能が相互に利用されており、ＮＧ

Ｎ答申においてＩＰ網同士の直接接続の実現に

向けた課題が挙げられ、現在それを踏まえた検

討が進められていることから、中継局接続機能

については、引き続きアンバンドルの対象とし

つつ、更なるオープン化（設定単位の細分化・

柔軟化、インターフェースの多様化）を図るた

めに必要な措置をとることが適当である。 

 

■ 地域ＩＰ網に係る機能のアンバンドルについ

ては、地域ＩＰ網からＮＧＮへの移行の進展状

況等に留意しつつ対応することが適当と考えら

れる。 

 

■ イーサネットフレーム伝送機能については、

ＮＧＮ答申において示されたとおり、イーサネ

ットサービスはユーザのネットワーク全体を単

一の事業者が一括して提供することが望ましい

という特性があり、また今後イーサネットサー

ビスに係る需要が拡大することが想定されるこ
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とに鑑みると、ＮＴＴ東西が従来の県域を越え

た県間のサービスに進出するに際しては、公正

競争を担保する措置が必要であり、競争事業者

からの接続要望があることを踏まえると、イー

サネットサービスに係る機能（イーサネット接

続機能）については、引き続きアンバンドルの

対象とすることが適当である。 

  なお、他事業者からの接続の申込みが手続上

取り下げられたことをもって、直ちに接続の要

望がなくなったとまで判断することは必ずしも

適当でない。 

 

■ ＯＬＴ等の局内装置類については、現在、加

入光ファイバと接続する場合においては、接続

事業者が自前で設置しており利用実績がないも

のも存在するが、今後、多様な事業者が加入光

ファイバへの接続を希望することも考えられる

ところである。ＯＬＴ等の局内装置について

は、今後も拡大が予想されるＦＴＴＨサービス

の提供に必要な装置であるため、現時点で利用

実績のない装置について、その理由が具体的な

接続要望等の不存在によるものかどうか将来的

に判断する必要があることに留意しつつ、現時

点では引き続きアンバンドルの対象とすること

が適当である。 

 

■ 特別帯域透過端末回線伝送機能（ＦＴＴＲに

係る下部端末回線）については、平成２２年度

中に稼働回線数が０となって以降、現在まで利

用されていない機能ではあるが、依然としてＤ

ＳＬ等の利用は継続しており、今後も利用可能
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性はあること、また、当該機能はメタル設備の

みを用いて提供される機能の一部であることか

ら技術的には接続可能なものであり、かつ、当

該機能を維持することについて過度の経済的負

担は生じないため、現時点での利用実績や他事

業者からの接続要望がないことをもって、当該

機能をアンバンドルの対象から除外することは

適当ではない。 

 

■ 一種指定設備の指定に関する考え方について

は考え方６のとおり。 

意見１７ ＩＰ電話サービスに係る機能(ＩＧ

Ｓ接続機能)のアンバンドルについては、ア

ンバンドルの対象外とすべき。 

 再意見１７  考え方１７ 

■ 【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンド

ルについて】 

（１）音声通話に係る接続のように、各事業者

がそれぞれネットワークを構築し、双方

の利用者同士が相互に通信を行うために

ネットワークと接続する場合には、各事

業者は相互に接続料を支払い合う関係に

立つことになります。当社のひかり電話

網と他事業者網との接続も、このような

対等な関係にあるため、当社のひかり電

話網のみを第一種指定電気通信設備とす

ることはもちろん、ひかり電話サービス

に係る機能（関門交換機接続ルーティン

グ伝送機能）のみをアンバンドルの対象

とすることはバランスを失することにな

ります。 

■ ＩＧＳ接続機能については、以下の理由か

ら、引き続きアンバンドル対象とすることが必

要と考えます。 

①ＮＴＴ東西殿は、現在０ＡＢＪ－ＩＰ電話に

おいて市場シェア６２．２％（約１,５００万

契約）を有しており、接続協議において優位

な交渉力が働くことが懸念されること。 

②メタル/ＰＳＴＮから光/ＮＧＮへのマイグレ

ーションが進展していることに伴い、今後一

層、ＮＴＴ東西殿のＮＧＮ等との音声接続の

必要性が増すこと。 

（イー・アクセス） 

 

■ ＩＰ電話サービスに係る機能（ＩＧＳ接続機

能）のアンバンドルについては、ＮＧＮ答申に

おいて示されたとおり、①他事業者からは、Ｎ

ＧＮやひかり電話網を一種指定設備に指定した

上で、接続料設定を求める意見が示されている

こと、②ひかり電話網では、ＩＧＳ接続の接続

料が設定されており、当該接続料設定が技術的

に実現不可能とは言えないこと、③当該接続料

を相対取引で決定される場合、相手側事業者に

よって接続料水準が異なり、公正競争上大きな

問題となるとの意見が示されていること等か

ら、引き続き、ＩＰ電話サービスに係る機能

（ＩＧＳ接続機能）をアンバンドルの対象とす

ることが必要と考えられる。 

 

■ 一種指定設備を設置する事業者以外の事業者

 ９９ 



したがって、当社のひかり電話網につ

いては、前述のとおり、第一種指定電気

通信設備の対象から除外していただく必

要があると考えますが、仮に引き続き第

一種指定電気通信設備の対象とするので

あれば、当該機能については、早急にア

ンバンドル機能の対象から除外していた

だく等の対応を行っていただきたいと考

えます。 

また、現在、当社のひかり電話網と接

続する他事業者網の接続料の中には、他

事業者網の着信ボトルネック性が一因と

なって、当社よりも高い水準の接続料が

設定され、事業者間取引のバランスが損

なわれる、いわゆる「逆ザヤ問題」が生

じている場合があります。 

当社から当該事業者に対し、当該接続

料の妥当性を判断すべく、協議等で具体

的な算定根拠を提示いただくよう再三求

めていますが、当該事業者には全く応じ

ていただけない状況にあることから、

「事業者間協議の円滑化に関するガイド

ライン」（平成２４年７月２７日）にあ

るとおり、当社から求めがあれば、相手

方は合理的な理由なく差が生じないよう

情報開示を行うべきであり、少なくと

も、当社と比べ接続料が高止まりし、そ

の格差が協議事項となっている場合に

は、当該事業者には当社と同程度の算定

根拠を提示いただき、合理的な説明を行

っていただきたいと考えます。 

の接続料の算定根拠については、考え方１３の

とおり。 
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それでもなお、十分な情報開示をいた

だけない場合には、総務省殿において、

こうした事業者の接続料について透明性

を確保し、接続料の水準や算定方法の適

正性を検証できるよう、算定根拠に係る

情報開示の程度を更に高めるために必要

な措置を講じていただきたいと考えま

す。 

(ＮＴＴ西日本) 

 

（その他） 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見１８ １光配線区画あたりの世帯数の適正

化を実施し、光信号分岐端末回線の収容数向

上を図るべき。 

再意見１８   考え方１８ 

■ ＜光配線区画の適正化＞ 

ＮＴＴ東・西のシェアドアクセスを利用する

形態においては、１局外スプリッタあたりの光

信号分岐端末回線の収容数向上が、接続事業者

の採算性向上に大きく寄与し、ひいては、光フ

ァイバの公正競争を促進させます。 

光信号分岐端末回線の収容数向上のために

は、１光配線区画あたりの世帯数の適正化が重

要な要素であり、平成２４年度の加入光ファイ

バに係る接続料認可の際に、既存の光配線区画

とは別に接続事業者向けに新たな光配線区画を

設定すること、及び、戸数が過小な光配線区画

等既存の光配線区画を適宜見直す方向性が示さ

れたところです。 

しかしながら、現時点において、弊社で確認

■ １配線区画あたりの世帯数について、ＫＤＤ

Ｉ殿がご指摘されているように、ＮＴＴ東西殿

が主張する平均５０帯、４０世帯という水準

と、実態の数値の間に大きな乖離が認められる

ようであれば、接続事業者の事業運営に影響を

及ぼすため、早急に是正頂きたいと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 現在、当社公開情報ホームページにおいて光

配線区画の世帯数情報を提供しているところで

すが、平成２５年２月時点での既存の光配線区

画あたりの世帯数（※）は３７世帯となってい

ます。 

また、既存の光配線区画の拡大にあたって

■ 光配線区画の見直しの状況については、加入

光ファイバ接続料の算定に関する検討に係る情

報通信行政・郵政行政審議会答申（平成２４年

情郵審第３３号）を踏まえ、平成２４年度の加

入光ファイバ接続料に係る接続約款変更認可申

請（補正）の認可に当たり、ＮＴＴ東西に対

し、光配線区画の見直しが完了するまでの間、

半年ごとに総務省に報告を行うことを条件とし

て付した。当該報告には、ＮＴＴ東西の既存の

光配線区画に関する状況についてもその内容と

して含まれるものである。 

今後とも、ＮＴＴ東西からの他事業者向けの

新たな配線区画導入に係るトライアルに関する

状況報告等を踏まえ、総務省において、見直し

の状況を注視するとともに、情報通信行政・郵
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したシェアドアクセスを利用可能な１光配線区

画あたりの世帯数は、ＮＴＴ東日本で約３１世

帯、ＮＴＴ西日本で約２４世帯程度であり、Ｎ

ＴＴ東・西が主張する平均５０世帯、４０世帯

という水準とはかけ離れた実態となっていま

す。公正な競争環境を確保し、ユーザーの利便

性を向上させるため、速やかに１光配線区画あ

たりの世帯数の適正化を実施し、光信号分岐端

末回線の収容数向上を図る必要があります。 

（ＫＤＤＩ） 

は、昨年末より、既存ユーザがなく、カバー範

囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道を

跨いでいる等の地理的条件や地下配線区間にな

っている等の物理的条件により統合できないケ

ースがあることや、費用対効果等を踏まえ、隣

接する光配線区画と統合する見直しを行ってき

たところであり、今後も、見直し可能な光配線

区画があることが判明した段階で、適宜見直し

を行っていく考えです。 

なお、当社も接続事業者もこの同じ既存の光

配線区画の下でシェアドアクセスを利用してサ

ービス提供しており、公正競争上の問題はない

ものと考えております。 

 更に、当社は、接続事業者向けの光配線区画

について、平成２４年５月に関係事業者の方々

に対して説明会を開催しており、接続事業者向

け光配線区画に係る要望があれば、協議に応じ

ていく考えです。 

 また、光ケーブルの増設時や新規光エリア拡

大の際には、新配線方式を採用し、より広い光

配線区画を設定するよう、取り組んでいるとこ

ろです。 

（※）光配線区画ごとに、平成１８年１２月以

降における加入電話、ＩＳＤＮ、メタル専用

線、メタル宅内保留回線数の合計の最大値とし

ています。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 現在、当社情報Ｗｅｂステーションにおいて

光配線区画の世帯数情報を提供しているところ

ですが、平成２５年３月末の既存の光配線区画

政行政審議会において適宜の時機に報告するこ

ととする。 
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あたりの世帯数（※）は５８世帯となっていま

す。 

また、既存の光配線区画の拡大にあたって

は、昨年末より、既存ユーザがなく、カバー範

囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道を

跨いでいる等の地理的条件や地下配線区間にな

っている等の物理的条件により統合できないケ

ースがあることや、費用対効果等を踏まえ、隣

接する光配線区画と統合する見直しを行ってき

たところであり、今後も、見直し可能な光配線

区画があることが判明した段階で、適宜見直し

を行っていく考えです。 

なお、当社も接続事業者もこの同じ既存の光

配線区画の下でシェアドアクセスを利用してサ

ービス提供しており、公正競争上の問題はない

ものと考えております。 

更に、当社は、接続事業者向けの光配線区画

について、平成２４年５月に関係事業者の方々

に対して説明会を開催し、本年４月中旬よりト

ライアルを実施しているところであり、既存の

光配線区画が使いづらいということであれば、

是非トライアルにご参加いただきたいと考えて

おります。 

（※）光配線区画ごとに、平成１８年１２月以

降における加入電話、ＩＳＤＮ、メタル専用

線、メタル宅内保留回線数の合計の最大値とし

ています。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見１９ ＯＮＵやルータ等の一体的な提供が

ＮＴＴ東西殿のみ可能であることについて、

オープンな場での議論を開始すべき。 

再意見１９ 考え方１９ 
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■ ＜ＯＮＵの端末設備化＞ 

現在、ＮＴＴ-ＮＧＮユーザ宅内に設置され

る光回線加入者側終端装置（ＯＮＵ）はＮＴＴ 

東西殿の事業用電気通信回線設備としてＮＴＴ

東西殿が設置し、ユーザへレンタル提供してい

ます。ＮＴＴ東西殿は、過去、ＯＮＵのレンタ

ル代金として月額９４５円で提供を行っており

ましたが、独占領域であるＯＮＵは、過去１０

年間において、金額・機能等に大きな発展はあ

りませんでした。ＯＮＵの開放の是非について

は、競争政策や規制・制度と密接に関わる問題

であり、事業者間でのみで結論付けることは適

当ではないことから、先の｢ブロードバンド普

及促進のための環境整備の在り方答申（平成２

３年１２月２０日）｣において、「ＦＴＴＨサ

ービスにおけるＯＮＵの開放の是非及びその在

り方に関しても、（中略）技術的課題の整理

等、必要な検討を行うことが適当である。」と

されていることからも、速やかにオープンな場

で議論を開始すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＜ＯＮＵの端末設備化＞ 

現在、ＮＴＴ-ＮＧＮユーザ宅内に設置され

る光回線加入者側終端装置（ＯＮＵ）はＮＴＴ 

東西殿の事業用電気通信回線設備としてＮＴＴ

東西殿のみが提供しています。また、「ＯＮＵ

一体型ルータ」としてルータ機能やＩＰ電話の

TA 機能との一体化を行い、エンドユーザへ提供

しています。これらの複数の機能を一体で提供

■ ソフトバンク各社殿及びＢＢＩＸ株式会社殿

に賛成します。ＮＧＮ上でＩＰ電話サービスを

提供する場合、ＮＴＴ東・西殿はＴＡのレンタ

ル料金を０円に設定していますが、弊社などＮ

ＴＴ東・西殿以外の事業者はＴＡをメーカから

調達した上で提供しているため、０円での提供

は不可能です。また、筐体についても、弊社は

ＯＮＵとＴＡの筐体が分離した状態でしか提供

できませんが、ＮＴＴ東・西殿はＯＮＵとＴＡ

を一体化して一筐体で提供しています。この一

体型提供は、ＯＮＵの開発・製造費用にＴＡの

開発・製造費用の多くを組み入れ可能であるこ

と等から、上記のＴＡ料金を０円に設定できる

根拠になっていると十分に考えられるものです

が、接続事業者において同様の施策をとること

は不可能です。すなわち、一体型ＯＮＵの問題

は、ＯＮＵを提供する独占的立場を利用した不

当な競争であると言えます。公平・公正な競争

確保の観点や、利用者視点に立った場合、ＯＮ

Ｕの仕様を開放し、機器メーカー等が自由に参

入、販売することで、現在の家庭用無線ＬＡＮ

ルータをはじめとしたネットワーク機器市場の

ように安価で高機能なＯＮＵやＴＡの調達が可

能となるべきであり、これらの環境を整えるこ

とは、ブロードバンドやＮＧＮの利活用が促進

されるために必須の措置であると考えます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ 「ＯＮＵ一体型ルータ」は、事業用電気通信

設備であるＯＮＵと端末設備であるＴＡ機能を

有したＨＧＷが一体化されています。本来、競

■ ＦＴＴＨサービスにおけるＯＮＵの是非及び

その在り方に関しては、利用者による端末設備

の接続の考え方、これまでの端末開放の経緯等

を踏まえ、ブロードバンドの普及を促進する観

点から、ブロードバンド答申において、技術的

課題の整理など、必要な検討を行うことが適当

とされている。このためには、関係事業者から

情報を得つつ、必要な検討を進め行くことが望

ましいことから、まずは具体的な技術的課題の

洗い出しを行うべく、ＮＴＴ東西は、ＯＮＵと

ＯＳＵが協調して動作することで同一芯線内に

複数ユーザの通信を同時に流していることに関

連する課題等について事業者間で共有し、課題

解決に向けた論点整理を行うことが適当とされ

たところである。これを踏まえ、現在、事業者

間において技術的課題の整理と検証が行われて

おり、総務省としては、引き続き状況を注視し

ていく。 

   

■ なお、ＮＴＴ東西においては接続事業者から

ＯＮＵと他事業者装置等との一体化の要望があ

れば、協議を行うことが望ましい。 
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できるのはＮＴＴ東西殿のみであり、機器メー

カーやＩＳＰ等他社が参入することはできませ

ん。 

先般、総務省で開催された｢ＩＰｖ６による

インターネットの利用高度化に関する研究会｣

においても、「ＯＮＵとＨＧＷ一体化の議論を

聞いて黒電話を思い出した。一見すると便利で

あるが、インターネットはレイヤを分け、様々

な機能を切り離したことで多様性を確保し発展

してきた。一体化の件は逆戻りになるのではな

いかという懸念を感じた」といった議論がされ

たこと等からも、ＯＮＵやルータ等の一体的な

提供がＮＴＴ東西殿のみ可能である等といった

問題について、議論を開始すべきと考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

争領域となっているＨＧＷ部分についても、非

競争領域であるＯＮＵと一体的に提供されるこ

とで、実質的に、ＨＧＷまで非競争領域となっ

ています。これは、事業用電気通信回線設備を

提供する優越的地位を利用して、端末設備を提

供していると考えざるを得ません。これら不当

な状況を改善するためにも、ＯＮＵ及びＨＧＷ

の宅内設備をユーザが自由に選択できるよう、

その在り方について、早急に議論を開始する必

要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「独占領域であるＯＮＵは、過去１０年間に

おいて、金額・機能等に大きな発展はありませ

ん」とのご意見が述べられていますが、ＯＮＵ

の機能については、お客様利便の向上の観点か

ら、機器の小型化・省電力化を進めるととも

に、お客様ご自身で容易に設置ができるよう光

コンセント等の周辺機器も含め継続的に改良を

加えてきております。また、現在、フレッツ光

の料金はＯＮＵの利用料を含んだ料金となって

おりますが、フレッツ光の料金は、各種割引等

により低廉化してきているところであり、実質

的にＯＮＵ自体の低廉化も図られているものと

考えます。 

また、（ＯＮＵの開放の是非について）「議

論を開始すべき」とのご意見については、以下

の理由から、ＯＮＵを端末設備としてエンドユ

ーザに提供することは適切ではなく、ＯＮＵに

ついては引き続き当社にて提供させていただく
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考えです。 

－フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利

用している、１つの芯線を最大３２ユーザで

共有するＰＯＮ方式については、当社の局舎

内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが

協調して動作しています。 

－具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯

線内の全てのお客様に同一の下り信号を送信

し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不要な信

号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信

を可能にしています。また、上りの場合は、

各ＯＮＵからリクエスト信号を送出し、ＯＳ

Ｕ側からの指示に従って各ＯＮＵからパケッ

トを送出することで、最大３２ユーザでの通

信を可能にしています。 

－このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動

作することで、１芯に複数ユーザのトラヒッ

クを同時に流しても、個々のユーザの通信を

正常に機能させるといったネットワーク設備

として果たすべき機能を実現しております。 

－仮に、当社以外がＯＮＵを提供した場合に

は、当社は、正常に動作するＯＮＵが設置さ

れたか確認することができず、例えば、当該

ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内

の他のユーザの通信が正常に確立しないおそ

れ、あるいは、あるユーザの通信を同一芯線

内の別のユーザが傍受するおそれ等の問題も

生じることになります。 

また、ＯＮＵと他事業者装置等との一体化の

ご要望があれば、協議に応じていく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 
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■ 「独占領域であるＯＮＵは、過去１０年間に

おいて、金額・機能等に大きな発展はありませ

ん」とのご意見が述べられていますが、ＯＮＵ

の機能については、お客様利便の向上の観点か

ら、機器の小型化・省電力化を進めるととも

に、お客様ご自身で容易に設置ができるよう光

コンセント等の周辺機器も含め継続的に改良を

加えてきております。また、現在、フレッツ光

の料金はＯＮＵの利用料を含んだ料金となって

おりますが、フレッツ光の料金は、各種割引等

により低廉化してきているところであり、実質

的にＯＮＵ自体の低廉化も図られているものと

考えます。 

また、（ＯＮＵの開放の是非について）「議

論を開始すべき」とのご意見については、以下

の理由から、ＯＮＵを端末設備としてエンドユ

ーザに提供することは適切ではなく、ＯＮＵに

ついては引き続き当社にて提供させていただく

考えです。 

－フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利

用している、１つの芯線を最大３２ユーザで

共有するＰＯＮ方式については、当社の局舎

内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが

協調して動作しています。 

－具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯

線内の全てのお客様に同一の下り信号を送信

し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不要な信

号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信

を可能にしています。また、上りの場合は、

各ＯＮＵからリクエスト信号を送出し、ＯＳ
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Ｕ側からの指示に従って各ＯＮＵからパケッ

トを送出することで、最大３２ユーザでの通

信を可能にしています。 

－このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動

作することで、１芯に複数ユーザのトラヒッ

クを同時に流しても、個々のユーザの通信を

正常に機能させるといったネットワーク設備

として果たすべき機能を実現しております。 

－仮に、当社以外がＯＮＵを提供した場合に

は、当社は、正常に動作するＯＮＵが設置さ

れたか確認することができず、例えば、当該

ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内

の他のユーザの通信が正常に確立しないおそ

れ、あるいは、あるユーザの通信を同一芯線

内の別のユーザが傍受するおそれ等の問題も

生じることになります。 

また、ＯＮＵと他事業者装置等との一体化の

ご要望があれば、協議に応じていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見２０ ＮＴＴ各県域支店での個別ルールの

存在が存在するため、加入光ファイバ申込に

必要な資料や手続き等については、ＮＴＴ各

県域支店で共通化し、接続事業者に開示すべ

き。 

 再意見２０  考え方２０ 

■ 各県域支店での個別ルールの存在 

ＮＴＴ各県域支店によって個別ルールが存在

し、加入ダークファイバー申込後、支店によっ

て異なった資料提出を要望される事がありま

す。例えば、地図、施工図面などを追加で要望

され、再度現地調査を行わなくてはならないな

■ 当社は、当社ダークファイバに係る貸し出し

手続について、接続約款に定めるとともに、具

体的な運用に係るマニュアルを作成し、他事業

者に開示する等、運用の標準化に取り組んでお

ります。仮に標準化された運用に当たらない事

象がある場合には、具体的な内容をご提示いた

■ ＮＴＴ東西においては、ＮＴＴ東西の利用部

門と接続事業者との間における同等性が確保さ

れない状況が発生しないよう、事業者間で協議

等の取組を引き続き行っていくことが適当であ

る。 
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ど、利用者の開通時期が遅れる等の影響が出て

おり、加入ダークファイバー申込に必要な資料

や手続き等については、ＮＴＴ各県域支店で共

通化し、接続事業者に開示されるよう要望しま

す。 

また、局内ダークファイバーの廃止対応に関

する期日が定義されていないため、同ファイバ

ーの張り替え等を実施したい場合に時間を要し

ています。この点につき、接続約款上で定める

べき事項として検討していただきたいと考えま

す。 

（ソネット） 

だければ、協議し、必要に応じ改善する考えで

す。 

また、局内光ファイバの廃止に係る手続、運

用についても、具体的な事象をご提示いただけ

れば、協議し、検討させていただく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見２１ ＮＴＴ東西は利用実績に近い値で電

気料を算定する方法を検討すべき。 

 再意見２１  考え方２１ 

■ 定格容量値に基づく電気料契約の見直し 

現状、コロケーション電気料は、装置の定格

容量値に基づき算定されることから、競争事業

者が実際の使用量以上の費用を負担せざるを得

ない状況にあり、結果として、本来ＮＴＴ東西

殿が負担すべき金額の一部を競争事業者が実質

的に負担する構造になっていると考えられま

す。 

この状況は、競争事業者に対して過度な負担

を与えており、メタル/ＰＳＴＮから光/ＮＧＮ

へのマイグレーションに伴い、ドライカッパ電

話事業者やＡＤＳＬ事業者が、コロケーション

設備の撤去や集約によるコスト削減効果を効率

的に創出するにあたって、支障となっておりま

す。 

従って、ＮＴＴ東西殿は利用実績に近い値で

■ コロケーションに係る電気料については、電

力計を設置いただいた上で、実際の使用電力量

に応じた電気料をご負担いただく方法と、仕様

書等に記載されている装置の定格容量値に応じ

た電気料をご負担いただく方法、いずれかの方

法から選択いただいているところであり、客観

性・公平性の観点で、従来から適正であると考

えております。 

また、他事業者からの電気料柔軟化のご提案

については、これまでも、他事業者からの具体

的な要望にお応えしてきたところであり、今後

も、真摯に検討させていただく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ コロケーションに係る電気料については、電

力計を設置いただいた上で、実際の使用電力量

■ コロケーション設備に係る電気料について

は、ブロードバンド答申において「コロケーシ

ョン設備の仕様に基づく最大消費電力ではな

く、例えば、実際の使用電力を踏まえた接続事

業者からの書面手続きに応じて電気料を計算す

る等、コロケーション装置に係る電気料の扱い

（「申込電力」の考え方）を柔軟化することが

適当である」とされた。これを踏まえ、総務省

よりＮＴＴ東西に対し、電気料の扱いの柔軟化

の具体的な考え方に関する検討状況及び事業者

間協議の状況について報告を要請した。その結

果、ＮＴＴ東西より、接続事業者からの要望を

踏まえ、ＤＳＬ用装置及び特定のサービス用の

中継系伝送装置については、契約電流値を超え

る電流が流れないことを担保するための条件が

満たされることを前提として、電気料及び電力
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電気料を算定する方法を検討すると共に、競争

事業者から電気料柔軟化スキームの提案があっ

た場合には、真摯に検討いただく必要があると

考えます。 

（イー・アクセス） 

に応じた電気料をご負担いただく方法と、仕様

書等に記載されている装置の定格容量値に応じ

た電気料をご負担いただく方法、いずれかの方

法から選択いただいているところであり、客観

性・公平性の観点で、従来から適正であると考

えております。 

また、他事業者からの電気料柔軟化のご提案

については、これまでも、他事業者からの具体

的な要望にお応えしてきたところであり、今後

も、真摯に検討させていただく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

設備使用料の契約電流値を実際に利用するパッ

ケージ数見合いの消費電流値に見直す措置を行

った旨の報告がなされている。 

ＮＴＴ東西においては、引き続き、接続事業

者からの要望を踏まえ、コロケーション装置に

係る電気料の扱いの柔軟化の方策について検討

を行うことが適当である。 

意見２２ コロケーション、中継ＤＦ等に係る

リソース不足、情報公開の在り方等について

改善すべき。 

再意見２２  考え方２２ 

■ ＜コロケーション、中継光ファイバ等のリソ

ース不足の解消＞ 

競争事業者がエリア展開や設備更改を行う

際、収容局ビルによっては、コロケーションス

ペースや中継ダークファイバ、電力設備等の空

きがない等の理由によって、長期間に渡ってＮ

ＴＴ東・西の設備を利用できない問題が生じて

います。総務省においては、ＮＴＴ東・西に対

し、長期間Ｄランク（利用不可）となっている

収容局ビルについて今後の需要も考慮した上で

Ｄランク解消に向けた設備計画を立てさせるよ

う、措置を講じるべきです。 

また、前述のとおり、同等性の観点からＮＴ

Ｔ東・西の利用部門と接続事業者との間で、全

局舎の情報がタイムリーに開示されているか、

接続事業者は、ＮＴＴ東・西利用部門と同じタ

■ ソネット殿の意見に賛同します。 

ＦＴＴＨアクセスのみならず、ダークファイ

バ等においても、フィルタの有無、提供可能時

期等の精度が甘く、申込み後に情報の誤りが判

明することも散見されます。正確性の精度向上

については、喫緊の課題としてご対応頂きたい

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「ブロードバンド普及促進のための公正競争

レビュー制度の運用に関する意見募集（２０１

２年度）」に対し提出した当社意見書（２０１

３年８月７日提出）においても述べたとおり、

競争事業者がエリア展開や設備更改を行う際、

収容局ビルによっては、コロケーションスペー

■  コロケーションスペースの空きがない状態と

なっている局舎については、ブロードバンド答

申において、「Ｄランクとされた局舎における

ＮＴＴ東西の取組みも踏まえて、今後本格化す

る移行を円滑化する観点から現在の対応につい

て見直すべき点があるか検討することが適

当」、「なお、その際、ＮＴＴ局舎におけるコ

ロケーションスペースの増設を単純に義務化す

ることはコスト増大につながり、結果としてコ

ロケーション料金の上昇として跳ね返る可能性

があるため、とるべき措置としては必ずしも適

当ではなく、むしろ、接続事業者の予見性を高

める観点から、数ヵ月先の設備計画をＮＴＴ東

西が情報開示することも含めた適切な対応を検

討することが必要である点に留意すべき」とさ

れた。 
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イミングで同じ情報を取得できているか、とい

った点についても検証が必要と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 情報公開／情報更新の拡大、ならびに提供情

報の精度向上について 

ＦＴＴＨアクセスサービスやＬＴＥサービス

において、その設備や対応エリア等に関する情

報の公開／更新・精度が不足していることによ

って、自前での工事、マーケティングや営業活

動に支障をきたすケースがあり、下記の事項に

関する更なる情報公開の拡大および更新情報の

提供、ならびに情報の精度向上についてご対応

いただくよう要望いたします。 

 ・今後の事業展開を計画する上でＤランクとな

っているコロケーション、中継ダークファイ

バーなどの設備がいつ増設（解消)されるの

か、に関する設備更改情報（予定時期等）の

公開 

 ・有償で購入した収容局ビル単位の光配線区画

毎の住所情報につき、明らかに他と異なる住

所が含まれている場合や住所情報が詳細でな

いもの（番地記載なし等)が含まれている場

合が存在するため、正確な住所情報の提供 

（ソネット） 

スや中継ダークファイバ、電力設備等に空きが

ない等の理由により、長期間利用できない状況

が未だに生じているところです。 

昨年度の検証結果において、ＮＴＴ東・西に

対し、コロケーションスペースの空きがない局

舎について新たに空きが生じる場合に、その予

定時期の開示を義務付けることとされ、すでに

実施されているところですが、利用できない状

況の抜本的な解決策にはなっていないため、Ｎ

ＴＴ東・西においては、Ｄランク解消に向けた

措置を検討すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は、これまで、他事業者が必要な設備を

設置してサービス提供できるよう、コロケーシ

ョンリソースや中継ダークファイバの有効活用

に向け、過剰なリソースの保留を抑止するため

のキャンセルペナルティの導入等、適宜必要な

取り組みを実施してきたところです。 

また、コロケーションリソースや中継ダーク

ファイバの空きがないビルで新たに空きが発生

した場合には、速やかに当社ホームページにお

いて開示情報を更新するとともに、希望する他

事業者にメール通知を行う等、情報開示を適切

に実施しています。 

 加えて、コロケーションリソースや中継ダー

クファイバの増設を行う際には、増設計画を決

定後速やかに当社ホームページにおいて増設予

定時期を自主的に開示しており、他事業者の予

見性確保に努めております。更に、平成２４年

の情報開示告示改正を踏まえ、平成２５年１月

このような考え方を踏まえ、平成２４年８月

に開催された情報通信審議会電気通信事業政策

部会電話網移行円滑化委員会において、Ｄラン

ク局舎に係る調査結果を報告するとともに、平

成２４年１０月１８日に平成１３年総務省告示

第３９５号（電気通信事業法施行規則第２３条

の４第３項の規定に基づく情報の開示に関する

件）を改正し、ＮＴＴ東西に対し、コロケーシ

ョンスペースの空きがない局舎について新たに

空きが生じる場合に、その予定時期の開示を義

務付けることとしたところである。 

 

■ 中継光ファイバについては、接続ルール答申

において「他の選択肢を採用することが経済的

に見て現実的でなく、他の有効な手段がない場

合は、ＷＤＭ装置の設置が最終的な手段として

期待されるところである」とされているところ

である。 

接続事業者の予見性は引き続き高めるよう努

めることが望ましいものの、Ｄランク区間であ

ったとしてもＷＤＭ装置が新たに設置された際

には、ＮＴＴ東西のウェブサイトにおいて無償

で情報公開を行っていることから、現時点にお

いて、「設備増設の予定の有無」について情報

を開示すべきとまではいえない。 

 

■ ＮＴＴ東西利用部門と接続事業者の間の情報

開示に係る同等性については、考え方４６のと

おり。 

 

■ なお、ＮＴＴ東西においては、接続事業者か
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より、設備撤去等によりコロケーションリソー

スに空きが発生する場合に、空きが発生する予

定時期が判明した時点で、速やかに当社ホーム

ページにおいて当該情報を開示する等、更なる

予見性確保の取り組みについても実施していま

す。  

 当社利用部門と他事業者は、当社ホームペー

ジにおいてこれらの情報を入手しているため、

情報の内容や取得可能時期に係る同等性は確保

されていると考えます。 

なお、「Ｄランク（利用不可）となっている

収容局ビルについて今後の需要も考慮した上で

Ｄランク解消に向けた設備計画を立てさせるよ

う、措置を講じるべき」とのご意見が、仮に、

ＮＴＴ東西へのＤランクビルでのコロケーショ

ンスペースの増設の義務化の要望であるとした

場合、当社は、他事業者に対しコロケーション

スペースを増設してまで貸し出す義務は負って

いないものと認識しています。この点、「ブロ

ードバンド普及促進のための環境整備の在り

方」答申（平成２３年１２月２０日）において

も、「ＮＴＴ局舎におけるコロケーションスペ

ースの増設を単純に義務化することはコスト増

大につながり、結果としてコロケーション料金

の上昇として跳ね返る可能性があるため、とる

べき措置としては必ずしも適当ではない。」と

されています。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、これまで、他事業者が必要な設備を

設置してサービス提供できるよう、コロケーシ

らの意見も踏まえ、住所情報等の適正な開示

に努めるべきである。 
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ョンリソースや中継ダークファイバの有効活用

に向け、過剰なリソースの保留を抑止するため

のキャンセルペナルティの導入等、適宜必要な

取り組みを実施してきたところです。 

また、コロケーションリソースや中継ダーク

ファイバの空きがないビルで新たに空きが発生

した場合には、速やかに当社ホームページにお

いて開示情報を更新するとともに、希望する他

事業者にメール通知を行う等、情報開示を適切

に実施しています。 

 加えて、コロケーションリソースや中継ダーク

ファイバの増設を行う際には、増設計画を決定

後速やかに当社ホームページにおいて増設予定

時期を自主的に開示しており、他事業者の予見

性確保に努めております。更に、平成２４年の

情報開示告示改正を踏まえ、平成２５年１月よ

り、設備撤去等によりコロケーションリソース

に空きが発生する場合に、空きが発生する予定

時期が判明した時点で、速やかに当社ホームペ

ージにおいて当該情報を開示する等、更なる予

見性確保の取り組みについても実施していま

す。  

  当社利用部門と他事業者は、当社ホームペー

ジにおいてこれらの情報を入手しているため、

情報の内容や取得可能時期に係る同等性は確保

されていると考えます。 

なお、「Ｄランク（利用不可）となっている

収容局ビルについて今後の需要も考慮した上で

Ｄランク解消に向けた設備計画を立てさせるよ

う、措置を講じるべき」とのご意見が、仮に、

ＮＴＴ東西へのＤランクビルでのコロケーショ
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ンスペースの増設の義務化の要望であるとした

場合、当社は、他事業者に対しコロケーション

スペースを増設してまで貸し出す義務は負って

いないものと認識しています。この点、「ブロ

ードバンド普及促進のための環境整備の在り

方」答申（平成２３年１２月２０日）において

も、「ＮＴＴ局舎におけるコロケーションスペ

ースの増設を単純に義務化することはコスト増

大につながり、結果としてコロケーション料金

の上昇として跳ね返る可能性があるため、とる

べき措置としては必ずしも適当ではない。」と

されています。 

 

  ご指摘の事象については、当社システム上の

住所情報が、行政の区画整理等により最新の情

報に更新できていなかったことにより発生した

ものであり、ソネット殿には、お詫び申し上げ

るとともに、発生原因及びデータの適正化等に

ついてご説明差し上げたところです。 

今後も、当社としては、可能な限り住所情報

の適正化に努めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 各社ご意見の通り、コロケーションスペー

ス・電力や中継ダークファイバにて空きが無い

場合は、競争事業者の円滑なネットワーク構築

に影響を及ぼすため、昨年開示が開始された

「コロケーションスペースの空きが生じる場合

の予定時期」に加え、例えば、「設備増設予定

の有無」といった、競争事業者の予見性を高め

るために必要な情報を積極的に開示することが

 １１４ 



必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

意見２３ 網改造費用、オペレーションシステ

ム開発費について、妥当性の検証が可能とな

るスキームが必要。 

 再意見２３  考え方２３ 

■ 網改造費用、オペレーションシステム開発費

の妥当性の検証 

  ＮＴＴ東西殿の網改造費用や、ＮＴＴ東西殿

のオペレーションシステム改修案件の開発費用

については、現状、金額の妥当性を検証するス

キームがありません。 

  これらのコストについては、ＮＴＴ東西殿が

網改造料や回線管理運営費にて全て回収可能で

あることから、コスト削減インセンティブが機

能しないことが構造的な問題となっており、そ

の結果、網改造料や回線管理運営費が高止まり

し、競争事業者の事業運営に過度な負担を与え

ることが懸念されます。 

  従って、ＩＰ化に伴いネットワークを構成す

る機器調達が基本的に市販品にて可能な環境と

なっている点も踏まえ、例えば、競争事業者の

みが利用する設備やシステムの調達は入札制と

するなど、コスト削減インセンティブが機能

し、なおかつ、コストの妥当性が検証可能とな

るスキームと考えます。 

  なお、システム開発費用については、当該シ

ステムをＮＴＴ東西殿の設備利用部門が利用し

ていないことが、コスト削減インセンティブが

機能しない原因の１つとなっているため、例え

ば、設備利用部門における運用変更やシステム

■ イー・アクセス殿の意見に賛同します。ＮＴ

Ｔ東西殿の網改造費用やオペレーションシステ

ム改修案件等の開発費用については、これまで

接続事業者が検証できる情報が開示されておら

ず、接続事業者はその金額の妥当性の検証を実

施することは困難です。また、イー・アクセス

殿がご指摘のとおり、コストがすべて回収可能

であることから、ＮＴＴ東西殿においてもコス

ト削減のインセンティブが機能しない環境とな

っています。これらの情報の非対称性による検

証不可能の環境を解決するには、接続事業者が

検証を実施するための算定根拠をあらかじめ提

示して頂くことが必要ですが、万が一それが経

営上の秘密に該当するとして開示不可能である

場合であっても、その費用の妥当性を担保する

ために、多くのシステム開発会社が応札できる

ような競争入札を実施し、コストの低廉化・適

正化を図ることが重要であると考えます。な

お、競争入札の実施においては、関係会社のみ

ならず、資本関係のないシステム開発会社等が

入札に参加できるよう、入札の実施方法や入札

事業者資格に関する制限等が不当に設定されて

いないかを注視するとともに、入札実施後に当

たっても入札が妥当であるか確認・検証を行う

べきであると考えます。 

■ 実際費用方式に基づく平成２５年度の接続料

等の改定に係る情報通信行政・郵政行政審議会

答申（平成２５年情郵審第１９号）において示

されたとおり、ＮＴＴ東西においては、円滑化

ガイドラインの趣旨を踏まえ、接続の申込み等

に係るオペレーションシステムのうち、コスト

の負担、仕様、業務フローへの影響等の点で接

続事業者に対する影響が特に大きいと予想され

るものについては、開発・更改に着手する前に

当事者間でコストの適正性も含めて十分な協議

を行い、可能な限り各当事者の意見を聴取する

ことや、接続事業者から求めがある場合には、

当該システム開発の必要性や費用対効果、仕様

の合理性等について、引き続き、意見交換会の

場等を通じ、十分な説明を行うことが適当であ

る。 
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更改の際などに合わせて、可能な限り、競争事

業者と共通のオペレーションシステムを利用す

ることも有効な対策になると考えます。 

（イー・アクセス） 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 当社は、効率的な経営を行う観点から、他事

業者の要望に基づく網機能の改修や、オペレー

ションシステムの改修にあたっては、既存設備

やオペレーションシステムとの親和性等も考慮

しつつ、必要最小限の開発額に留めるよう努め

ているところです。 

 加えて、当社は、網機能の改修にあたり、他

事業者のご要望に基づき、双方で仕様を確定し

た後、改修内容、概算費用等の情報を提示し、

ご理解を頂いた上で、改修に着手させていただ

いております。 

 また、オペレーションシステムの改修にあた

っては、意見交換会（年２回開催）等の機会を

通じて、開発予定（検討中の案件も含む）の内

容について、情報を開示させていただいき、他

事業者からのご意見・ご要望等をヒアリングさ

せていただき、ご理解を得ながら改修を実施し

ており、他事業者が開発内容の妥当性を検証し

やすい環境を整えています。 

したがって、ご意見にあるようなコストの妥

当性を検証するための新たなスキームを導入す

る必要はないと考えます。 

なお、「競争事業者と共通のオペレーション

システムを利用することも有効な対策になる」

とのご意見については、他事業者が利用するオ

ペレーションシステムについて、オペレーショ

ンシステム更改等のタイミングを捉え、当社利

用部門とハードウェアを共有する等、可能な限
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りコスト削減に努めてきているところです。 

今後も他事業者のご理解が得られるよう、丁

寧な説明を行うとともに、コスト削減に努めて

いく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、効率的な経営を行う観点から、他事

業者の要望に基づく網機能の改修や、オペレー

ションシステムの改修にあたっては、既存設備

やオペレーションシステムとの親和性等も考慮

しつつ、必要最小限の開発額に留めるよう努め

ているところです。 

 加えて、当社は、網機能の改修にあたり、他

事業者のご要望に基づき、双方で仕様を確定し

た後、改修内容、概算費用等の情報を提示し、

ご理解を頂いた上で、改修に着手させていただ

いております。 

 また、オペレーションシステムの改修にあた

っては、意見交換会（年２回開催）等の機会を

通じて、開発予定（検討中の案件も含む）の内

容について、情報を開示させていただいき、他

事業者からのご意見・ご要望等をヒアリングさ

せていただき、ご理解を得ながら改修を実施し

ており、他事業者が開発内容の妥当性を検証し

やすい環境を整えています。 

したがって、ご意見にあるようなコストの妥

当性を検証するための新たなスキームを導入す

る必要はないと考えます。 

なお、「競争事業者と共通のオペレーション

システムを利用することも有効な対策になる」

とのご意見については、他事業者が利用するオ
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ペレーションシステムについて、オペレーショ

ンシステム更改等のタイミングを捉え、当社利

用部門とハードウェアを共有する等、可能な限

りコスト削減に努めてきているところです。 

今後も他事業者のご理解が得られるよう、丁

寧な説明を行うとともに、コスト削減に努めて

いく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見２４ ＩＰｏＥ方式においても、速やかに

県ごとの相互接続点を設置すべき。 

 再意見２４  考え方２４ 

■ ＜相互接続点の分割＞ 

前項で申し上げたとおり、現在ＩＰｏＥ方式

の相互接続点は東京及び大阪の２拠点のみであ

り、ＮＴＴ東西殿の本来の業務区域である県単

位での相互接続点は設置されていません。この

ため、ＰＰＰｏＥ方式では可能であった、ユー

ザの分布やトラヒックに応じた柔軟な網設計や

コスト、品質の管理ができない状況となってい

ます。従って、ユーザ利便の観点からもＩＰｏ

Ｅ方式においても、速やかに県ごとの相互接続

点を設置すべきと考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

■ 「ＩＰｏＥ方式においても、速やかに県ごと

の相互接続点を設置すべきと考えます。」とあ

りますが、当社はこれに賛同します。 

広域ＰＯＩだけの現状ではトラヒックに応じ

た柔軟な網設計の選択肢も無くコスト、品質の

管理も厳しい状況にあります。 

ＰＯＩ分割はＩＰｖ６普及後も安定した良質

なサービスを継続提供する上で重要な位置付け

と考えます。 

（日本ネットワークイネイブラー） 

 

■ ＢＢＩＸ殿の意見に賛同します。第一種指定

電気通信設備であるＮＧＮの県域ネットワーク

に接続するために、非指定設備に接続すること

が必須条件となっている現在の状況は明らかに

異常であると言わざるを得ません。ＩＰｏＥ事

業者が第一種指定電気通信設備であるＮＧＮの

県域ネットワークに直接接続可能とするため

に、ＮＴＴ東西殿は速やかに県ごとの相互接続

点を設ける必要があると考えます。 

■ ＮＴＴ東西においては、ＩＰｏＥ接続事業者

からの具体的な要望等を踏まえ、ＩＰｏＥ接続

に係る相互接続点の増設に向けて引き続き協議

を行うことが適当である。 

また、ＩＰｏＥ接続に係る相互接続点の増設

に向けた検討に当たっては、相互接続点の増設

によりＮＧＮ内の伝送距離が短縮されること

や、技術の進展状況等を踏まえ、ＩＰｏＥ接続

に係る接続料の低減に努めることが適当であ

る。 
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 相互接続点の増設については、ＩＳＰ事業者

と協議を重ね、ＩＰｏＥ方式の提供開始時点で

は、多大な費用をかけて全国に数多くの相互接

続点を設置したとしても低廉なサービス提供に

支障が生じかねないことから、最も効率的でコ

ストが安価となるよう東西それぞれ１ヶ所での

接続とすることで合意してきたところです。 

 今後のＩＰｏＥ方式のユーザ規模の拡大等に

伴うトラヒック増加を見据え、集約エリア単位

での相互接続点の増設を提案させていただいて

おり、現在、関係事業者と相互接続点の増設

数、費用負担について検討しているほか、その

他のトラヒック増大への対応方法についても協

議を行っているところであり、今後の協議の中

で解決していきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 相互接続点の増設については、ＩＳＰ事業者

と協議を重ね、ＩＰｏＥ方式の提供開始時点で

は、多大な費用をかけて全国に数多くの相互接

続点を設置したとしても低廉なサービス提供に

支障が生じかねないことから、最も効率的でコ

ストが安価となるよう東西それぞれ１ヶ所での

接続とすることで合意してきたところです。 

 今後のＩＰｏＥ方式のユーザ規模の拡大等に伴

うトラヒック増加を見据え、集約エリア単位で

の相互接続点の増設を提案させていただいてお

り、現在、関係事業者と相互接続点の増設数、
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費用負担について検討しているほか、その他の

トラヒック増大への対応方法についても協議を

行っているところであり、今後の協議の中で解

決していきたいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

（２） 第二種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見２５ モバイル市場は原則として市場競争

に委ね必要最小限の規制とすべきであり、現

行の指定の基準値は適切。 

再意見２５ 考え方２５ 

■ 日本のモバイル市場においては、通信事業者

のみならず、端末ベンダーやプラットフォーム

事業者等のさまざまなプレーヤーが自由に創意

工夫して熾烈な競争を繰り広げており、多種多

様なサービスがお客様に提供されています。こ

のように、モバイル市場においては、電波に有

限・希少性があるため一定のルールが必要であ

るとしても、原則として市場競争に委ね、必要

最小限の規制とすべきです。 

事業者間の円滑かつ公平な接続を推進する観

点で現行の第二種指定電気通信設備制度を継続

する場合には、指定事業者と非指定事業者の間

で交渉力の不均衡が生じないようにする必要が

あり、その点で現行の指定の基準値は適切であ

ると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 指定基準の現状維持 

二種指定制度については、接続協議において

■ ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿

は本年１月より同一企業グループとなってお

り、両社は以下の通り、相互のリソースを共有

しシナジーを生かした事業展開を行う等、まさ

にグループ一体経営を行っております。 

 (１) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセス

殿のＬＴＥ網を利用できる「ダブルＬＴ

Ｅ」では、無線設備を共用し、イー・アク

セス殿の基地局を自社設備と同列に扱って

いる。他方で、ソフトバンクモバイル殿の

接続約款には、当該接続に係る規定は明示

されていない。 

 (２) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイル

殿の３Ｇ網を利用した音声ローミングを提

供している。 

一方でイー・アクセス殿は第二種指定電気通

信役務を保有する事業者として指定（以下、二

種指定）を受けておらず、接続約款の届出・公

表や接続会計の整理・公表義務を負っておりま

■ 第二種指定電気通信設備（以下「二種指定設

備」という。）制度は、業務区域における端末

シェアが１０％を超える電気通信事業者に交渉

上の優位性を認め、当該事業者に対し、接続応

諾義務等の一般的な接続ルールに加えて、接続

約款の作成・届出、接続会計の整理等の接続に

関する必要最低限の規律を課すものである。 

指定の基準値については、情報通信行政・郵

政行政審議会の答申（平成２４年５月２９日）

を踏まえ、ＭＮＯ間の交渉上の地位の関係の変

化やＭＮＯ－ＭＶＮＯ間の交渉上の地位の関係

の変化といった市場環境の変化を勘案して｢十分

の一を超えるもの｣としたものである。 

なお、モバイル市場における今後の規制の在

り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げられ

ているとおり、２０１４年を目途として実施す

る「競争政策の見直し」において、「モバイル

市場の競争促進」を含めて検討課題を洗い出し

た上で、具体的な制度見直し等の方向性につい
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強い交渉力を有す事業者による、優位性を背景

とした不当な差別的取り扱いを懸念して規定さ

れたことを鑑みれば、二種指定事業者とは事業

規模や顧客基盤の異なる当社のような新興事業

者を指定対象に追加することは、当該制度の形

骸化に繋がると考えます。そのため、指定基準

の端末シェア１０％は現状維持が適切であると

考えます。 

（イー・アクセス） 

せん。なお、両社の間では３名の取締役が兼任

しており、上記の通り、二種指定を受けている

ソフトバンクモバイル殿と二種指定を受けてい

ないイー・アクセス殿が、まさにグループ一体

経営を行っております。仮に両者の間で不透明

な取引が行われることとなれば、二種指定を受

けていないイー・アクセス殿を通じた規制の潜

脱に繋がりかねず、公正な競争が歪められる事

態になりかねません。従って、透明性確保のた

めにもイー・アクセス殿を二種指定すべきであ

ると考えます。また、指定するまでの間はソフ

トバンクモバイル殿とイー・アクセス殿との間

で不透明な取引が行われていないか、審議会等

の公の場において検証すべきであると考えま

す。 

 また、現状、第二種指定電気通信設備制度

は、事業者単位の指定により運用されていると

ころですが、事業体が企業グループ単位でシナ

ジーを生かし、競争上優位な立場に立っている

ことから、同一市場においては、企業グループ

単位での規制に見直すべきと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

て検討することとしているところである。 

 

■ 企業グループ単位の規制に見直すべきとの御

意見については、考え方２６のとおり。  

 

 

 

意見２６ ソフトバンクモバイルとイー・アク

セス間で不透明な取引が懸念されるため、イ

ー・アクセスを二種指定事業者とすべき。ま

た、同一市場においては企業グループ単位の

規制に見直すべき。 

再意見２６  考え方２６ 

■ ソフトバンクモバイル殿とイー・アクセス殿

は本年１月より同一企業グループとなってお

り、両社は以下の通り、相互のリソースを共有

■ 企業グループ単位での規制への見直しとのご

意見については、現状においても、４０％以上

の端末シェアを持つドミナント事業者と、現行

■ 現行の二種指定設備制度は、電気通信事業法

（昭和５９年法律第８６号。以下「事業法」と

いう。）第３４条第１項に規定するとおり、端
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しシナジーを生かした事業展開を行う等、まさ

にグループ一体経営を行っております。 

 (１) ソフトバンクモバイル殿がイー・アクセ

ス殿のＬＴＥ網を利用できる「ダブルＬＴ

Ｅ」では、無線設備を共用し、イー・アク

セス殿の基地局を自社設備と同列に扱って

いる。他方で、ソフトバンクモバイル殿の

接続約款には、当該接続に係る規定は明示

されていない。 

 (２) イー・アクセス殿がソフトバンクモバイ

ル殿の３Ｇ網を利用した音声ローミングを

提供している。 

一方でイー・アクセスは第二種指定電気通信

役務を保有する事業者として指定（以下、二種

指定）を受けておらず、接続約款の届出・公表

や接続会計の整理・公表義務を負っておりませ

ん。なお、両社の間では３名の取締役が兼任し

ており、上記の通り、二種指定を受けているソ

フトバンクモバイルと二種指定を受けていない

イー・アクセスが、まさにグループ一体経営を

行っております。仮に両者の間で不透明な取引

が行われることとなれば、二種指定を受けてい

ないイー・アクセス殿を通じた規制の潜脱に繋

がりかねず、公正な競争が歪められる事態にな

りかねません。従って、透明性確保のためにも

イー・アクセス殿を二種指定すべきであると考

えます。また、指定するまでの間はソフトバン

クモバイル殿とイー・アクセス殿との間で不透

明な取引が行われていないか、審議会等の公の

場において検証すべきであると考えます。 

また、現状、第二種指定電気通信設備制度

の第二種指定電気通信設備制度の基準値である

端末シェア１０％にも満たない事業者に同一の

規制を課すことになり、非対称規制である第二

種指定電気通信設備制度の、「競争促進の目的

を念頭に市場において真に支配的である事業者

を厳選し、必要な規制を適用するとともに、他

の事業者に対する規制を最小限に抑える」とい

う本来の趣旨からも適切でないと考えます。 

さらには、実際に接続協議は、企業グループ

単位で行われておらず、接続協定も各事業者が

個別に締結していることから、接続において企

業グループ単位で何らかの支配力が行使される

可能性はないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同いたします。 

モバイル市場においては、有限希少な電波資

源の利用がもたらす市場特性、大規模な売上

高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベースとし

て、上位３社の市場支配力がますます強大化し

ているものと認識しております。加えて、自社

のグループ企業を通じてＭＶＮＯと競合する低

料金のサービスを展開することで、上位３社の

高い料金水準の維持に寄与しつつ、ＭＶＮＯの

参入を阻む動きがみられます。 

このような状況が続くことになれば、ＭＶＮ

Ｏの普及促進によるサービスの多様化や料金の

低廉化といったこれまでの競争政策の成果は失

われることとなり、お客様の利便性は却って損

なわれることになります。 

末シェアが１０％を超える電気通信事業者が設

置する特定の電気通信設備の総体について指定

する制度であり、指定に当たっては電気通信事

業者単位で判断することとされていることか

ら、当該指定の基準を満たしていないイー・ア

クセスの電気通信設備を第二種指定電気通信設

備として指定することは適当ではない。 

なお、事業者の経営体制を含む近年のモバイ

ル市場における環境変化については、今後とも

状況を注視していくことが必要であり、２０１

４年を目途として実施する「競争政策の見直

し」においては、必要に応じ当該環境変化を踏

まえて検討課題を洗い出した上で、具体的な制

度見直し等の方向性について検討することとし

ているところである。 
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は、事業者単位の指定により運用されていると

ころですが、事業体が企業グループ単位でシナ

ジーを生かし、競争上優位な立場に立っている

ことから、同一市場においては、企業グループ

単位での規制に見直すべきと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

以上のことから、情報通信市場全体での公正

競争環境の確保のため、上位３社のモバイル事

業者を含む企業グループの総合的な市場支配力

やグループドミナンスに対して、厳正かつ包括

的に規制することが必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ モバイル市場においては、電波に有限・希少

性があるため一定のルールが必要であるとして

も、原則として市場競争に委ね、必要最小限の

規制とすべきです。 

事業者間の円滑かつ公平な接続を推進する観

点で現行の第二種指定電気通信設備制度を継続

する場合には、指定事業者と非指定事業者の間

で交渉力の不均衡が生じないようにする必要が

あり、その点で現行の第二種指定電気通信設備

制度の指定要件は適切であると考えます。 

 

 個々の事業者は個別にサービス提供や接続協

議を行っており、シェアが小さい事業者には接

続協議上の交渉力の優位性は存在しません。グ

ループ単位で指定要件を満たすか判断すること

は適切ではないと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 二種指定制度の指定基準については、寡占的

な状況を構成している上位３社が、接続協議に

おける不当な差別的取扱いや接続協議の長期化

等を引き起こす交渉上の地位の優位性があるこ

とを考慮して(※３)、端末シェア：１０％に見

直された背景を踏まえれば、前回当社意見の通
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り、指定事業者とは事業規模が異なる当社を指

定対象とすることは適切ではないと考えます。 

(※３) 電気通信事業法施行規則の一部改正 省

令案概要(平成２４年５月２９日) 

○指定の基準値の見直し 

（略） 

二種指定設備制度による規律が、接続約款の作

成・公表・届出義務等を通じて、接続協議にお

ける二種指定事業者の交渉の自由度を制限する

ことから、二種指定事業者の交渉力を低下さ

せ、結果として相対的に非指定事業者の交渉力

を高める効果があると考えられる。これを踏ま

えると、交渉上の地位の優劣の差がほとんど認

められない寡占的な状態を構成する上位３事業

者間において、当該規律の存否が非指定事業者

の交渉力を相対的に優位にする形で不均衡を惹

起するおそれがある 

以上の状況に対応し、公正な競争の確保を通

じて利用者利便を増進させる観点からは、寡占

的な状態を構成する上位３位までの事業者に二

種指定設備制度の規律を課すことが適当であ

る。具体的な指定の基準値については、上位３

事業者を指定可能な、現行より低い基準値に見

直すことが適当である。 

なお、ＮＴＴドコモ殿からは、当社とソフト

バンクモバイル殿の間で、不透明な取引が行わ

れる懸念があることを根拠に、当社を指定対象

に追加するよう主張されておりますが、このご

意見のような規制基準を採用した場合には、制

度としての予見性や透明性に欠けるため、政策

面からみても適切ではないと考えます。 
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（イー・アクセス） 

意見２７ 二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平

な競争条件の是正のため、二種指定設備制度

を一種指定設備制度並みに厳正化すべき。ま

た、ＭＶＮＯの参入促進策として、これまで

講じた措置を検証するとともに、ＳＩＭロッ

ク解除ガイドラインの厳正化等をすべき。 

再意見２７ 考え方２７ 

■ 国民共有の財産である周波数の割当てを受け

て事業を営んでいる二種指定事業者は、電気通

信市場全体に与える影響力から鑑みてその公益

的役割は大きいことから、二種指定事業者に

は、モバイル市場の競争促進に繋がるさらなる

規制があって然るべきと考えます。 

総務省殿においては、二種指定制度の規制対

象の見直しや「ＳＩＭロック解除に関するガイ

ドライン」の策定等の措置を講じていただいて

いるところですが、現状、モバイル市場におけ

るＭＶＮＯの契約者はごく僅か（携帯電話・Ｐ

ＨＳの契約数 １億４千万加入に対し、ＭＶＮ

Ｏ契約数は５８０万加入）であり、二種指定事

業者あるいは二種指定事業者を中心とする企業

グループによる寡占状態にあります。こうした

実態を踏まえると、二種指定事業者とＭＶＮＯ

との間にある競争上の格差は依然として大き

く、このままでは、電気通信市場全体の健全な

発展が阻害されるとともに、モバイル市場の寡

占化が著しく進行するものと危惧します。 

よって、二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平

な競争条件の是正に向けては、接続料に関する

適正性・透明性の確保が特に重要であり、次の

■ 当社はＭＶＮＯとの協議に際し、「事業者間

協議の円滑化に関するガイドライン」に則り、

真摯に対応しています。また、パケット接続料

については法令に基づく適正な算定により、当

社においては毎年度低減しており、２０１２年

度適用接続料は対前年度比４割超と大幅に低減

しています。 

 寧ろ、ＭＮＯはＭＶＮＯに対して接続義務に

より広くあまねく画一的対応を求められている

ことが、事業者の不満に繋がっている面もある

と考えられます。Ｍ２Ｍ市場の拡大等により、

今後益々ＭＶＮＯの重要性が高まると想定され

ることから、当社としてもＭＶＮＯの参入促進

に積極的な取組みに努めていく必要があると認

識しています。そのためには、ＭＮＯのＭＶＮ

Ｏに対する接続義務を撤廃し、諸外国同様、卸

方式による自由かつ柔軟なビジネスベースの取

引が行える制度に改めることで、ＭＮＯとＭＶ

ＮＯがＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築し、多種多

様なサービスの提供を可能とすることが極めて

重要であると考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 二種指定制度を一種指定制度並に厳正化すべ

きとの御意見については、現行の二種指定設備

制度は、周波数の有限希少性等により新規参入

が困難な寡占的市場が形成されているモバイル

市場において、一定以上のシェアを有する電気

通信事業者が、接続協議における交渉上の優位

性を背景に、接続における不当な差別的取扱い

等を引き起こすおそれがあることに鑑み、接続

料等の公平性・透明性、接続の迅速化等を担保

する観点から非対称規制として設けられたもの

であり、ボトルネック設備に起因する市場支配

力に着目している第一種指定電気通信設備制度

とは事業法上の位置付けが異なるものである。 

  

■ ＳＩＭロック解除に関する御意見について

は、「ＳＩＭロック解除に関するガイドライ

ン」（平成２２年６月策定。以下「ＳＩＭロッ

ク解除ガイドライン」という。）の厳正化に関

する御意見については、同ガイドラインに示し

ているとおり、事業者の主体的な取組により、

対応可能な端末からＳＩＭロック解除が実施さ

れることを期待しているところである。 

同ガイドラインの見直しについては、同ガイ

ドラインが、通信サービス・アプリケーション

 １２５ 



措置を含め、二種指定制度を一種指定制度並み

に厳正化すべきと考えます。 

・接続約款について、現行の届出制から認可制

への移行 

・接続料算定における将来原価方式の導入（Ｍ

ＶＮＯの事業予見性の確保） 

・接続料算定時期に起因する二種指定事業者と

ＭＶＮＯの原価年度のずれ解消 

・アンバンドル機能の提供義務化・拡大（すべ

ての二種指定事業者における同一の接続メニ

ューの提供） 

・二種指定事業者のネットワーク設計値、品

質、カバーエリア等について、ＭＶＮＯに対

する情報開示の義務化 

加えて、ＭＶＮＯの参入促進策として、これ

までに講じた措置の検証が必要であるととも

に、当該措置の遵守状況に関する監視機能を強

化する観点から、次の点を含めてさらなる措置

を講じていただくことを要望いたします。 

・二種指定事業者に対する「ＳＩＭロック解除

に関するガイドライン」の厳正化 

・周波数割当申請時に示したＭＶＮＯへの提供

計画との乖離要因の検証と、当該検証結果の

公表 

（ケイ・オプティコム） 

■ 平成２５年６月にとりまとめられた「モバイ

ル接続料算定に係る研究会報告書」おいて、Ｍ

ＶＮＯ殿に適用されるデータ接続料の算定方法

を含めた一定の考え方が整理されたことによ

り、検証可能性、適正性、公平性の確保がさ

れ、また同年８月に「第二種指定電気通信設備

制度の運用に関するガイドライン」の改定も行

われたところです。 

なお、ＳＩＭロック解除については、通信方

式や利用周波数帯の違い等により、現時点にお

いて市場全体で機能する環境が整っておらず、

ＳＩＭロック解除における今後の政策を考える

際にはその点を考慮する必要があると考えま

す。また、ＭＶＮＯの普及促進については、接

続型ＭＶＮＯに限定することなく、多様な形態

のＭＶＮＯがサービスを提供できる環境を構築

している状況です。 

以上の点からも、現時点でモバイル市場につ

いて、追加規制は不要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 第二種指定電気通信設備制度は、電波の有限

希少性等により新規参入が困難なモバイル市場

において、一定以上のシェアを有する電気通信

事業者が、接続協議における交渉上の優位性を

背景に、接続における不当な差別的取扱い等を

引き起こすおそれがあることに鑑み、接続料等

の公平性・透明性、接続の迅速化等を担保する

観点から非対称規制として設けられたものであ

ると理解しています。したがって、ボトルネッ

等の利用の全部又は一部が制限されるという課

題が存在すること等にかんがみ、当分の間、事

業者による主体的な取組を求めていることを踏

まえつつ、①ＳＩＭロック解除に係る事業者の

取組、②ＳＩＭロック解除に対する利用者等の

評価、③ＳＩＭロックが解除され、ＳＩＭカー

ドが差し替えられた場合において利用可能とな

る通信サービス、アプリケーション等の状況等

の携帯電話市場を取り巻く環境変化について多

角的に検討する必要がある。 

  例えば、ＳＩＭロック解除の動向について

は、電気通信事業分野における競争状況の評価

２０１２（平成２４年度）においては、移動系

のデータ通信の分析の中で、２０１２年度に発

売された携帯電話端末１１４種類のうち、５５

種類（４８．２％）であり、事業者別のＳＩＭ

ロック解除端末の割合では、イー・アクセスが

１００％、株式会社ＮＴＴドコモ（以下「ＮＴ

Ｔドコモ」という。）が９８％、ソフトバンク

モバイルが４％、ＫＤＤＩは０％となっている

ところである。また、ＳＩＭロック解除を要望

する利用者も一定数おり、３．９世代移動通信

システムの普及や、データ通信を用いた音声通

話等を行うことの出来るアプリケーションの普

及等の環境変化も起こっているところである。 

 

■ なお、モバイル市場における今後の規制の在

り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げられ

ているとおり、２０１４年を目途として実施す

る「競争政策の見直し」において、「モバイル

市場の競争促進」を含めて検討課題を洗い出し
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ク設備に起因する市場支配力に着目している第

一種指定電気通信設備制度とは位置付けが異な

っており、モバイル市場においては原則として

市場競争に委ね、必要最小限の規制とすべきと

考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 「二種指定事業者には、モバイル市場の競争

促進に繋がるさらなる規制があって然るべき」

とのご意見がありますが、以下のとおり、第二

種指定電気通信設備制度に限らず、現行の硬直

的な規制により競争を促進するという考え方

は、市場環境の変化に対応しきれないものと考

えます。ＩＰブロードバンド市場の更なる発展

のためには、電気通信事業者と様々なプレイヤ

ーのビジネスベースの自由な取引により、多彩

なサービスを生み出す環境を整えることが重要

であると考えます。 

－我が国のＩＰ・ブロードバンド市場を活性化

し、グローバル規模のＯＴＴプレイヤーだけ

でなく、大小様々なプレイヤーが、多彩なコ

ンテンツ・アプリケーションを自在に提供で

きるようにするには、電気通信事業者と様々

なプレイヤーが自由にコラボレーションでき

る環境を整えることが重要と考えます。 

－そのためには、電気通信事業者側からも様々

なプレイヤーに対し主体的にコラボレーショ

ンを働きかけられる仕組みが必要と考えます

が、ＭＮＯや当社のＩＰネットワークに課さ

れているような硬直的な料金規制の下では、

当該設備を有する電気通信事業者は自らの強

た上で、具体的な制度見直し等の方向性につい

て検討することとしているところである。 
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み、特徴を活かして柔軟かつ多様な料金等で

アプローチすることが難しく、結果として多

彩なコンテンツ・アプリケーションの創出の

妨げになることから、固定系も含め、事業者

間の取引は自由かつ機動的なビジネスベース

の取引に委ねられるべきと考えます。 

－なお、諸外国では、こうした市場での事業者

間の取引はビジネスベースでの取引となって

おり、接続料金規制は課せられていません。 

特に、ＮＴＴグループだけに課されている禁

止行為規制は、他事業者が移動系サービスと特

定の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサー

ビス等を自由に提供できている中、ＮＴＴグル

ープだけが柔軟に連携・対応できない状況を生

んでおり、ＮＴＴグループのお客様だけが不利

益を被る等お客様利便の向上を阻害しているこ

とから、速やかに見直しまたは撤廃していただ

きたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「二種指定事業者には、モバイル市場の競争

促進に繋がるさらなる規制があって然るべき」

とのご意見がありますが、以下のとおり、第二

種指定電気通信設備制度に限らず、現行の硬直

的な規制により競争を促進するという考え方

は、市場環境の変化に対応しきれないものと考

えます。ＩＰブロードバンド市場の更なる発展

のためには、電気通信事業者と様々なプレイヤ

ーのビジネスベースの自由な取引により、多彩

なサービスを生み出す環境を整えることが重要

であると考えます。 
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－我が国のＩＰ・ブロードバンド市場を活性化

し、グローバル規模のＯＴＴプレイヤーだけ

でなく、大小様々なプレイヤーが、多彩なコ

ンテンツ・アプリケーションを自在に提供で

きるようにするには、電気通信事業者と様々

なプレイヤーが自由にコラボレーションでき

る環境を整えることが重要と考えます。 

－そのためには、電気通信事業者側からも様々

なプレイヤーに対し主体的にコラボレーショ

ンを働きかけられる仕組みが必要と考えます

が、ＭＮＯや当社のＩＰネットワークに課さ

れているような硬直的な料金規制の下では、

当該設備を有する電気通信事業者は自らの強

み、特徴を活かして柔軟かつ多様な料金等で

アプローチすることが難しく、結果として多

彩なコンテンツ・アプリケーションの創出の

妨げになることから、固定系も含め、事業者

間の取引は自由かつ機動的なビジネスベース

の取引に委ねられるべきと考えます。 

－なお、諸外国では、こうした市場での事業者

間の取引はビジネスベースでの取引となって

おり、接続料金規制は課せられていません。 

特に、ＮＴＴグループだけに課されている禁

止行為規制は、他事業者が移動系サービスと特

定の固定系サービスを組み合わせたＦＭＣサー

ビス等を自由に提供できている中、ＮＴＴグル

ープだけが柔軟に連携・対応できない状況を生

んでおり、ＮＴＴグループのお客様だけが不利

益を被る等お客様利便の向上を阻害しているこ

とから、速やかに見直しまたは撤廃していただ

きたいと考えます。 
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（ＮＴＴ東日本） 

 

イ  指定の対象に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見２８ 現行制度はＭＮＯに対して世界的に

見ても厳しい規制が課されている。グローバ

ルなＭＶＮＯの展開も見られる中、ＭＮＯに

過度な規制をすべきではない。 

再意見２８ 考え方２８ 

■ モバイル市場においては、電波には有限・希

少性があるため、設備競争によって電波を有効

活用しながら市場を活性化していくことが重要

です。そのため、さまざまな分野で強みを持つ

ＭＶＮＯが、ＭＮＯのみでは提供できない付加

価値のあるサービスを提供し、新たな市場を創

造していく環境が必要です。日本におけるＭＶ

ＮＯに関する現行の制度については、ＭＮＯに

対してネットワークの開放義務を課す等、世界

的に見てもＭＮＯに対して特に厳しい規制が課

されている状況にあります。国内のＭＶＮＯの

みならず、グローバルなＭＶＮＯの展開も見ら

れる中、我が国と外国との規制の差異が我が国

の電気通信事業者に不利益をもたらすことのな

いよう留意する必要があります。 

このような観点から、第二種指定電気通信設

備の「アンバンドルすべき機能」や接続料算定

ルールについては、ＭＮＯの設備投資インセン

ティブを損なわないよう、過度な規制にならな

いようにすべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

■ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同致します。 

モバイル市場の更なる発展のためには、ＭＮ

ＯのＭＶＮＯに対する接続義務を撤廃し、諸外

国同様、卸方式による自由かつ柔軟なビジネス

ベースの取引が行える制度に改めることで、Ｍ

ＮＯとＭＶＮＯがＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築

し、多種多様なサービスの提供を可能とするこ

とが極めて重要であると考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 平成２５年６月にとりまとめられた「モバイ

ル接続料算定に係る研究会報告書」おいて、Ｍ

ＶＮＯ殿に適用されるデータ接続料の算定方法

を含めた一定の考え方が整理されたことによ

り、検証可能性、適正性、公平性の確保がさ

れ、また同年８月に「第二種指定電気通信設備

制度の運用に関するガイドライン」の改定も行

われたところです。 

なお、ＳＩＭロック解除については、通信方

式や利用周波数帯の違い等により、現時点にお

いて市場全体で機能する環境が整っておらず、

ＳＩＭロック解除における今後の政策を考える

際にはその点を考慮する必要があると考えま

■ 現行の二種指定設備制度は、周波数の有限

希少性等により新規参入が困難な寡占的市場

が形成されているモバイル市場において、一

定以上のシェアを有する電気通信事業者が、

接続協議における交渉上の優位性を背景に、

接続における不当な差別的取扱い等を引き起

こすおそれがあることに鑑み、接続料等の公

平性・透明性、接続の迅速化等を担保する観

点から、接続応諾義務等の一般的な接続ルー

ルに加えて、接続約款の作成・届出、接続会

計の整理等の接続に関する必要最低限の規律

を課すものである。 

  なお、モバイル市場における今後の規制の

在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、２０１４年を目途として

実施する「競争政策の見直し」において、

「モバイル市場の競争促進」を含めて検討課

題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等

の方向性について検討することとしていると

ころである。 
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す。また、ＭＶＮＯの普及促進については、接

続型ＭＶＮＯに限定することなく、多様な形態

のＭＶＮＯがサービスを提供できる環境を構築

している状況です。 

以上の点からも、現時点でモバイル市場につ

いて、追加規制は不要と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

意見２９ 相互に接続料を支払い合う関係に立

っている事業者間で算定根拠の開示等に係る

不公平が生じている場合には、総務省が速や

かに措置を講じるべき。 

再意見２９ 考え方２９ 

■ 【第二種指定電気通信設備規制の対象】 

・第二種指定電気通信設備制度の運用に関する

ガイドラインにおいて、「事業者間協議にお

ける留意事項」として、「事業者間協議にお

いて接続料の水準が争点となった場合には、

算定方法と代入すべきデータに議論を峻別し

た上で、（中略）、後者については、可能な

限り情報開示することが適当」と規定され、

また、昨年７月に制定された事業者間協議ガ

イドラインにおいても、「音声通話に係る接

続のように、各事業者がそれぞれネットワー

クを構築し、双方の利用者同士が相互に通信

を行うためにネットワークと接続する場合に

は、相互に接続料を支払い合う関係に立つこ

とから、事業者間協議に当たっては、算定根

拠に係る情報開示の程度について、両当事者

の間で合理的な理由なく差が生じないよう留

意することが適当」と規定されているところ

■ 平成２４年７月に制定された事業者間協議の

円滑化に関するガイドラインにおいても、「一

種指定設備を設置するＮＴＴ東西とそれ以外の

事業者の間で接続料の算定根拠に係る情報開示

の程度に一定程度の差が生じることは合理的な

理由に基づくものと考えられる。」という見解

が示されています。 

なお、弊社（ソフトバンクモバイル）では、

可能な限り説明や情報開示を行っています。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 平成２５年８月３０日に公表された「第二種

指定電気通信設備制度の運用に関するガイドラ

イン」に係る意見募集結果において総務省の考

え方として、「円滑化ガイドラインにおいて示

されているとおり、協議における接続事業者の

予見可能性を高め事業者間協議の円滑化を図る

■ 円滑化ガイドラインに示すとおり、音声通

話に係る接続のように、各事業者がそれぞれ

ネットワークを構築し、双方の利用者同士が

相互に通信を行うためにネットワークと接続

する場合には、相互に接続料を支払い合う関

係に立つことから、事業者間協議に当たっ

て、算定根拠に係る情報開示の程度につい

て、両当事者の間で合理的な理由なく差が生

じないよう留意することが適当と考えられ

る。ただし、この場合であっても、経営秘匿

性の高い情報まで無制限に開示することが望

ましいわけではなく、その開示の程度や方法

は事業者間の協議に委ねられるものである。 

 

■ 相互に接続料を支払い合う関係に立っている

事業者間で算定根拠の開示等に係る不公平が生

じている場合には、総務省が速やかに措置を講

じるべきとの御意見については、当該事業者間
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です。 

・しかしながら、実際には、当社が接続料の算

定根拠を詳細に情報開示している一方で、接

続料が相対的に割高な一部の接続事業者は、

当社と相互に接続料を支払い合う関係に立っ

ているにも関わらず、経営情報に該当する等

を理由に一切の情報開示を行っていただけて

いないため、依然として、当社では当該事業

者の接続料の適正性を検証できない状態が続

いています。 

・したがって、総務省殿におかれましては、事

業者間での接続料協議の実態を調査・把握し

た上で、相互に接続料を支払い合う関係に立

っている事業者間で、接続料の算定根拠の開

示等に係る不公平が生じている場合には、速

やかに、第二種指定電気通信設備制度の運用

に関するガイドライン及び事業者間協議ガイ

ドラインに基づき、「算定根拠に係る情報開

示の程度について、当事者間で合理的な理由

なく差が生じないよう措置を講じるよう」指

導を徹底していただき、それでもなお改善さ

れない場合には、ガイドラインの規定整備に

止まらない抜本的な対処を実施いただきたい

と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

観点から、携帯電話事業者は接続事業者に対し

て算定根拠に係る情報を一定程度開示すること

が望ましいと考えます。ただし、この場合であ

っても、経営秘匿性の高い情報まで無制限に開

示することが望ましいわけではなく、その開示

の程度や方法は事業者間の協議に委ねられるも

のである。」と示されたとおり、現在の事業者

間協議においては、ＮＴＴ西日本が主張してい

るような合理的な理由なく接続料の算定根拠の

開示等に係る不公平が生じている状況にあると

は言えないと考えます。 

また、第二種指定電気通信設備制度は、電波

の有限希少性等により新規参入が困難なモバイ

ル市場において、一定以上のシェアを有する電

気通信事業者が、接続協議における交渉上の優

位性を背景に、接続における不当な差別的取扱

い等を引き起こすおそれがあることに鑑み、接

続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等を担

保する観点から非対称規制として設けられたも

のであり、ボトルネック設備に起因する市場支

配力に着目している第一種指定電気通信設備制

度とは位置付けが異なっていることにも留意す

べきです。 

（ＫＤＤＩ） 

協議が円滑化ガイドラインに沿ったものである

か引き続き注視していくこととする。 

 

 

 

（３） 禁止行為に関する検証 

ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見３０ ＮＴＴドコモは４０％以上の市場シ  再意見３０ 考え方３０ 
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ェアを長期に渡って維持しており、ＮＴＴド

コモに対する禁止行為規制適用の必要性に変

わりはない。 

■ シェア１位のＮＴＴドコモが圧倒的に強いと

いう日本のモバイル市場の特徴に加え、固定市

場のドミナントであるＮＴＴ東・西とモバイル

市場のドミナントであるＮＴＴドコモが持株体

制下でグループ一体経営を行っているというＮ

ＴＴの組織形態の特殊性等に鑑みれば、現行の

ＮＴＴドコモに対する禁止行為規制は適切で

す。また、ＮＴＴドコモは４０％以上の市場シ

ェアを長期に渡って維持しており、ＮＴＴドコ

モに対する禁止行為規制適用の必要性に変わり

はありません。 

なお、EU においてもシェア４０％超の事業者

に市場支配力があると認定しているとおり、現

行の禁止行為事業者の指定ガイドラインにおい

て、「第二種指定電気通信設備を設置している

電気通信事業者が一定期間継続して４０％を超

える高い市場シェアを有する場合には、特段の

事情が認められない限り指定」とする基準値は

適切と考えます。さらに、禁止行為規制の適用

事業者の指定にあたっては、市場シェアのみな

らず、電気通信事業者の総合的な事業能力を測

定するための諸要因※も踏まえて総合的に判断

することは適切です。 

※事業規模（資本金、収益、従業員数）、市

場への影響力、ブランド力、製品・サービスの

多様性、潜在的な競争の不在、技術上の優位

性・卓越性、需要及び供給の代替性、価格の弾

力性、サービスや端末等の販売・流通における

■ 禁止行為規制の適用事業者の指定について

は、市場シェアのみではなく、ソフトバンク殿

がスプリント殿買収により売上高世界第４位に

なったことや、競争力の源泉である保有周波数

帯域幅（逼迫度）において当社が最も不利であ

ること、ＫＤＤＩ殿が「ａｕスマートバリュ

ー」で契約数を大きく伸ばしていること等も踏

まえるべきであると考えます。 

当社のシェアは毎年継続して減少し、１０年

前と比べて１０％以上低下しております。昨年

度においては二度も月次契約数の純減を経験

し、年間の純増数においても第３位に甘んじて

いることや、ＯＴＴ（Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏ

ｐ）等の様々な上位下位レイヤーの事業者が提

供するプラットフォームサービス等が利用者の

支持を得ていることを踏まえれば、当社に価

格・品質・数量・その他各般の条件等を左右す

るだけの市場支配力がないことは明らかです。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。 

弊社の基本的な考え方としては、競争促進の

目的を念頭に、市場において真に支配的である

事業者を厳選し、必要な規制を適用するととも

に、他の事業者に対する規制を最小限に抑える

という非対称規制の本来の趣旨を十分に踏まえ

た対応することが重要と考えます。 

ＫＤＤＩ殿のご指摘のとおり、ＮＴＴドコモ

■ 禁止行為等規制は、市場支配力を有する電

気通信事業者がその市場支配力を濫用した場

合、電気通信事業者間の公正な競争等に及ぼ

す弊害は著しく大きく看過し得ないものとな

るため、それを未然に防止する観点から規定

されており、第二種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者のうち最近１年間におけ

る収益の額の市場に占める割合（以下「市場

シェア」という。）が２５％を超える電気通

信事業者について、市場シェアの推移その他

の事情を勘案して、事業法第３０条第３項か

ら第５項までの規定の適用を受ける電気通信

事業者として指定することができるとされて

いる。 

 禁止行為等規制の運用に当たっては、「電

気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく

禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事

業者（移動通信分野における市場支配的な電

気通信事業者）の指定に当たっての基本的考

え方」（平成２４年４月策定。以下「禁止行

為等規定適用事業者指定ガイドライン」とい

う。）を策定・公表しており、禁止行為等適

用事業者指定ガイドラインに沿って、現在、

ＮＴＴドコモを当該規定の適用を受ける電気

通信事業者として指定しているところであ

り、上述の規定の趣旨及び禁止行為等規定適

用事業者指定ガイドラインに示す考え方に照

らし、現時点において、ＮＴＴドコモを禁止
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優位性、共同支配 

（ＫＤＤＩ） 

殿は移動体通信市場において４０％以上のシェ

アを持ち、固定通信市場においてボトルネック

設備を有し市場支配力を持つＮＴＴ東西殿のグ

ループ会社であることから、ＮＴＴドコモ殿に

対する禁止行為規制適用の必要性に変わりはな

いと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

行為等規制の適用を受ける電気通信事業者と

して引き続き指定する必要性に変わりはな

い。 

  なお、近年のモバイル市場における環境変

化については、今後とも状況を注視していく

ことが必要であり、２０１４年を目途として

実施する「競争政策の見直し」においては、

必要に応じ当該環境変化を踏まえて検討課題

を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の

方向性について検討することとしているとこ

ろである。 

意見３１ ＮＴＴドコモのみに禁止行為規制を

課す合理性はなく、指定対象について速やか

に見直すべき。 

再意見３１ 考え方３１ 

■ 禁止行為規制の対象となる事業者の指定につ

いては、スマートフォンやＬＴＥの普及等によ

るＯＴＴ（Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏｐ）主導のグ

ローバル化の進展や、移動・固定の連携サービ

スにより固定側の合従連衡が移動体市場に影響

を与えている状況等を踏まえた見直しが必要で

あると考えます。 

ソフトバンク殿がスプリント・ネクステル殿

買収によって売上高で世界第４位の規模とな

り、端末や通信設備の調達力が大きく向上する

ことや、国内においても当社、ＫＤＤＩ殿、イ

ー・アクセス殿を含めたソフトバンク殿の３グ

ループの収益シェアが近接していること、さら

には当社は昨年度においては二度も月次契約数

の純減を経験し、年間の純増数においても第３

位に甘んじていることや、前述のＯＴＴ（Ｏｖ

ｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏｐ）などの様々な上位レイヤ

■ 弊社の基本的な考え方としては、競争促進の

目的を念頭に、市場において真に支配的である

事業者を厳選し、必要な規制を適用するととも

に、他の事業者に対する規制を最小限に抑える

という非対称規制の本来の趣旨を十分に踏まえ

た対応することが重要と考えます。 

また、平成２４年４月に策定・公表された

「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づ

く禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事

業者（移動通信分野における市場支配的な電気

通信事業者）の指定に当たっての基本的考え

方」において、市場シェアだけでなく、事業規

模、ブランド力等を総合的に判断するとされて

いることから、改めて基準を見直す必要性はな

いものと考えます。 

なお、ＮＴＴドコモ殿が移動体通信市場にお

■ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規制の適

用に関する御意見については、考え方３０の

とおり。 

 

■ 上位３社のモバイル事業者を含む企業グル

ープの市場支配力やグループドミナンスに対

して規制が必要との御意見については、考え

方３２のとおり。 

 １３４ 



ーの事業者が提供するプラットフォームサービ

スが利用者の支持を得ていることを踏まえれ

ば、当社のみに禁止行為規制を課す合理性はな

く、指定対象について速やかに見直すべきであ

ると考えます。 

また、ＫＤＤＩ殿のａｕスマートバリュー

は、サービス開始後僅か一年余りで４６３万契

約（２０１３年７月３０日ＫＤＤＩ殿決算発

表）に拡大し、ＫＤＤＩ殿のスマートフォン新

規の４割弱を占めるに至っております（同決算

発表）。当社は禁止行為規制により特定の電気

通信事業者に対する差別的取扱いが禁止されて

いるほか、料金業務の移管に伴う総務省殿から

の要請により移動・固定が連携した割引が否定

され、事実上提供できない状況にあります。移

動・固定の連携サービスの利用者満足度が高い

ことを踏まえれば、当社の利用者のみ利便性向

上が否定されている状態は速やかに解消される

べきと考えます。 

スマートフォンやＬＴＥの普及等により、グ

ローバル化が急激に進展し、ＯＴＴ（Ｏｖｅｒ 

Ｔｈｅ Ｔｏｐ）が台頭していることを踏まえれ

ば、国内のネットワークレイヤーだけに着目し

た規制は見直しが必要であると考えます。海外

と比べて突出して厳しい規制は、国内の通信キ

ャリアの競争力のみならず、国内の上位下位レ

イヤー事業者の競争力をも奪うものであり、Ｏ

ＴＴ（Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏｐ）の多くが海外

勢であることを踏まえると国際競争力の観点か

らも、見直しが必要と考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

いて４０％以上のシェアを持ち、固定通信市場

においてボトルネック設備を有し市場支配力を

持つＮＴＴ東西殿のグループ会社であることか

ら、ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為規制適用

の必要性に変わりはないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両

市場において圧倒的なシェアを有するドミナン

ト事業者を抱えることから、ＮＴＴグループに

対する現行規制については、引き続き維持すべ

きと考えます。 

ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為等規制の適

用については、昨年の検証結果における総務省

殿の考え方において、「非対称規制として維持

していくことが適当」とされており、他方、Ｎ

ＴＴ東西殿の加入光ファイバについては、これ

まで、「実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を

光ファイバ回線に更新する際のコスト・手続の

両面において優位性を有している」とされてい

ます。加えて、そういった圧倒的な影響力を持

つＮＴＴドコモ殿とＮＴＴ東西殿を中心とした

グループ連携が進められていることは、なし崩

し的にグループ会社の再統合や、独占への回帰

を図るものと危惧するところです。 

よって、ＮＴＴグループに対する指定電気通

信設備規制や禁止行為規制等の現行規制につい

ては、引き続き維持するとともに、真に公正競

争環境を確保するためには、ＮＴＴグループに

おける事業運営上の全ての行為に対して適切か
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つ抜けのない規制をかけることが必要です。 

また、モバイル市場においては、有限希少な

電波資源の利用がもたらす市場特性、大規模な

売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベース

として、上位３社の市場支配力がますます強大

化しているものと認識しております。加えて、

上位３社を含む企業グループは、モバイル市場

での売上を原資としてさまざまな事業分野に進

出し、情報通信市場全体への影響力を拡大して

おり、それにより、市場全体の健全な発展が阻

害されつつあります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正

競争環境の確保のため、上位３社のモバイル事

業者を含む企業グループの総合的な市場支配力

やグループドミナンスに対して、厳正かつ包括

的に規制することが必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ 禁止行為規制は、市場支配的な電気通信事業

者に対する非対称規制として導入されたもので

あり、市場構造や事業者間の競争状況等を総合

的に勘案しても、ＮＴＴグループ配下で総合的

な事業能力を維持し、市場支配力を有している

ＮＴＴドコモのみが禁止行為指定の指定要件を

満たしています。 

ＮＴＴドコモは約６，１５０万の加入者数

（２０１３年３月末時点）を有し、さらにその

規模を伸ばしていることに加え、４０％以上の

市場シェアを長期に渡って維持していることを

踏まえれば、ＮＴＴドコモに対する禁止行為規

制適用の必要性は変わりません。 
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このように、シェア１位のＮＴＴドコモが圧

倒的に強いことに加え、持株体制下でグループ

一体経営を行っているというＮＴＴの組織形態

の特殊性等に鑑みれば、ＮＴＴドコモとその関

係事業者との排他的な提携を通じた特定の者に

対する不当な差別的取扱いを禁止すること等、

現状の禁止行為規制は、公正競争環境を確保す

るために引き続き重要です。したがって、現行

のＮＴＴドコモに対する禁止行為規制は適切で

あると考えます。 

なお、通信インフラの市場は、国・地域ごと

に市場が存在するため、海外事業者との連携等

によって、日本におけるＮＴＴドコモの市場支

配力が弱まるものではないと考えます。 

 

 ＮＴＴグループ各社は、競争事業者との競争

の中で既に低廉な料金で固定やモバイルサービ

スを提供しており、ＮＴＴユーザの利便性は十

分に確保されていると認識していいます。現

に、ＮＴＴ東・西による「思いっきり割」、

「光もっともっと割」、「どーんと割」などの

固定通信サービスの割引、ＮＴＴドコモによる

「キャッシュバック」、「ツートップ戦略」、

「月々サポート」などのモバイルサービスの割

引が実施されており、更にＮＴＴファイナンス

を介したＮＴＴグループ間の統合請求の実施な

ど、競争事業者との競争の中でＮＴＴ東・西や

ドコモのユーザにも個別割引の拡充等のメリッ

トが生まれています。 

むしろ、固定・モバイルそれぞれの市場でド

ミナントであるＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモが
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排他的に連携すると、上述のように通信インフ

ラの市場の特殊性から、ＮＴＴのシェアはスパ

イラル的に上昇し、これまで一定程度機能して

きた競争政策が無に帰すため、現行の規制を維

持・徹底すべきです。 

 

 米国においては、市場支配的であった旧ＡＴ

＆Ｔは地域ごとに資本分割され、欧州では、市

場の統合（単一市場創出）に向けて、各国の市

場支配的な事業者が国境を越えて相互に参入し

ています。一方、日本においては、旧国営のＮ

ＴＴが持株体制により固定・モバイルの一体経

営を維持しつつ、両市場で圧倒的な市場支配力

を有していることから、禁止行為といった非対

称規制が課されていると理解しており、国内市

場の状況を踏まえれば現行の規制は適切である

と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同します。先般の

当社意見で述べた通り、情報通信市場は、技術

のイノベーションが非常に早く、移動通信の高

速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市場の拡

大、グローバルプレイヤーによる端末とアプリ

ケーションサービスの一体提供等により、市場

環境・競争環境の急激なパラダイムシフトが進

んでおり、ユーザの選択肢は、固定から移動

へ、国内から海外へ、通信サービスからアプリ

ケーションサービスへといった具合に、これま

での垣根を越え、個々の必要に応じてそれらの

多様なサービスを自在に使いこなせるようにな
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っています。こうした点で、従来のようにサー

ビスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社しかな

く、アプリケーションも音声通信サービスしか

なかった電話時代とは大きく状況が変わってき

ています。 

こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフガ

ード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、固定通信と移動通信、通信レイヤと上位

レイヤといった、ユーザにとっては意味がなく

なりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電

話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制を課し続けるこ

とになるとすれば、かかる硬直的な規制によっ

てユーザの利便性が損なわれるだけでなく、Ｉ

Ｐ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が

国の国際競争力の向上にとっても障害になると

考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンド普及促進を図るためには、通信事業者の

ネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプ

リケーションサービスまで含め、情報通信市場

全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイ

ヤーとの自由なコラボレーション等により、新

たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整

備するといった視点で検討を進めることが重要
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であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって

新たなサービスが創造され、ユーザ利便が向上

していくと考えます。 

その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業

活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ＮＴＴドコモ殿の意見に賛同いたします。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他

事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アク

セス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を

利用してサービスを提供しており、電話の時

代のように、他事業者にとって当社網は事業

展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み
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合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、低廉なユー

ザ料金の実現、様々なビジネスパートナーと

の幅広い提携・協業によるお客様サービスの

充実といったお客様利便の向上を阻害するこ

と、 

からすれば、現行の禁止行為規制等について

は、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、少なくとも実態にそぐわな

い不要な規制は見直しまたは撤廃していただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＮＴＴドコモ殿のご意見「ＮＴＴドコモ殿の

利用者のみ利便性向上が否定されている状態は

速やかに解消されるべき」については、ＮＴＴ

ドコモ殿がＮＴＴ東西殿等と固定・モバイルの

グループ連携サービスを提供することを目的と

して、ＮＴＴドコモ殿を禁止行為規制の対象か

ら除外することが趣旨と理解します。 

しかしながら、現状、ＮＴＴドコモ殿とＮＴ

Ｔ東西殿のグループ連携が禁じられているの

は、当時、独占的な地位にあったＮＴＴを分社

化することにより、電気通信市場の競争を創出
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して料金低廉化、サービス多様化を図ったこと

が背景であることを踏まえれば、ＮＴＴドコモ

殿の主張する競合他社との比較におけるお客様

利便性に関わることだけをもって、本公正競争

レビュー制度の中で制度見直しを求める左記ご

意見は適切ではないと考えます。 

（イー・アクセス） 

 意見３２ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規

制の適用について賛同するとともに、上位３

社のモバイル事業者を含む企業グループの総

合的な市場支配力やグループドミナンスに対

して規制が必要。 

 再意見３２  考え方３２ 

■ ＮＴＴグループは、固定通信・移動通信の両

市場において圧倒的なシェアを有するドミナン

ト事業者を抱えることから、ＮＴＴグループに

対する現行規制については、引き続き維持すべ

きであり、ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為等

規制の適用について、「非対称規制として維持

していくことが適当」とした昨年の検証結果に

おける総務省殿の考え方に賛同いたします。 

ただし、モバイル市場においては、有限希少

な電波資源の利用がもたらす市場特性、大規模

な売上高、顧客基盤、圧倒的な資金力等をベー

スとして、上位３社の市場支配力がますます強

大化しているものと認識しております。加え

て、上位３社を含む企業グループは、モバイル

市場での売上を原資としてさまざまな事業分野

に進出し、情報通信市場全体への影響力を拡大

しており、それにより、市場全体の健全な発展

が阻害されつつあります。 

■ 移動体市場の競争環境の検証に当たっては、

スマートフォンやＬＴＥの普及等によるＯＴＴ

（Ｏｖｅｒ Ｔｈｅ Ｔｏｐ）主導のグローバル

化の進展が移動体市場に影響を与えている状況

等を踏まえる必要があります。ＯＴＴの台頭を

踏まえれば、国内のネットワークレイヤーだけ

に着目した規制は見直しが必要であると考えま

す。また、産業競争力の観点で見た場合も、海

外と比べて突出して厳しい規制は、国内の通信

キャリアの競争力のみならず、国内の上位下位

レイヤーの競争力をも奪うものであり、ＯＴＴ

の多くが海外勢であることを踏まえると国際競

争力を高める意味でも見直しが必要と考えま

す。 

 国内においても、ソフトバンク殿がスプリン

ト殿買収によって売上高で世界第 4 位の規模と

なり、端末や通信設備の調達力が大きく向上す

ることや、ＫＤＤＩ殿がＣＡＴＶ各社との連携

■ ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規制の適

用に賛同との御意見については、考え方３０

のとおり。 

 

■ 上位３社のモバイル事業者を含む企業グル

ープの市場支配力やグループドミナンスに対

して規制が必要との御意見については、市場

支配力の濫用を防止する観点から規律されて

いる現在の禁止行為等規制の適用についてみ

れば、上位３社のうちＮＴＴドコモ以外の２

社は、禁止行為等規定適用事業者指定ガイド

ラインに示す考え方に照らし、現時点におい

て、市場シェアが１位の電気通信事業者との

市場シェアの格差や総合的な事業能力を判断

した上で、ＮＴＴドコモ以外の２社を禁止行

為等規制の適用を受ける電気通信事業者とし

て指定する必要性は認められない。 

  なお、モバイル市場における今後の規制の
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このような状況が続くことになれば、サービ

スの多様化や料金の低廉化といったこれまでの

競争政策の成果は失われることとなり、お客様

の利便性は却って損なわれることになります。 

以上のことから、情報通信市場全体での公正

競争環境の確保のため、上位３社のモバイル事

業者を含む企業グループの総合的な市場支配力

やグループドミナンスに対して、厳正かつ包括

的に規制することが必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

 

強化により、「ａｕスマートバリュー」が開始

後僅か一年余りで４６３万契約（２０１３年 7

月３０日、同社決算発表）に達するなど固定側

の合従連衡が移動体通信市場に影響を与えてい

る状況を踏まえる必要があると考えます。ａｕ

スマートバリューは利用者の満足度が高いにも

関わらず、当社は規制により排他的な連携が禁

止され、事実上こうしたサービスが提供できな

いことから、当社の利用者のみ、その利便性を

享受できない状況にあります。 

さらには、当社、ＫＤＤＩ殿、イー・アクセ

ス殿を含めたソフトバンクグループ殿の３事業

者グループがいずれも収益シェア２５％を超え

て近接している上、ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク

グループ殿についても市場支配力を有している

と考えられるところであり、これらを踏まえる

と、当社のみに禁止行為規制を課す合理性は最

早ないと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 弊社の基本的な考え方としては、競争促進の

目的を念頭に、市場において真に支配的である

事業者を厳選し、必要な規制を適用するととも

に、他の事業者に対する規制を最小限に抑える

という非対称規制の本来の趣旨を十分に踏まえ

た対応することが重要と考えます。 

また、平成２４年４月に策定・公表された

「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づ

く禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事

業者（移動通信分野における市場支配的な電気

通信事業者）の指定に当たっての基本的考え

在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、２０１４年を目途として

実施する「競争政策の見直し」において、

「モバイル市場の競争促進」を含めて検討課

題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等

の方向性について検討することとしていると

ころである。 
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方」において、市場シェアだけでなく、事業規

模、ブランド力等を総合的に判断するとされて

いることから、改めて基準を見直す必要性はな

いものと考えます。 

なお、ＮＴＴドコモ殿が移動体通信市場にお

いて４０％以上のシェアを持ち、固定通信市場

においてボトルネック設備を有し市場支配力を

持つＮＴＴ東西殿のグループ会社であることか

ら、ＮＴＴドコモ殿に対する禁止行為規制適用

の必要性に変わりはないと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 禁止行為規制は、市場支配的な電気通信事業

者に対する非対称規制として導入されたもので

あり、市場構造や事業者間の競争状況等を総合

的に勘案しても、ＮＴＴグループ配下で総合的

な事業能力を維持し、市場支配力を有している

ＮＴＴドコモのみが禁止行為指定の指定要件を

満たしています。 

ＮＴＴドコモは約６，１５０万の加入者数

（２０１３年３月末時点）を有し、さらにその

規模を伸ばしていることに加え、４０％以上の

市場シェアを長期に渡って維持していることを

踏まえれば、ＮＴＴドコモに対する禁止行為規

制適用の必要性は変わりません。 

このように、シェア１位のＮＴＴドコモが圧

倒的に強いことに加え、持株体制下でグループ

一体経営を行っているというＮＴＴの組織形態

の特殊性等に鑑みれば、ＮＴＴドコモとその関

係事業者との排他的な提携を通じた特定の者に
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対する不当な差別的取扱いを禁止すること等、

現状の禁止行為規制は、公正競争環境を確保す

るために引き続き重要です。したがって、現行

のＮＴＴドコモに対する禁止行為規制は適切で

あると考えます。 

なお、通信インフラの市場は、国・地域ごと

に市場が存在するため、海外事業者との連携等

によって、日本におけるＮＴＴドコモの市場支

配力が弱まるものではないと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見３３ ＮＴＴグループによる共同的・一体

的な市場支配力の行使を抑止するよう、禁止

行為規制を強化すべき。 

再意見３３ 考え方３３ 

■ １９９２年のＮＴＴドコモ分離や、１９９９

年のＮＴＴ再編成時に完全資本分離を避け、持

株会社体制によるグループ一体経営の下での分

離・分割に留まった経緯を踏まえれば、その際

にＮＴＴドコモやＮＴＴ東・西に課された公正

競争要件は極めて厳格に運用される必要があり

ます。さらに、電気通信事業法においては、市

場支配的な電気通信事業者が市場支配力を濫用

することによって、公正な競争環境が損なわれ

ることを防止するため、特定の事業者に対し不

当に優先的に取り扱う等を禁止する禁止行為規

制が課されており、固定市場・モバイル市場に

おいてそれぞれ圧倒的な市場支配力を有してい

るＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモがその対象とな

っています。 

■ ＫＤＤＩ殿ご意見に賛成します。固定・移動

体分野で圧倒的な市場支配力を持つＮＴＴ東・

西殿とＮＴＴドコモ殿の連携は、競争環境を著

しく歪めてしまう可能性があります。そのた

め、禁止行為規制については、今後も厳格に運

用をする必要があります。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿意見に賛同します。禁止行為規制

の運用状況に関する検証については、関係法

令・ガイドラインに定める要件に照らして検証

するのは勿論のこと、当該法令等の趣旨に立ち

返れば、当該法令等に対する潜脱行為がなされ

ていないかについて重点的に検証する必要があ

ると考えます。 

■ 現行の禁止行為等規制は、市場支配力を有す

る電気通信事業者がその市場支配力を濫用した

場合、電気通信事業者間の公正な競争等に及ぼ

す弊害は著しく大きく看過し得ないものとなる

ため、それを未然に防止する観点から、電気通

信事業者単位で指定することとされており、そ

の行為規制も当該指定された電気通信事業者単

位で課せられるものである。 

  なお、ＮＴＴグループの連携については、電

気通信市場全体における状況を引き続き注視

し、２０１４年を目途として実施する「競争政

策の見直し」においては、公正競争レビュー制

度の検証結果により得られた知見等を活用しつ

つ検討を行い、既存の市場構造や考え方を前提

とした競争ルールに制度的な課題が認められる
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特に、総務省と公正取引委員会が共同で策定

した「電気通信事業分野における競争の促進に

関する指針」（以下、「共同ガイドライン」と

言う。）において規定されているとおり、支配

的事業者であるＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモが

「自己の関係事業者のサービスを排他的に組み

合わせた割引サービスの提供を行うこと」等、

自己の関係事業者を排他的に取り扱うことは問

題であると考えます。持株会社体制の下では、

ＮＴＴグループ各社を優先的に取り扱うインセ

ンティブが働くことから、ＮＴＴ東・西やＮＴ

Ｔドコモのいずれか一方が関連するＮＴＴグル

ープ連携は禁止行為規制を潜脱するおそれがあ

ると考えます。 

ましてや、禁止行為規制が適用されているＮ

ＴＴ東・西とＮＴＴドコモ同士が直接又は第三

者を介し相互に連携することは、これまで有効

に機能してきた公正競争ルールの趣旨に反し、

公正競争を著しく阻害することになるため、当

然禁止されるべきと考えます。 

そのため、総務省においては、ＮＴＴグルー

プによる共同的・一体的な市場支配力の行使を

抑止するよう、禁止行為規制を強化すべきで

す。 

（ＫＤＤＩ） 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場

は、技術のイノベーションが非常に早く、移動

通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末と

アプリケーションサービスの一体提供等によ

り、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定か

ら移動へ、国内から海外へ、通信サービスから

アプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそ

れらの多様なサービスを自在に使いこなせるよ

うになっています。こうした点で、従来のよう

にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社

しかなく、アプリケーションも音声通信サービ

スしかなかった電話時代とは大きく状況が変わ

ってきています。 

こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフガ

ード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、固定通信と移動通信、通信レイヤと上位

レイヤといった、ユーザにとっては意味がなく

なりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電

話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制を課し続けるこ

とになるとすれば、かかる硬直的な規制によっ

てユーザの利便性が損なわれるだけでなく、Ｉ

Ｐ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

場合には、必要に応じ、禁止行為等規制を含む

競争ルールの見直し等についても検討すること

とする。 
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響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が

国の国際競争力の向上にとっても障害になると

考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンド普及促進を図るためには、通信事業者の

ネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプ

リケーションサービスまで含め、情報通信市場

全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイ

ヤーとの自由なコラボレーション等により、新

たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整

備するといった視点で検討を進めることが重要

であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって

新たなサービスが創造され、ユーザ利便が向上

していくと考えます。 

その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業

活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき
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たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「禁止行為規制が適用されているＮＴＴ東・

西とＮＴＴドコモ同士が直接又は第三者を介し

相互に連携することは、これまで有効に機能し

てきた公正競争ルールの趣旨に反し、公正競争

を著しく阻害することになるため、当然禁止さ

れるべき」とのご意見については、当社は、従

来より事業法等の法令及び各種ガイドラインを

遵守して事業活動を行っており、更に、改正事

業法による更なる公正競争環境整備について

も、適切な措置を講じており、公正競争上の問

題は生じていないものと考えます。 

 そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他

事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アク

セス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を

利用してサービスを提供しており、電話の時

代のように、他事業者にとって当社網は事業

展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み

合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、低廉なユー

ザ料金の実現、様々なビジネスパートナーと

の幅広い提携・協業によるお客様サービスの

充実といったお客様利便の向上を阻害するこ
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と、 

からすれば、現行の禁止行為規制等について

は、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、少なくとも実態にそぐわな

い不要な規制は見直しまたは撤廃していただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見３４ 日本電信電話ユーザ協会の事例のよ

うな第三者を介した間接的な連携について調

査・検証を行い、実質的な共同営業が行われ

ないようにすべき。 

 再意見３４  考え方３４ 

■ ＜日本電信電話ユーザ協会（第三者を介した

グループ一体営業事例）＞ 

１９７６年の公社時代に設立された日本電信

電話ユーザ協会は、事実上、公社時代からの会

員基盤をそのまま継承し、ＮＴＴ再編前の形態

のままで運用されています。さらに、ＮＴＴグ

ループのＯＢが同協会の役員に就き、現役のＮ

ＴＴ東・西、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴコミュニケ

ーションズの役員・法人部門の長が、同協会の

諮問機関である「評議員会」のメンバーとなっ

ている等、ＮＴＴグループが協会運営に直接関

与しているものと思われます。 

また、同協会は、商工会議所や地場企業等の

会員に向けて、ブロードバンドセミナーや講演

■ 「不当な差別的取り扱い」等の事業法上の規

定に抵触するものではなく、ＮＴＴグループ会

社間の内部相互補助等も行っておりません。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。日本電信電

話ユーザ協会殿のウェブサイトを確認する限

り、ＮＴＴグループ共同にて運営を行っている

ように思われます。仮に、ＮＴＴグループ各社

での商品・サービスの割引や一体営業を行って

いるのであれば、実質的な自己の関係事業者と

一体となった排他的業務に該当するものであ

り、総務省殿においては、禁止行為規制を潜脱

する行為となっていないか、厳格に実態調査や

■ ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモの再意見によれ

ば、共同営業やセット割引、内部相互補助等を

実施していないとのことであるが、第三者を介

した間接的な連携については、その状況を引き

続き注視していくとともに、関係法令やＮＴＴ

等に係る累次の公正競争要件の趣旨を確保する

観点から課題が認められる場合には、必要な措

置を講じる考えである。 
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会等を開催し、ＮＴＴグループ各社の商品・サ

ービスの紹介やＮＴＴグループ各社の商品・サ

ービスに係る割引、地場企業にとって有力な宣

伝ツールとなる電話帳（公社時代から継承する

顧客基盤を基に作成）の広告割引等を行ってお

り、ＮＴＴグループ各社の営業の場となってい

ることが懸念されます。 

このような活動は、自己の関係事業者と一体

となった排他的業務に該当するものであり、第

三者を介して禁止行為規制を潜脱する行為と考

えます。そのため、総務省においては、日本電

信電話ユーザ協会の事例のような第三者を介し

た間接的な連携について調査・検証を行い、実

質的な共同営業が行われないようにすべきで

す。 

（ＫＤＤＩ） 

検証を行う必要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 本件は、「日本電信電話ユーザ協会」の活動

に係るものであり、主務官庁による監督等の定

められた規範に則って適正に指導・監督されて

いると認識しています。なお、当社は禁止行為

規制に抵触する排他的な共同営業やセット割引

は行っておりません。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 本件は、日本電信電話ユーザ協会の活動に係

るものであり、主務官庁による監督等の定めら

れた規範に則って適正に指導・監督されている

と認識しています。 

また、ＮＴＴグループ各社の商品・サービス

の割引等は日本電信電話ユーザ協会の判断で特

典として実施しているものであり、日本電信電

話ユーザ協会の運営の自主性を損ねるような措

置は不要であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見３５ ＮＴＴ東西の県域等子会社における

ＮＴＴドコモの商品の販売等、ＮＴＴ東西の

県域等子会社において禁止行為等規制の潜脱

行為が行われており、禁止行為等規制の対象

に県域等子会社を追加する又はＮＴＴ東西の

子会社等監督義務に関する厳格な調査検証及

びそれに是正措置を講じる等すべき。 

再意見３５ 考え方３５ 

■ ＜県域等子会社によるドコモショップ兼営＞ ■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿の意見に賛同■ ＮＴＴ東西に対しては、指定電気通信設備制
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ＮＴＴ東・西本体から電気通信業務の主たる

部分を委託された県域等子会社が、ＮＴＴドコ

モからの受託によりＮＴＴドコモの携帯電話の

販売を行うこと（併売）は、それぞれの情報の

目的外利用や内部相互補助が行われないとして

も固定と移動の実質的に排他的な一体営業であ

り、禁止行為に該当する行為と考えます。した

がって、県域等子会社によるＮＴＴドコモの商

品・サービスの取り扱い（ドコモショップの兼

営）は禁止すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ （ア）ＮＴＴ東西殿の県域等子会社における

ＮＴＴドコモ殿の商品の販売 

昨年同様、ＮＴＴ東西殿の県域等子会社が株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下、「Ｎ

ＴＴドコモ」という。）殿の携帯電話等の商品

について、ウェブサイト等の広告、取扱いを行

っている事象が確認されています（別添資料

１）。ＮＴＴ東西殿の県域等子会社において、

たとえＮＴＴ東西殿の委託業務を実施する組織

とは別の独立した組織においてＮＴＴドコモ殿

の代理店業務を実施していたとしても、ＮＴＴ

東西殿の県域等子会社において、ＮＴＴドコモ

殿の携帯電話等の商品の提供・紹介等を行って

いることには変わりなく、また、ＮＴＴ東西殿

の県域等子会社において、競争事業者の商品が

当然取り扱われることはないと容易に推察され

ます。従って、当該行為は、電気通信事業法第

３０条第３項第２号に該当する排他的な一体営

業を子会社等を通じて潜脱的に実施しているも

します。禁止行為規制の運用状況に関する検証

については、関係法令・ガイドラインに定める

要件に照らして検証するのは勿論のこと、当該

法令等の趣旨に立ち返れば、当該法令等に対す

る潜脱行為がなされていないかについて重点的

に検証する必要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ東・西本体から電気通信業務の主たる

部分を委託された県域等子会社によるＮＴＴド

コモの商品の販売（併売）については、それぞ

れの情報の目的外利用や内部相互補助が行われ

たとしても外部から検証することは困難です。

このような固定と移動の実質的に排他的な一体

営業は、電気通信事業法第３０条第３項第２号

に該当する排他的な一体営業を潜脱的に実施す

るものであり、公正な競争環境を阻害するおそ

れがあるため、県域等子会社によるＮＴＴドコ

モの商品・サービスの取り扱い（ドコモショッ

プの兼営）は禁止すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 県域等子会社への業務委託は、経営効率化の

観点から実施しているものであり、こうした効

率化の努力は、お客様サービスの向上や料金の

低廉化を通じ、お客様利便の向上に資するもの

であると考えております。  

ドコモショップでのフレッツ商品販売につい

ては、ドコモショップを運営する代理店が、Ｎ

ＴＴドコモ殿との代理店契約とは別に、当社と

度に基づく禁止行為等規制及びＮＴＴ等に係る

累次の公正競争要件が課されており、ＮＴＴ東

西からその業務を受託する県域等子会社におい

て上述の規制の趣旨が徹底されない場合、結果

として公正競争環境が確保されない可能性があ

るところ、県域等子会社がＮＴＴ東西の商品と

ＮＴＴドコモの商品を併売する場合、それぞれ

の業務委託によって知り得た情報を目的外に利

用することは許されず、また、ＮＴＴ東西から

の受託業務とＮＴＴドコモからの受託業務等と

の間で内部相互補助が行われないようにするこ

とが必要である。 

この点、平成２０年度の競争セーフガード制

度に基づく検証結果に基づき総務省がＮＴＴ東

西に対して行った要請等を踏まえ、総務省は、

県域等子会社において、ＮＴＴ東西からの受託

業務とＮＴＴドコモからの受託業務等につい

て、組織を分け、会計を整理し、ＮＴＴドコモ

との排他的な共同営業を行わない等の措置が講

じられていることを本年も引き続き確認してい

る。 

加えて、ＮＴＴ西日本－兵庫の事案等を受

け、平成２３年に事業法を改正し、事業法第３

１条第３項において一種指定設備を設置する電

気通信事業者（以下「一種指定事業者」とい

う。）に対して業務委託先子会社等の監督が義

務付けられたところであるが、総務省は、事業

法第３１条第７項に基づくＮＴＴ東西からの報

告等により、県域等子会社を含む業務委託先子

会社等との間の委託契約において、業務委託先

子会社等に対して禁止行為を防止するための措
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のであることから、総務省殿は、検証結果を

「注視する」に留まるのではなく、監督義務を

有するＮＴＴ東西殿に対し、問題の是正措置を

直ちに求めるべきであると考えます。 

 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 「ドコモショップでのフレッツ商品販売」 

「県域等子会社でのドコモ携帯電話販売」と

いった事例は、ＮＴＴグループに閉じた排他的

な営業連携であり、本来は禁止されるべきです

が、これら事象の発生元が県域等子会社や業務

委託先といった禁止行為規制の適用対象外とな

っており、禁止行為規制がＮＴＴ東西殿、及び

ＮＴＴドコモ殿の業務実態と乖離していると考

えます。 

このようなＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿の

排他的な営業連携や協業については、共に、指

定電気通信設備を持ち、なおかつ、市場シェア

がＦＴＴＨの７２．５％、携帯電話４３．６％

の販売代理店契約に基づきフレッツ光を取扱っ

ているに過ぎず、当社とＮＴＴドコモ殿との間

に共同の営業行為はありません。 また、当社と

ＮＴＴドコモ殿との共同営業については、排他

的なものでない限り、禁止されるものではない

と理解しております。また、当社の県域等子会

社によるＮＴＴドコモ殿の代理店業務について

は、当社からの委託業務を実施する組織とは別

の組織において、委託業務とは独立して実施し

ており、更には、顧客情報及び他事業者情報の

適正な取り扱いに係る管理体制の構築を義務付

ける等、情報分離のためのファイアーウォール

を担保するなど、適切な措置を講じていること

から、排他的な一体営業にあたる事例が発生す

ることはございません。  

当社は、業務改善計画（平成２２年２月２６

日）に基づき、接続関連情報を不適切に取り扱

う可能性を排除する厳格な仕組みを構築し、情

報セキュリティの取組みを徹底しているととも

に、電気通信事業法の改正に伴い、県域等子会

社への業務委託にあたり、禁止行為防止に関す

る責任者の設置や覚書の締結を行う等、反競争

的行為が行われる事が無いよう、適切な監督を

実施しております。したがって、県域等子会社

を禁止行為規制の対象に追加する必要は無いと

考えます。なお、当社は、監督対象子会社が当

社からの受託業務の再委託を行う場合は、再委

託先の選定等について、当社の承諾を義務付け

るなど、再委託先を通じて反競争的行為が行わ

れないための措置を講じており、再委託先を監

督対象に追加すべき等の措置は必要無いと考え

置が義務付けられ、全社員を対象とした禁止行

為防止等のための研修の実施、他事業者情報等

の適正な取扱いに係る管理体制の構築といった

措置が講じられていることを確認している。 

以上により、ＮＴＴ東西に課せられている規

制の趣旨を徹底するための一定の措置が講じら

れており、直ちに追加の措置が必要とは認めら

れない。 

ただし、これらの措置が徹底されない場合に

は、県域等子会社において当該規制を潜脱する

おそれがあるため、当該措置の徹底について、

その状況を今後とも注視していくこととする。 

 

■ 禁止行為規制に係る考え方については、考え

方３０及び考え方３３のとおり。 

 

■ ＮＴＴファイナンス株式会社（以下、「ＮＴ

Ｔファイナンス」という。）への料金業務の集

約や、ＮＴＴ東西の県域等子会社によるＮＴＴ

ドコモの携帯電話の販売のようなグループ共同

営業、業務集約化施策の実施に関し、総務省と

公正取引委員会が共同で策定した「電気通信事

業分野における競争の促進に関する指針」（以

下、「共同ガイドライン」と言う。）におい

て、禁止行為の抵触基準として明確化を図るべ

きとの御意見については、上述のとおり、ＮＴ

Ｔ東西の県域等子会社によるＮＴＴドコモの携

帯電話の販売について、ＮＴＴドコモとの排他

的な共同営業等を行わない等の措置が講じられ

ていることを確認しているところである。 

また、共同ガイドラインにおいては、既に、
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（※１）と高い水準にあることを踏まえれば、

競争事業者が追随できない市場支配力の行使と

なり、競争環境を阻害する虞があると考えま

す。 

なお、ＮＴＴ東西殿に対しては、現状、業務

委託先子会社等の監督義務が課されているとこ

ろではありますが、２０１３年６月２８日付で

ＮＴＴ東西殿より開示された、「禁止行為規定

遵守措置等報告書」（以下、禁止行為規定報告

書）の別添資料３によれば、実態として、大半

の監督対象子会社が業務の再委託を行っていま

す。これでは、再委託先や再々委託先を通じて

排他的な連携が行われることも懸念されるた

め、業務委託先も含めて抑止する体制が必要と

考えます。 

従って、禁止行為規制については、ＮＴＴ東

西殿、及びＮＴＴドコモ殿本体に留まらず、県

域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とす

ること並びに、制度的な抜け道を抑止するため

に実施主体に因らず禁止行為としての該当事例

の明確化を図ることが必要と考えます。 

（※１）電気通信サービスの契約数及びシェア

に関する四半期データの公表（平成２４年度第

４四半期（３月末）） 

（イー・アクセス） 

ます。 

むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合が急速に進展する中で、お客様の利便

性の高いサービスの提供に向け、各事業者が他

の事業者との協業も活用し、活発な事業展開を

行っているところであり、現に、例えば他社

は、特定の事業者の固定通信を利用した場合に

スマートフォンの月額料金を割り引くなど固定

とモバイルを組み合わせた新たなサービスを提

供している一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電

話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制や、往時の競争

環境を前提とした累次の公正競争要件などが課

せられており、これにより、お客様の利便性の

向上に対する要請に機動的かつ柔軟に対応でき

ないとなれば、ＮＴＴグループのお客様だけが

不利益を被ることとなります。 

したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便性を制約無く享受し、ブロー

ドバンドサービスの利活用の一層の促進を図る

観点から、現在の規制のうち時代にそぐわない

ものは撤廃または緩和していただきたいと考え

ます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 県域等子会社によるＮＴＴドコモ殿の携帯電

話の販売業務を実施するにあたっては、当社か

らの受託業務とは組織を分け、当社から受託し

た業務に係る顧客情報の目的外利用の禁止につ

いて業務委託契約に規定する等、公正競争確保

のための適切な措置を講じており、公正競争上

一種指定事業者の業務を受託した子会社等が、

受託した業務に関し、当該電気通信事業者が禁

じられている行為に相当する排他的行為等を行

った場合には、当該電気通信事業者に対し当該

行為を停止・変更させるために必要な措置を講

ずるべき旨の命令が発動される旨を明記してい

るところである。 

 

■ ＮＴＴファイナンスへの料金業務の移管に関

する考え方は、考え方５２のとおり。 
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の問題は特段生じていないことから、更なる措

置は不要と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、

「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」や

「県域等子会社でのドコモ携帯電話販売」とい

った事例は、排他的なグループ共同営業、業務

集約化であり、本来は禁止行為に該当する事例

が、潜脱的に実施されているものと考えます。 

今後も、新たなグループ共同営業、業務集約

化施策の実施が想定されることを踏まえ、禁止

行為規制を実効的に機能させるためには、例え

ば、現状本制度の検証結果で「注視事項」とさ

れている事例等に関し、抵触基準(共同ガイドラ

イン等)の更なる明確化を図ると共に、指定対象

の見直し（県域等子会社や業務委託先等を指定

対象に追加等）を行うことが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

意見３６ ＩＳＰを介した排他的なセット販

売・セット割引等について、公正競争上の問

題がないか厳格に検証すべき。 

再意見３６ 考え方３６ 

■ ＜ＩＳＰを介したＮＴＴ東・西とＮＴＴドコ

モの連携＞ 

ＩＳＰが、ＮＴＴ東・西のフレッツとＮＴＴ

ドコモの携帯電話の同時加入で、高額のキャッ

シュバックを実施している事例がこれまでにも

存在していたところですが、これは、ＮＴＴ

東・西とＮＴＴドコモの商品・サービスをセッ

トで販売する排他的な一体営業と考えます。 

■ ご指摘の事例は、ＩＳＰが自らの経営判断で

行っている販売促進施策であり、当社とＩＳＰ

との取引関係においては何ら排他性があるもの

ではなく、公正競争上の問題は生じていないと

認識しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿のご指摘にあるとおり、仮にＩＳ

■ 排他的な共同営業については、ＮＴＴ東西及

びＮＴＴドコモに課されている公正競争を確保

するための規制等の趣旨を確保する観点から問

題となるおそれがあるが、ＮＴＴ東西及びＮＴ

Ｔドコモによれば、販売代理店契約を締結した

ＩＳＰが自らの経営判断で実施しているとして

おり、当該事案をもって排他的な共同営業を通

じた公正競争上の問題が発生しているという論
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このような営業活動は、事実上、自己の関係

事業者と一体となった排他的業務に該当するも

のであり、第三者を介して禁止行為規制を潜脱

する行為と考えます。そのため、総務省におい

ては、直接的な連携だけでなく第三者を介した

間接的な連携についても調査を行い、公正競争

上の問題がないか厳格に検証し、実質的な一体

営業が行われないように禁止すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

ＰによるＮＴＴ東西殿・ＮＴＴドコモ殿の高額

キャッシュバック等を実施しているのであれ

ば、第三者を通じた排他的なセット販売・セッ

ト割引等がなされていることとなり、当該行為

は、電気通信事業法における禁止行為の規定に

照らして考えた場合、明確に禁止されるべきで

す。従って、総務省殿においては、禁止行為規

制を潜脱する行為となっていないか、厳格に調

査・検証を行う必要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＩＳＰ各社は販売代理店としてフレッツ商品

を販売しており、ＩＳＰはＮＴＴドコモ殿との

代理店契約とは別に、当社との販売代理店契約

に基づきフレッツ光を取扱っているに過ぎず、

当社とＮＴＴドコモ殿との間に共同の営業行為

はありません。 また、当社とＮＴＴドコモ殿と

の共同営業については、排他的なものでない限

り、禁止されるものではないと理解しておりま

す。 

過年度の競争セーフガード制度において、本

件と同趣旨の意見については、「あくまで販売

代理店がＮＴＴ東西との代理店契約によって実

施しているものであり、これをもって直ちに排

他性があるとは言えず」との検証結果が示され

ているところであり、あらためて検証対象とす

る必要性は乏しいと考えます。 

そもそも、販売代理店がどの商品を取り扱う

か、どのようなキャンペーンを行うかは代理店

自らの営業戦略として実施されるものであり、

拠があるとはいえない。 

  ただし、第三者を介した間接的な連携につい

ては、当該連携の内容等の状況によっては、前

述の趣旨を潜脱するおそれもあるので、その状

況を注視していくこととする。 
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公正競争上の問題が認められないにもかかわら

ず、こうした代理店の戦略に結果的に制限をか

けることにつながる追加的なルール等は、代理

店各社の経済活動の自由を侵害するものであ

り、問題であると考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ＩＳＰ等の販売代理店がどのような商品・サ

ービスを取り扱うかは、販売代理店自らの営業

戦略に基づくものであり、当社とＮＴＴドコモ

殿との排他的な共同営業には当たらないことか

ら、販売代理店の経営の自主性を損ねるような

措置は不要であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見３７ 「くらし快適サービス ＮＴＴ ｔａ

ｂａｌ」は、提供主体がＮＴＴファイナンス

であることを明示すべき。また、「ｔａｂａ

ｌポイント」については、排他的なセット割

引とならないよう調査を継続し、必要に応じ

て措置を講じるべき。 

 再意見３７ 考え方３７ 

■ ＜くらし快適サービスＮＴＴ ｔａｂａｌに

ついて＞ 

ＮＴＴファイナンスが提供している「くらし

快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」は、ＮＴＴ

グループの料金請求・回収業務に加え、他社の

料金請求・回収業務を手掛けるサービスです

が、本サービスはＮＴＴブランドを前面に出し

てのお客様訴求となっており、子会社であるＮ

ＴＴファイナンスによる提供であることを明示

すべきです。 

■ 当社からＮＴＴファイナンス社に対して、料

金業務の移管についてポイント原資の補助は一

切行っておりません。「ｔａｂａｌポイント」

等ポイント還元の提供については、ＮＴＴファ

イナンス社の経営判断で行っているものと認識

しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴファイナンスが提供している「くらし

快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」は、ＮＴＴ

■ ＮＴＴドコモによれば、同社からＮＴＴファ

イナンスに対してポイント原資の補助は行って

おらず、「ｔａｂａｌポイント」等の特典付与

については、ＮＴＴファイナンスの経営判断に

より行われているとしている。また、総務省に

おいて、ＮＴＴ東西及びエヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式会社（以下「ＮＴＴコ

ミュニケーションズ」という。）に対して、ポ

イント原資の補助等、実質的に排他的な割引サ

ービス等を行っていないかについて確認を行っ
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本サービスで付与される「ｔａｂａｌポイン

ト」は様々な景品と交換できるようですが、Ｎ

ＴＴグループ各社によるポイント原資の補助

等、実質的に排他的な割引サービスを行ってい

ないか継続して調査を行い、問題が見つかれば

必要な措置を講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ （エ）「ＮＴＴ ｔａｂａｌポイント」による

セット割引の恐れ 

ＮＴＴファイナンス殿が提供する「くらし快適

サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」において、インタ

ーネットサービスプロバイダの料金をはじめとし

た様々なサービスの料金のお支払いを、ＮＴＴ東

西殿の固定電話やフレッツ、若しくはＮＴＴドコ

モ殿の携帯電話の請求にたばねることで、「ＮＴ

Ｔ ｔａｂａｌポイント」が付与されるものとなっ

ています。ポイントは、電話やフレッツ、携帯電

話等の料金のお支払いに対しては付与されないこ

とから、直ちにセット割引の実施等、電気通信事

業法第３０条第３項第２号等に該当するものでは

ありませんが、今後該当することのないよう、引

き続き注視すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

グループの料金請求・回収業務に加え、他社の

料金請求・回収業務を手掛けるサービスです

が、本サービスはＮＴＴブランドを前面に出し

てのお客様訴求となっており、子会社であるＮ

ＴＴファイナンスによる提供であることを明示

すべきです。 

本サービスで付与される「ｔａｂａｌポイン

ト」は様々な景品と交換できると案内されてい

ますが、ＮＴＴグループ各社によるポイント原

資の補助等、実質的に排他的な割引サービスを

行っていないか継続して調査を行い、問題が見

つかれば必要な措置を講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

たところ、各社ともＮＴＴファイナンスに対す

るポイント原資の補助は行っていないとしてい

る。 

また、当該特典は、ＮＴＴファイナンスの

「くらし快適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」と

して提供されているものであるが、「くらし快

適サービス ＮＴＴ ｔａｂａｌ」ウェブサイト

に掲載されているとおり、ＮＴＴグループ以外

の電気通信サービス等も組み合わせて提供され

ている。 

以上の点を鑑みれば、現時点で、直ちに公正

競争上問題があるものとまでははいえない。 

ただし、特典付与の方法等の実態如何によっ

ては、平成２４年３月の「ＮＴＴ東日本、ＮＴ

Ｔ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ及びＮ

ＴＴドコモの電気通信役務の料金等に係る業務

をＮＴＴファイナンスへ移管すること等に関す

る要請」における、日本電信電話株式会社等に

関する法律（昭和５９律第８５号。以下「ＮＴ

Ｔ法」という。）及び事業法により各事業会社

に課されている規制等の趣旨の確保の観点から

問題となるおそれがあるとともに、「自己の関

係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割

引サービスの提供」等を禁止する事業法第３０

条第３項第２号及び法第３１条第２項第２号、

「日本電信電話株式会社の移動体通信業務の分

離の際における公正有効競争条件」（以下「移

動体分離の際の公正有効競争条件」という。）

（２）並びに「「日本電信電話株式会社の事業

の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基

本方針」（平成９年郵政省告示第６６４号）に
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おける承継会社への事業の引継ぎに当たって電

気通信の分野における公正な競争の確保に関し

必要な事項に関する基本的な事項」（以下「Ｎ

ＴＴの承継に関する基本方針」という。）

（七）、（八）及び（九）を潜脱するおそれが

あるため、その状況を引き続き注視していくこ

ととする。 

意見３８ 「光ポータブル」はサービスを介し

た事実上の移動体との連携事例であり、公正

競争上の問題がないか厳格に調査・検証すべ

き。 

再意見３８ 考え方３８ 

■ ＜光ポータブル（サービスを介した事実上の

移動体との連携事例）＞ 

ＮＴＴ東・西は、「光ポータブル」を介し

て、ＮＴＴドコモやＮＴＴドコモ網を利用した

ＭＶＮＯの移動体サービスの販売を、フレッツ

サービスからのレバレッジを利かせる形で行っ

ており、固定市場とモバイル市場におけるドミ

ナント事業者であるＮＴＴ東・西とＮＴＴドコ

モが実質的に連携している状況を作り出してい

ます。総務省においては、ＮＴＴグループ間の

直接的なサービス連携にとどまらず、間接的な

連携についても公正競争上の問題がないか厳格

に調査・検証を行い、実質的なサービス連携が

行われないように禁止すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

■ 光ポータブルは３Ｇモバイルデータ通信が利

用できるだけでなく、宅内では無線ＬＡＮルー

タとして、屋外では公衆無線ＬＡＮサービスを

利用可能とするものであり、フレッツ光の利活

用促進に資する通信機器であると認識していま

す。 

また、当社の提供する光ポータブルはＳＩＭ

フリー端末となっており、各社の様々な３Ｇモ

バイルデータ通信サービスをご利用いただくこ

とが可能で、ＮＴＴドコモ殿の３Ｇモバイルデ

ータ通信サービスもそのひとつに過ぎません。

したがって、ＮＴＴドコモ殿との排他的な連携

にはあたりません。 

むしろ、情報通信市場においては、固定と移

動の融合が急速に進展する中で、お客様の利便

性の高いサービスの提供に向け、各事業者が他

の事業者との協業も活用し、活発な事業展開を

行っているところであり、現に、例えばＫＤＤ

Ｉ殿は、特定の事業者の固定通信を利用した場

■ ＮＴＴ東西が提供する光ポータブルについて

は、各携帯電話事業者が提供するＳＩＭを利用

することでモバイルデータ通信が利用可能とな

るが、当該モバイルデータ通信の提供及び料金

設定は各携帯電話事業者が行っていることか

ら、ＮＴＴ東西が携帯電話事業に進出している

とは認められない。 

また、ＮＴＴ東西は、ＳＩＭフリー端末の光

ポータブルを提供しており、光ポータブルを利

用したモバイルデータ通信については複数の電

気通信事業者のサービスを選択可能であり、

「特定の電気通信事業者に対する不当に優先的

な取扱い」や「自己の関係事業者と一体となっ

た排他的な業務」等に該当するものと直ちに認

められるものではないため、公正競争上問題が

あるとはいえない。 
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合にスマートフォンの月額料金を割り引くなど

固定とモバイルを組み合わせた新たなサービス

を提供している一方で、ＮＴＴ東西に対して

は、電話時代を前提とした指定電気通信設備規

制や禁止行為規制といった非対称規制や、往時

の競争環境を前提とした累次の公正競争要件な

どが課せられており、これにより、お客様の利

便性の向上に対する要請に機動的かつ柔軟に対

応できないとなれば、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなります。 

したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便を制約無く享受し、ブロード

バンドサービスの利活用の一層の促進を図る観

点から、現在の規制のうち時代にそぐわないも

のは撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 光ポータブルについては、携帯電話事業者が

提供するＳＩＭカードを差し込むことで、３Ｇ

モバイルデータ通信が利用可能となるものであ

り、３Ｇモバイルデータ通信の役務提供及び料

金設定は、携帯電話事業者が行っていることか

ら、当社による移動体通信事業への進出ではあ

りません。 

また、光ポータブルはＮＴＴドコモ社以外の

モバイルキャリアに対応する「ＳＩＭフリー」

機種を提供しており、お客様はモバイルキャリ

アを選択いただくことが可能であることから、

排他的な共同営業にはあたらず、更なる調査、

検証及び措置は不要と考えます。 
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むしろ、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市

場環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマ

ートフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等

を組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

したがって、こうした市場環境や競争環境の

変化を踏まえ、電話時代を前提とした非対称規

制の必要性から検証し、実態にそぐわない不要

な規制は見直し又は撤廃していただきたいと考

えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見３９ 「ＮＴＴ ＩＤログインサービ

ス」、「ＮＴＴネット決済」等のサービス

は、グループ内の排他的業務に該当する疑い

が強く、十分な検証を行うとともに、必要な

措置を講じることが必要。 

 再意見３９  考え方３９ 

■ （イ）「ＮＴＴＩＤログインサービス」「Ｎ

ＴＴネット決済」等、グループ内の排他的業務 

「ＮＴＴＩＤログインサービス」や「ＮＴＴ

ネット決済」は、ＮＴＴドコモ殿とエヌ・テ

ィ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以

下、「ＮＴＴコミュニケーションズ」とい

う。）殿のＩＤ、決済の排他的な連携サービス

であり、共同ガイドラインにも事業法第３０条

第３項第２号の事例として示されている「自己

■ 当社がＮＴＴ ＩＤログインサービスに提供し

ている認証を行う仕組みや、ＮＴＴネット決済

に提供している料金回収代行サービス等は、他

事業者から要望があれば同様に提供を行ってい

るものであり、「自己の関係事業者と一体とな

った排他的業務」に該当する事実はありませ

ん。 

なお、ＮＴＴネット決済については、本年３

月にサービス提供を終了しております。 

■ ＮＴＴコミュニケーションズよれば、同社が

提供する「ＮＴＴ ＩＤログインサービス」及び

「ＮＴＴネット決済」は、認証・決済基盤を広

くオープンにコンテンツプロバイダ等に利用さ

せるものであり、特定の事業者について排他的

な取扱いを行うものではないとしている。ま

た、ＮＴＴドコモによれば、同社が当該サービ

スに提供している認証を行う仕組みや料金回収

代行サービス等は、他事業者からの要望がある
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の関係事業者と一体となった排他的業務」に該

当する可能性が高い事例であると考えます。 

当該行為に対し、ＮＴＴドコモ殿及びＮＴＴ

コミュニケーションズ殿は、「「自己の関係事

業者と一体となった排他的業務」に該当する事

実はありません」との主張をされていますが、

サービス名称の通り、ＮＴＴグループ以外の競

争事業者がサービス提携を行なうことは実質困

難です。また、本サービスの報道発表資料（２

０１０年５月１３日発表）（別添資料２）から

も分かるとおり、後述の「ＮＴＴおまとめ請

求」と同様にＮＴＴ持株殿が主導となり、グル

ープの連携を推進しており、このような連携が

益々強まっている状況をも踏まえると、総務省

殿においては、電気通信事業法第３０条第３項

第２号及び「移動体分離の際の公正有効競争条

件」（２）を事実上潜脱していないか、当該サ

ービスの検証を十分に行い、公正な競争環境を

確保するために必要な措置を講じるべきと考え

ます。 

 

(ＮＴＴドコモ) 

 

■ 「ＮＴＴ ＩＤログインサービス」、「ＮＴＴ

ネット決済」は、認証・決済基盤を広くオープ

ンにコンテンツプロバイダ等にご利用いただく

ものであり、特定の事業者について排他的な取

り扱いを行うものではありません。なお、「Ｎ

ＴＴネット決済」は、２０１３年３月でサービ

スを終了しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ ＮＴＴグループのみならず他の電気通信事業

者においても、お客様利便の向上や経営効率化

の観点から様々な業務のアウトソーシング等を

推進している状況を踏まえると、ＮＴＴ東西及

びＮＴＴドコモとの取引を重要なビジネス領域

とする子会社・関連会社や多数のビジネスパー

トナーの予見可能性を著しく低下させ、本来正

当な事業活動まで支障をきたし、結果としてお

客様利便が大きく損なわれることのないように

することが必要不可欠と考えます。 

今後実施される包括的な検証にあたっては、

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤのみな

らず端末やコンテンツ、アプリケーションレイ

ヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直しが

必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

場合には同様に提供を行っているものであり、

自己の関係事業者と一体となった排他的業務に

該当するものではないとしている。以上の点を

鑑みれば、現時点で、ＮＴＴグループ内の排他

的な取扱いにより公正競争上の問題が発生して

いるという論拠があるとはいえない。 

ただし、当該サービスに関して何らかの特典

を付与する等の実態如何によっては、自己の関

係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割

引サービスの提供等を禁止する事業法第３０条

第３項第２号に抵触するおそれがあるため、そ

の状況を今後とも注視していくこととする。 
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＮＴＴドコモが、ＮＴＴコミュニケーション

ズやＮＴＴレゾナントといったグループ内の関

係事業者のみと連携してシングルサインオンを

提供することは、先般の意見で指摘したとお

り、実質的には禁止行為に定める自己の関係事

業者と一体となった排他的業務にあたると考え

ます。さらに固定分野で圧倒的なシェアを有す

るＮＴＴ東・西が加わった場合、グループドミ

ナンスが行使され、公正競争がより一層阻害さ

れる恐れがあります。 

総合的な市場支配力を有するＮＴＴグループ

の一体化が加速度的に進むことはＮＴＴ再編成

（分離・分割）の趣旨に反し、公正競争上問題

があるため、総務省においては、当該サービス

等によってグループ内の排他的業務がなされて

いないか、検証を十分に行うべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 意見４０ ＮＴＴグループカードはＮＴＴファ

イナンスを介した排他的なセット割引等であ

り、公正競争上の問題がないか十分に検証す

べき。 

 再意見４０  考え方４０ 

■ （ウ）ＮＴＴグループカードによるセット■ 当社からＮＴＴファイナンス社に対して、 ■ ＮＴＴファイナンスの提供するＮＴＴグルー
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割引の恐れ 

ＮＴＴファイナンス株式会社殿（以下、

「ＮＴＴファイナンス殿」という。）が提供す

る「おまとめキャッシュバック」サービスにつ

いては、ＮＴＴグループカードに入会すること

で、ＮＴＴ東西殿、ＮＴＴドコモ殿、ＮＴＴコ

ミュニケーションズ殿等のＮＴＴグループ会社

等の通信サービス料金からその利用額に応じ、

一部キャッシュバックされるものです。当該行

為は、共同ガイドラインにも事業法第３０条第

３項第２号の事例として示されている「自己の

関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた

割引サービスの提供」に該当するおそれがある

と考えます。同サービスは、ＮＴＴのブランド

力を前面に押出しており、またＮＴＴグループ

以外の提供企業は、大手ＩＳＰ２社（ＮＥＣビ

ッグローブ株式会社殿及びニフティ株式会社

殿）のみという状況から、一部の電気通信事業

者に対する実質的な優先的取扱いが解消された

とはいえません。このような状況を黙認するこ

とは、ＮＴＴグループ企業とフレッツサービス

提携企業により、ＮＴＴグループの市場シェア

を利用した割引サービスを実質的に認めるもの

であり、ＮＴＴグループ殿の独占性を推進する

ことに他なりません。総務省殿においては、電

気通信事業法第３０条第３項第２号を事実上潜

脱していないか、十分に検証を行い、必要に応

じ措置を講じるべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

「おまとめキャッシュバック」の提供にあたり

割引原資等の補助は一切行っておりません。当

該サービスの提供については、ＮＴＴファイナ

ンス社の経営判断で行っているものと認識して

おります。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴグループのみならず他の電気通信事業

者においても、お客様利便の向上や経営効率化

の観点から様々な業務のアウトソーシング等を

推進している状況を踏まえると、ＮＴＴ東西及

びＮＴＴドコモとの取引を重要なビジネス領域

とする子会社・関連会社や多数のビジネスパー

トナーの予見可能性を著しく低下させ、本来正

当な事業活動まで支障をきたし、結果としてお

客様利便が大きく損なわれることのないように

することが必要不可欠と考えます。 

今後実施される包括的な検証にあたっては、

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤのみな

らず端末やコンテンツ、アプリケーションレイ

ヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直しが

必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

プカードに加入することで受けられる「おまと

めキャッシュバックサービス」については、自

己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わ

せた割引サービスの提供が禁止されているＮＴ

Ｔ東西又はＮＴＴドコモにおいて実施されてい

るものではなく、ＮＴＴファイナンスは通常の

クレジットカード会社同様、ＮＴＴグループか

否かに関わらず利用額に応じた一律の返金率を

設定した上で実施していると聞いており、その

事業形態に照らしてもＮＴＴグループ内の事業

会社を有利に取り扱う構造的要因があるとまで

は言えないことから、累次の公正競争要件を直

ちに潜脱するとは言えない。 

  ただし、今後の態様によっては、公正競争条

件を確保するための規制等の趣旨に抵触又は潜

脱するおそれがあるため、その状況を引き続き

注視し、必要に応じて適切な対応を検討するこ

ととする。 
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礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 意見４１ ＮＴＴ東西の１１６勧誘問題につい

ては、問題の発生を防止する措置内容の適正

性や妥当性を再検証すべき 

 再意見４１  考え方４１ 

■ （オ）ＮＴＴ １１６窓口におけるフレッツ

光の営業 

ＮＴＴ東西殿の１１６窓口において、ＮＴＴ

東西殿が接続業務で取得している顧客情報を基

にし、フレッツ光サービスへの勧誘を行うとい

った不適切な営業行為（以下、「１１６勧誘」

という。）については、これまで競争セーフガ

ード制度等において、ＫＤＤＩ株式会社殿や弊

社共が指摘してきたところです。 

ＮＴＴ東西殿は、１１６勧誘の発生を防止す

るために一定の措置を講じているとしています

が、現に当該事象は継続的に生じており※１、

問題は改善されていません。従って、現状の事

後チェックとする遵守体制では本事案の防止が

できていない以上、過去に実施したとされる設

備利用部門からの接続情報の閲覧等を防止する

システム変更についてその実効性を見極める

等、問題の発生を防止する措置内容の適正性や

妥当性を再検証すべきと考えます。その上で、

更なる追加措置を講じることを含め、問題解消

に向けて情報遮断等の遵守体制の是正がなされ

ることを要望します。 

※１ Ｙａｈｏｏ！ＢＢサポートセンターへ引

越しのご連絡があったユーザに実施したア

ンケート結果 

■ ＮＴＴ東・西が実施した措置内容の適正性や

妥当性を再検証し、必要に応じてさらなる追加

措置を講じるべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は接続の業務で知り得た情報の目的外利

用や、フレッツサービス等の営業活動において

加入電話及びＩＮＳ６４の契約に関して得た加

入者情報であって他事業者が利用できないもの

を用いることを厳格に禁じており、研修等によ

り、支店及び県域等子会社の社員等に徹底を図

るなど、適切な措置を講じております。 

また、業務改善計画（平成２２年２月２６

日）に基づき、平成２２年５月に顧客情報管理

システムの改修及び閲覧規制により、１１６に

おける他社ＤＳＬサービス情報の閲覧を規制す

るなど、他事業者情報を利用した営業活動を禁

止する措置を講じております。 

このように、指摘のような不適切な営業が行

われないための徹底した措置を既に講じている

ことから、新たな措置は不要であると考えま

す。 

なお、フレッツ光等についてお客様からお問

合せがあった場合にご説明することがあります

が、これはお客様の利便性確保を目的に行って

■ 総務省は、ＮＴＴ東西において、ＮＴＴ西日

本に対する業務改善命令（平成２２年２月）等

を受け、同年５月に顧客情報管理システムの改

修及び閲覧規制を実施し、１１６窓口において

接続関連情報を取り扱うことがないよう措置を

講じていることについて報告を受けてきたとこ

ろである。 

  また、一種指定事業者における接続関連情報

の取扱いについては、平成２３年の事業法改正

により、接続関連情報を適正に管理するための

体制を整備すること等が義務付けられたところ

であるが、ＮＴＴ東西において講じられた措置

及びその実施状況については、事業法第３１条

第７項の規定に基づき、昨年に引き続き、本年

６月にＮＴＴ東西から報告を受け、総務省にお

いては、講じられた措置及びその実施状況につ

いて検証を行ったところである。 

これらの結果、ＮＴＴ東西において１１６窓

口における接続関連情報を用いた営業活動の発

生を防止するための一定の措置が講じられてお

り、現時点において、直ちに追加の措置が必要

とは認められない。 

ただし、これらの措置が徹底されず、ＮＴＴ

東西の１１６窓口において他事業者の接続関連

情報の目的外利用が行われた場合には、事業法
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調査時期 
２０１１年

７月 

２０１２年

７月 

２０１３年

７月 

回答総数 ３１２件 ２１６件 ９５件 

 

Q：ＮＴＴが提供しているインターネットサー

ビス（フレッツ光）についての勧誘を受けまし

た か？ 

（対象：全アンケート回答者対象、「不明」回 

答除く） 

 

いるものであり、公正競争上の問題はないと認

識しております。  

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、１１６窓口において接続関連情報を

取り扱うことがないよう、厳格な体制を構築す

る観点から、平成２２年３月に実施計画を策定

し、この実施計画の内容に沿って、平成２２年

５月に顧客情報管理システムにおいて接続関連

情報の閲覧規制を実施し、当該措置が適正であ

ることを監査において確認しています。したが

って、これを再検証する必要はなく、更なる措

置は不要と考えます。 

なお、当社の１１６窓口において実施してい

るフレッツ光サービスの営業活動については、

お客様の利便性確保の観点からお客様のお問合

せ・ご要望にお応えして実施しているものであ

ることから、公正競争を阻害するものではあり

ません。 

（ＮＴＴ東日本） 

第３０条第３項第１号及び第３１条第５項に抵

触するおそれがあるため、当該措置の徹底につ

いて、その状況を引き続き注視していくことと

する。 
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

意見４２ 現在の規制のうち時代にそぐわない

ものは撤廃又は緩和すべき。 

再意見４２ 考え方４２ 

■ 今日の情報通信市場においては、固定と移

動の融合、プレイヤーの多様化、市場のグロ

ーバル化が急速に進展する中で、お客様利便

の高いサービスの提供に向けて、各事業者が

他の事業者との協業も活用し、活発な事業展

開を行っているところです。現に、例えばＫ

ＤＤＩ殿は、特定の事業者の固定通信を利用

した場合にスマートフォンの月額料金を割り

引くなど固定とモバイルを組み合わせたサー

ビスを提供しており、その相乗効果によっ

て、固定・モバイル双方で契約者数を拡大し

ています。 

（ＫＤＤＩ殿ではスマートフォン新規契約の

３９％、ＦＴＴＨ新規契約の５５％がａｕス

マートバリューを契約しており、新規契約へ

の貢献は四半期毎に拡大しています。） 

その一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電話

時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制や、往時の競

争環境を前提とした累次の公正競争要件など

が課せられており、これにより、お客様の利

便性の向上に対する要請に機動的かつ柔軟に

対応できないとなれば、ＮＴＴグループのお

客様だけが不利益を被ることとなります。 

したがって、全ての事業者のお客様が多様

■ 電気通信事業法においては、市場支配的な電

気通信事業者が市場支配力を濫用することによ

って、公正な競争環境が損なわれることを防止

するため、特定の事業者に対し不当に優先的に

取り扱うことを禁止等の禁止行為規制が課され

ています。 

ＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモは、固定市場・

モバイル市場においてそれぞれ圧倒的な市場支

配力を有していることから、その支配力の濫用

を防止するために禁止行為規制の厳格な運用が

必要です。 

総務省においては、ＮＴＴグループによる共

同的・一体的な市場支配力の行使を抑止するよ

う、禁止行為規制を維持・強化すべきと考えま

す。 

 

  ＮＴＴグループ各社は、競争事業者との競争

の中で既に低廉な料金で固定やモバイルサービ

スを提供しており、ＮＴＴユーザの利便性は十

分に確保されていると認識していいます。現

に、ＮＴＴ東・西による「思いっきり割」、

「光もっともっと割」、「どーんと割」などの

固定通信サービスの割引、ＮＴＴドコモによる

「キャッシュバック」、「ツートップ戦略」、

「月々サポート」などのモバイルサービスの割

■ 禁止行為規制についての考え方については、

考え方３０及び考え方３３のとおり。 

 

■ 現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤

廃又は緩和すべきという御意見については、２

０１４年を目途として実施する「競争政策の見

直し」において、公正競争レビュー制度の検証

結果により得られた知見等を活用しつつ検討を

行い、具体的な制度見直し等の方向性について

結論を得ることとしており、当該「競争政策の

見直し」にいて、既存の市場構造や考え方を前

提とした競争ルールに制度的な課題が認められ

る場合には、必要に応じ、競争ルール全体の見

直し等についても検討することとしているとこ

ろである。 
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なサービスの利便を制約なく享受し、ブロー

ドバンドサービスの利活用の一層の促進を図

る観点から、現在の規制のうち時代にそぐわ

ないものは撤廃または緩和していただきたい

と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

引が実施されており、更にＮＴＴファイナンス

を介してＮＴＴグループ間の統合請求の実施な

ど、競争事業者との競争の中でＮＴＴ東・西や

ドコモのユーザにも個別割引の拡充等のメリッ

トが生まれていると考えます。 

通信インフラの市場は、規模の大きな事業者

に収斂していく特性があることに加え、もとも

とＮＴＴグループの前身である日本電信電話公

社が独占体制の下、通信インフラや通信サービ

スを提供してきたところ、利用者利益の保護、

国民の利便の確保を図るため、通信自由化によ

り「競争」が導入されたが、持株体制によりＮ

ＴＴグループが一体経営を維持されているとい

う特殊な経緯があります。 

こうした日本の通信インフラの市場の特殊性

から、固定・モバイルそれぞれの市場でドミナ

ントであるＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモが排他的

に連携すると、ＮＴＴのシェアはスパイラル的

に上昇し、これまで機能してきた競争政策が無

に帰すため、現行規制を維持・徹底すべきと考

えます。 

 

 ＮＴＴ西日本は、関係法令及びガイドライン

を遵守しているため、公正競争上問題は生じて

おらず、現行の規制は撤廃すべき旨、意見され

ておりますが、ＮＴＴ東・西は、加入光ファイ

バで７２．５％、０ＡＢＪ－ＩＰ電話で６２.

２％（「電気通信サービスの契約数及びシェア

に関する四半期データの公表（平成２４年度第

４四半期（３月末））」）のシェアを保持し、

固定通信市場において圧倒的な市場支配力を有
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している状況に変わりはないこと、過去、接続

情報の目的外利用が発生したことを踏まえる

と、ＮＴＴ東・西に対する現禁止行為規制等の

非対称規制は当然維持すべきと考えます。 

さらに、ＮＴＴドコモについても、モバイル

市場において約６，１５０万の加入者数（２０

１３年３月末時点）を有し、４０％以上の市場

シェアを長期に渡って維持していることを踏ま

えれば、ＮＴＴドコモに対する禁止行為規制適

用の必要性は変わりません。 

むしろ、そのような状況の中、市場支配力を

有するＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモが直接又は

間接的に連携すると、先述のように通信インフ

ラの市場の特殊性から、ＮＴＴ東・西、ＮＴＴ

ドコモのシェアがスパイラル的に上昇し、これ

まで一定程度機能してきた競争政策が無に帰す

ことになります。 

したがって、ＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモに

対する禁止行為規制等の非対称規制は引き続き

維持すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４３ 公正競争環境を確保するために、Ｎ

ＴＴドコモ及びＮＴＴファイナンスをＮＴＴ

東西の特定関係事業者に追加すべき。また、

脱法的なグループ連携を防止する規制整備等

の検討等も行うことが必要。 

再意見４３ 考え方４３ 

■ 特定関係事業者制度の趣旨は、第一種指定電

気通信事業者に対し禁止行為規制の適用による

■ 当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に業

務を行っております。また、ＮＴＴファイナンス

■ 事業法第３１条第１項及び第２項の規定

は、一種指定事業者に対する事業法第３０条
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対処のみでは公正競争の確保に十分でないと考

えられるものについて、特定関係事業者の指定

を行うことにより、厳格なファイアウォールを

設けるものであり、こうした趣旨の下、現在Ｎ

ＴＴコミュニケーションズが第一種指定電気通

信事業者であるＮＴＴ東･西の特定関係事業者

として指定されていると理解しています。 

しかしながら、ＮＴＴファイナンスによる統

合請求や県域等子会社によるドコモショップ兼

営等ＮＴＴグループ間の連携が顕在化してお

り、第一種指定電気通信事業者と密接に関係が

ある事業者がこれまで以上に増えている状況に

あることを踏まえると、ＮＴＴコムのみなら

ず、ＮＴＴドコモも特定関係事業者に規定すべ

きと考えます。 

また、ＮＴＴファイナンスについては、昨年

の検証結果において、「電気通信事業者ではな

いＮＴＴファイナンス等には、現在の事業法に

おいては、特定関係事業者として指定する対象

となるものではない。」との考え方が示されて

いるところですが、ＮＴＴファイナンスによる

統合請求の事例については、ＮＴＴ法、累次の

公正競争要件、電気通信事業法等の趣旨を確保

する観点から、ＮＴＴファイナンスを介して第

一種指定電気通信事業者と密接に関係のある事

業者が連携して反競争的な行為を未然に防止す

るために一定の条件が付与されたと理解してい

ます。 

これに照らせば、ＮＴＴファイナンスも第一

種指定電気通信事業者と密接に関係していると

言えることから、特定関係事業者に規定すべき

への料金業務の移管については、総務省要請を踏

まえ、公正競争にも十分配慮して実施しておりま

す。したがって、当社およびＮＴＴファイナンス

を特定関係事業者として指定する特段の必要性は

存しないものと考えております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿の意見に賛同し

ます。現在、強い市場支配力を有するＮＴＴ東西

殿に対しては、禁止行為制度に加え、特定関係事

業者制度として、特に強い関係性を有するグルー

プ会社との連携については、他の電気通信事業者

との公正競争上の弊害の構造的温床になりやすい

として、人事面、取引面に規制が課されていま

す。しかしながら、これまでも競争セーフガード

制度及び本制度において、競争事業者から公正競

争上の問題点がいくつも指摘されており、こうし

た規制による対処のみでは不十分なことは明らか

です。 

従って、来年を目処に実施される予定の包括的

な検証に当たっては、これらの脱法的なグループ

連携を事前に防止するためにも、特定関係事業者

制度の見直しや対象範囲の拡大についても検討を

行うべきであると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソフ

トバンクモバイル） 

 

■ 当社はこれまでも法令を遵守し、適時適切に業

務を行っており、当社を特定関係事業者として指

定する特段の必要性は存しないものと考えており

ます。なお、ＮＴＴファイナンスへの料金業務の

第３項に係る禁止行為等規制の適用のみによ

っては公正競争環境を十分に担保し得ないと

考えられる一種指定事業者と密接な関係にあ

る電気通信事業者と一種指定事業者との間に

おける一定の反競争的行為について、それを

未然に防止する観点から、当該電気通信事業

者を一種指定事業者の特定関係事業者として

指定し、両者の間に厳格なファイアウォール

を設ける趣旨で規制を課すものであり、現

在、上述の趣旨を踏まえ、業務実態等を勘案

の上、ＮＴＴコミュニケーションズをＮＴＴ

東西の特定関係事業者として指定していると

ころである。 

 ＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定す

る対象については、まずは公正競争レビュー

制度等の運用を通じ、事業法第３０条第３項

に係る禁止行為等規制の適用のみによっては

公正競争環境を十分に担保し得ないか否かを

検証することが適当であるが、現時点におい

ては、現行の指定対象を直ちに見直すまでの

必要性は認められない。 

また、電気通信事業者ではないＮＴＴファ

イナンスについては、現在の事業法において

は、特定関係事業者として指定する対象とな

るものではない。 

なお、ＮＴＴグループの業務統合や連携に

ついては、電気通信市場全体における状況を

引き続き注視し、２０１４年を目途として実

施する「競争政策の見直し」においては、公

正競争レビュー制度の検証結果により得られ

た知見等を活用しつつ検討を行い、既存の市
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と考えます。 

なお、今後もコスト効率化の観点等の理由に

よりＮＴＴファイナンスの事例のような非電気

通信事業者や関連会社等を活用し第一種指定電

気通信事業者であるＮＴＴ東・西が関連したグ

ループ連携が行われる可能性があることは否定

できないことから、第一種指定電気通信事業者

が関連している電気通信事業者以外を活用した

ＮＴＴグループの連携や業務統合に関係する事

業者についても特定関係事業者の対象とすべき

と考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 後述のＮＴＴグループ統合請求等、ＮＴＴグ

ループ企業や代理店を介した事業連携が益々進

展しています。当該事象等は、ＮＴＴ再編時の

趣旨を形骸化させるものである一方、ＮＴＴ東

西殿に対する禁止行為規制のみでは対処しえな

い事象であると認識しています。類似の事象を

防止するルール策定の他、２０１４年を目処に

実施される予定の包括検証に当たっては、特定

関係事業者制度が現状では十分に機能していな

いことを踏まえ、脱法的なグループ連携を防止

する規制整備等の検討等も行うことが必要と考

えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 特定関係事業者制度の指定対象の見直し 

  特定関係事業者制度は、禁止行為規制の適用

による対処のみでは公正競争の確保を十分に担

移管については、総務省要請を踏まえ、公正競争

にも十分配慮して実施しております。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等料

金の請求・回収業務に関しては、あくまで、お客

さま利便の向上と通信サービス料金の請求、回収

業務の効率化を目的として、業務運営体制を見直

すものであり、総務省からの要請内容も踏まえ

て、必要な措置を講じた上で、適切に業務運営を

実施しております。 

また、弊社は、代理店に対して、ＮＴＴ東日

本・西日本とは個別に代理店契約を締結した上

で、独立して営業活動を実施しており、公正競争

上の問題はないと認識しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 情報通信市場においては、急速な技術革新を背

景に新たなサービスやビジネスモデルが次々と創

造されており、電気通信事業者は固定とモバイ

ル、コンテンツやアプリケーションを組み合わせ

て消費者のニーズに対応しています。加えて国内

外の端末ベンダやＯＴＴプレイヤーによる多様な

デバイス、サービス提供を通じてグローバルレベ

ルの激しい競争によって市場は活性化していま

す。 

  また、このような競争環境の中で、消費者利便

の向上や経営効率化施策については、我が国のあ

らゆる産業分野と同様、もはや一企業だけの力で

実現できるものではなく、子会社・関連会社を含

む多数のビジネスパートナーとの幅広い提携・協

場構造や考え方を前提とした競争ルールに制

度的な課題が認められる場合には、必要に応

じ、特定関係事業制度を含む競争ルールの見

直し等についても検討することとする。 
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保し得ない場合に、役員兼任の禁止といった厳

格なファイアーウォール措置を設けるものであ

り、現在、ＮＴＴコミュニケーションズ殿がＮ

ＴＴ東西殿と業務委託関係があることや、共同

営業が行われやすい土壌があることから、指定

対象になっていると理解しております。 

この点を踏まえると、「ドコモショップにお

けるフレッツ商品販売」や、「県域等子会社に

おけるＮＴＴドコモ殿の携帯電話販売」のよう

に、ＮＴＴドコモ殿についても県域等子会社や

業務委託先を通じて、ＮＴＴ東西殿と営業連携

が行われているところであり、これら事例によ

り、公正競争環境を阻害する虞があると考えま

す。 

  従って、前述の通り、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴ

ドコモ殿の営業連携により、圧倒的な支配力の

行使が懸念される点も考慮し、ＮＴＴドコモ殿

を特定関係事業者に追加することが必要と考え

ます。 

  また、ＮＴＴグループの排他的な連携につい

ては、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集

約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者

の適用対象外である子会社を通じて、業務の集

約化を進める事例も存在し、今後も新たな施策

が行われる可能性があります。 

  これら事例についても、公正競争の担保が必

要であることから、ＮＴＴグループが新たな業

務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実

化する以前に、実施の適否について議論すると

共に、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集

約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿

業が不可欠となっています。 

  このように、国内のみならずグローバルに変化

の激しい市場において、事業者のたゆまぬ創意工

夫や経営改革意欲を損なわないよう、公正競争の

確保についても電話時代のボトルネック設備を前

提とした事前規制から市場環境を的確に反映した

事後規制に見直していく必要があると考えます。 

特定関係事業者制度については、ＮＴＴ東西に

対し、他の電気通信事業者から業務の受託等をす

る場合、特定関係事業者に比して他の電気通信事

業者に不利な取扱いを原則禁止するなど、極めて

厳しい事前規制であることから、その運用は抑制

的であるべきです。ＮＴＴ東西の正当な事業活動

としての創意工夫や改善努力を萎縮させ、結果と

してお客様の利便を損なうことのないように、Ｎ

ＴＴグループ企業であるということ以外に明確な

理由もなく、特定関係事業制度の指定対象を拡大

すべきではないと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ドコモショップにおけるフレッツ商品の販売や

県域等子会社におけるＮＴＴドコモの携帯電話販

売等の事例は、そもそもＮＴＴ東・西とＮＴＴド

コモの商品・サービスをセットで販売する排他的

な一体営業であり、禁止行為に該当する行為と考

えます。 

さらに、上述のようなグループ連携の事例のよ

うに、第一種指定電気通信事業者であるＮＴＴ

東・西とＮＴＴドコモとの連携が顕在化している

ことを踏まえると、現行の禁止行為規制の適用に

よる対処のみならず、ＮＴＴ東・西の特定関係事
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要請事項のように、禁止行為規制や特定関係事

業者制度等の公正競争要件の趣旨を担保する措

置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外

利用防止に必要なファイアーウォール措置等）

を予め整理しておく必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

業者にＮＴＴドコモも指定し、ＮＴＴ東・西との

間に厳格なファイアーウォールを設けるべきと考

えます。 

また、ＮＴＴファイナンスによるグループ統合

請求についても、電気通信事業法、ＮＴＴ法、累

次の公正競争要件等の趣旨を確保する観点から、

ＮＴＴファイナンスを介して第一種指定電気通信

事業者と密接に関係のある事業者が連携して反競

争的な行為を未然に防止するために一定の条件が

付与されたことを踏まえると、ＮＴＴファイナン

スもＮＴＴ東・西の特定関係事業者に指定すべき

と考えます。 

なお、ＮＴＴファイナンスによる統合請求の事

例のように、今後も関係会社等第三者を介したグ

ループ排他的連携が行われる可能性は否定できな

いことから、電気通信事業法、ＮＴＴ法、累次の

公正競争要件等の趣旨を予め確保しておく必要が

あると考えます。そのため、現行の非対称規制を

維持・強化することが肝要です。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＮＴＴファイナンス殿による通信サービス等料

金の請求・回収業務の実施にあたっては、総務省

からの「貴社が提供する電気通信役務の料金等に

係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管す

ること等に関して講ずべき措置について（要

請）」（総基事第３２号 平成２４年３月２３

日）を受け、必要な措置を報告し、これに従って

適切な業務運営を行っているとともに、本年７月

に総務省殿に対し報告した措置の内容をひきつづ

き徹底し、公正競争の確保について、厳正に対処
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していく考えであることから 更なる検証は不要

と考えます。 

また、当社は、法令等を遵守した事業活動に向

けた措置を既に講じていることから、特定関係事

業者の拡大は必要ないと考えます。 

むしろ、情報通信市場においては、固定と移動

の融合が急速に進展する中で、お客様の利便性の

高いサービスの提供に向け、各事業者が他の事業

者との協業も活用し、活発な事業展開を行ってい

るところであり、現に、例えば他社は、特定の事

業者の固定通信を利用した場合にスマートフォン

の月額料金を割り引くなど固定とモバイルを組み

合わせた新たなサービスを提供している一方で、

ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を前提とした指

定電気通信設備規制や禁止行為規制といった非対

称規制や、往時の競争環境を前提とした累次の公

正競争要件などが課せられており、これにより、

お客様の利便性の向上に対する要請に機動的かつ

柔軟に対応できないとなれば、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることとなります。 

したがって、すべての事業者のお客様が多様な

サービスの利便性を制約無く享受し、ブロードバ

ンドサービスの利活用の一層の促進を図る観点か

ら、現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤

廃または緩和していただきたいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「第一種指定電気通信事業者が関連している電

気通信事業者以外を活用したＮＴＴグループの連

携や業務統合に関係する事業者についても特定関

係事業者の対象とすべき」というご意見について
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は、連携や業務統合によって公正競争上の問題が

生じていることが明らかに認められる場合に、公

正競争を遵守するための措置を検討すべきと考え

ます。 

 そうした事象が生じていないにもかかわらず、

あらかじめ特定関係事業者の対象とすることや、

特定関係事業者の対象とすることを前提とした検

討を行うことは、低廉なユーザ料金の実現、様々

なビジネスパートナーとの幅広い提携・協業によ

るお客様サービスの充実、コスト削減といった当

社の創意工夫や改善努力を必要以上に制限するこ

とになります。本来このような取組みに対して、

規制は必要最小限であるべきであり、明らかに公

正競争を歪めるものでなければ、予め措置を講じ

ることは不要であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＫＤＤＩ殿ご意見の通り、ＮＴＴ東西殿と特に

密接な関係にあるＮＴＴドコモ殿は、「県域等子

会社におけるドコモ携帯電話販売」の事例に見ら

れるように、排他的な共同営業行為が発生しやす

い状況にあることから、特定関係事業者に指定す

べきと考えます。 

また、ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通

り、ＮＴＴグループは今後の市場環境の変化によ

り、新たな営業連携、業務統合施策を行うことが

想定されるため、新たな施策の実施が想定される

子会社、業務委託先を予め特定関係事業者に指定

することや、前回意見書にて当社が主張したよう

に、施策の実施が公になる前に公正競争要件の趣

旨を担保する措置(役員兼任・在籍出向の禁止、
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情報の目的外利用防止に必要なファイアーウォー

ル措置 等)を要請するといった対応(ルール)が

必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

（４） 業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４４ 再委託先についても監督対象とする

など業務委託先子会社等監督の運用を徹底

し、公正な競争環境を確保することが必要 

再意見４４ 考え方４４ 

■ 機能分離及び子会社監督規制の導入により、

これまで以上に接続関連情報が厳格に管理さ

れ、ＮＴＴ東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとＮＴ

Ｔ東・西の利用部門の手続きの同等性の担保、

さらには、子会社におけるＮＴＴ東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な

取り扱いの防止が徹底され、公正な競争環境が

保たれるようになったことは一定の効果があっ

たと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトル

ネック設備や顧客基盤を有するＮＴＴ東・西の

シェアはＦＴＴＨ契約者数においては７２．

５％（電気通信サービスの契約者数及びシェア

に関する四半期データ（平成２４年度第４四半

期（３月末）））と依然として高いシェアを有

しているため、機能分離や子会社監督規制の運

用を徹底し、公正な競争環境を確保することが

必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目につ

いて、機能分離及び子会社監督の実施にあたっ

■ 弊社共意見にて指摘させて頂いたとおり、

「ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置等報

告」のうち、「電気通信事業法第３１条第３項

の規定の遵守のために講じた措置及びその実施

状況に関する事項」を確認するところ、監督対

象子会社のほぼ全てが再委託を行っており、再

委託先において、潜脱行為が行われる恐れがあ

ると考えます。従って、再委託先についても、

監督対象とすべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ＮＴＴ西日本は、関係法令及びガイドライン

を遵守しているため、公正競争上問題は生じて

おらず、現行の規制は撤廃すべき旨、意見され

ておりますが、ＮＴＴ東・西は、加入光ファイ

バで７２．５％、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話で６２.

２％（「電気通信サービスの契約数及びシェア

に関する四半期データの公表（平成２４年度第

４四半期（３月末））」）のシェアを保持し、

固定通信市場において圧倒的な市場支配力を有

■ 業務委託先子会社等監督の運用についての

御意見については、考え方４５のとおり。 

 

■ 禁止行為に関する規程や公正競争マニュア

ルを公表すべきとの御意見については、考え

方４３中段において記載したとおり、総務省

において、ＮＴＴ東西からの報告書の中で禁

止行為等規制を始めとした公正競争環境を確

保するための措置について記載されているこ

とを確認しており、また、集合研修、e-ラー

ニングの内容についても上記措置を適正なも

のとするための取組となっていることを確認

している。 

これらの内容は公にすることにより、特定

の者の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあると認められる情報に該

当するものであると認められることから、公

表することは適切ではない。 

 

■ 禁止行為規制に関する考え方については、

考え方３０及び考え方３３のとおり。 
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て遵守すべき行為として具体的かつ詳細な項

目・指標が規定されておらず充分な検証とは言

えないため、総務省においては、ＮＴＴ東・西

に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがあることから再委託先

についても監督対象とすべき。 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがあることから禁止すべ

き。 

・再委託先についてもＮＴＴ東・西や子会社同

様、事業法等の規制を潜脱する恐れがあるこ

とから、研修や監査を義務付けるべき。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＜ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置等報

告について＞ 

ＮＴＴ東西殿が２０１３年６月２８日に総務

大臣殿に提出した、禁止行為規定遵守措置等報

告書については、昨年度と比して、各種規程等

の内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関

連情報を持ち出す場合の明確化等に加え、公表

範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価され

るべきと考えます。しかしながら、依然として

以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿に対する追加調査を実施した

うえで、問題が生じるおそれがあるものについ

している状況に変わりはないこと、過去、接続

情報の目的外利用が発生したことを踏まえる

と、ＮＴＴ東・西に対する現禁止行為規制等の

非対称規制は当然維持すべきと考えます。 

さらに、ＮＴＴドコモについても、モバイル

市場において約６，１５０万の加入者数（２０

１３年３月末時点）を有し、４０％以上の市場

シェアを長期に渡って維持していることを踏ま

えれば、ＮＴＴドコモに対する禁止行為規制適

用の必要性は変わりません。 

むしろ、そのような状況の中、市場支配力を

有するＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモが直接又は

間接的に連携すると、先述のように通信インフ

ラの市場の特殊性から、ＮＴＴ東・西、ＮＴＴ

ドコモのシェアがスパイラル的に上昇し、これ

まで一定程度機能してきた競争政策が無に帰す

ことになります。 

したがって、ＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモに

対する禁止行為規制等の非対称規制は引き続き

維持すべきです。 

なお、これまで取られた措置等にかかるＮＴ

Ｔ東・西からの報告は、先般意見した通り、以

下に列記するような課題が残っていると考えら

れるため、総務省においては、ＮＴＴ東・西に

対して厳格な調査、検証、及びそれに基づく是

正措置を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがあることから再委託先

についても監督対象とすべき。 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の
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ては、必要な措置を講じるべきと考えます。ま

た、現在当該報告書において非公表となってい

る情報については、すべてが経営情報にあたる

ものとは考えられないため、可能な限り公表す

る等その範囲について再度検討が必要と考えま

す。 

１. 電気通信事業法第３１条第３項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に関

する事項 

イ．(３) 

・監督対象子会社のほぼ全てが再委託とな

っており、潜脱行為が行われるおそれが

ある。 

ロ．(１) 

・禁止行為に関する規程や公正競争マニュ

アルは、その詳細な内容も含め、特定の

者の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるとはいえないに

も関わらず、実物のみならずその詳細な

内容の公開がなされていない。従って、

十分な研修内容になっているかの外部検

証性が十分に確保されていない。 

(２)   

・集合研修、e-ラーニング等の内容は、特

定の者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるとはいえな

いにも関わらず、研修教材の公開がなさ

れておらず、十分な研修内容になってい

るかの外部検証性が十分に確保されてい

ない。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

規制を潜脱する恐れがあることから禁止すべ

き。 

・再委託先についてもＮＴＴ東・西や子会社  

同様、事業法等の規制を潜脱する恐れがある

ことから、研修や監査を義務付けるべき。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 監督対象子会社との役員兼任が規制を潜脱す

るとの意見の趣旨は必ずしも明確ではありませ

んが、当社は、子会社への業務委託を通じて、

業務の効率化やコスト削減等を実現しており、

役員兼任は当該委託業務をＮＴＴ西日本として

責任を持って遂行するためのマネジメントの一

方策として実施しているものです。 

子会社への業務委託にあたっては、従来よ

り、他事業者情報・お客様情報の適切な取扱い

や目的外利用の禁止について業務委託契約に規

定する等、適切な措置を講じております。ま

た、電気通信事業法の改正を踏まえ、子会社に

おいて反競争的行為が行われる事が無いよう、

禁止行為防止に関する責任者の設置、覚書の締

結、社内規程の制定、社員研修や点検・監査の

実施等、子会社監督のための適切な措置を講じ

ております。 

支店等においては、設備部門の業務に加え、

設備部門以外の部門の業務を実施しており、当

該支店等の長は当該支店等の業務全般を統括す

る必要があります。なお、各支店等では、情報

管理責任者の設置、設備部門と他の部門の間で

の兼務の禁止（支店長を除く）・居室の分離、

研修の実施、システム利用権限の管理、接続関
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フトバンクモバイル） 

 

■ 運用状況における外部検証性の確保 

禁止行為規定報告書については、今年度よ

り、新たにラインシェアリング、ドライカッ

パ、情報開示の手続き等についての平均日数が

公表されており、競争事業者がボトルネック設

備利用の同等性の状況を把握する上で大変有意

義であると考えます。 

しかしながら、これらの情報はあくまで一部

であり、未だその大半が公表されていないこと

から、業務委託先子会社等監督、及び機能分離

の運用状況や実効性は、競争事業者にて把握出

来ない状況です。 

従って、透明性担保の観点から、総務省殿に

おいては、引き続き、禁止行為規定報告書の内

容の開示を可能な限り推進していただくこと

や、報告内容の検証結果を公表していただく必

要があると考えます。 

 

 ＮＴＴ東西殿に対しては、現状、業務委託先

子会社等の監督義務が課されているところでは

ありますが、２０１３年６月２８日付でＮＴＴ

東西殿より開示された、「禁止行為規定遵守措

置等報告書」（以下、禁止行為規定報告書）の

別添資料３によれば、実態として、大半の監督

対象子会社が業務の再委託を行っています。こ

れでは、再委託先や再々委託先を通じて排他的

な連携が行われることも懸念されるため、業務

委託先も含めて抑止する体制が必要と考えま

す。 

連情報の提供管理、委託先管理等の措置を講じ

ていることから、公正競争上の問題はございま

せん。 

 

 当社は、従来より電気通信事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守してきており、平成

２３年１１月３０日施行の改正事業法及び同法

施行規則についても、適切な措置を講じていま

す。また、総務省殿に報告した「禁止行為規定

遵守措置等報告書」（平成２４年６月２９日）

の措置内容については、総務省殿において検証

を行い、禁止行為規制に抵触または潜脱する行

為が行われることを防止するための一定の措置

が講じられていること、第一種指定電気通信設

備を当社が自ら利用する場合と他事業者が利用

する場合とで一定の同等性が確保されているこ

とを検証いただいている上、昨年度の措置内容

についても、検証いただいた措置と同等の措置

内容を平成２５年６月２８日に報告していると

ころであり、公正競争上の問題は特段生じてい

ないと考えております。 

なお、禁止行為規定報告書については、経営

上の秘密に属する情報等を除き公開されてお

り、検証の客観性は担保されていることから、

新たな措置を導入する必要はないと考えます。 

 

 当社は、監督対象子会社が当社からの受託業

務の再委託を行う場合は、再委託先の選定等に

ついて、当社の承諾を義務付けるなど、再委託

先を通じて反競争的行為が行われないための措

置を講じており、再委託先を監督対象に追加す
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従って、禁止行為規制については、ＮＴＴ東

西殿、及びＮＴＴドコモ殿本体に留まらず、県

域等子会社や業務委託先も含めて指定対象とす

ること並びに、制度的な抜け道を抑止するため

に実施主体に因らず禁止行為としての該当事例

の明確化を図ることが必要と考えます。 

（※１）電気通信サービスの契約数及びシェア

に関する四半期データの公表（平成２４年度第

４四半期（３月末）） 

（イー・アクセス） 

べき等の措置は必要無いと考えます。 

 また、委託先子会社に対する監督義務につい

ては、他の電気通信事業者に対する規制のバラ

ンスや資本関係を通じた指揮命令系統が存在し

ない場合の監督規制に関する実効性を総合的に

勘案し、私企業に対する規制を必要最低限のも

のとし、禁止行為規制の実効性を担保するとい

う観点から法制化されたものと認識しており、

その観点からも、現行以上に対象範囲を拡大す

る必要はないと考えます 

 

 研修については、公正競争確保、禁止行為防

止のための基本的知識、遵守すべきポイント等

を主な内容とし、具体的事例を含めて受講者の

能動的な理解を促進する形式となっているとと

もに、監督対象子会社において受託業務に従事

する全ての社員等に対して研修を実施している

ことから、監督対象子会社において公正競争条

件の遵守が徹底されるために十分な内容となっ

ております。 

マニュアルや研修教材については、当社の業

務に係る内容が記載されており、経営上の秘密

に属する情報であるため、公開は適切でないと

考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「監督対象子会社との役員兼任は、事業法等

の規制を潜脱する恐れがあることから禁止すべ

き」とのご意見については、禁止行為規定遵守

措置等報告書に記載しているとおり、当社は当

該子会社監督規定を遵守するため、監督対象子
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会社との間で禁止行為に関する合意書を締結

し、当該合意に基づき、禁止行為に関する規程

等をすべての監督対象子会社において制定させ

るとともに、当該規程に定めている措置を履行

しているかについて当社監査部門による監査を

行う等、監督対象子会社において禁止行為が行

われないよう適切に監督をしていることから、

監督対象子会社との役員兼任によって公正競争

上の問題が生じることはないものと考えます。 

むしろ、監督対象子会社との役員兼任によっ

て、改正電気通信事業法第３１条第３項に規定

されている子会社監督の実効性が高まるものと

考えます。 

 

 当社は、お客様利便の向上の観点から、本社

とは別に支店等を設置しております。支店等で

は設備部門の業務だけでなく、設備部門以外の

部門の業務も実施し、当該支店等の長は業務全

般を統括しておりますが、禁止行為規定遵守措

置等報告書に記載しているとおり、設備部門の

設置、接続関連情報の目的外利用の禁止等、適

切な措置を講じており、公正競争上の問題は特

段生じていないことから、更なる措置は不要と

考えます。 

 

 禁止行為規定遵守措置等報告書は、総務省に

より公表されており、改正電気通信事業法及び

同施行規則に基づき、当社が公正競争の確保の

ために取り組んでいる内容について、接続事業

者は確認できるものと考えます。 

なお、禁止行為に関する規程や公正競争マニ
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ュアルの内容、接続関連情報の適正な取扱い等

に関する規程等については、社内における規

程・ルール、社員教育等のノウハウ等を含むも

のであり、企業として経営上の秘密にあたるこ

と、また、当該内容については、総務省の求め

に応じて提出し、総務省において確認を実施し

ていることから、これを一般に公開する必要は

無いと考えます。 

 

 「監督対象子会社からの再委託に関して調

査、検証及び措置を講じるべき」、「再委託先

を監督対象に追加すべき」とのご意見について

は、子会社等に業務を委託する場合、当該委託

業務については当社がお客様への提供責任を負

うことから、委託先会社が業務を再委託する場

合においても、子会社を通じて当社が監督の義

務を負っています。 

 また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、監督対象子会社に対しては再委託

先の選定又は変更に際して当社の承諾を義務付

け、すべての委託契約について当該承諾を実施

していることから、既に現在の委託契約におい

て公正競争は遵守されているものと考えてお

り、更なる調査、検証及び措置並びに監督対象

への追加は不要と考えます。 

なお、改正電気通信事業法第３１条第３項の

趣旨は、ＮＴＴ東西の業務の大宗が委託されて

いるのが子会社であることから、ＮＴＴ東西が

議決権の過半数を有する子会社を対象として、

ＮＴＴ東西が「電気通信業務又はこれに付随す

る業務」を委託した子会社において禁止行為が
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行われないよう、適切な監督を義務付けられた

ものと理解しております。 

当該監督義務は、他の電気通信事業者に対す

る規制とのバランスや資本関係を通じた指揮命

令系統による監督規制の実効性を総合的に勘案

し、私企業に対する規制を必要最低限とすると

ともに、禁止行為規制の実効性を担保するとい

う観点から、法制化されたものと認識してお

り、現行以上に対象範囲を拡大する必要はない

と考えます。 

 

 禁止行為規定遵守措置等報告書に記載してい

るとおり、 「禁止行為に関する規程」の内容

は、以下の通りです。 

－電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵     

守 

－禁止行為管理者の配置 

－禁止行為管理者の責務（教育研修、事前確

認・事後点検の実施、再委託先の監督） 

－監督対象子会社における自社監査の実施 

－当社が行う監査への対応 

－是正措置（問題発生時の報告義務、是正指示

への対応） 

また、「公正競争マニュアル」の内容は、以

下の通りです。 

－電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵  

守 

－禁止行為を行わないために、業務運営上、留

意すべき具体的ポイントや解説等 

  なお、公正競争マニュアルについては、社員

等が常に参照できる状態にしています。 
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監督対象子会社において実施した研修の内容

は、「公正競争マニュアル」を踏まえ、公正競

争の確保及び禁止行為の防止のための基礎的知

識、遵守すべきポイント、具体的事例としてい

ます。当該事例については質問形式で回答する

ような要素を盛り込む等、受講者の理解が深ま

るような工夫をこらしたものとしています。当

該研修については、禁止行為規定遵守措置等報

告書に記載したとおり、監督対象子会社におい

て委託業務に従事する社員等のすべての研修対

象者に対して研修を実施させています。 

これらの規程・研修及び公正競争マニュアル

の内容の詳細については、社内における規程・

ルール、社員教育等のノウハウを含むものであ

り、企業として経営上の秘密にあたること、ま

た、当該内容については、総務省の求めに応じ

て提出し、総務省において確認を実施している

ことから、これを一般に公開する必要は無いと

考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、

禁止行為規定報告書の内容については、一部が

公表されておらず、競争事業者側からＮＴＴ東

西殿が実施した措置の適正性や実効性が把握出

来ない点があるため、報告書の内容は可能な限

り開示すると共に、総務省殿の検証結果につい

ても合わせて公表する必要があると考えます。 

なお、競争事業者がＮＴＴ東西殿の措置内容

の適正性や実効性を把握するに当たって、必要

な情報の開示が不十分な場合には、第三者機関
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による監査や総務省殿による立入調査を実施

し、結果を公表することも視野に入れるべきと

考えます。 

 

  ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、

「禁止行為規定遵守措置等報告書（以下、禁止

行為規定報告書）」の別添資料３を確認する限

り、大半の監督対象子会社が再委託を行ってい

ることから、監督対象外である再委託先等で反

競争的行為が行われる虞が否定出来ないため、

業務委託先子会社の再委託先も監督対象に含め

ることが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 意見４５ 「禁止行為規定遵守措置等報告書」

内の措置等により、ＮＴＴ東西の監督対象子

会社において禁止行為規制に係る問題は特段

生じていない。 

 再意見４５  考え方４５ 

■ 【禁止行為規制等について】 

・当社は、従来より電気通信事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守してきており、平

成２３年１１月３０日施行の改正事業法及び

同法施行規則についても、以下のとおり措置

を講じています。また、総務省殿に報告した

「禁止行為規定遵守措置等報告書」（平成２

４年６月２９日）の措置内容については、総

務省殿において検証を行い、禁止行為規制に

抵触または潜脱する行為が行われることを防

止するための一定の措置が講じられているこ

と、第一種指定電気通信設備を当社が自ら利

用する場合と他事業者が利用する場合とで一

■ これまで取られた措置等にかかるＮＴＴ東・

西からの報告は、先般意見した通り、以下に列

記するような課題が残っていると考えられるた

め、総務省においては、ＮＴＴ東・西に対して

厳格な調査、検証、及びそれに基づく是正措置

を着実に講じるべきです。 

○子会社監督関連 

・監督対象子会社による再委託は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがあることから再委託先

についても監督対象とすべき。 

・監督対象子会社との役員兼任は、事業法等の

規制を潜脱する恐れがあることから禁止すべ

き。 

■ 電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政

省令第２５号。以下「事業法施行規則」とい

う。）第２２条の８第２号イ（３）の規定に

より、一種指定事業者に対し、監督対象子会

社等における再委託の有無を総務大臣へ報告

することを義務付けており、総務省において

は、再委託の有無に応じ、例えば、当該子会

社等に対する委託契約の内容、再委託に係る

規定等の確認を通じて、当該子会社等に対す

る必要かつ適切な監督が行われているか否か

について検証し、必要に応じて措置を講ずる

ことが可能である。 

 この点、総務省は、事業法第３１条第７項

 １８４ 



定の同等性が確保されていることを検証いた

だいている上、昨年度の措置内容について

も、検証いただいた措置と同等の措置内容を

平成２５年６月２８日に報告しているところ

であり、公正競争上の問題は特段生じていな

いと考えております。 

（１）すべての監督対象子会社において禁止行

為に関する規程等を制定し、管理者の配

置、研修の実施、点検の実施等の措置を

実施。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

 

・再委託先についてもＮＴＴ東・西や子会社  

同様、事業法等の規制を潜脱する恐れがある

ことから、研修や監査を義務付けるべき。 

（ＫＤＤＩ） 

及び事業法施行規則第２２条の８の規定によ

り、昨年に引き続き、本年６月のＮＴＴ東西

からの報告等により、ＮＴＴ東西の監督対象

子会社等が再委託先の選定・変更を行うに当

たっては、禁止行為の禁止徹底の適正な管

理、運営ができることを要件としているとと

もに、ＮＴＴ東西の承諾を義務付けている

等、再委託先において禁止行為等規制に抵触

又は潜脱する行為が行われることを防止する

ための一定の措置が講じられていることを確

認しているところであり、監督対象子会社等

との役員兼任を禁止し、直ちに再委託先等を

監督対象に追加し、研修等を義務付けるまで

の必要性は認められない。 

 

（５） 機能分離の運用状況に関する検証 

意   見 再  意  見 考  え  方 

意見４６ 申込から開通までの期間の同等性、

設備構築情報等の内容や開示されるタイミン

グの同等性の検証を厳格に行うべき。 

 再意見４６  考え方４６ 

■ ＜利用部門と競争事業者とのリードタイム等

の同等性確保＞ 

２０１１年１１月に施行された改正電気通信

事業法において、ＮＴＴ東・西に対し機能分離

の実施や子会社等との一体経営への対応が措置

されました。 

しかしながら、機能分離の実施にあたって遵

守すべき行為について、接続事業者とＮＴＴ

東・西の利用部門との同等性を確保するための

検証項目や指標が充分とは言えないと考えま

す。 

■ ＫＤＤＩ殿、イー・アクセス殿の意見に賛同

します。コロケーションや中継ダークファイバ

の利用ルール、設備構築情報の扱い等について

も検証対象とするとともに、既に検証が行われ

ている項目であっても条件を変更した検証を実

施する等により、同等性が担保されているかを

検証し、その結果について公表すべきであると

考えます。 

 

 イー・アクセス殿ご指摘のとおり、仮に、ボ

トルネック設備に関して、ＮＴＴ東西殿利用部

■ ＩＣＴ政策タスクフォースの取りまとめ

（平成２２年１２月）において「アンバンド

ルされたボトルネック設備を自ら利用する場

合と他事業者が利用する場合との同等性が確

保されていることが必要である。」と提言さ

れたこと等を受け、これを実現することを目

的の一つとして、ブロードバンド普及促進の

ための「基本方針」（平成２２年１２月策

定）に従い、平成２３年５月に事業法、同年

１０月に事業法施行規則の改正が行われたと

ころである。 
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同等性の検証について、例えば、回答納期等

の手続きは平均日数を用い接続事業者とＮＴＴ

東・西利用部門との同等性を検証しているとこ

ろですが、回答までにかかる日数の分布状況や

エリア別等、多角的な視点から同等性の検証が

必要と考えます。また、手続き面のみならず開

通に必要な要員配置の同等性や設備構築情報等

開示される情報の内容やタイミングが同等か否

かといった運用面での同等性の検証も実施する

ことが必要と考えます。 

 

 機能分離及び子会社監督規制の導入により、

これまで以上に接続関連情報が厳格に管理さ

れ、ＮＴＴ東・西による接続関連情報を用いた

不正営業の防止や、競争事業者の手続きとＮＴ

Ｔ東・西の利用部門の手続きの同等性の担保、

さらには、子会社におけるＮＴＴ東・西から受

託した業務に係る情報の目的外利用や差別的な

取り扱いの防止が徹底され、公正な競争環境が

保たれるようになったことは一定の効果があっ

たと考えます。 

しかしながら、公社時代から継承するボトル

ネック設備や顧客基盤を有するＮＴＴ東・西の

シェアはＦＴＴＨ契約者数においては７２．

５％（電気通信サービスの契約者数及びシェア

に関する四半期データ（平成２４年度第４四半

期（３月末）））と依然として高いシェアを有

しているため、機能分離や子会社監督規制の運

用を徹底し、公正な競争環境を確保することが

必要と考えます。 

具体的には、以下に列挙するような項目につ

門と競争事業者の同等性が確保できていないと

認められた場合は、組織の在り方の見直しも含

めた議論を開始すべきであると考えます 

 

 ＫＤＤＩ殿ご指摘のとおり、機能分離の趣旨

であるＮＴＴ東西殿利用部門と接続事業者との

同等性の確保が確実に行われているかどうかに

ついては、ＮＴＴ東西殿自身の内部プロセスも

含めて同等性が担保される措置・仕組みを整備

した上で、検証方法や項目についても、改めて

検討を行う必要があると考えます。なお、検討

に当たっては、以下の項目についても、ＮＴＴ

東西殿利用部門と接続事業者との間において、

十分に同等性が確保されているべきか検証すべ

きであると考えます。 

・プロセスの同等性（リードタイム、手続き、

貸出条件、フォーマット等） 

・情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、

設備更改等） 

・システム連携の同等性（システム連携のイン

タフェース等） 等 

（略） 

なお、上記検証の結果、ＮＴＴ東西殿利用部

門と競争事業者の同等性が確保できていないと

認められた場合は、組織の在り方の見直しも含

めた議論を開始すべきであると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ ○同等性関連 

・申込から開通までの期間（及び開通要員の配

これらの改正により、事業法第３３条第４

項第３号の規定により自己の電気通信設備を

接続することとした場合の条件に比して不利

なものではなく、かつ、同項第４号及び同条

第９項の規定により他の電気通信事業者に対

し等しく同等に適用されることとなる接続約

款の規定等について、当該改正により事業法

第３１条第６項に基づき、一種指定事業者に

新たに設置されることとなる設備部門とその

他の部門との間における手続等もこれに準ず

るものであるか否かを監視することとされ

た。 

これに基づく監視の結果については、事業

法第３１条第７項及び事業法施行規則第２２

条の８の規定により、平成２４年６月及び平

成２５年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対

して、ＮＴＴ東西設備部門が他の電気通信事

業者との間において実施した手続の実施の経

緯及び当該手続に係る接続条件が接続約款等

の規定によるものであること並びにＮＴＴ東

西設備部門が設備部門以外の部門との間で実

施した手続の実施の経緯及び当該手続に係る

条件が接続約款等の規定に準ずるものである

ことを確認した旨の報告がなされており、総

務省においてこれを検証した結果、一種指定

設備をＮＴＴ東西が自ら利用する場合と接続

事業者が利用する場合とで一定の同等性が確

保されていると考えられる。 

総務省においては、ＮＴＴ東西から総務大

臣に毎年度報告される内容等に基づき、引き

続き厳格な検証を行っていく。 
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いて、機能分離及び子会社監督の実施にあたっ

て遵守すべき行為として具体的かつ詳細な項

目・指標が規定されておらず充分な検証とは言

えないため、総務省においては、ＮＴＴ東・西

に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（略） 

○同等性関連 

・申込から開通までの期間（及び開通要員の配

置）の同等性、アンバンドル機能の利用条件

の同等性等に関する利用部門と競争事業者の

データが、比較可能な形で公表されておら

ず、同等性が確保されているか判断ができな

いことから、ＮＴＴ東・西利用部門と接続事

業者とを比較した様々なデータを検証対象と

し、公表すべき。 

   現状、例えば、回答納期等の手続きについ

ては平均日数を用いて同等性を検証している

ところ、回答までにかかる日数の分布状況や

エリア別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用

ルールや設備構築情報の扱い、加入電話番号

ポータビリティの運用見直しに関する情報に

ついて、同等に情報開示がなされているの

か、判断できないことから、当該情報につい

ても検証の対象とすべき。 

また、総務省においては、ＮＴＴ東・西から

総務大臣に毎年度報告される禁止行為遵守措置

等報告書に基づき、第一種指定電気通信設備を

ＮＴＴ東・西利用部門と接続事業者が利用する

場合で一定の同等性が確保されているかの検証

置）の同等性、アンバンドル機能の利用条件

の同等性等に関する利用部門と競争事業者の

データが、比較可能な形で公表されておら

ず、同等性が確保されているか判断ができな

いことから、ＮＴＴ東・西利用部門と接続事

業者とを比較した様々なデータを検証対象と

し、公表すべき。 

現状、例えば、回答納期等の手続きについ

ては平均日数を用いて同等性を検証している

ところ、回答までにかかる日数の分布状況や

エリア別等多角的に同等性を検証すべき。 

・コロケーションや中継ダークファイバの利用

ルールや設備構築情報の扱い、加入電話番号

ポータビリティの運用見直しに関する情報に

ついて、同等に情報開示がなされているの

か、判断できないことから、当該情報につい

ても検証の対象とすべき。 

また、総務省においては、ＮＴＴ東・西から

総務大臣に毎年度報告される禁止行為遵守措置

等報告書に基づき、第一種指定電気通信設備を

ＮＴＴ東・西利用部門と接続事業者が利用する

場合で一定の同等性が確保されているかの検証

を行っているところですが、規制対象であるＮ

ＴＴ東・西自らの報告をベースに検証している

限り十分な透明性や外部検証性が確保できない

と考えます。そのため、第三者による監査を導

入し、内部の実態を正確に把握した厳格な検証

を実施すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

なお、「ブロードバンド普及促進のための

公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平

成２４年度）（案）に対する意見及びその考

え方」において、「同等性に係る情報につい

ては、ＮＴＴ東西又は接続事業者の経営情報

に該当しないものについては公開することと

してきたところであり、総務省においては、

適切な情報の公開の在り方について引き続き

検討する」との考え方を示していたところ、

平成２５年６月の報告よりＮＴＴ東西又は接

続事業者の経営情報に該当しないＡＤＳＬ等

の申込から回答までにかかる平均日数等につ

いて公表している。 
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を行っているところですが、規制対象であるＮ

ＴＴ東・西自らの報告をベースに検証している

限り十分な透明性や外部検証性が確保できない

と考えます。そのため、第三者による監査を導

入し、内部の実態を正確に把握した厳格な検証

を実施すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ＜ボトルネック設備利用の同等性＞ 

  機能分離の趣旨であるボトルネック設備の同

等性の確保のためには、「インプットの同等

性」についても合わせて確保する必要があると

考えます。インプットの同等性については、Ｎ

ＴＴ東西殿自身の内部プロセスに踏み込んで整

備する必要があるため、総務省殿においても後

述のＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置等報

告に加え、以下の項目についても、ＮＴＴ東西

殿利用部門と接続事業者との間において、十分

に同等性が確保されているべきか検証すべきで

あると考えます。 

・プロセスの同等性（リードタイム、手続き、

貸出条件、フォーマット等） 

・情報の同等性（顧客情報、敷設・工事計画、

設備更改等） 

・システムの同等性（システム連携のインタフ

ェース等）等 

 

 ＜ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置等報

告について＞ 

ＮＴＴ東西殿が２０１３年６月２８日に総務

大臣殿に提出した、禁止行為規定遵守措置等報

ドラインを遵守して事業活動を行っており、第

一種指定設備に係るアンバンドル化された機能

は当社利用部門（自社）、接続事業者（他社）

が公平に利用可能であり、電気通信事業法に定

められているとおり、設備構築情報の開示や、

接続に必要となる手続・条件については、接続

約款等に規定し、自社と他社を同等に取り扱っ

ております。 

具体的には、運用面において、納期回答及び

工事日予約等を、当社利用部門と接続事業者間

で同じ設備管理システム及び予約枠の中で実施

しているほか、情報開示においてはコロケーシ

ョンリソースや中継ダークファイバの空きがな

いビルで新たに空きが発生した場合には、速や

かに開示情報を更新するとともに、希望する事

業者にメール通知を行い、リソース管理や情報

開示を適切に実施するなど、当社利用部門と接

続事業者の同等性は確保されているものと考え

ます。 

当社は、上述の通り、自社と他社を同等に取

り扱っておりますが、改正電気通信事業法に則

り、事前手続を含めた接続事業者との間の手続

（他社手続）、及び、当社設備部門以外の部門

との間の手続（当社手続）に係る申込日、回答

日、工事完了日等の全データを記録・保存し、

監視部門により、双方の手続とも接続約款等の

規定によるものであること及び準ずるものであ

ることを確認し、総務省に報告しています。 

また、自社・他社の手続に係る工事完了まで

の平均日数等のリードタイム及び納期遵守率に

ついても総務省へ報告しており、各メニューと
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告書については、昨年度と比して、各種規程等

の内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関

連情報を持ち出す場合の明確化等に加え、公表

範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価され

るべきと考えます。しかしながら、依然として

以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿に対する追加調査を実施した

うえで、問題が生じるおそれがあるものについ

ては、必要な措置を講じるべきと考えます。ま

た、現在当該報告書において非公表となってい

る情報については、すべてが経営情報にあたる

ものとは考えられないため、可能な限り公表す

る等その範囲について再度検討が必要と考えま

す。 

１.（略） 

２. 電気通信事業法第３１条第５項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に関す

る事項 

イ．(１)、ニ（略） 

ト．及びチ(１) 

・本項目においては、「手続の実施の経緯及び

当該手続に係る接続の条件」等を求められて

いるのにも係らず、納期にのみ着目したもの

となっており、開示情報、手続き手順、使用

システム等が報告対象となっていないため、

インプットの同等性の検証には不十分であ

る。 

・納期については平均日数のみしか記載されて

おらず、異常値が検出された場合、平均値だ

も自社・他社が同等となっております。リード

タイム及び納期遵守率が同等であることは、接

続約款等に規定された手続・条件等について、

自社と他社が同等になっている証左であると考

えております。 

リードタイムの検証方法については、全体の

平均日数に差が生じておらず同等になっている

ものと考えており、これ以上新たな措置は不要

と考えます。 

また、各メニューに関する手続の平均日数等

は、当社及び当社から設備を借り受けている他

事業者にとって経営情報に当たるものであり、

基本的には公表すべきではないと考えます。ま

た、当該情報については、総務省に報告してお

り、総務省において検証できる状況になってい

ることから、更なる検証・措置は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は電気通信事業法等の法令及び各種ガイ

ドラインを遵守して事業活動を行っており、一

種指定設備に係るアンバンドル化された機能は

当社利用部門（自社）、接続事業者（他社）が

公平に利用可能であり、電気通信事業法に定め

られているとおり、設備構築情報の開示や、接

続に必要となる手続・条件については、接続約

款等に規定し、自社と他社を同等に取り扱って

おります。 

具体的には、運用面において、納期回答及び

工事日予約等を、当社利用部門と接続事業者間

で同じ設備管理システム及び予約枠の中で実施
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けでは比較が困難な場合も想定される。 （標

準偏差、最大値、最小値、中央値等の開示に

より、異常値の影響を排除することが可能と

考えられる。） 

・接続事業者が接続を実施する際は、通常「事

前相談」、「事前照会」や「事前調査」も必

要となることから、こうした事前手続も含め

た形で、期間、内容、拒否件数等の比較を行

わなければ、開通の同等性の検証はできない

（「事前相談」等は、個別のケースに応じて

その内容や回答までに要する期間が異なる

が、カテゴリ毎に分別する等により、一定程

度の検証性を持つものと考えられる。） 

・別添１０の加入ダークファイバ、ＤＳＬ、電

話等の比較において、ＮＴＴ東西殿の申込日

～回答日がすべて０日となっており、接続事

業者との納期と差異が認められることから、

利用システムや申請の手続、申請フォーマッ

ト等がＮＴＴ東西殿の利用部門と接続事業者

で異なり、同等性が確保できていないおそれ

がある。 

３.電気通信事業法第３１条第２項の規定の遵守

のために講じた措置及びその実施状況に関す

る事項 

イ．(１) 

・同等性確保の検証のためには、ＮＴＴ東西殿

の各部門における保有設備を明確にすべきで

あるが、公表されていない 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

しているほか、情報開示においてはコロケーシ

ョンリソースや中継ダークファイバの空きがな

いビルで新たに空きが発生した場合には、速や

かに開示情報を更新するとともに、希望する事

業者にメール通知を行い、リソース管理や情報

開示を適切に実施するなど、当社利用部門と接

続事業者の同等性は確保されているものと考え

ます。 

当社は、上述の通り、自社と他社を同等に取

り扱っておりますが、改正電気通信事業法に則

り、事前手続を含めた接続事業者との間の手続

（他社手続）、及び、当社設備部門以外の部門

との間の手続（当社手続）に係る申込日、回答

日、工事完了日等の全データを記録・保存し、

監視部門により、双方の手続とも接続約款等の

規定によるものであること及び準ずるものであ

ることを確認し、総務省に報告しています。 

また、自社・他社の手続に係る工事完了まで

の平均日数等のリードタイム及び納期遵守率に

ついても総務省へ報告しており、各メニューと

も自社・他社が同等となっております。リード

タイム及び納期遵守率が同等であることは、接

続約款等に規定された手続・条件等について、

自社と他社が同等になっている証左であると考

えております。 

リードタイムの検証方法については、全体の

平均日数に差が生じておらず同等になっている

ものと考えており、これ以上新たな措置は不要

と考えます。 

また、各メニューに関する手続の平均日数等

は、当社及び当社から設備を借り受けている他
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■ リードタイムの同等性の検証 

  禁止行為規定報告書別添資料９－２の「①申

込日～回答日」の平均日数を確認すると、ライ

ンシェアリング、ドライカッパ（ＤＳＬ、電

話）が１日であるのに対して、フレッツ・ＡＤ

ＳＬ（利用回線型、契約者回線型）、加入電

話・ＩＮＳネット６４は０日となっておりま

す。 

  これは、接続事業者が利用する機能とＮＴＴ

東西殿の利用する機能にて、リードタイムの同

等性が担保出来ていない可能性があるため、総

務省殿は本事例の原因等について、厳格な検証

を行う必要があると考えます。 

  加えて、禁止行為規定報告書別添資料１０の

納期遵守率については、例えば、ＮＴＴ西殿の

「光回線設備等に係る情報の提供（光回線設備

の伝送損失及び経過年数調査）」のように５

０％に留まるものも存在するため、遵守率が低

い機能についても原因等の調査が必要と考えま

す。 

  なお、上記の検証の結果や、本意見書のボト

ルネック設備利用に係る各社意見の内容を踏ま

えて、現行の体制に課題があると認められた場

合は、同等性を図るための更なる措置（例え

ば、システムの物理的分離等）の実施を検討す

べきと考えます。 

（イー・アクセス） 

事業者にとって経営情報に当たるものであり、

基本的には公表すべきではないと考えます。ま

た、当該情報については、総務省に報告してお

り、総務省において検証できる状況になってい

ることから、更なる検証・措置は不要と考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ 各社ご意見の通り、ボトルネック設備の同等

性を確保するためには、現行の機能分離措置で

主に対処されている「ファイアーウォールの構

築」に加えて、「インプットの同等性」も確保

する必要があることから、包括的検証の場で

は、これまでの各社意見を踏まえ、現行の機能

分離に加えて、リードタイムの同等性やシステ

ムの同等性（手続き、開発コスト）を担保する

ための措置を導入することを検討すべきと考え

ます。 

  なお、リードタイムの同等性の検証について

は、接続約款上の納期が遵守されていても、納

期の範囲内で同等性が担保されないことも懸念

されるため、ＫＤＤＩ殿ご意見の通り、納期の

平均日数に留まらず、日数の分布、エリア毎の

数値等も含めた多角的な検証が必要と考えま

す。 

 

 ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、

禁止行為規定報告書の内容については、一部が

公表されておらず、競争事業者側からＮＴＴ東

西殿が実施した措置の適正性や実効性が把握出

来ない点があるため、報告書の内容は可能な限
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り開示すると共に、総務省殿の検証結果につい

ても合わせて公表する必要があると考えます。 

なお、競争事業者がＮＴＴ東西殿の措置内容

の適正性や実効性を把握するに当たって、必要

な情報の開示が不十分な場合には、第三者機関

による監査や総務省殿による立入調査を実施

し、結果を公表することも視野に入れるべきと

考えます。 

（イー・アクセス） 

意見４７ 機能分離の検証が不十分であると考

えられるため、禁止行為規制遵守措置等報告

書を可能な限り公表して外部検証性を確保す

る等必要な措置を講じるべき。 

 再意見４７  考え方４７ 

■ ＜ＮＴＴ東西殿の禁止行為規定遵守措置等報

告について＞ 

ＮＴＴ東西殿が２０１３年６月２８日に総務

大臣殿に提出した、禁止行為規定遵守措置等報

告書については、昨年度と比して、各種規程等

の内容の充実化、教育研修対象の拡大、接続関

連情報を持ち出す場合の明確化等に加え、公表

範囲も一部拡大して頂きました。こうした変更

は公正競争確保に資するものであり、評価され

るべきと考えます。しかしながら、依然として

以下の点については問題点が認められます。 

従って、総務大臣殿は、当該問題点を踏ま

え、ＮＴＴ東西殿に対する追加調査を実施した

うえで、問題が生じるおそれがあるものについ

ては、必要な措置を講じるべきと考えます。ま

た、現在当該報告書において非公表となってい

る情報については、すべてが経営情報にあたる

■ 設備部門は、本社組織として設備本部（ネッ

トワーク部、サービスマネジメント部、相互接

続推進部）があり、別添資料の組織図のとお

り、設備部門以外の部門から独立した組織とし

ています。 また、支店等組織として地域事業本

部及び支店の設備部があります。地域事業本部

の内部組織の基本構成は企画部、設備部、営業

部、支店の内部組織の基本構成は企画部、総務

部、設備部、営業部、法人営業部であり、設備

部門である設備部は、設備部門以外の部門から

独立した組織としています。 

上述した設備部門の組織については、従来

「第一種指定電気通信設備（これと一体として

設置される電気通信設備を含む）の設置、管理

及び運営並びにこれらに付随する業務」を実施

しているところであり、改正電気通信事業法の

施行に伴い組織の変更は実施しておりません。 

■ 事業法第３１条第５項の規定の遵守のため

にＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況

については、同条第７項及び事業法施行規則

第２２条の８の規定により、平成２４年６月

にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具

体的な内容が報告されており、総務省におい

ては、報告された事項のうち、公にすること

により、特定の者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認めら

れる情報を除き、全てを公表しているところ

であり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措

置についての外部からの客観的な検証可能性

を担保している。 

 

■ ＮＴＴ東西の設備部門及び監視部門につい

ては、総務省において、ＮＴＴ東西からの報

告及び日本電信電話株式会社等に関する法律
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ものとは考えられないため、可能な限り公表す

る等その範囲について再度検討が必要と考えま

す。 

（略） 

２. 電気通信事業法第３１条第５項の規定の遵

守のために講じた措置及びその実施状況に関

する事項 

イ．(１) 

・本来であれば、昨年の時点で公開されて

いるべきであるが、機能分離導入前後で

どのように部門変更があったのか不明で

あり、十分な対処になっているか確認不

能。 

二． 

・具体的にどのようなファイアウォールを

置いているかを確認するための「接続関

連情報の適正な取扱い等に関する規程」

は、項目のみの公開にとどまっており、

接続関連情報の入手、利用、提供その他

の接続関連情報の取扱いについてこれを

適正なものとするために十分な内容にな

っているかの外部検証性が十分に確保さ

れていない。 

（規程原本を公開した場合、内容の一部

を黒塗りにせざる得ない箇所がある可能

性は否定できないが、その全てが「特定

の者の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがある」ものではな

いと考える。） 

ト．及びチ(１) 

・本項目においては、「手続の実施の経緯及

  なお、平成２４年６月に組織見直しを行った

旨、禁止行為規定報告書に記載していますが、

既存の設備部門組織を設備本部の内部組織とし

たものであり、機能分離に影響が生じるもので

はございません。 

別添資料 

「ＮＴＴ西日本の組織図（平成２５年７月１日

現在）」 

 

本組織図は、当社公式ホームページ上に掲載 

http://www.ntt-

west.co.jp/corporate/about/sosikizu.html 

 

ファイアーウォールについては、情報管理責

任者の設置、設備部門と他の部門の間での兼務

の禁止・居室の分離、研修の実施、システム利

用権限の管理、接続関連情報の提供管理、委託

先管理等の措置を講じており、報告書に記載し

ております。 

施行規則（昭和６０年郵政省令第２３号。以

下「ＮＴＴ法施行規則」という。）第１４条

の規定に基づき届け出られたＮＴＴ東西の組

織規程により、それぞれ他の組織から独立し

て置かれており、公正競争環境を確保するた

めの措置を行っていることを確認している。 

なお、ＮＴＴ東西の組織体系は、禁止行為

規制遵守措置等報告書において公表している

組織図のとおりである。 

 

■ 接続関連情報を設備部門の居室外に持ち出

すことについて、総務省は、ＮＴＴ東西から

の報告等により、接続関連情報を居室外に持

ち出すのは、相互接続に係る業務において必

要となる他事業者と取り交わす契約書等を郵

送する場合のほか、設備部門において他事業

者との協議を行う場合、設備部門間での会議

を行う場合等、真に必要と認められる場合に

限定し、接続関連情報を居室外に持ち出すに

当たって管理責任者の承認が必要とされてい

ることを確認している。 

 また、これらを含む接続関連情報の管理に

ついて、総務省は、設備部門による自主点

検、ＮＴＴ東西それぞれの「電気通信業務又

はこれに付随する業務」を実施している当事

者とは別の組織による書面及び実地による監

査が実施されている等、接続関連情報を適正

に管理するための一定の措置が講じられてい

ることを確認している。 

 

■ 事業法施行規則第２２条の７第６号の規定
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び当該手続に係る接続の条件」等を求めら

れているのにも係らず、納期にのみ着目し

たものとなっており、開示情報、手続き手

順、使用システム等が報告対象となってい

ないため、インプットの同等性の検証には

不十分である。 

・納期については平均日数のみしか記載され

ておらず、異常値が検出された場合、平均

値だけでは比較が困難な場合も想定され

る。 

（標準偏差、最大値、最小値、中央値等の

開示により、異常値の影響を排除すること

が可能と考えられる。） 

・接続事業者が接続を実施する際は、通常

「事前相談」、「事前照会」や「事前調

査」も必要となることから、こうした事前

手続も含めた形で、期間、内容、拒否件数

等の比較を行わなければ、開通の同等性の

検証はできない（「事前相談」等は、個別

のケースに応じてその内容や回答までに要

する期間が異なるが、カテゴリ毎に分別す

る等により、一定程度の検証性を持つもの

と考えられる。） 

・別添１０の加入ダークファイバ、DSL、電話

等の比較において、ＮＴＴ東西殿の申込日

～回答日がすべて０日となっており、接続

事業者との納期と差異が認められることか

ら、利用システムや申請の手続、申請フォ

ーマット等がＮＴＴ東西殿の利用部門と接

続事業者で異なり、同等性が確保できてい

ないおそれがある。 

規程については、毎年度総務大臣に報告する

こととされており、総務省殿において検証可能

となっていることや、主な内容を以下のとおり

報告書に記載していることから、接続関連情報

の取扱いについての措置の妥当性の判断は可能

であると考えます。 

ⅰ設備部門の範囲 

ⅱ接続関連情報の目的外利用の禁止等 

・社員等の目的外利用の禁止 

・目的外に他の組織の社員等への承認のない

提供の禁止 

・委託先への不適正な接続関連情報の提供禁

止及び委託先において不適正に流用されな

いよう指導すること 

・社外他者への提供の禁止 

ⅲ接続関連情報を管理するシステムの利用権限

の制限、接続関連情報を入手した社員等及び

入手日時等の保存 

ⅳ設備部門と設備部門以外の部門との間での兼

職禁止 

ⅴ情報管理の体制 

・設備部門における接続関連情報の適正な管

理の全社的統括管理責任者として｢他事業者

情報管理責任者｣を置くこと 

・組織ごとに当該組織の情報管理に責任を有

する「情報管理責任者」をはじめ「他事業

者情報適正利用監督者」「他事業者情報適

正利用推進者」を置くこと 

ⅵ他事業者情報管理責任者の責務 

・設備部門の居室と設備部門以外の部門の居

室の分離 

によりＮＴＴ東西が作成しているそれぞれの

規程は、公にすることにより、特定の者の権

利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあると認められる情報に該当するも

のであると認められることから、これらを公

表することは適切ではない。 

 なお、上述の規程については、総務省にお

いてその内容を視認しており、接続関連情報

の入手、利用、提供その他の接続関連情報の

取扱いについてこれを適正なものとするため

の一定の措置が講じられていることを確認し

ている。 

 おって、総務省は、ＮＴＴ東西からの報告

に記載されている上述の規程についての具体

的な内容の全てを公表しているところであ

り、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措置に

ついての外部からの客観的な検証可能性を担

保している。 

 

■ ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が

徹底されない場合には、接続関連情報の目的

外利用が行われ、公正競争環境を阻害するお

それがあることから、当該措置の徹底につい

て、その状況を注視していくとともに、ＮＴ

Ｔ東西から総務大臣に毎年度報告される内容

等に基づき、引き続き厳格な検証を行ってい

く。 
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

・接続関連情報の適正な利用に関する研修の

実施 

・接続関連情報の管理の用に供するシステム

の利用権限の管理 

・社員等の指導・監督及びその取扱い状況の

点検 

・委託先の適切な指導に関する社員等への指

導・監督 

ⅶ接続関連情報の抽出規制 

・顧客情報システムにより、接続関連情報の

承認のない抽出の禁止 

ⅷ是正措置等 

・接続関連情報の取扱いについて、違反その

他の問題を発見したときは、速やかに対処

すること。 

（なお、接続業務の実施状況の監視に関する

規程に基づき、監視部門にその事実及び対

処等を速やかに報告のこと） 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したと

おり、電気通信事業法施行規則第２２条の７第

１号に定める設備部門は、ネットワーク事業推

進本部、相互接続推進部、東北復興推進室、及

び、支店の設備部としています。別添資料に示

す組織図のとおり、ＮＴＴ東日本本社において

は、それ以外にコンシューマ事業推進本部、ビ

ジネス＆オフィス事業推進本部、及び、その他

１２室部があり、これら設備部門以外の部門と

設備部門は独立した組織となっています。ま

た、支店においては、内部組織の基本構成は、
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企画総務部、営業企画部、法人営業部、設備部

となっており、設備部門である支店の設備部は

設備部門以外の部門と独立した組織となってい

ます（※）。 

上述した設備部門の組織については、従来

「第一種指定電気通信設備（これと一体として

設置される電気通信設備を含む）の設置、管理

及び運営並びにこれらに付随する業務」を実施

していることから、改正電気通信事業法の施行

に伴い組織の変更は実施しておらず、当該組織

を設備部門として明確化したものです。 

当社は、実施計画（平成２２年３月２日）に

基づくとともに、電気通信事業法の改正（平成

２３年１１月３０日施行）を踏まえ、抜本的な

システム対応をはじめとして、顧客情報管理シ

ステムへの適正なアクセス権限の設定、社内規

程・委託契約の整備や運用ルールの見直し、監

査・監督体制の強化等を通じ、情報セキュリテ

ィ及び法令遵守の徹底を図っております。 

また、禁止行為規定遵守措置等報告書に記載

したとおり、設備部門から独立した監視部門が

設備部門の体制、設備部門と設備部門以外の部

門との間での兼務の禁止、設備部門と設備部門

以外の部門の居室の分離等の管理の項目ごとの

遵守状況について、当社監視部門が書面及び実

地による確認等を実施し、問題ないことを確認

しており、また、総務省においても報告書の内

容を確認していることから、更なる措置は不要

と考えます。 

（※）平成２５年３月３１日現在 

別添資料「設備部門の組織」 
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 「接続関連情報の適切な取扱い等に関する規

程」の内容は、禁止行為規定遵守措置等報告書

の「２．電気通信事業法第３１条第５項の規定

の遵守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 二．施行規則第２２条の７第６号の

規定により作成した規程」に記載しており、 

（１）設備部門の範囲 

（２）接続関連情報の目的外利用の禁止 

（３）設備部門と設備部門以外の部門との間で

の兼務禁止 

（４）設備部門の体制 

－設備部門における接続関連情報の適正

な管理の責任者として｢情報管理責任

者｣を置き、設備部門の長がこれをつと

めること 

－｢情報管理責任者｣を補佐する役割とし

て「接続関連情報適正利用管理者」及

び「接続関連情報適正利用補助者」を
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設備部門を構成する組織ごとに置くこ

と 

（５）情報管理責任者の責務 

－設備部門の居室と設備部門以外の部門

の居室の分離 

－設備部門の業務に従事する全ての社員

等に対して、本規程の遵守のために必

要な研修の実施 

－接続関連情報の管理の用に供するシス

テムの利用権限の管理、接続関連情報

を入手した者を識別することができる

情報及び入手日時等の保存 

－承認のない接続関連情報の抽出禁止 

－承認のない接続関連情報の持ち出し禁  

止 

－接続関連情報の持ち出し管理 

－委託契約における守秘義務等の規定や

委託先における接続関連情報の取扱い状

況の点検実施等、委託先の管理の実施 

－接続関連情報の適正な取扱い状況の点検 

－監視部門が行う書面若しくは実地による

監視への協力 

（６）同等性の確保 

（７）規程違反時の報告 

－接続関連情報の取扱いについて、違反

その他の問題を発見したときは、速や

かに監視部門にその事実及び対処等を

報告 

（８）監視部門の責務等 

（９）監視部門の勧告に基づく是正義務 

としています。 
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接続関連情報の適正な取扱い等に関する規程

には当社の業務ノウハウを含めた情報が含まれ

ており、企業として経営上の秘密にあたるこ

と、また、本規程及び管理の内容は、毎年総務

大臣に報告しており、総務省において検証を実

施するとともに、その主な内容が公表され、外

部から客観的な検証可能性が担保できる状況に

なっていることから、これを開示する必要はな

いと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見４８ 社内体制関連に係る情報の公開、第

三者による監査が不十分である。 

 再意見４８  考え方４８ 

■ 社内体制関連 

・制定された公正競争等に係るマニュアルや実

施された教育研修の内容については、公開さ

れていないため、内容が事業法等の趣旨に沿

っているのか、また検証が厳格であったのか

判断できないことから公表すべき。 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明

であり、検証結果の妥当性が不明瞭であるこ

とから、第三者による監査を義務付けるべ

き。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、

書面のみならず、立ち入り検査等も実施すべ

き。 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程

が全て「経営上の秘密等の観点から非公表」

ということでは、競争事業者では措置の妥当

性の判断ができないことから、NDA を結ぶ等の

措置を講じるなどして開示すべき。 

■ 弊社共意見にて指摘させて頂いたとおり、禁

止行為に関する規程や公正競争マニュアルは、

実物のみならずその詳細な内容が公開されてい

ません。従って、十分な研修内容になっている

かの外部検証性を確保した上で、その内容等に

ついても公表すべきと考えます。 

 

 ＫＤＤＩ殿の意見に賛同します。そもそも機

能分離は、監査部門自体の信頼性・中立性を担

保することが困難であり、その妥当性が不透明

であるため、独立性を担保した第三者による客

観的な検証を行う仕組みが必要と考えます。 

 

 昨年度と比較し、禁止行為規定遵守措置等報

告書の公表範囲が一部拡大したことについて

は、公正競争確保に資するものであり、評価さ

れるものの、今年度非公表となっている全てが

経営情報にあたるものとは考えられないため、

■ 公正競争マニュアル、教育研修の内容及び

接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程

を公開すべきとの御意見については、考え方

５０中段のとおり。 

 

■ 監査部門はではない独立性を担保した第三

者による監査をすべきとの御意見について

は、考え方４７前段のとおり、他の組織から

独立して置かれており、公正競争環境を確保

するための措置を行っていることを確認して

いるところである。 

  

■ 支店長の設備部門以外の部門の兼務に関す

る御意見ついては、考え方５０のとおり。 
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・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能と

なっているが、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから、兼任は禁止すべき。 

（ＫＤＤＩ） 

 

 

可能な限り公表する等その範囲について再度検

討が必要と考えます。 

 

 通常、支店長は特定地区において、その業務

を一元的に管理・統括する立場にあります。Ｋ

ＤＤＩ殿ご指摘のとおり、設備部門と利用部門

における支店長の兼任は、それぞれの部門の目

的を達成するため、接続業務に関して知り得た

情報等について、目的外に利用する恐れがある

ため、明確に禁止すべきです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 支店等においては、設備部門の業務に加え、

設備部門以外の部門の業務を実施しており、当

該支店等の長は当該支店等の業務全般を統括す

る必要があります。なお、各支店等では、情報

管理責任者の設置、設備部門と他の部門の間で

の兼務の禁止（支店長を除く）・居室の分離、

研修の実施、システム利用権限の管理、接続関

連情報の提供管理、委託先管理等の措置を講じ

ていることから、公正競争上の問題はございま

せん。 

 

 点検・監査については、書面、実地の手法を組

み合わせて実施しており、網羅性、客観性等に

配意した、公正競争条件の遵守状況のチェック

に十分な内容となっております。 

監査については、第一種指定電気通信設備の

設置・管理・運営の業務を行う組織や当社のサ

ービスを販売する業務を行う組織等とは別であ
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って、専ら監査業務を実施する専任の部署によ

り実施しており、その客観性は担保されている

ことから、第三者による調査等新たな措置は必

要ないと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は、お客様利便の向上の観点から、本社

とは別に支店等を設置しております。支店等で

は設備部門の業務だけでなく、設備部門以外の

部門の業務も実施し、当該支店等の長は業務全

般を統括しておりますが、禁止行為規定遵守措

置等報告書に記載しているとおり、設備部門の

設置、接続関連情報の目的外利用の禁止等、適

切な措置を講じており、公正競争上の問題は特

段生じていないことから、更なる措置は不要と

考えます。 

 

 禁止行為規定遵守措置等報告書に記載したと

おり、監督対象子会社に関する監査について

は、それぞれの監督対象子会社の監査部門によ

る監査、当社の監査部門（業務監査室）による

監査の二つを実施しており、当社の「電気通信

業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務

を実施している当事者以外の専ら業務監査を実

施している組織により、監査を実施していま

す。 

また、当該監査は、監査部門がリスク・マネ

ジメントやガバナンスの有効性について評価す

る観点から監査対象や方法を定め、書面及び実

地（立ち入り）による監査を行っていることか

ら、公正競争を遵守する上で必要な監査体制は
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確保されており、総務省においても当該措置の

徹底について、その状況を注視していくととも

に、当社から毎年度報告する禁止行為規定遵守

措置等報告書に基づき、引き続き厳格な検証を

行っていくこととしており、更なる調査、検証

及び措置は不要と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見４９ 機能分離の方針について、改めて議

論が必要。 

再意見４９ 考え方４９ 

■ 機能分離は、ブロードバンドの普及とその利

活用を促進するための手段であったはずです。

しかし、NGN 上でのブロードバンド利活用は、前

項にも示したように必ずしも順調には進んでお

らず、以前の「ひかりの道」議論で得られた

「機能分離」の方針も含めて、改めて議論が必

要と考えます。 

（テレコムサービス協会） 

 

■ 具体的には、以下に列挙するような項目につ

いて、機能分離及び子会社監督の実施にあたっ

て遵守すべき行為として具体的かつ詳細な項

目・指標が規定されておらず充分な検証とは言

えないため、総務省においては、ＮＴＴ東・西

に対して厳格な調査、検証を実施し、それらに

基づく是正措置を着実に講じるべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 上記の検証の結果や、本意見書のボトルネッ

ク設備利用に係る各社意見の内容を踏まえて、

現行の体制に課題があると認められた場合は、

■ ＮＴＴ東西殿のアンバンドルのインセンティ

ブを確保するためには、構造分離等についても

視野に入れた上、議論を推進すべきです。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ 左記の３社のご意見に賛同します。 

いずれも、競争事業者の目から見て、これま

での「機能分離」およびその検証過程が十分で

はないとの指摘と考えます。また、以前の「光

の道」の議論の際には、「機能分離」は目的で

はなく、ブロードバンドの利活用を促進するた

めの手段であったはずです。その点から見て

も、前項でも指摘したように、現状では最新の

ネットワークであるＮＧＮを十分に利活用した

サービスが提供されている環境にはなっていま

せん。 

また、昨年度も競争事業者から同様の意見が

出されていたにもかかわらず、状況はほとんど

変わっておりません。したがって、現在の「機

能分離」が当初の目的を果たせないのは明らか

と考えます。ブロードバンドのさらなる利活用

■ 機能分離の方針については、ＩＣＴ政策タ

スクフォースの取りまとめにおいて、サービ

ス競争の促進の観点からは、資本分離や構造

分離も考え得るが、株主への影響や実現のた

めの時間やコスト、設備競争への影響等の観

点を総合的に判断すると、ＮＴＴ東西のボト

ルネック設備保有部門について速やかに機能

分離を行うことが、現時点においては最も現

実的かつ効果的であるとの考え方が示された

ところである。 

  その上で機能分離の有効性・適正性に関し

ては、平成２３年の改正事業法施行後、同法

第３１条第３項の規定の遵守のためにＮＴＴ

東西が講じた措置及びその実施状況につい

て、同条第７項及び事業法施行規則第２２条

の８の規定によりこれまで二度にわたって報

告を受け、総務省として確認を行っていると

ころである。また、当該報告を公表すること

で、外部による検証可能性を担保していると

ころである。 

  これらを踏まえつつ、２０１４年を目途と
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同等性を図るための更なる措置（例えば、シス

テムの物理的分離等）の実施を検討すべきと考

えます。 

（イー・アクセス） 

の促進を目指して、早急に新たな枠組みによる

検討を開始するべきと考えます。 

（テレコムサービス協会） 

して実施する「競争政策の見直し」におい

て、公正競争環境が十分に確保されていない

と認められる場合には、ボトルネック設備の

更なるオープン化や、構造分離・資本分離を

含めたファイアウォール規制の強化など、公

正競争環境を整備するための更なる措置につ

いても検討を行うこととしているところであ

る。 

 意見５０ 「禁止行為規定遵守措置等報告書」

内の措置等により、ＮＴＴ東西の接続関連情

報等の取扱に係る問題は特段生じていない。 

 再意見５０  考え方５０  

■ 【禁止行為規制等について】 

・当社は、従来より電気通信事業法等の法令及

び各種ガイドラインを遵守してきており、平

成２３年１１月３０日施行の改正事業法及び

同法施行規則についても、以下のとおり措置

を講じています。また、総務省殿に報告した

「禁止行為規定遵守措置等報告書」（平成２

４年６月２９日）の措置内容については、総

務省殿において検証を行い、禁止行為規制に

抵触または潜脱する行為が行われることを防

止するための一定の措置が講じられているこ

と、第一種指定電気通信設備を当社が自ら利

用する場合と他事業者が利用する場合とで一

定の同等性が確保されていることを検証いた

だいている上、昨年度の措置内容について

も、検証いただいた措置と同等の措置内容を

平成２５年６月２８日に報告しているところ

であり、公正競争上の問題は特段生じていな

いと考えております。 

■ 社内体制関連 

・制定された公正競争等に係るマニュアルや実

施された教育研修の内容については、公開さ

れていないため、内容が事業法等の趣旨に沿

っているのか、また検証が厳格であったのか

判断できないことから公表すべき。 

・監査部門は、被監査部門からの独立性が不明

であり、検証結果の妥当性が不明瞭であるこ

とから、第三者による監査を義務付けるべ

き。 

・監査にあたっては、実効性を担保するため、

書面のみならず、立ち入り検査等も実施すべ

き。 

・接続関連情報の適切な取扱い等に関する規程

が全て「経営上の秘密等の観点から非公表」

ということでは、競争事業者では措置の妥当

性の判断ができないことから、NDA を結ぶ等

の措置を講じるなどして開示すべき。 

・支店長は設備部門と利用部門の兼任が可能と

■ 公正競争マニュアル、教育研修の内容や接

続関連情報の適切な取扱い等に関する規程に

ついて公表すべきとの御意見については、事

業法第３１条第３項の規定の遵守のためにＮ

ＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況につ

いては、同条第７項及び事業法施行規則第２

２条の８の規定により、昨年に引き続き、本

年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、

その具体的な内容が報告されており、総務省

においては、報告された事項のうち、公にす

ることにより、特定の者の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあると

認められる情報を除き、全てを公表している

ところであり、これにより、ＮＴＴ東西が講

じた措置についての外部からの客観的な検証

可能性を担保している。 

 

■ 公正競争マニュアル及び研修教材等の検証

に関する御意見については、総務省におい
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（略） 

（２）接続関連情報等の取り扱いに関する体制

の整備等を実施。 

・設備部門の設置、並びに、兼務の禁止、

及び、居室の分離。 

・接続関連情報を有するシステムにおける

利用権限の管理、ログの記録・保存。 

・接続関連情報の取扱いに関する規程の制

定、研修の実施。 

・当社設備部門が第一種指定電気通信設備

と他事業者の設備の接続のために実施し

た手続の実施の経緯等の記録・保存及び

当社設備部門が第一種指定電気通信設備

を用いた電気通信役務を提供するために

当社設備部門以外の部門との間で実施し

た手続の実施の経緯等の記録・保存。 

・設備部門とは独立した監視部門による、

他事業者との間において記録された手続

の実施の経緯等が接続約款等の規定によ

るものであること、及び、当社設備部門

以外の部門の間において記録された手続

の実施の経緯等が接続約款等の規定に準

ずるものであることの確認。 

・設備部門とは独立した監視部門による、

設備部門における接続関連情報の取扱い

に問題がないことの確認。 

                     等 

（ＮＴＴ西日本） 

なっているが、事業法等の規制を潜脱する恐

れがあることから、兼任は禁止すべき。 

（ＫＤＤＩ） 

 

て、ＮＴＴ東西からの報告書に記載された事

項を踏まえ、マニュアル及び研修教材等を視

認しており、監督対象子会社等によって禁止

行為等規制に抵触又は潜脱する行為が行われ

ることを防止するための一定の措置が講じら

れていることを確認している。 

 

■ 監督対象子会社等に対する監査に関する御

意見については、総務省において、ＮＴＴ東

西からの報告書や監査部門による監査結果等

に基づき、監督対象子会社による事前確認及

び自主点検が行われていること、監督対象子

会社等及びＮＴＴ東西において、「電気通信

業務又はこれに付随する業務」を受委託して

いる当事者とは別の組織により書面、実地に

よる監査が行われていることを確認している

ところである。 

 

■ 支店長の設備部門以外の部門の兼務に関す

る御意見については、電気通信事業法施行規

則の一部を改正する省令案に対する考え方

（平成２３年９月３０日）において示してい

るとおり、ＮＴＴ東西の事業規模に鑑みれ

ば、利用者利便の向上といった観点から、本

店の他に支店等を設置することが一般的であ

ると想定され、これらの支店等において、当

該支店当の業務全般を統括することの必要性

から、支店等の長を置くことは合理的である

と考えられる。 

  当該支店等においては、設備部門の業務に

加え、設備部門以外の部門の業務、例えば総
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務等の共通業務や役務の提供業務も行われる

ことが想定され、このような場合には、当該

支店等の長は、これらの職務を兼ねることと

なるが、機能分離を確保するための措置が講

じられていることから、このような支店等の

長に対して職務を兼ねることを禁じるまでの

必要はないものと考えられる。 

  なお、職務を兼ねることを禁ずる規程の適

用除外とする者は、支店等につきその長１名

に限定し、支店等についても商業登記簿に登

記した支店とそれらを統括する事業部に限定

していることから、無限定にその対象が拡大

することはないと考えられる。 

 

■ ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が

徹底されない場合には、接続関連情報の目的

外利用が行われ、公正競争環境を阻害するお

それがあることから、当該措置の徹底につい

て、その状況を注視していくとともに、ＮＴ

Ｔ東西から総務大臣に毎年度報告される内容

等に基づき、引き続き厳格な検証を行ってい

く。 

 

２ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 

（１） 検証の対象 

意   見 再  意  見 考  え  方 

 意見５１ 今後の市場環境の変化やＮＴＴグル

ープの業務集約化を見据え、公正競争要件を

見直すべき。 

再意見５１ 考え方５１ 

■ 日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件

の見直し 

■ 禁止行為や累次の公正競争要件等ＮＴＴグル

ープにおける規制の遵守状況の検証の項目にお

■ 考え方２及び考え方３０のとおり。 
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ＮＴＴグループについては、①公社時代から

線路敷設基盤等のボトルネック設備、及び加入

電話の顧客基盤（約２,８００万契約）を継承し

ており、なおかつ、②ＦＴＴＨの市場シェア７

２．５％、０ＡＢＪ光ＩＰ電話の市場シェア６

２．２％、携帯電話の市場シェア４３．６％

（※２）とＥＵのＳＭＰ規制における市場支配

的地位の判断基準（市場シェア４０％又は５

０％）に照らし合わせても、固定・モバイル双

方の市場で支配的な地位にあることを踏まえれ

ば、グループ各社の排他的な事業連携により、

依然として、競争事業者が追随出来ない巨大な

市場支配力が行使されることが懸念されるとこ

ろです。 

そのような中、これまで、公正競争レビュー

制度、及び競争セーフカード制度の意見書で

は、「県域等子会社におけるＮＴＴドコモ殿商

品の販売」、「ドコモショップにおけるフレッ

ツ商品販売」、「ＮＴＴファイナンスへの料金

業務の集約」等の事例により、ＮＴＴグループ

の組織や業務形態のリストラクチャリング等に

伴う、ＮＴＴグループに係る累次の公正競争要

件の実効性についての課題提起がなされてきて

おります。 

これら課題の根本的な問題については、１９

９９年のＮＴＴ再編成当時においては、ＮＴＴ

グループが「設備の保守・運用」や、「販売業

務」や「料金収納」といった通信の周辺業務を

子会社化し、上記事例のように、事業会社が子

会社や業務委託先等を通して、営業連携や業務

集約化が行われることを想定していなかったと

いて、ＮＴＴファイナンスによるＮＴＴグルー

プ各社の統合請求等ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ

が直接又は第三社を介して間接的に連携してい

るという事例や、「フレッツ・テレビ」の広告

表示に関し、あたかもＮＴＴ東西が提供してい

るかのように誤認させる広告宣伝が未だに行わ

れている事例等、公正競争上問題があると思わ

れる行為が今回の意見募集において各社から指

摘されています。 

ＮＴＴグループは、固定通信分野、モバイル

分野の両市場において非常に高い市場シェアを

有し、圧倒的な市場支配力を保持し続けてお

り、現在においてもその状況に変わりはないと

認識しています。 

こうした状況の中、ＮＴＴファイナンスによ

る統合請求の事例のように、市場支配力を有す

るＮＴＴグループ各社同士が直接又は間接的に

連携すると、積み重ねてきた公正な競争環境を

歪める虞があります。 

ケーブルテレビ事業者は、各地域において情

報通信のみならず医療、福祉、安全・安心、教

育、防災など、地域に根差した多種多様なサー

ビスを提供することで地域の発展に貢献し、ま

た今後もより一層の研鑽を重ねていく所存です

が、このままでは利用者の負託に応えるべく健

全な事業運営に支障をきたしかねません。 

そのため、固定通信分野、モバイル分野の両

市場における圧倒的な市場支配力を利用した不

適切な事業運営や、法の趣旨を逸脱したグルー

プ連携等が行われることがないよう、現行の禁

止行為規制を厳格に運用すべきと考えます。 
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ことが挙げられると考えます。 

従って、来年度実施される包括的検証の場で

は、今後の市場環境の変化やＮＴＴグループの

業務集約化を見据えた検証を行い、公正競争要

件が有効に機能するよう、各種公正競争要件の

抵触基準の明確化や、適用範囲をグループ会社

や業務委託先子会社等（非電気通信事業者を含

む）に拡大するといった見直しを行うことが必

要と考えます。（※２）電気通信サービスの契

約数及びシェアに関する四半期データの公表

（平成２４年度第４四半期（３月末）） 

（イー・アクセス）） 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

 

■ イー・アクセス殿の意見に賛同します。ＮＴ

Ｔグループは上述のＮＴＴグループ統合請求等

を始めとし、今後もお客様相談窓口、保守対

応、営業、ＣＳ等の統合による更なるグループ

再統合の動きを加速させる事態が想定されま

す。ＮＴＴグループ各社は、ＮＴＴ東西殿、Ｎ

ＴＴドコモ殿を始め、情報通信市場だけでな

く、その他関連市場において強い市場支配力を

有していることから、こうした強大な事業者同

士での業務集約、その他連携等を想定した上

で、競争ルール全体の見直しについても検討を

行うべきであると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 情報通信市場においては、急速な技術革新を

背景に新たなサービスやビジネスモデルが次々

と創造されており、電気通信事業者は固定とモ

バイル、コンテンツやアプリケーションを組み

合わせて消費者のニーズに対応しています。加

えて国内外の端末ベンダやＯＴＴプレイヤーに

よる多様なデバイス、サービス提供を通じてグ

ローバルレベルの激しい競争によって市場は活

性化しています。 

  また、このような競争環境の中で、消費者利

便の向上や経営効率化施策については、我が国

のあらゆる産業分野と同様、もはや一企業だけ

の力で実現できるものではなく、子会社・関連

会社を含む多数のビジネスパートナーとの幅広
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い提携・協業が不可欠となっています。 

  このように、国内のみならずグローバルに変

化の激しい市場において、事業者のたゆまぬ創

意工夫や経営改革意欲を損なわないよう、公正

競争の確保についても電話時代のボトルネック

設備を前提とした事前規制から市場環境を的確

に反映した事後規制に見直していく必要がある

と考えます。 

特定関係事業者制度については、ＮＴＴ東西

に対し、他の電気通信事業者から業務の受託等

をする場合、特定関係事業者に比して他の電気

通信事業者に不利な取扱いを原則禁止するな

ど、極めて厳しい事前規制であることから、そ

の運用は抑制的であるべきです。ＮＴＴ東西の

正当な事業活動としての創意工夫や改善努力を

萎縮させ、結果としてお客様の利便を損なうこ

とのないように、ＮＴＴグループ企業であると

いうこと以外に明確な理由もなく、特定関係事

業制度の指定対象を拡大すべきではないと考え

ます。 

また、前述のとおり、ＮＴＴグループのみな

らず他の電気通信事業者においても、お客様利

便の向上や経営効率化の観点から様々な業務の

アウトソーシング等を推進している状況を踏ま

えると、ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモとの取引

を重要なビジネス領域とする子会社・関連会社

や多数のビジネスパートナーの予見可能性を著

しく低下させ、本来正当な事業活動まで支障を

きたし、結果としてお客様利便が大きく損なわ

れることのないようにすることが必要不可欠と

考えます。 
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今後実施される包括的な検証にあたっては、

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤのみな

らず端末やコンテンツ、アプリケーションレイ

ヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直しが

必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ 先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場

は、技術のイノベーションが非常に早く、移動

通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末と

アプリケーションサービスの一体提供等によ

り、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定か

ら移動へ、国内から海外へ、通信サービスから

アプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそ

れらの多様なサービスを自在に使いこなせるよ

うになっています。こうした点で、従来のよう

にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社
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しかなく、アプリケーションも音声通信サービ

スしかなかった電話時代とは大きく状況が変わ

ってきています。 

こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフガ

ード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、固定通信と移動通信、通信レイヤと上位

レイヤといった、ユーザにとっては意味がなく

なりつつある区分を前提とした議論を継続し、

当社をはじめとするＮＴＴグループに対し、電

話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁

止行為規制といった非対称規制を課し続けるこ

とになるとすれば、かかる硬直的な規制によっ

てユーザの利便性が損なわれるだけでなく、Ｉ

Ｐ・ブロードバンドサービスの普及拡大にも影

響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進や我が

国の国際競争力の向上にとっても障害になると

考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンド普及促進を図るためには、通信事業者の

ネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプ

リケーションサービスまで含め、情報通信市場

全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイ

ヤーとの自由なコラボレーション等により、新

たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整

備するといった視点で検討を進めることが重要

であると考えます。こうした、原則自由なマー

ケットにおいてこそ、イノベーションによって
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新たなサービスが創造され、ユーザ利便が向上

していくと考えます。 

その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業

活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「公正競争要件が有効に機能するよう、各種

公正競争要件の抵触基準の明確化や、適用範囲

をグループ会社や業務委託先子会社等（非電気

通信事業者を含む）に拡大するといった見直し

を行うことが必要」とのご意見については、当

社は、従来より事業法等の法令及び各種ガイド

ラインを遵守して事業活動を行っており、更

に、改正事業法による更なる公正競争環境整備

についても、適切な措置を講じており、公正競

争上の問題は生じていないものと考えます。 

そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他

事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アク
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セス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を

利用してサービスを提供しており、電話の時

代のように、他事業者にとって当社網は事業

展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み

合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、低廉なユー

ザ料金の実現、様々なビジネスパートナーと

の幅広い提携・協業によるお客様サービスの

充実といったお客様利便の向上を阻害するこ

と、 

からすれば、現行の禁止行為規制等について

は、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、少なくとも実態にそぐわな

い不要な規制は見直しまたは撤廃していただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５２ ＮＴＴファイナンスを通じた料金業

務統合により不適切な共同営業行為等がなさ

れることがないよう、適時適切に措置すべ

き。 

再意見５２ 考え方５２ 
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■ ①ＮＴＴグループ各社の料金の請求・回収業

務の統合 

ＮＴＴファイナンス殿を通じたＮＴＴグルー

プ各社の料金の請求・回収業務の統合は、指定

電気通信設備規制や禁止行為規制等の公正競争

要件に関する各種規制を形式的にはクリアしつ

つも、自らの論理によってグループ連携を進め

ていることが根本的な問題であり、市場におけ

るＮＴＴシェアの高止まりの主因でもありま

す。このことは、これまで積み重ねられてき

た、移動体通信業務分離やＮＴＴ再編の趣旨を

逸脱して、なし崩し的にグループの再統合、独

占への回帰を図るものです。 

真に公正競争環境を確保するためには、ＮＴ

Ｔグループにおける事業運営上の全ての行為に

対して適切かつ抜けのない規制をかけることが

必要であり、総務省殿においては、平成２６年

の包括的な検証を待つことなく、不適切な共同

営業行為等がなされることがないよう、適時適

切に措置いただくことが必要です。 

その中で、平成２５年７月８日付のＮＴＴ東

西殿から総務省への報告「電気通信役務の料金

等に係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ

移管すること等に関して講ずる措置の報告につ

いて」等が総務省殿のホームページに公開され

ていますが、総務省殿において分析・検証がな

された形跡はありません。ＮＴＴグループ各社

の料金の請求・回収業務の統合については、総

務省殿における判断基準・検証方法の妥当性に

ついての外部検証性の確保は極めて重要である

ことから、ＮＴＴグループ各社からの毎年度の

■ 料金業務の見直しは、当社の通信サービス料

金の請求・回収を効率的に実施するために、あ

くまで現行制度の枠内で業務運営体制を見直し

たものです。公正競争にも十分配慮して実施し

ており、本見直しから一年が経過しております

が、特段の問題は生じていないと認識しており

ます。 

また昨年３月、総務省から規制等の趣旨を確

保する観点から講ずべき措置を要請されたこと

を踏まえ、措置状況を報告しておりますが、総

務省の検証の結果においても、特段の問題は生

じていないものと認識しております。 

寧ろ、講じた措置の総務省報告は稼働等にお

いて事業者に過度の負担を強いるものであるこ

とから、一定程度問題が生じていないようであ

れば、見直すべきと考えます。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ ＮＴＴファイナンスにおける通信サービス等

料金の請求・回収業務に関しては、あくまで、

お客さま利便の向上と通信サービス料金の請

求、回収業務の効率化を目的として、業務運営

体制を見直すものであり、総務省からの要請内

容も踏まえて、必要な措置を講じた上で、適切

に業務運営を実施しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 総務省殿においては、競争事業者との同等性

や市場環境への影響等の観点や現行規制の趣旨

に照らし、「電気通信役務の料金等に係る業務

をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること

■ ＮＴＴグループの電気通信役務の料金等に

係る業務をＮＴＴファイナンスに移管するこ

とについては、平成２４年３月２３日付け

で、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコ

ミュニケーションズ及びＮＴＴドコモ（以下

「各事業会社」という。）並びにＮＴＴファ

イナンスに対し、ＮＴＴ法によりＮＴＴ東西

に課されているユニバーサルサービス確保の

責務に係る規定、各事業会社に課した累次の

公正競争確保のための措置、事業法により各

事業会社に課されている料金規制及び消費者

保護ルール並びに市場支配的な電気通信事業

者に対して課されている行為規制等の趣旨が

引き続き確保されるよう、適切な措置を講

じ、又はＮＴＴファイナンスに講じさせると

ともに、講じた措置の内容について毎年度報

告することを要請した。 

 総務省は、昨年度に引き続き本年６月に各

事業会社から当該要請に基づく報告を受け、

上述の要請の趣旨を満たす措置が講じられて

いるか否かの観点から、報告書の精査や、Ｎ

ＴＴ持株や各事業会社等へのヒアリングを通

じ、報告内容の妥当性等について確認した。 

 これらの結果、上述の要請の趣旨を満たす

ための一定の措置が講じられており、直ちに

追加の措置が必要とは認められないが、各社

において、これらの措置が徹底されない場

合、上述の規制等の趣旨に抵触又は潜脱する

おそれがあるため、当分の間、当該措置の徹

底について、その状況を引き続き注視するこ

ととする。 
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報告内容の公表に留まらず、ＮＴＴグループの

措置が永続的に有効であるかどうか継続的に監

督いただいた上で、その状況については、審議

会・競争政策委員会等を通じて定期的に議論い

ただくことを要望いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ＜ＮＴＴ東・西とドコモとの直接的な連携又

は第三者を介してのグループ連携＞ 

ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュ

ニケーションズ及びＮＴＴドコモの電気通信役

務の料金請求に係る業務をＮＴＴファイナンス

へ移管することに関しては、２０１２年３月２

３日に総務省より上記事業者に対して消費者保

護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨を確保

するよう要請措置が出されているとおり、条件

を付した内容について公正競争上問題がないか

引き続き厳格な検証を行うことが必要と考えま

す。本施策によりＮＴＴグループ一体化の動き

が既成事実化することは問題であり、今後新た

に公正競争上問題のあるＮＴＴグループの統合

等に係る施策が実施されることのないよう、公

正競争環境確保の観点からより厳格なルール運

用を行っていくべきです。ＮＴＴファイナンス

の事例は、請求業務を第三者のグループ会社に

一本化することによる排他的な連携の一類型で

あり、今後もこのような第三者を介した排他的

なグループ連携が行われる可能性があります。

さらに、グループ各社が持つ顧客データベース

を統合する等して活用し、競争事業者がビジネ

ス上組むことがあり得ないケースでの事実上の

等に関して講ずる措置の報告」について公開を

行う等、十分な外部検証性を確保すべきです。

ただし、本施策の根本的な問題は、ＮＴＴグル

ープの業務・機能レベルでの連携強化が推進し

ている点であり、また今後も、ＮＴＴグループ

が「ヒト・モノ・カネ・情報」という経営資源

を統合させ、組織の再統合・独占回帰をなし崩

し的に加速させるおそれがあります。後述のと

おり、ＮＴＴ再編の趣旨を逸脱し、公正競争環

境が歪められることのないよう、来年を目処に

実施される予定の包括的な検証において、厳格

な検証及び適時適切な措置を講じるべきである

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 情報通信市場においては、急速な技術革新を

背景に新たなサービスやビジネスモデルが次々

と創造されており、電気通信事業者は固定とモ

バイル、コンテンツやアプリケーションを組み

合わせて消費者のニーズに対応しています。加

えて国内外の端末ベンダやＯＴＴプレイヤーに

よる多様なデバイス、サービス提供を通じてグ

ローバルレベルの激しい競争によって市場は活

性化しています。 

  また、このような競争環境の中で、消費者利

便の向上や経営効率化施策については、我が国

のあらゆる産業分野と同様、もはや一企業だけ

の力で実現できるものではなく、子会社・関連

会社を含む多数のビジネスパートナーとの幅広

い提携・協業が不可欠となっています。 

 なお、２０１４年を目途として実施する

「競争政策の見直し」においては、公正競争

レビュー制度の検証結果により得られた知見

等を活用しつつ検討を行い、 既存の市場構造

や考え方を前提とした競争ルールに制度的な

課題が認められる場合には、必要に応じ、Ｎ

ＴＴ等に係る累次の公正要件等を含む競争ル

ールの見直し等についても検討することとす

る。 

 

■ 総務省における分析・検証結果を公開すべ

きとの御意見については、総務省において、

各事業会社からの報告内容について、毎年度

インターネット上に公表するとともに、平成

２４年８月には、情報通信審議会電気通信事

業政策部会ブロードバンド普及促進のための

競争政策委員会の議題の１つとして取り上げ

られ、総務省より、要請の内容のほか、総務

省における検証の際の判断基準・検証方法・

検証結果に関し、上述の確認内容について説

明を行い、その妥当性等について同委員会で

討議が行われたところである。 

今後も引き続き、各事業会社からの報告内

容について、総務省において公表していく

が、各社に要請した措置が徹底されない場合

等には、必要に応じて、改めて公の場におい

て検証を行うことが必要と考えられる。 
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排他的な連携の可能性もあることから、現行の

規制の趣旨が損なわれないよう、潜脱の恐れを

回避するための措置を予め講じるべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ （イ）ＮＴＴグループ統合請求 

昨年度より、ＮＴＴグループの料金の請求・

回収業務等の統合が開始されています。本施策

の問題点は、ＮＴＴグループの延べ１億３千万

人に上るユーザ、合わせて８兆円を超える料金

債権がＮＴＴファイナンス殿へと集約されるこ

とであり、また、ＮＴＴ持株 殿の元に「ヒト・

モノ・カネ・情報」というグループの経営資源

が統合され、ＮＴＴグループの組織の再統合・

独占回帰をより加速させることにあると考えま

す。 

総務省殿においては、「ＮＴＴ東西に課され

ているユニバーサルサービス確保の責務に係る

規定、各事業会社に課した累次の公正競争確保

のための措置、事業法により各事業会社に課さ

れている料金規制及び消費者保護ルール並びに

市場支配的な電気通信事業者に対して課されて

いる行為規制等の趣旨が引き続き確保されるよ

う、適切な措置を講じ、またはＮＴＴファイナ

ンスに講じさせるとともに、講じた措置の内容

について毎年度報告することを要請」してお

り、ＮＴＴグループの組織の再統合・独占回帰

に係る懸念は払拭しきれないものの、公正競争

環境は一定程度確保されたものの考えます。当

該要請に基づき講じた措置の報告については公

開し、総務省殿は、競争事業者も同等のサービ

  このように、国内のみならずグローバルに変

化の激しい市場において、事業者のたゆまぬ創

意工夫や経営改革意欲を損なわないよう、公正

競争の確保についても電話時代のボトルネック

設備を前提とした事前規制から市場環境を的確

に反映した事後規制に見直していく必要がある

と考えます。 

特定関係事業者制度については、ＮＴＴ東西

に対し、他の電気通信事業者から業務の受託等

をする場合、特定関係事業者に比して他の電気

通信事業者に不利な取扱いを原則禁止するな

ど、極めて厳しい事前規制であることから、そ

の運用は抑制的であるべきです。ＮＴＴ東西の

正当な事業活動としての創意工夫や改善努力を

萎縮させ、結果としてお客様の利便を損なうこ

とのないように、ＮＴＴグループ企業であると

いうこと以外に明確な理由もなく、特定関係事

業制度の指定対象を拡大すべきではないと考え

ます。 

また、前述のとおり、ＮＴＴグループのみな

らず他の電気通信事業者においても、お客様利

便の向上や経営効率化の観点から様々な業務の

アウトソーシング等を推進している状況を踏ま

えると、ＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモとの取引

を重要なビジネス領域とする子会社・関連会社

や多数のビジネスパートナーの予見可能性を著

しく低下させ、本来正当な事業活動まで支障を

きたし、結果としてお客様利便が大きく損なわ

れることのないようにすることが必要不可欠と

考えます。 

今後実施される包括的な検証にあたっては、
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スが実施できるようになっているか、また不当

な競争環境が惹起されてないか等の視点から、

十分に報告を検証すべきです。なお、総務省殿

の検証については、判断基準・検証方法も公開

することで、外部検証性を確保すべきと考えま

す。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ また、ＮＴＴグループの排他的な連携につい

ては、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集

約」のように、禁止行為規制や特定関係事業者

の適用対象外である子会社を通じて、業務の集

約化を進める事例も存在し、今後も新たな施策

が行われる可能性があります。 

  これら事例についても、公正競争の担保が必

要であることから、ＮＴＴグループが新たな業

務集約化等を行う場合は、その実施が既成事実

化する以前に、実施の適否について議論すると

共に、「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集

約」の際の２０１２年３月２３日付の総務省殿

要請事項のように、禁止行為規制や特定関係事

業者制度等の公正競争要件の趣旨を担保する措

置（役員兼任・在籍出向の禁止、情報の目的外

利用防止に必要なファイアウォール措置等）を

予め整理しておく必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤのみな

らず端末やコンテンツ、アプリケーションレイ

ヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直しが

必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュ

ニケーションズ及びＮＴＴドコモの電気通信役

務の料金請求に係る業務をＮＴＴファイナンス

へ移管することに関しては、２０１２年３月２

３日に総務省より上記事業者に対して消費者保

護ルール、料金規制や行為規制等の趣旨を確保

するよう要請措置が出されているとおり、条件

を付した内容について公正競争上問題がないか

引き続き厳格な検証を行うことが必要です。本

施策によりＮＴＴグループ一体化の動きが既成

事実化することは問題であり、今後新たに公正

競争上問題のあるＮＴＴグループの統合等に係

る施策が実施されることのないよう、公正競争

環境確保の観点からより厳格なルール運用を行
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っていくべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 本施策については、現行制度の枠内で、お客

様利便の向上と通信サービス料金の請求・回収

業務の効率化を目的として業務運営体制を見直

したものであり、実施自体問題ないと考えま

す。 

また、当社は総務省からの「貴社が提供する

電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファ

イナンス株式会社へ移管すること等に関して講

ずべき措置について（要請）」（総基事第３２

号 平成２４年３月２３日）を受け、必要な措

置を報告し、これに従って適切な業務運営を行

っているとともに、本年７月に総務省殿に対し

報告した措置の内容をひきつづき徹底し、公正

競争の確保について、厳正に対処していく考え

であることから 更なる検証は不要と考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社は総務省からの「貴社が提供する電気通

信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナン

ス株式会社へ移管すること等に関して講ずべき

措置について（要請）」（総基事第３２号 平成

２４年３月２３日）を受け、必要な措置を報告

し、これに従って適切な業務運営を行っている

とともに、その状況は総務省に毎年度報告し、

その報告書は公表されております。 

また、総務省は、「ブロードバンド普及促進

のための公正競争レビュー制度の運用に関する

意見及びその考え方」において、当社からの報
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告について、総務省の考え方を示しており、平

成２４年度については、報告書の精査や、ＮＴ

Ｔ持株や各事業会社等へのヒアリング（執務室

及び顧客管理システム端末等の視認を含む。）

を通じ、料金業務のＮＴＴファイナンスへの移

管（同年７月１日）までに、報告内容の妥当性

等について確認し、直ちに追加の措置が必要と

は認められないとしており、更なる措置は不要

と考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＫＤＤＩ殿、ソフトバンク殿ご意見の通り、

「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」や

「県域等子会社でのドコモ携帯電話販売」とい

った事例は、排他的なグループ共同営業、業務

集約化であり、本来は禁止行為に該当する事例

が、潜脱的に実施されているものと考えます。 

今後も、新たなグループ共同営業、業務集約化

施策の実施が想定されることを踏まえ、禁止行

為規制を実効的に機能させるためには、例え

ば、現状本制度の検証結果で「注視事項」とさ

れている事例等に関し、抵触基準(共同ガイドラ

イン等)の更なる明確化を図ると共に、指定対象

の見直し（県域等子会社や業務委託先等を指定

対象に追加等）を行うことが必要と考えます 

 「ＮＴＴファイナンスへの料金業務の集約」

については、ＮＴＴグループ各社が制度上の整

理が不透明なまま利用者周知等の準備を進め、

施策の実施が既成事実化したことが問題であ

り、今後も同様に、ＮＴＴグループ各社がなし

崩し的に業務統合や、共同営業を実現すること
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により、各社が指摘する通り、事実上のＮＴＴ

グループの再統合を招くことが懸念されます。 

今後も、新たなグループ共同営業、業務集約

化施策の実施が想定されることを踏まえ、移動

分離要件、ＮＴＴ再編成等の累次の公正競争要

件の実効性が担保されるよう見直すことが必要

であり、包括的検証においては、将来的な市場

環境の変化やＮＴＴグループの業務形態を見据

えた検証を行い（例えば、今後想定される業務

統合、営業連携の洗い出しを行うなど）、その

上で各種公正競争要件の抵触基準の明確化や、

適用対象の見直し（子会社や業務委託先等の追

加）を実施する必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 意見５３ 料金業務のＮＴＴファイナンスへの

業務移管に係る公正競争上の問題は特段生じ

ていない。 

 再意見５３  考え方５３ 

■ また、料金業務のＮＴＴファイナンスへの業

務移管に関しては、「電気通信役務の料金等に

係る業務をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管

すること等に関して講ずべき措置について(要

請)」(総基事第３２号 平成２４年３月２３日)

に基づき、「電気通信役務の料金等に係る業務

をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること

等に関して講ずる措置の報告」（平成２４年６

月８日）にて総務省殿に報告し、要請の趣旨を

満たすための措置が講じられていることを確認

していただいております。さらに、昨年度の措

置内容を平成２５年７月８日に報告していると

ころです。 

■ 総務省殿においては、競争事業者との同等性

や市場環境への影響等の観点や現行規制の趣旨

に照らし、「電気通信役務の料金等に係る業務

をＮＴＴファイナンス株式会社へ移管すること

等に関して講ずる措置の報告」について公開を

行う等、十分な外部検証性を確保すべきです。

ただし、本施策の根本的な問題は、ＮＴＴグル

ープの業務・機能レベルでの連携強化が推進し

ている点であり、また今後も、ＮＴＴグループ

が「ヒト・モノ・カネ・情報」という経営資源

を統合させ、組織の再統合・独占回帰をなし崩

し的に加速させるおそれがあります。後述のと

おり、ＮＴＴ再編の趣旨を逸脱し、公正競争環

■ 考え方５２のとおり。 
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上述の通り、公正競争上の問題は特段生じて

いないと考えていることから、これ以上の規制

強化は必要ないと考えております。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

 

境が歪められることのないよう、来年を目処に

実施される予定の包括的な検証において、厳格

な検証及び適時適切な措置を講じるべきである

と考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 意見５４ 販売代理店等において、加入者情報

や接続関連情報の流用の疑念が拭いきれない

ほか、他事業者のサービスに関して誤認を招

く不適切な営業活動が行われているため、Ｎ

ＴＴ東西による販売代理店等の管理監督の徹

底等が必要。 

 再意見５４  考え方５４ 

■ ②ＮＴＴ西日本殿の販売代理店等における不

適切な営業活動 

ＮＴＴ西日本殿の販売代理店等における不適

切な営業活動については、従来から指摘を重ね

ていますが、ＮＴＴグループ一体となった共同

営業行為や、ＮＴＴブランドによる優越的地位

を乱用した営業活動がいまだに散見されます。 

例えば、ＮＴＴ西日本殿のフレッツ光サービ

スの提供料金に関して、同社のテレビＣＭで

は、フレッツ光の単体の料金を大きく訴求し、

「プロバイダとの契約・料金が必要」等の説明

は、小さく表記するに留まっております。同様

に、フレッツ光の訪問販売員から、「ケイ・オ

プティコムのｅｏ光より安い」と説明される中

で、ＩＳＰ料金が含まれていないフレッツ光の

単体の料金を提示されるといった事例も見受け

られます。 

また、Ｇｏｏｇｌｅ上で弊社ブランドの「ｅ

■ ＮＴＴ西日本殿においては、「ＮＴＴ西日本

のサービスを以前ご利用いただいていたお客さ

まに、特別なご案内です。」という書き出しで

始まる営業用パンフレット（別添資料，参照）

を送付している、という状況がございます。固

定通信のドミナント事業者が、過去の契約情報

を活用したこのような営業活動を行う事は、

「独占的な立場で得た実績を利用した不適切な

営業行為」であり、著しく公正競争を阻害して

いると考えます。 

また、ＮＴＴの代理店を名乗る悪質な業者な

どがあり、利用者が意図しない内容で契約締結

に至った上、解約を拒否される（実質的には高

い解約金を請求される）という話を耳にしま

す。その他、他の電気通信事業者の代理店を名

乗る業者においても悪質な営業を繰り返してい

る例も把握しております。 

残念ながら、これまでのスキームによる再三

■ 一種指定事業者であるＮＴＴ東西は、事業

法第３０条第３項第１号の規定により、「他

の電気通信事業者の電気通信設備との接続の

業務に関して知り得た当該他の電気通信事業

者及びその利用者に関する情報を当該業務の

用に供する目的以外の目的のために利用し、

又は提供すること」が禁止されている。 

  また、ＮＴＴ東西が活用業務を営むに当た

っては、「ＮＴＴ東西の活用業務に関する

『地域電気通信業務等の円滑な遂行及び電気

通信事業の公正な競争の確保に支障のない範

囲内』についての考え方【ＮＴＴ東西の活用

業務に係る公正競争ガイドライン】」（平成

２３年１１月策定。以下「活用業務ガイドラ

イン」という。）に基づき、営業面でのファ

イアウォールを確保することを求めており、

例えば、加入電話やＩＮＳ６４といった独占

的業務において獲得した顧客情報について、
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公正競争レビュー制度の運用に関する意見募

集」において当協会から指摘させていただいた

ＮＴＴの工事会社と名乗る会社(東日本エリア）

から「近日ＮＴＴのメタルケーブルを撤去する

ため、光回線に変えないと電話が使えなくな

る」という虚偽の説明により営業を行なってい

る事例については、「営業マニュアルを策定の

上、研修等を通じて適正な営業活動に関して指

導徹底をするとともに、場合に応じて契約解除

を行う規定を設ける等、販売代理店に対して厳

格な対応を実施しているとしている。」との報

告をいただいておりますが、今年度も同じ虚偽

説明と思われる事例がありました。適正な営業

活動に関する指導の更なる徹底をお願いすると

ともに、実施状況の報告など、第三者が検証で

きる対応を行う必要があると考えます。 

（ＤＳＬ協議会） 

 

■ 当社との契約に基づき活動している販売代理

店については、適正な営業活動について、営業

マニュアル等を用いて指導徹底する等、厳格な

対応を既に実施しており公正競争上の問題は生

じていないと考えております。 

 当社としては、今後とも営業活動の適正化に

努めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

■ ＤＳＬ事業者協議会殿が指摘する事例が事実

である場合、明らかに第一種指定制度の対象で

あるＮＴＴ東殿による反競争的な行為であると

考えます。 

特に、ＮＴＴ東殿が上述のような反競争的行

為により、接続事業者のＤＳＬユーザを自社の

ＦＴＴＨへ乗せ替えることを進めることは、Ｄ

ＳＬ事業者にとって、今後の経営に多大な影響 

ｚを及ぼすと共に独占回帰をもたらすため、極

めて問題視すべき事例と考えます。 

従って、総務省殿は本事象について、ＮＴＴ

東殿の報告内容の検証に留まらず、徹底的に実

態調査を行い、事実である場合には厳格な改善

措置を講じる必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 意見５５ 活用業務制度は、ＮＴＴ再編成の趣

旨をないがしろにするものであることから、

廃止すべき。 

 再意見５５  考え方５５ 

■ ③「活用業務制度」の是非 

ボトルネック設備を保有するＮＴＴ東西殿に

■ ＫＤＤＩ殿及びソフトバンク各社殿に賛同し

ます。優先制御等機能アンバンドルが開放され

■ ＮＴＴ再編成の趣旨は、独占的な地域通信

部門と競争的な長距離通信部門を独立の会社
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対する活用業務制度は、ＮＴＴ殿の独占部門と

競争部門を分離して競争を一層促進し、ひいて

は国民利便の向上に繋げるというＮＴＴ再編の

趣旨をないがしろにするものであることから、

本来、同制度については即刻廃止すべきと考え

ます。 

特に、届出制への移行後は、全国サービスで

あるＮＴＴ東日本殿の「オフィスまるごとサポ

ート」をはじめ、ＮＴＴ東西殿によるなし崩し

的な業務範囲の拡大が進行していることから、

個々の活用業務に係る手続きについてより一層

の透明性・客観性の確保が求められます。 

よって、総務省殿における検証については、

サービス開始時やＮＴＴ東西殿からの毎年度の

報告時に留まらず、サービス開始以降永続的に

実施いただくことが重要であるのと同時に、当

該検証結果については、審議会や競争政策委員

会等の公の場で議論いただくことを要望いたし

ます。 

活用業務について現行の届出制で進めていく

にあたっては、過去の個別の活用業務につい

て、各種措置が適切に講じられているか等を永

続的に検証し、その状況によってはさらなる措

置の実施を指導することが必要です。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ＜活用業務＞ 

本来、活用業務制度は、事実上独占となって

いるＮＴＴ東・西の地域網のオープン化を徹底

させるための措置をＮＴＴ東・西に自主的に講

じさせることにより、地域通信市場における競

ていない段階で、ＮＴＴ東・西殿が移動体事業

やＩＳＰ事業といった事業領域拡大は、公正競

争を更に歪める結果を招きます。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ ＮＴＴ東西殿による活用業務は、競争事業者

の事業計画や競争状況に多大な影響を与えるも

のであると認識しています。ＮＴＴ東西殿は、

本来の業務範囲を大きく超えた事業領域へ進出

しており、例えば、同制度を利用したＦＴＴＨ

サービスやＮＧＮサービスが主要業務にまでな

っている状況です。ボトルネック設備の開放が

不十分な状況下において、業務範囲を拡大させ

ることは、その市場支配力をさらに強化するも

のとなることから、その制度自体の見直しを開

始すべきです。 

また、ＫＤＤＩ殿及びケイ・オプティコム殿

が述べているとおり、平成２３年１１月末には

改正日本電信電話株式会社等に関する法律が施

行され、ＮＴＴ東西殿による活用業務制度が認

可制から届出制へと規制緩和されたことによ

り、ＮＴＴドコモ東西殿によるなし崩し的な業

務範囲拡大が加速しています。これら認可・届

出された活用業務について、改めて、公の場に

おいて公正競争上問題となっていないか検証を

行うべきであると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿による移動体通信事業、

ＩＳＰ事業への参入は、そもそもＮＴＴドコモ

再編の趣旨を没却するものであり、固定電話市

場における市場支配力のレバレッジ等を考慮す

ると、到底認められるものではないため、「Ｎ

とし、独占的な地域通信部門の市場支配力の

濫用を防止し、もって公正競争の一層の促進

を図るものである。一方、活用業務は、ＮＴ

Ｔ法第２条第５項の規定により、地域電気通

信業務等の円滑な遂行及び電気通信事業の公

正な競争の確保に支障のない範囲内に限り営

むことができるとされており、総務省におい

て、個々の活用業務に係る届出ごとに当該業

務が上述の範囲内で営まれることについて確

認していることから、御指摘のＮＴＴ再編成

の趣旨をないがしろにするものではない。 

 

■ 活用業務に係る公正競争上の課題に関する

外部検証性を確保すべきとの御意見について

は、ＮＴＴ法施行規則第２条の３の規定によ

り、活用業務の届出を受理した場合は、速や

かに、当該届出書に記載された事項を公表す

るとともに、活用業務の開始の日までに、届

出のあった活用業務の内容について活用業務

ガイドラインに沿って確認し、当該確認の内

容についても公表している。 

これらに基づき、競争事業者等は、ＮＴＴ

法第２条第５項に規定にする範囲内で営まれ

ることとなるか否かの指摘や具体的事例の提

示を行うことが可能であり、また、総務省に

おいては、毎年度、活用業務に係る実施状況

等の報告を受けるとともに当該報告の内容に

ついて、ＮＴＴ東西のホームページ上におい

て公開させていることから、外部検証性は確

保されている。 
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争を確実に進展させることが、制度導入の条件

となっており、その前提として、「お客様利便

性の向上」及び「公正な競争確保」のバランス

が図られることが必要とされています。しか

し、ＮＴＴ東・西が固定通信市場において圧倒

的なシェアを維持している現状に鑑みれば、公

正な競争環境が確保されているとは言えませ

ん。 

さらに、２０１１年１１月にＮＴＴ東・西に

おける活用業務制度が認可制から届出制へ規制

緩和されたことによって、活用業務提供の自由

度は増し、制度改定後１年半でＮＴＴ東・西で

計８件の届出がなされ、今後も活用業務として

サービスを開始することを繰り返すことで、事

業領域を着々と拡大する恐れがあります。 

また、現行の運用においては、個々の活用業

務に係る届出ごとに、公正競争要件が確保され

ているかはチェックされていますが、これまで

に届出された活用業務が現在の市場にどのよう

な影響を及ぼしているかについては検証されて

いません。 

ＮＴＴ東・西は、競争に与える影響が小さく

見える小規模な活用業務を徐々に届け出ること

で、公社時代から引き継いだ「ボトルネック設

備」と「顧客基盤」を用いて他の領域へのレバ

レッジを利かせる懸念があります。実際に、Ｉ

Ｐ電話サービスの県間伝送等に係る料金設定に

ついては、市場規模が小さく、影響が少ないと

の判断から法人向けＩＰ電話サービス（平成１

５年１０月）が認可され、その後、集合住宅向

けＩＰ電話サービス（平成１６年７月）、戸建

ＴＴ東西の活用業務に係る公正競争ガイドライ

ン」への追記や仮にＮＴＴ東西殿にて同種の業

務拡大を企図し、届出がなされたとしても、総

務省殿は、速やかに業務改善命令等により、当

該サービスが提供されないよう対処すべきと考

えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 

■ 本来、活用業務制度は、事実上独占となって

いるＮＴＴ東・西の地域網のオープン化を徹底

させるための措置をＮＴＴ東・西に自主的に講

じさせることにより、地域通信市場における競

争を確実に進展させることが、制度導入の条件

となっており、その前提として、「お客様利便

性の向上」及び「公正な競争確保」のバランス

が図られることが必要とされています。しか

し、ＮＴＴ東・西が固定通信市場において圧倒

的なシェアを維持している現状に鑑みれば、公

正な競争環境が確保されているとは言えませ

ん。 

さらに、２０１１年１１月にＮＴＴ東・西に

おける活用業務制度が認可制から届出制へ規制

緩和されたことによって、活用業務提供の自由

度は増し、今後も活用業務としてサービスを開

始することを繰り返すことで、事業領域を着々

と拡大し、ＮＴＴ法の趣旨を蔑ろにする恐れが

あります。 

また、現行の運用においては、個々の活用業

務に係る届出ごとに、公正競争要件が確保され

ているかはチェックされていますが、これまで

■ ＩＳＰ業務やモバイル業務に関する御意見

については、仮に活用業務において、ＩＳＰ

業務やモバイル業務を営むことについて届出

があった場合には、届出に係る業務がＮＴＴ

法第２条第５項の規定に則り、地域電気通信

業務の円滑な遂行及び電気通信事業の公正な

競争の確保に支障のない範囲内で行われるも

のか否かについて厳格に確認を行うこととす

る。 

 

■ 目的達成業務制度は、地域電気通信業務の

目的を達成するために必要な業務を営むもの

であり、ＮＴＴ東西は、当該業務の遂行に当

たって課せられた公正競争環境の確保のため

の累次の措置を遵守した上で業務を営むこと

ができるものである。 
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向けＩＰ電話サービス（平成１７年１月）が立

て続けに認可された結果、ＮＴＴ東・西のひか

り電話の市場シェアは一時期７５％を超えるま

でに急激上昇し、公正競争上大きな影響を及ぼ

した経緯があります。 

したがって、総務省においては、同等性の確

保やグループドミナンス排除の実効性を担保

し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用を

するとともに、過去にＮＴＴ東・西が届け出た

複数の活用業務についても改めて検証して公正

競争を阻害していないか確認すべきです。 

ＮＴＴ持株体制下でＮＴＴドコモやＮＴＴコ

ミュニケーションズなどがモバイル事業、ＩＳ

Ｐ事業を行っている中、ＮＴＴ東・西がモバイ

ル事業、ＩＳＰ事業等に進出することは、ＮＴ

Ｔグループとしての市場支配力を高めることに

なり、競争を阻害するものと考えます。このよ

うな公正競争上支障があることが明白であるＮ

ＴＴ東・西による移動体事業やＩＳＰ事業等へ

の参入については当然禁止すべきです。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ （キ）活用業務・目的達成業務制度について 

＜制度全般について＞ 

そもそも活用業務制度は、「事実上独占とな

っている東・西ＮＴＴの地域網のオープン化を

徹底させるための措置」等をＮＴＴ東西殿に自

主的に講じさせることにより、地域通信市場に

おける競争を確実に進展させることが、制度導

入の前提条件の一つであったと認識していま

す。同制度導入後、数年間においては、メタル

に届出された活用業務が現在の市場にどのよう

な影響を及ぼしているかについては検証されて

いません。 

したがって、総務省においては、同等性の確

保やグループドミナンス排除の実効性を担保

し、公正競争環境を確保した上で慎重な運用を

するとともに、過去にＮＴＴ東・西が届け出た

複数の活用業務についても改めて検証して公正

競争を阻害していないか確認すべきと考えま

す。 

 ＮＴＴ持株体制下でＮＴＴドコモやＮＴＴコ

ミュニケーションズなどがモバイル事業、ＩＳ

Ｐ事業を行っている中、ＮＴＴ東・西がモバイ

ル事業、ＩＳＰ事業等に進出することは、ＮＴ

Ｔグループとしての市場支配力をさらに高める

ことになり、公正な競争環境を阻害することと

なります。このような公正競争上支障があるこ

とが明白であるＮＴＴ東・西による移動体事業

やＩＳＰ事業等への参入については当然禁止す

べきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 当社はこれまでも、第一種指定電気通信設備

規制や、禁止行為規制、指定電気通信役務規

制、業務範囲規制のほか、ＮＴＴ再編成時の公

正競争要件等の各種法令・ガイドラインを遵守

し、公正競争の確保に努めてまいりました。ま

た、活用業務を営むにあたっては、引き続き

「ＮＴＴ東西の業務拡大に係る公正競争ガイド

ライン」等を遵守し、公正競争の確保に努めて

いく考えです。 
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アクセス回線等の開放政策により、ＡＤＳＬ市

場をはじめとして、一定の競争が進展しまし

た。しかしながら、ＩＰ網や光アクセス回線へ

のマイグレーションが進展している現状におい

ては、ＮＴＴ-ＮＧＮや光アクセス回線の開放

が、メタルアクセス回線等と同等の開放に至っ

ていないことから、これまでメタルアクセス回

線上でサービスを提供してきた多くの競争事業

者の事業継続が困難なものとなっています。こ

のようにボトルネック設備の開放が不十分な状

況下において、業務範囲を拡大させることは、

その市場支配力をさらに強化するものとなるこ

とから、公正競争上、問題を生じさせることに

なると考えます。 

また２０１１年１１月末には改正日本電信電

話株式会社等に関する法律（以下、「ＮＴＴ

法」という。）が施行され、ＮＴＴ東・西殿に

よる活用業務制度が認可制から届出制へと規制

緩和されましたが、同法施行後、２０１１年１

２月２１日にＮＴＴ東日本殿から「インターネ

ット接続回線上のサーバ設備を利用したアプリ

ケーションサービス」が申請されたことを皮切

りに、平成２５年８月７日（現在）までに計９

件もの届出がなされています。認可制時代は、

申請数が年間平均１．２件であったことを踏ま

えると、届出制への移行後は年間平均５．３件

と、実に４倍以上の申請数となっており、届出

制への移行をきっかけとして、ＮＴＴ東西殿に

よるなし崩し的な業務範囲拡大が進行し、公正

競争上、さらに大きな問題を生じさせることに

なっていることは明らかです。 

この活用業務制度は、平成１３年のＮＴＴ法

改正により、県内／県間の区分のないインター

ネット時代に対応した低廉で多様なサービスと

いった技術革新による新しい技術可能性の増大

に対応した新たなサービスの提供を可能とする

等の観点から制度化され、当社はこれまでＩＰ

電話サービスの県間役務等に係る料金設定や、

フレッツサービスの県間役務提供等について、

認可を得て実施してまいりました。 

その間において、情報通信市場は、技術のイ

ノベーションが非常に早く、モバイル化、ブロ

ードバンド化が大きく進展し、端末やコンテン

ツ・アプリケーションの市場拡大と通信との一

体的サービス提供が進展するとともに、サービ

スやプレイヤーのグローバル化が急激に進むな

ど、活用業務制度の導入時点と比べ、大きなパ

ラダイムシフトが進展してきております。 

当社は、これまでも光サービスを世界に先駆

けて本格展開し、ブロードバンドの普及に全力

で取り組んでまいりましたが、ブロードバンド

の一層の普及に向けては、広く社会・経済・国

民生活の中でＩＣＴの利活用を推進していくこ

とが重要であり、そのためには情報通信市場の

パラダイム変化を十分踏まえ、従来の電話を前

提とした規制等を見直し、ＩＰブロードバンド

市場において各事業者が自由に事業展開を行う

ことができる環境の整備が必要と考えます。 

したがって、活用業務制度の運用にあたって

は、お客様の利便性向上・ＩＣＴ利活用の促進

のためにも、スピーディーかつ安定的なサービ

ス提供が可能となるよう運用いただくととも
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また、ＮＴＴ東西殿の業務範囲の制限は、公

正競争確保のため極めて重要な法的規制であ

り、子会社を通じさえすれば自由に業務範囲を

拡大できるというものではないと考えますが、

２０１２年６月２２日、ＮＴＴの新社長は所信

表明において、「ＮＴＴ東、西の業務はアクセ

スビジネスに限定されているが、それ以外は、

全くできないわけではない。子会社を通じた形

とか、まだやっていける余地はあると思う。」

（２０１２年７月２日 通信興業新聞第１面）と

発言しています。こうした制度を無効化するよ

うな行為を示唆していることを踏まえると、活

用業務制度自体の見直しの時期に入っていると

言わざるを得ません。 

従って、活用業務制度についてはその制度自

体の見直しを開始し、真の公正競争環境を確保

していくため、ボトルネック設備の開放に係る

問題及び独占事業体であるＮＴＴグループに係

る問題を抜本的に解決することが必要と考えま

す。 

＜上位レイヤへの進出について＞ 

現行制度においては、ＮＴＴ東西殿による放

送分野への進出が明確に禁止されており、その

理由として、「独占的な地域通信網のインフラ

を通じて通信の隣接分野であるコンテンツ（情

報内容）市場へ不当な影響力が行使され、ハー

ド・ソフト両分野にわたる一体的支配のおそれ

を排除するため」（「ＩＴ革命を推進するため

の電気通信事業における競争政策の在り方につ

いての第一次答申～ＩＴ時代の競争促進プログ

ラム～」２０００年１２月２１日 電気通信審議

に、これまでの市場の変化を見極めつつ、適

宜、柔軟な見直しを実施していただきたいと考

えます。 

 

 ２０１１年１１月１７日公表の「日本電信電

話株式会社等に関する法律施行規則の一部を改

正する省令案に対する意見及びその考え方」に

おいて、「ＩＳＰ業務やモバイル業務につい

て、放送業と同様に明確な禁止事項としてガイ

ドラインに明記すべき。」との意見に対し、

「ＩＳＰ業務やモバイル業務について、必ずし

も、放送業務と同等に扱うまでの必要はないも

の考えられる。（中略）仮に、これらの業務を

営むことについての届出があった場合であって

も、法改正前と同様に、届出に係る業務がＮＴ

Ｔ法第２条第５項目に規定する範囲内で営まれ

ることについて、厳格な確認が必要であると考

えられる。」との考え方が総務省殿より示され

ているところです。 

情報通信市場においては、固定と移動の融合

が急速に進展する中で、お客様の利便性の高い

サービスの提供に向け、各事業者が他の事業者

との協業も活用し、活発な事業展開を行ってい

るところであり、現に、例えば他社は、特定の

事業者の固定通信を利用した場合にスマートフ

ォンの月額料金を割り引くなど固定とモバイル

を組み合わせた新たなサービスを提供している

一方で、ＮＴＴ東西に対しては、電話時代を前

提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規制

といった非対称規制や、往時の競争環境を前提

とした累次の公正競争要件などが課せられてお
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会より抜粋）と挙げられています。 

今般ＮＴＴ東西殿においては、活用業務制度

を利用したＡＳＰサービスやクラウドサービス

といった上位レイヤへの進出が目立っています

が、こうした上位レイヤへの進出が進めば、上

述のとおり、「通信の隣接分野であるコンテン

ツ（情報内容）市場へ不当な影響力が行使さ

れ」るおそれのあるものであり、仮にＮＴＴ法

第２条第５項の「“電気通信事業”の公正な競

争の確保に支障を及ぼすおそれ」がなかったと

しても、隣接分野も含めた公正競争を確保する

観点から、本来認められるべきではないと考え

ます。 

＜ＩＳＰ業務やモバイル業務への進出につい

て＞ 

２０１１年１１月１７日公表の「日本電信電

話株式会社等に関する法律施行規則の一部を改

正する省令案に対する意見及びその考え方」に

おいて、「ＩＳＰ業務やモバイル業務について

は、電気通信事業の公正な競争の確保に看過し

得ない著しい支障をおよぼすおそれのある事態

も容易に想定される」と総務省殿の考え方が示

されています。この点も踏まえ、現状の法体系

の下、ＮＴＴ東西殿がＩＳＰ業務やモバイル業

務等を活用業務として営むことは想定し得ない

事態ではありますが、仮にＮＴＴ東西殿にて同

種の業務拡大を企図し、届出がなされたとして

も、総務省殿は、すみやかに業務改善命令等に

より、当該サービスが提供されないよう対処す

べきと考えます。 

＜目的達成業務を利用したＮＴＴグループの

り、これにより、お客様の利便性の向上に対す

る要請に機動的かつ柔軟に対応できないとなれ

ば、ＮＴＴグループのお客様だけが不利益を被

ることとなります。 

したがって、すべての事業者のお客様が多様

なサービスの利便を制約無く享受し、ブロード

バンドサービスの利活用の一層の促進を図る観

点から、現在の規制のうち時代にそぐわないも

のは撤廃または緩和していただきたいと考えま

す。  

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 当社はこれまでも、一種指定設備規制や、禁

止行為規制、指定電気通信役務規制、業務範囲

規制のほか、ＮＴＴ再編成時の公正競争要件等

の各種法令・ガイドラインを遵守し、公正競争

の確保に努めてきたところであり、また、活用

業務を営むにあたっては、引き続き「ＮＴＴ東

西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」

（平成２３年１１月１７日）等を遵守し、公正

競争の確保に努めていく考えです。 

 情報通信市場は、モバイル化、ブロードバン

ド化が大きく進展するとともに、サービスやプ

レイヤーのグローバル化が急速に進み、例えば

ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ等の巨大なグローバ

ルプレイヤーやＬＩＮＥ・Ｓｋｙｐｅ等のコミ

ュニケーション・無料通話アプリケーションに

よる通信サービスが急拡大しています。特にＬ

ＩＮＥは、全世界で２億ユーザ、国内だけでも

４，５００万以上のユーザが存在し、固定音声

契約者数（約５，６８０万契約）に迫る勢いと
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実質的セット販売について＞ 

ＮＴＴ 東西殿は、「情報通信関連商品の販

売・保守」として目的達成業務を届け出ること

により、「音声利用ＩＰ通信網サービス等を用

いた音声通話サービス等の利用が可能なスマー

トフォン（ＳＩＭカードを除く）」の販売・保

守が可能な状況になっています。しかしなが

ら、ＳＩＭカードのないスマートフォンでは通

話することが出来ないことから端末単体で販売

することは想定されにくく、通常ＳＩＭカード

とセットでの販売になると考えます。この際、

同じグループ会社のＮＴＴドコモ殿の紹介や同

社との共同営業等、排他的なグループ連携に繋

がるおそれも考えられます。従って、総務省殿

は、公正競争環境を確保するため、特に以下の

ような観点で、実質的に脱法的な営業行為を許

していないか等を検証すべきと考えます。 

- 販売機種が特定のキャリアに偏っていないか 

- 当該目的達成業務として販売したスマートフ

ォンに使用されているＳＩＭカードのキャリ

アについて偏りがないか 

- ＮＴＴ東西殿の販売員が特定のキャリアを推

奨する行為が行われていないか 

なお、仮に問題が認められた場合において

は、徹底した指導等是正措置を実施することを

要望します。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

なっております。これらの事業者はタブレット

ＰＣやスマートフォン上のアプリケーションに

より通信サービス（電話・メール等）を自在に

提供するなど、端末やコンテンツ・アプリケー

ションと通信との一体的なサービス提供が進展

し、お客様はその多様なサービス・選択肢を自

由に選択・利用できる状態になっている等、活

用業務制度の導入時点と比べ、更に加速度的に

変化してきております。 

また、ＮＴＴグループ以外の事業者は、市場

環境・競争環境の変化に対応し、自社のスマー

トフォンと自社又は特定の他社のＦＴＴＨ等を

組み合わせた割引サービスの提供を開始する

等、柔軟なサービス提供を展開しています。こ

のような中でＮＴＴグループだけが柔軟に連

携・対応できないとすると、ＮＴＴグループの

お客様だけが不利益を被ることになり、ＩＰ・

ブロードバンドの利活用促進やお客様利便の向

上を阻害することになります。 

したがって、市場環境や競争環境の変化を踏

まえ、ＮＴＴ東西の業務範囲を制限するべきで

はなく、電話時代の考え方を改め、過去に認可

申請した活用業務において課された認可条件等

についても、実態にそぐわない不要な規制は見

直し又は撤廃していただきたいと考えます。 

 

 当社は、「ＮＴＴ東西の活用業務に係る公正

競争ガイドライン」（平成２３年１１月１７

日）に則り、活用業務の届出を実施しており、

また、総務省においても、当該届出の都度、当

該ガイドラインに沿ってその内容を確認してい
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ます。更に、活用業務の開始以降も、当社は、

当該ガイドラインに則り、公正競争確保に支障

のない範囲内で営むために当社が講ずる措置の

実施状況等について、毎年、総務省に報告して

おり、その内容について総務省が当該報告を毎

年公表していることから、公正競争上の問題は

特段生じておらず、更なる措置は不要と考えま

す。 

そもそも、活用業務制度は、平成１３年のＮ

ＴＴ法改正により、ＩＰ・ブロードバンド時代

に対応し、多種多様な新たなサービスの提供を

可能とする等の観点から制度化されたものです

が、こうしたＩＰ・ブロードバンド市場では、

電話時代と異なり、県内／県間の区分なく当初

から各社が自らネットワークを構築して競争し

ながらサービスを提供しており、こうした市場

に電話時代の「ボトルネック」や「県内／県間

区分」といった考え方を持ち込むことは時代の

流れや市場の実態にそぐわないものと考えま

す。 

なお、当社のＩＰ電話サービスは、他事業者

よりも後発で提供しており、熾烈な競争が展開

されている中で公正競争を遵守して、シェアを

獲得したものであることから、市場シェアのみ

に着目して公正競争上の問題があるとはいえな

いと考えます。 

 

 ＡＳＰサービスやクラウドサービスといった

上位レイヤへの進出について、「隣接分野も含

めた公正競争を確保する観点から本来認められ

るべきではない」とのご意見については、当社
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は、従来より事業法等の法令及び各種ガイドラ

インを遵守して事業活動を行っており、適切な

措置を講じていることから、当社がＡＳＰサー

ビスやクラウドサービスを提供することに関し

て、更なる措置は不要と考えます。 

 

 当社は「音声利用ＩＰ通信網サービス等を用

いた音声通話サービス等の利用が可能なスマー

トフォン（ＳＩＭカードを除く）」について現

時点で販売を開始しておりませんが、仮に今後

当該商品を取り扱う場合においても、特定の電

気通信事業者との排他的な連携を行わない等、

引き続き禁止行為規制等の公正競争条件を遵守

していく考えです。 

 

 「ＮＴＴ東西殿がＩＳＰ業務やモバイル業務等

を活用業務として営むことは想定し得ない」、

「ＮＴＴ東・西による移動体事業やＩＳＰ事業

等への参入については当然禁止すべき」とのご

意見については、平成２３年１１月１７日公表

の「日本電信電話株式会社等に関する法律施行

規則の一部を改正する省令案に対する意見及び

その考え方」において、総務省は、「ＩＳＰ業

務やモバイル業務について、必ずしも、放送業

務と同等に扱うまでの必要はないものと考えら

れる。」としています 

当社は、従来より事業法等の法令及び各種ガ

イドラインを遵守して事業活動を行っており、

更に、改正事業法による更なる公正競争環境整

備についても、適切な措置を講じており、公正

競争上の問題は生じておりません。市場環境が
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大きく変化し、新しいサービスが求められてい

る中で、当社としてもこのようなニーズに対し

て、お客様の利便性向上の観点から、柔軟かつ

機動的に対応していきたいと考えており、ご指

摘のような特定の業務・事業を事前に制限する

べきではないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５６ 「ＮＴＴ」等の名称を使用する場合

は、サービスの提供主体を誤認させる恐れも

あるため、「ＮＴＴ」等のブランド使用に関

するガイドライン等を早急に整備すべき。 

 再意見５６  考え方５６ 

■ ＜ＮＴＴブランドの使用＞ 

県域等子会社やＮＴＴグループ各社は、ＮＴ

Ｔ法第８条によって本来使用がＮＴＴ持株及び

ＮＴＴ東・西に限定されている「日本電信電

話」＝ＮＴＴブランドを「ＮＴＴ東日本－○

○」や「ＮＴＴ○○」のように社名に冠し、Ｎ

ＴＴ再編時の趣旨に反して公社時代から継承し

たブランド力をグループ全体で使用していま

す。また、昨今、ＮＴＴドコモが、会社名表記

を「株式会社エヌティティドコモ」から「株式

会社ＮＴＴドコモ」への変更を発表しました

が、このように「ＮＴＴ」ブランドを軸に訴求

することは、ユーザーに対して実質的にＮＴＴ

グループ統一や連携を強く想起させるものであ

ると考えます。総務省においては、法の趣旨を

逸脱して「ＮＴＴ」ブランドがＮＴＴグループ

全体で不適切に利用されていないか検証すべき

です。 

（ＫＤＤＩ） 

■ 県域等子会社やＮＴＴグループ各社は、ＮＴ

Ｔ法第８条によって本来使用がＮＴＴ持株及び

ＮＴＴ東・西に限定されている「日本電信電

話」＝ＮＴＴブランドを「ＮＴＴ東日本－○

○」や「ＮＴＴ○○」のように社名に冠し、Ｎ

ＴＴ再編時の趣旨に反して公社時代から継承し

たブランド力をグループ全体で使用していま

す。ＮＴＴ持株及びＮＴＴ東・西以外の関連会

社が、「ＮＴＴ」やＮＴＴのサービスブランド

を軸に訴求することは、ユーザに対して実質的

にＮＴＴグループ統一や連携を強く想起させる

ものであり、総務省においては、法の趣旨を逸

脱して「ＮＴＴ」ブランドがＮＴＴグループ全

体で不適切に利用されていないか検証すべきで

す。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ ブランドの使用については、「再編成に関す

る基本方針（平成９年１２月４日公表）」にお

■ 一般的に、隣接市場間で同一ブランドが使

用されるケースにおける事業者選択は、企業

ブランドや料金設定、営業戦略等も反映した

複合的な結果と考えられ、電気通信サービス

市場においても競争事業者を含め、広く利用

されているところであり、現時点で、公正競

争確保の観点から直ちに問題となる事象とは

必ずしもいえないが、県域等子会社等のＮＴ

Ｔグループ各社におけるＮＴＴブランドの使

用も含め、今後、ブランド力に関して公正競

争の観点から問題が生じていないかどうか、

引き続き、注視していくこととする。 

 

■ 「フレッツ・テレビ」におけるサービス提

供主体については、考え方５７のとおり。 
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■ （オ）ＮＴＴブランド使用ルール整備 

ＮＴＴグループ各社が社名やサービスの一部

に「ＮＴＴ●●」のように「ＮＴＴ」等の名称

を用いて営業することは、ＮＴＴグループによ

る一体的なサービス提供を想起させるおそれが

高いと想定されます。本意見書でも述べさせて

頂いているとおり、「「ＮＴＴ」ＩＤログイン

サービス」や「「ＮＴＴ」グループカード」と

いったサービス名称や後述のとおり、株式会社

オプティキャスト（以下、「オプティキャス

ト」という。）殿が提供する「フレッツ･テレ

ビ」のようにサービスに「フレッツ」等の名称

を使用する場合は、利用者がサービスの提供主

体を正しく認識出来ない恐れがあり、利用者保

護及び公正競争確保の観点から問題が生じない

よう、「ＮＴＴ」等のブランド使用に関するガ

イドライン等を早急に整備すべきと考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

いても、一般的な商取引の問題であるとされ、

使用について禁止されておらず、ブランドや信

頼性は企業としての経営努力の結果として獲得

されるものであり、公正競争の観点から問題と

なるものではありません。  

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ブランドの使用については、「再編成に関す

る基本方針（平成９年１２月４日公表）」にお

いても、一般的な商取引の問題であるとされ、

使用について禁止されていないことから、特段

の制約は必要無いものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５７ 「フレッツ・テレビ」は、オプティ

キャストがサービス提供主体であるにもかか

わらず、ＮＴＴ東西が本サービスを提供して

いるかのように誤認させる広告宣伝が見られ

るため、「フレッツ・テレビ」の提供主体を

明確に認識できるよう厳格な調査、検証を行

うべき 

 再意見５７  考え方５７ 

■ ＜フレッツ光 TV の広告表示＞ 

  「フレッツ・テレビ」は、オプティキャスト

がサービス提供主体であるにもかかわらず、Ｎ

■ 「フレッツ・テレビ」の提供にあたっては、

広告・ＣＭ等については、以下の内容※を掲載

し、放送サービスの提供主体を明確にすること

■ 「フレッツ・テレビ」サービスについて

は、現行のＮＴＴ法においてはＮＴＴ東西が

放送事業を営むことは認められておらず、活
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ＴＴ東・西が本サービスを提供しているかのよ

うに誤認させる広告宣伝が見られます。ＮＴＴ 

法において放送業が禁止されていることを踏ま

えれば、ＮＴＴ 東・西は「フレッツ・テレビ」

の提供主体がオプティキャストであることを利

用者が明確に理解できるようにすべきであり、

総務省においては、「フレッツ・テレビ」の提

供主体を明確に認識できるよう厳格な調査、検

証を行うべき。 

  加えて、当該サービス以外についても、別会

社を介してフレッツ上で提供されている事例が

散見されますが、ＮＴＴ東・西が提供主体とな

っていないサービスについては、「フレッツ」

等のＮＴＴブランド使用を禁止する等のルール

整備を推進すべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ （カ）「フレッツ」のサービス名称使用 

オプティキャスト殿が提供する「フレッツ・

テレビ」の広告表示に関しては、２００９年２

月にＮＴＴ東日本殿に対して、放送サービスの

提供主体が他社であることを広告に明記するよ

う行政指導※２が出されていますが、依然とし

てＮＴＴ東日本殿が本サービスを提供している

かのように誤認させる広告宣伝が散見される状

況です※３。ＮＴＴ法で放送業が禁止されてい

ることを踏まえれば、ＮＴＴ東西殿は「フレッ

ツ・テレビ」の提供主体がオプティキャスト殿

であることを利用者が明確に理解できるように

すべきであると考えます。総務省殿において

は、当該放送サービスの提供主体について、利

で、指摘のような誤解が生じないよう努めてお

ります。 また、本社に設置した広告審査組織な

どにおいて、すべての広告物の審査を実施して

いるところであります。 

 ※広告物への主な掲載内容  

「フレッツ・テレビ」は、ＮＴＴ西日本が提

供する電気通信サービス「フレッツ・テレビ

伝送サービス」の契約と、㈱オプティキャス

トが提供する放送サービス「オプティキャス

ト施設利用サービス」の契約によりご利用頂

けます。  

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円

（税込）（オプティキャスト施設利用料２１

０円（税込）／月を含みます。）  

 ※ＣＭでの掲載内容  

「フレッツ・テレビ」は地デジ受信方法のひ

とつであり、「フレッツ光」を利用し、

（株）オプティキャストの放送サービス（地

上／ＢＳ）を受信するサービスです。  

フレッツ・テレビ月額利用料６８２．５円

（税込）（オプティキャスト施設利用料２１

０円（税込）／月を含みます。）  

現在、ブロードバンド市場においては、トリ

プルプレイに対するお客様ニーズに応えるべ

く、様々な事業者が自らの経営資源の活用や他

社とのアライアンスなどを通じ、映像サービス

やＩＰ電話サービスなどを提供し、活発な競争

を展開しています。 当社も、インターネット以

外のフレッツ光の新たな利用シーン・魅力とし

て、フレッツ光と共に提供される各種映像サー

ビスの紹介を通じて、こうしたお客様ニーズに

用業務ガイドラインにおいても活用業務に放

送業は含まないとしていることを踏まえ、Ｎ

ＴＴ法に基づく業務範囲規制を厳格に運用す

る観点から、平成２１年２月、ＮＴＴ東日本

に対して、利用者が「フレッツ・テレビ」サ

ービスをＮＴＴ東日本による放送サービスと

誤解することなく、放送サービスの提供主体

が他社であることについて、明確に理解でき

るようにするため、放送サービス提供主体が

他社であることを広告に明記すること等につ

いて周知・徹底することを要請したところで

ある。当該要請以降、ＮＴＴ東西によれば、

両社が電気通信サービスを提供し、他社が放

送サービスを提供することについて、誤解が

生じないように広告物に明記しているとして

おり、総務省においても、それを確認してい

ること等から、直ちに更なる対応を取ること

が必要とはいえないが、今後、必要があると

認められる場合には、更に検証を行うことと

する。 
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用者が正しく認識しているかについてアンケー

トを実施する等、現状を正確に把握した上、仮

に利用者に誤認与えている状況であることが確

認できた場合、適切な措置等を講じるべきと考

えます。 

※２ 「競争セーフガード制度に基づく検証結

果（２００８年度）」に基づき講じるべき措置

について（要請）（２００９年２月２５日）  

 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-

news/090225_5.html#bs1 

※３ 別添資料３参照 

 
（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

応えていく考えです。 

 

■ フレッツ・テレビにおいて、当社が提供して

いるのは、電気通信サービス「フレッツ光」及

び「フレッツ・テレビ伝送サービス」であり、

放送サービスの提供は行っていません。 

また、当社はフレッツ・テレビの提供におい

て、放送サービスの提供主体がオプティキャス

トである旨を広告に明記しており、ご指摘のよ

うな誤解が生じないよう努めているところで

す。 

したがって、現に公正競争上の問題は生じて

おらず、また、放送サービスの提供主体を誤認

しないための措置は既に講じていることから、

新たな措置を追加する必要は無いと考えます。 

当社は今後とも電気通信サービスである「フ

レッツ光」、「フレッツ・テレビ伝送サービ

ス」等の提供を通じて、インターネットのみな

らず、映像サービス等ますます多様化してきて

いるお客様のニーズに対して応えていく考えで

す。  

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ブランドの使用については、「再編成に関す

る基本方針（平成９年１２月４日公表）」にお

いても、一般的な商取引の問題であるとされ、

使用について禁止されていないことから、特段

の制約は必要無いものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５８ ＮＴＴグループの連携強化が競争環

境に与える影響等について、総合的に検証を

 再意見５８  考え方５８ 
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行う必要がある。 

■ （ア）ＮＴＴグループの連携強化 

ＮＴＴグループは上述の「ＮＴＴＩＤログイ

ンサービス」、「ＮＴＴネット決済」、「ＮＴ

Ｔグループカード」や下記で述べているＮＴＴ

グループ統合請求等を始めとしたグループ連携

を強めており、今後、お客様相談窓口、保守対

応、営業、ＣＳ等の統合による更なるグループ

再統合の動きが加速されていく事態が想定され

ます。 

こうしたグループ統合施策等については、Ｎ

ＴＴグループ各社は「お客様の利便性向上」の

ためであることを強調していますが、本来公正

競争といった規制は、一事業者の短期的な視点

での利便性向上のためにあるのではなく、広く

一般消費者が長期的な視点で利益を享受するた

めにあるものです。２０１４年を目途として実

施する包括的な検証においては、本施策を含め

た各分野でのＮＴＴグループの連携強化が競争

環境に与える影響等について、総合的に検証を

行う必要があると考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

■ ＮＴＴグループのみならず他の電気通信事業

者においても、お客様利便の向上や経営効率化

の観点から様々な業務のアウトソーシング等を

推進している状況を踏まえると、ＮＴＴ東西及

びＮＴＴドコモとの取引を重要なビジネス領域

とする子会社・関連会社や多数のビジネスパー

トナーの予見可能性を著しく低下させ、本来正

当な事業活動まで支障をきたし、結果としてお

客様利便が大きく損なわれることのないように

することが必要不可欠と考えます。 

今後実施される包括的な検証にあたっては、

電話時代の競争を前提とした既存制度につい

て、こうした市場変化や消費者の嗜好変化を的

確に把握した上で、ネットワークレイヤのみな

らず端末やコンテンツ、アプリケーションレイ

ヤまで含めた総合的な情報通信政策の見直しが

必要であると考えます。 

とりわけ、他事業者がサービス提供を通じて

既に実現しているお客様利便について、指定電

気通信設備制度における禁止行為規制により、

ＮＴＴグループのお客様だけが享受できないと

いう現状は早急に改善すべきと考えます。 

  広く一般消費者が長期的な視点で利益を享受

できる政策こそが今後の情報通信産業の発展の

礎であり、我が国の産業競争力強化に資するも

のと考えます。 

（ＮＴＴ持株） 

 

■ ＮＴＴグループは、ＮＴＴファイナンスの事

例のように請求業務を第三者のグループ会社に

■ 考え方２のとおり。 
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一本化することによって排他的な連携を実施す

るなど、今後もこのような排他的なグループ連

携が行われる可能性があります。ソフトバンク

の意見のとおり、お客様相談窓口、保守対応、

営業、ＣＳ等の統合の他、グループ各社が持つ

顧客データベースを統合する等して活用し、競

争事業者がビジネス上組むことがあり得ないケ

ースでの事実上の排他的な連携等、更なるグル

ープ再統合の動きが加速されていく事態も十分

想定されることから、現行の規制の趣旨が損な

われないよう潜脱の恐れを回避するため、総務

省と公正取引委員会が共同で策定した「電気通

信事業分野における競争の促進に関する指針」

において支配的事業者であるＮＴＴ東・西、Ｎ

ＴＴドコモが自己の関係事業者を排他的に取り

扱わないよう等を規定する等の措置を予め講じ

るべきと考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

■ 先般の当社意見で述べた通り、情報通信市場

は、技術のイノベーションが非常に早く、移動

通信の高速ブロードバンド化の進展、ＦＭＣ市

場の拡大、グローバルプレイヤーによる端末と

アプリケーションサービスの一体提供等によ

り、市場環境・競争環境の急激なパラダイムシ

フトが進んでおり、ユーザの選択肢は、固定か

ら移動へ、国内から海外へ、通信サービスから

アプリケーションサービスへといった具合に、

これまでの垣根を越え、個々の必要に応じてそ

れらの多様なサービスを自在に使いこなせるよ

うになっています。こうした点で、従来のよう
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にサービスを提供する通信事業者がＮＴＴ１社

しかなく、アプリケーションも音声通信サービ

スしかなかった電話時代とは大きく状況が変わ

ってきています。 

こうした状況にありながら、今回の公正競争

レビューにあたって、これまでの競争セーフガ

ード制度や接続ルール見直しの議論・答申と同

様に、 固定通信と移動通信、通信レイヤと上

位レイヤといった、ユーザにとっては意味がな

くなりつつある区分を前提とした議論を継続

し、当社をはじめとするＮＴＴグループに対

し、電話時代を前提とした指定電気通信設備規

制や禁止行為規制といった非対称規制を課し続

けることになるとすれば、かかる硬直的な規制

によってユーザの利便性が損なわれるだけでな

く、ＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大

にも影響が及び、ひいてはＩＣＴ利活用の促進

や我が国の国際競争力の向上にとっても障害に

なると考えます。 

公正競争レビュー制度の目的であるブロード

バンド普及促進を図るためには、通信事業者の

ネットワークサービスのみならず、国内外の

様々なプレイヤーが提供するコンテンツ・アプ

リケーションサービスまで含め、情報通信市場

全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、当

社も含む全てのプレイヤーが他の様々なプレイ

ヤーとの自由なコラボレーション等により、新

たなビジネスを迅速に創出できる環境や、多様

で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を整

備するといった視点で検討を進めることが重要

であると考えます。こうした、原則自由なマー
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ケットにおいてこそ、イノベーションによって

新たなサービスが創造され、ユーザ利便が向上

していくと考えます。 

その上で、当社については、従来より事業法

等の法令及び各種ガイドラインを遵守して事業

活動を行っており、また、改正事業法に定めら

れた更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は特段

生じないものと考えていることから、上述のと

おり、ブロードバンドの普及促進を図るために

も、過去の延長線で今後の競争政策を決定する

のではなく、市場環境や競争環境の変化を十分

踏まえて、現行の指定電気通信設備規制や禁止

行為規制等については、改めてその必要性から

検証し、実態にそぐわない不要な規制について

は速やかに見直しまたは撤廃を行っていただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 「２０１４年を目途として実施する包括的な

検証においては、本施策を含めた各分野でのＮ

ＴＴグループの連携強化が競争環境に与える影

響等について、総合的に検証を行う必要があ

る」とのご意見については、当社は、従来より

事業法等の法令及び各種ガイドラインを遵守し

て事業活動を行っており、更に、改正事業法に

よる更なる公正競争環境整備についても、適切

な措置を講じており、公正競争上の問題は生じ

ていないものと考えます。 

 そもそも、 

①ＩＰ・ブロードバンドの時代においては、他
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事業者は、独自のＩＰ通信網を構築し、アク

セス回線も自ら設置、あるいは当社がオープ

ン化により提供しているダークファイバ等を

利用してサービスを提供しており、電話の時

代のように、他事業者にとって当社網は事業

展開上不可欠なものにはなっていないこと、 

②ＮＴＴグループ以外の他事業者は、例えば移

動系サービスと特定の固定系サービスを組み

合わせたＦＭＣサービス等を自由に行ってい

る中、ＮＴＴグループだけが柔軟に連携・対

応できないことは、ＮＴＴグループのお客様

だけが不利益を被ることとなり、低廉なユー

ザ料金の実現、様々なビジネスパートナーと

の幅広い提携・協業によるお客様サービスの

充実といったお客様利便の向上を阻害するこ

と、 

からすれば、現行の禁止行為規制等について

は、過剰な規制と考えます。 

したがって、今回の公正競争レビューの検証

にあたっては、昨年度のような従来の考え方を

踏襲するだけの検証ではなく、上述の市場環

境・競争環境の変化を踏まえ、現行の電話時代

からの指定電気通信設備規制や禁止行為規制等

の必要性を検証し、少なくとも実態にそぐわな

い不要な規制は見直しまたは撤廃していただき

たいと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

 意見５９ ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーシ

ョンの共同営業行為については、総務省が覆

面調査や立入検査等、踏み込んだ実態の調査

等を行ったうえ、是正に向けた措置等を講ず

 再意見５９  考え方５９ 
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るべき。 

■ （ウ）ＮＴＴ東西殿及びＮＴＴコミュニケー

ションズ殿の共同営業行為 

ＮＴＴ東西殿が自社ユーザの新規獲得に当た

り、併せてエヌ・ティ・ティ・コミュニケーシ

ョンズ株式会社(以下、「ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ」という。) 殿のサービスに割引を付す

という事例を始め、事業法等で禁止されている

共同営業行為と疑われる事例が見受けられま

す。これらはＮＴＴ グループの一体となった営

業行為であると考えられ、電気通信事業法第３

０条第３項第２号及び「「日本電信電話株式会

社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に

関する基本方針」（平成９年郵政省告示第６６

４号）における承継会社への事業の引継ぎに当

たって電気通信の分野における公正な競争の確

保に関し必要な事項に関する基本的な事項」

（八）（九）に実質的に該当するものと考えま

す。総務省殿においては、覆面調査や立入検査

等、踏み込んだ実態の調査等を行ったうえ、是

正に向けた措置等を講じて頂きたいと考えま

す。また、冒頭で述べたとおり、本事例を始め

とし、競争事業者が営業やサービスの主管部門

における逸脱行為を示す、電話や口頭以外での

有形の具体的な証拠を得ることが非常に困難で

あるため、本制度の検証方法自体を見直す必要

があると考えます。 

・ＮＴＴ東日本殿のフレッツ光ネクスト導入を

条件にＮＴＴコミュニケーションズ殿のＩＳ

Ｐ料金の値下げ提案を同一のＮＴＴ東日本営

業担当者が実施    等 

■ 弊社はＮＴＴ東日本・西日本とは独立して営

業活動を実施しております。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ 当社はＮＴＴコミュニケーションズ殿とは独

立した営業活動を実施しており、また、当社が

ＮＴＴコミュニケーションズ殿の販売業務を受

託する場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケー

ションズ殿に提供する情報は他の電気通信事業

者との間のものと同一としており、公正競争上

の問題はありません。 

 なお、当社としては、お客様の多様なご要望に

基づき実施する他社との共同提案については、

利用者利便を確保する観点から制限されるべき

でないと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 電気通信役務の提供に関する取引条件、当社

がＮＴＴコミュニケーションズの販売業務を受

託する場合の条件、当社がＮＴＴコミュニケー

ションズに提供する顧客情報その他の情報は、

他の電気通信事業者との間のものと同一として

おり、公正競争上の問題はありません。 

 なお、当社としては、お客様の多様なご要望

に基づき実施する他社との共同提案について

は、利用者利便を確保する観点から制限される

ものではないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

■ ＮＴＴコミュニケーションズによれば、Ｎ

ＴＴ東西と独立して営業活動を実施している

としており、また、ＮＴＴ東西によれば、Ｎ

ＴＴコミュニケーションズの販売業務を受託

する場合の条件や同社に提供する顧客情報そ

の他の情報について、他の電気通信事業者と

の間のものと同一であるとしている。以上の

点を鑑みれば、現時点で、公正競争上の問題

が発生しているという論拠があるとはいえな

い。 

  ただし、これらを確保するための運用が徹

底されない場合には、事業法第３０条第３項

第２号及び第３１条第２項第２号並びに「Ｎ

ＴＴの承継に関する基本方針」（八）及び

（九）に抵触するおそれがあるため、ＮＴＴ

東西とＮＴＴコミュニケーションズとの間の

販売業務の受託について、その状況を引き続

き注視していくこととする。 

なお、覆面調査や立入検査等を実施すべきと

いう御意見については、注視を行っていく上で

今後の参考とさせていただきます。  
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（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

 意見６０ ＮＴＴグループ会社間の役員等の人

事異動を禁止すべき。 

 再意見６０  考え方６０ 

■ （エ）ＮＴＴグループ会社間の役員等の人事

異動禁止 

本年度においても、ＮＴＴ持株殿を中心とし

たＮＴＴグループ内における役員の配置転換が

複数見受けられます。このような戦略的な人材

配置については、なし崩し的なグループの再統

合を誘引し、独占への回帰を図る動きと捉える

ことが可能であり、先述のＮＴＴグループ統合

請求事案や、ＮＴＴ東西殿及びＮＴＴコミュニ

ケーションズ殿の共同営業行為事案に示唆され

るように、公正競争環境に著しい悪影響を及ぼ

す懸念があります。今後、包括的な検証を実施

するに当たっては、論点として盛り込むべきと

考えます。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 

■ 役員の選任については、出身に関わらず、電

気通信事業に精通している者、あるいは当社が

必要としている高度な専門知識を有するものの

中から、人格、識見に優れ、役員として最も適

任と思われる候補者を選定しており、公正競争

上問題ないと考えます。 

さらに、役員の人事異動に際し、退任・退職

（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する

誓約書の提出を義務付ける等の取り組みを実施

しており、公正競争の確保に配意しておりま

す。 

（ＮＴＴドコモ） 

 

■ 再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成

に関する基本方針で示されたＮＴＴ東日本・西

日本と弊社との間のルールを遵守しており、公

正競争上の問題はないものと認識しておりま

す。 

なお、会社間人事異動時には役員を含めた全

従業員を対象として退任・退職（転籍）後を含

めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を

義務付けるなど公正競争を確保するための取り

組みを実施しており、新たな規制を追加する必

要はないものと考えます。 

（ＮＴＴコミュニケーションズ） 

 

■ ＮＴＴグループ各社の役員等の人事異動に

ついては、ＮＴＴ持株がその業務を遂行する

ため、各グループ会社の経営実態に関する知

識を必要とする場合があり得ること等から、

一般に禁止することは適当でない。 

また、移動体分離及びＮＴＴ再編成におい

て、旧ＮＴＴと移動体部門との間においては

在籍出向の禁止、地域会社と長距離会社にお

いては役員兼任及び在籍出向の禁止を課して

いる。更に、ＮＴＴ東西等によれば、会社間

人事異動時に全従業員を対象として退任・退

職（転籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関

する誓約書の提出を義務付けるなどの取組を

実施しているとしていることに鑑みれば、Ｎ

ＴＴグループ会社間の役員等の人事異動につ

いて、直ちに公正競争確保の観点から問題が

生じているとは認められないが、「移動体分

離の際の公正有効競争条件」（３）並びに

「ＮＴＴの承継に関する基本方針」（一）及

び（二）を実質的に潜脱する行為となってい

ないか等、公正競争環境を阻害するような問

題が生じていないかについて、今後、必要が

あると認められる場合には、検証を行うこと

とする。 
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３ その他 

意   見 再  意  見 考  え  方 

■ 当社における人事については、「日本電信電

話株式会社の移動体通信業務の分離の際におけ

る公正有効競争条件」や「日本電信電話株式会

社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に

関する基本方針」で示されたルールを遵守して

おり、公正競争上問題ないものと考えます。  

なお、会社間人事異動時には役員を含めた全

従業員を対象として退任・退職（転籍）後を含

めた守秘義務等の遵守に関する誓約書の提出を

義務付けるなど、人事交流によって公正競争が

阻害されることがないよう、公正競争の遵守に

引き続き取り組んでいく考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ 再編成後の人事については、ＮＴＴの再編成

に関する基本方針で示された東西地域会社とＮ

ＴＴコミュニケーションズとの間のルール及び

移動体分離の際における公正有効競争条件を遵

守しており、新たな規制を追加する必要は無い

と考えます。 

なお、人事交流によって公正競争を阻害する

ことがないよう、会社間人事異動時には役員を

含めた全従業員を対象として退任・退職（転

籍）後を含めた守秘義務等の遵守に関する誓約

書の提出を義務付ける等の取り組みを実施して

おります。 

（ＮＴＴ東日本） 
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意見６１ ソフトバンク殿の提案に基づくベス

トエフォート回線を用いた０ＡＢ～Ｊ番号の

ＩＰ電話サービスについて公の場で議論をす

べき。 

 再意見６１  考え方６１ 

■ ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォ

ート回線を用いた０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話サ

ービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号と

は異なるものであることの利用者への周知の徹

底を条件としたもの」とされていますが、安定

品質が担保されないため、緊急通報が安定的に

確立できない等により、人命および国民の安

心・安全が脅かされ、利用者利益が著しく損な

われる可能性があります。 

特に、０ＡＢ－Ｊ番号の品質要件について

は、内閣府規制改革会議において国際先端テス

トの対象案件となった「市外局番（０ＡＢ－Ｊ

番号）取得に係る品質要件の見直し」に関し

て、総務省殿より「規制を維持する必要性」と

して以下の見解が示されています。 

（平成２５年５月２７日開催 規制改革会議 第

７回創造等ワーキング・グループ 資料１４抜

粋） 

・我が国の現行制度では、アナログ電話と同等の

品質が確保されるＩＰ電話について、アナログ

電話と同じ体系の電話番号（０ＡＢ－Ｊ番号）

を割り当てることとしており、その提供のた

め、各事業者はさまざまな技術を用いて一定の

通信品質を維持しているところ 

・仮に、０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話の品質要件を

廃止等した場合には、トラフィックの混雑する

時間帯や、将来的にトラフィック環境の変化し

■ これまで、ＮＧＮを用いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話は、ＮＴＴ東・西殿のみが事実上、独占的に

提供を行ってきました。今回、情報通信審議会

情報通信技術分科会ＩＰネットワーク設備委員

会にて、ソフトバンクテレコム株式会社殿が提

案した方式が認められたことにより、ＮＴＴ

東・西殿以外の事業者による０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電

話市場への参入の門戸が開かれました。このこ

とは、ＮＧＮのオープン化に向けた政策として

評価しています。 

しかしながら、本提案方式は、輻輳や品質担

保のためにドライカッパ回線による迂回が必要

になることから、事実上、大手通信事業者のみ

が採りうるもので、弊社をはじめとした非大手

通信事業者が採りうるものではありません。 

弊社をはじめとした多くの競争事業者が、Ｎ

ＧＮ上において０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を提供する

ためには、ＮＧＮの優先制御、もしくは帯域制

御といったＮＴＴ東・西殿のみが使用している

機能の開放が必要です。 

そもそも、昨今の固定電話の利用環境やニー

ズは、ＰＳＴＮを構築した当初とは大きく変わ

っており、現在の日本のＩＰ電話に設定されて

いる技術基準は、他国には存在しない日本独自

の基準であることからも、過剰かつ不必要な規

制です。日本のＩＰ電話の品質基準は、これま

でのＰＳＴＮの電話サービスの概念を前提とし

■ ソフトバンクの提案に基づくベストエフォ

ート ０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスの実現方

式については、情報通信審議会における審議

の過程においては、明示的に安定品質以外の

品質基準に適合しないとのデータは得られな

かった。このため、平成２４年９月２７日付

情報通信審議会答申において示されたとお

り、当該方式は、その測定データに基づき判

断する限り、現時点では安定品質以外の品質

基準を概ね満足していると考えられる。 

また、当該方式については、優先制御機能

がアンバンドルされていない中で、講じうる

限りの措置を実施し、ふくそう時にも通信品

質を確保するとしている。このため、その背

景等に鑑みて、安定品質に関して実施条件を

付す等した上で、個別に承認されたものであ

る。 

当該方式の承認に際しては、今後のＮＧＮ

における音声の優先制御機能等のアンバンド

ルの検討状況も踏まえるため暫定的なものと

し、従来の０ＡＢ～Ｊ番号とは異なるもので

あることの利用者への周知の徹底を条件とし

たものであることから、競争条件を抜本的に

変更するものではないと考えられる。 

また、負担の相違については、当該方式

が、ベストエフォート・ネットワークを利用

するために生ずるものであり、以上を踏まえ
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た場合において、ＩＰ電話による通信品質が適

切に確保されず、支障の生じるおそれがある 

・我が国の０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話は、品質、

緊急通報の利用、故障又は損壊の対策等の点に

おいて、アナログ電話と同等性が確保されてお

り、そのような保証のない０５０番号のＩＰ電

話と明確に区別されている。ＩＰ電話の番号に

よる識別性が損なわれた場合には、消費者は提

供事業者・提供サービスごとに複雑な判断をし

なければならなくなることから、品質要件の廃

止等は適切ではない 

・あまり知識のないお年寄り等が誤って低い品質

のＩＰ電話サービスを選択してしまうといった

問題が頻発する 

また、当該サービスは、昨年の検証結果にお

いて、「競争条件を抜本的に変更するものでは

ない」とされていますが、上記総務省殿見解に

あるとおり、これまで、さまざまな技術を用い

て一定の通信品質を維持するため、相応の設備

投資を重ねてきた既存事業者が圧倒的に不利な

競争条件を強いられるばかりか、利用者に対し

て、当該既存事業者による最適なサービスの提

供が阻害されることは、固定通信市場の発展が

損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証

に向けて、利用者の利益を著しく損なうことが

ないか、不公正な競争環境の形成に繋がること

がないかという視点にたって、審議会や競争政

策委員会等の公の場で議論を尽くしていただく

ことを要望いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

た固定的な基準であり、ＩＰ電話がもつ発展性

と多様性を大きく阻害しています。携帯電話に

見られるように、固定的な基準を設定せず、顧

客が通話品質を含めて自由に選択できる環境が

必要です。総務省殿においては、旧来の概念に

とらわれることなく、事業者が新しいサービス

にチャレンジするためにもＩＰ電話の品質に関

する規制が無い環境を整えていただくようにお

願い致します。 

（Ｚｉｐ Ｔｅｌｅｃｏｍ） 

 

■ 現在、ＮＧＮにかかるネットワークのコスト

は、ＮＧＮ利用者やＩＳＰ、ＶＮＥ等の接続事

業者が負担しております。ＮＴＴ西殿の主張

は、ＩＰレイヤより上位にあるサービス種別を

判別し、追加の料金の負担を求めるという主張

であり、ＩＰパケットを公平に取り扱う従来の

ＮＧＮのＩＳＰ・ＶＮＥ接続の機能や考え方を

大きく変えるものです。また、この主張は、サ

ービス提供者が下位レイヤのネットワークを、

またＩＳＰ事業者が上位レイヤのサービスを意

識する必要がないため発展してきたインターネ

ットの歴史に異を唱えることでもあり、インタ

ーネット時代に逆行した意見であると言わざる

を得ません。 

仮にＮＴＴ西殿がこのような主張を行うので

あれば、ＩＰパケットに含まれるデータの目的

や種類によって、ネットワーク利用料を個別に

設定することの正当性や実現方法を、ＩＳＰ事

業者やＶＮＥ事業者、上位レイヤに位置する通

信サービス事業者、利用者、関係団体等の幅広

れば、直ちに競争上の問題となるものではな

いと考えられる。 

 

■ ユニバーサルサービス制度の在り方に関す

る御意見については、考え方６２のとおり。 

 

■ ＮＧＮのオープン化について、ブロードバ

ンド答申においては、「意識合わせの場にお

いては、インターフェースの標準化や接続形

態にといった諸課題について幅広く検討が行

われており、今後ＩＰ網間接続を利用したサ

ービスの実現に向けて、通信プラットフォー

ム機能のオープン化に資する議論が行われる

ことが期待される。」とされているところで

あり、総務省においては、ＮＴＴ東西と関係

事業者間の協議に参画することにより協議の

進展を注視していく。 

なお、ＮＧＮのオープン化については、

「日本再興戦略」に掲げられているとおり、

２０１４年を目途として実施する「競争政策

の見直し」において、「ＮＧＮのオープン

化」を含めて検討課題を洗い出した上で、具

体的な制度見直し等の方向性について検討す

ることとしているところである。 

 

■ また、通信品質に係る技術基準を見直すべ

きとの意見については、今後の参考とさせて

いただく。 
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■ 【ＩＰ電話サービスに係る機能のアンバンド

ルについて】 

（略） 

（２）ソフトバンク殿のベストエフォート回線

を用いた０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスに

ついては、情報通信審議会答申（平成２

４年９月２７日）において、安定品質以

外の技術基準への適合、定期的な品質測

定及び分析の結果の報告を前提に、実施

期間及び実施条件を限定した特例措置を

付した上で、０ＡＢ－Ｊ番号の使用を認

めることが適当とされ、平成２５年５月

１日よりサービスの提供が開始されまし

た。 

しかしながら、当該サービスは、ベス

トエフォート回線を用いて提供されるサ

ービスであるため、通信パケットのロス

が発生すると、現行の０ＡＢ－ＪＩＰ電

話の通信品質基準が確保されず、災害時

優先通信及び緊急通報呼が繋がらなくな

る可能性もあるなど、国民生活に支障を

及ぼす課題を抱えています。 

また、以下のようなユニバーサルサー

ビスとの関係や競争政策上の問題も孕ん

でおり、こうした観点からの議論を早急

に行う必要があると考えます。 

①ユニバーサルサービスの在り方について 

・ソフトバンク殿のサービスは、当社のフレッ

ツ光（ブロードバンドサービス）上で提供す

ることを前提としているため、ユニバーサル

い関係者に自ら説明した上で、オープンな議論

を行うべきであると考えます。 

（ＢＢＩＸ） 

 

■ そもそも、ＮＴＴ東西殿が第一種指定電気通

信設備であるＮＴＴ-ＮＧＮにおいて、電話役務

に係る重要な機能アンバンドルが行われてこな

かったことから、これまで競争事業者はＮＴＴ-

ＮＧＮにおける０ＡＢＪ－ＩＰ電話を提供でき

ず、ＮＴＴ東西殿のみが独占的に当該サービス

を提供してきました。一方、本提案方式は、既

存の様々な技術や手法を組み合わせることによ

って、従来と同等の品質を確保するとともに、

通信事業者間の競争を促進し、価格の低廉化や

サービスの多様化、新たな需要創出など、国民

の利益につながることから、情報通信審議会情

報通信技術分科会ＩＰネットワーク設備委員会

通信品質検討アドホックグループ等でご議論頂

き、情報通信審議会答申の中で、サービスの開

始を特例的に認めて頂いたものと理解していま

す。なお、ふくそう等によりベストエフォート

回線としてのＮＴＴ-ＮＧＮの一定以上の品質低

下を検知した場合は、代替回線による迂回措置

を実施や常時監視の実施等、現在講じうる限り

の様々な措置を実施しており、国民生活に支障

を及ぼす課題を抱えているという指摘にはあた

らないものと考えます。 

 

 ＮＴＴ-ＮＧＮに係るコストは、各加入者がＮ

ＴＴ-ＮＧＮの網利用料として負担しています。

また、弊社（ソフトバンクテレコム）は、ＩＳ
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サービスには該当しませんが、同様の方式で

「電話のみメニュー」が低廉な料金で提供さ

れるようになった場合に、当該メニューがユ

ニバーサルサービスに該当するか否か明確に

なっていません。 

・仮に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当するとされるのであれば、当社もこれ

からＰＳＴＮマイグレーションを控えている

中で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的

に見直さざるを得なくなる可能性があると考

えます。 

・逆に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当せず、ユニバーサルサービスとしては

従来どおりの品質を求めるというのであれ

ば、②のような競争環境下において、当社は

ユニバーサルサービス責務を果たすことが困

難となる可能性があると考えます。 

・現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコ

ストについては、その一部を基金で補填し、

大半をＮＴＴ東西の内部補填により賄ってい

ますが、他事業者が都市部等の競争エリアに

おいて、今回の提案方式によるベストエフォ

ートの０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスを低廉な

料金で提供するようになると、都市部等での

ＰＳＴＮユーザの流出が進み、ＮＴＴ東西の

内部補填によるユニバーサルサービスの維持

が困難になることが懸念されます。 

②ネットワーク利用料の負担の公平性につい

て 

・ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接

続することで、ルータによる伝送部分のネッ

Ｐ(ＶＮＥ)専用となる区間について接続料とし

て負担しています。その他、ひかり電話に相当

するＳＩＰサーバ及び関連する伝送部分を弊社

網内に構築し、当該コストを通話料等で回収す

るものでありＮＴＴ東西殿と同様であることか

ら、提案方式は利用料の公平性を欠いたもので

はありません。また、前述のとおり、本サービ

スは、ＮＴＴ-ＮＧＮにおけるベストエフォート

品質のサービスを利用しており、帯域制御や優

先制御等の機能は一切利用しておらず、ＩＳＰ

を介したメール、ウェブ、映像等のインターネ

ットトラヒックや０５０ＩＰ電話サービス等と

同様に、データ通信の一つに過ぎず、ＮＴＴ東

西殿の接続に係るネットワークのコスト構造と

相違はないと考えます。 

  ＰＳＴＮ並みの品質確保を前提に技術開発・

研究・投資を重ねてきた既存事業者に対して圧

倒的に不利であるというご指摘については、そ

もそも、本来ＮＴＴ-ＮＧＮのアンバンドルが適

切に行われていれば不必要であった設備投資等

を行っていることからも、ＮＴＴ東西殿の指摘

とは異なり、むしろ、当該方式により参入する

弊社が、既存事業者よりも競争上不利な側面を

多分に有すると考えます。本提案方式は、市場

からの強い要望に応えるために提案したもので

すが、弊社としては、本提案がもつ不利な競争

環境を早急に改善させるためにも、アンバンド

ル協議を進展させるようＮＴＴ東西殿へ引き続

き要請していく考えです。 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソ

フトバンクモバイル） 
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トワーク利用料を負担することなく０ＡＢ－

ＪＩＰ電話サービスを提供されていますが、

当社を含む既存の０ＡＢ－Ｊ電話サービス提

供事業者は、交換機やルータによる伝送部分

のネットワーク利用料（コスト）を負担して

サービスを提供しており、同じ０ＡＢＪ電話

サービスでありながら、ネットワーク利用料

（コスト）の負担の公平性が図られておりま

せん。 

・当社を含む０ＡＢ－Ｊ電話サービス提供事業

者からすると、当該コストを他の料金で回収

するような見直しは現実的に難しい中で、当

該コストを負担しないベストエフォートでの

０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスの提供を認める

ことは、これまでの０ＡＢＪ電話市場におけ

る競争環境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品

質確保を前提に技術開発・研究・投資を重ね

てきた既存事業者に対して圧倒的に不利な競

争条件を強いるものであり、同じ０ＡＢＪ電

話でありながらネットワーク利用料の負担の

公平性が図れない等の点について、競争政策

上の観点から検討する必要があるものと考え

ます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ＮＴＴ西日本殿の意見に賛同いたします。 

ソフトバンク殿の提案に基づくベストエフォ

ート回線を用いた０ＡＢ－Ｊ番号のＩＰ電話サ

ービスについては、「従来の０ＡＢ－Ｊ番号と

は異なるものであることの利用者への周知の徹

底を条件としたもの」とされていますが、安定

品質が担保されないため、緊急通報が安定的に

確立できない等により、人命および国民の安

心・安全が脅かされ、利用者利益が著しく損な

われる可能性があります。 

当該サービスは、昨年の検証結果において、

「競争条件を抜本的に変更するものではない」

とされていますが、これまでさまざまな技術を

用いて一定の通信品質を維持するため、相応の

設備投資を重ねてきた既存事業者が圧倒的に不

利な競争条件を強いられるばかりか、利用者に

対して、当該既存事業者による最適なサービス

の提供が阻害されることは、固定通信市場の健

全な発展が損なわれるものと考えます。 

以上のことから、平成２６年の包括的な検証

に向けて、利用者の利益を著しく損なうことが

ないか、不公正な競争環境の形成に繋がること

がないかという視点にたって、審議会や競争政

策委員会等の公の場で議論を尽くしていただく

ことを要望いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

 

■ ソフトバンク殿のベストエフォート回線を用

いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスについては、

情報通信審議会答申（平成２４年９月２７日）
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において、安定品質以外の技術基準への適合、

定期的な品質測定及び分析の結果の報告を前提

に、実施期間及び実施条件を限定した特例措置

を付した上で、０ＡＢ～Ｊ番号の使用を認める

ことが適当とされ、平成２５年５月１日よりサ

ービスの提供が開始されました。 

しかしながら、当該サービスは、ベストエフ

ォート回線を用いて提供されるサービスである

ため、通信パケットのロスが発生すると、現行

の０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の通信品質基準が確保さ

れず、災害時優先通信及び緊急通報呼が繋がら

なくなる可能性もあるなど、国民生活に支障を

及ぼす課題を抱えています。 

また、以下のようなユニバーサルサービスと

の関係や競争政策上の問題も孕んでおり、こう

した観点からの議論を早急に行う必要があると

考えます。 

（１）ユニバーサルサービスの在り方につい

て 

ソフトバンク殿のサービスは、当社のフレッ

ツ光（ブロードバンドサービス）上で提供する

ことを前提としているため、ユニバーサルサー

ビスには該当しませんが、同様の方式で「電話

のみメニュー」が低廉な料金で提供されるよう

になった場合に、当該メニューがユニバーサル

サービスに該当するか否か明確になっていませ

ん。 

仮に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当するとされるのであれば、当社もこれか

らＰＳＴＮマイグレーションを控えている中

で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的に見
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直さざるを得なくなる可能性があると考えま

す。 

逆に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当せず、ユニバーサルサービスとしては従

来どおりの品質を求めるというのであれば、

（２）のような競争環境下において、当社はユ

ニバーサルサービス責務を果たすことが困難と

なる可能性があると考えます。 

現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコ

ストについては、その一部を基金で補填し、大

半をＮＴＴ東西の内部補填により賄っています

が、他事業者が都市部等の競争エリアにおい

て、今回の提案方式によるベストエフォートの

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスを低廉な料金で提

供するようになると、都市部等でのＰＳＴＮユ

ーザの流出が進み、ＮＴＴ東西の内部補填によ

るユニバーサルサービスの維持が困難になるこ

とが懸念されます。 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性に

ついて 

ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接

続することで、ルータによる伝送部分のネット

ワーク利用料を負担することなく０ＡＢ～Ｊ 

ＩＰ電話サービスを提供されていますが、当社

を含む既存の０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業

者は、交換機やルータによる伝送部分のネット

ワーク利用料（コスト）を負担してサービスを

提供しており、同じ０ＡＢ～Ｊ電話サービスで

ありながら、ネットワーク利用料（コスト）の

負担の公平性が図られておりません。 

当社を含む０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業
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者からすると、当該コストを他の料金で回収す

るような見直しは現実的に難しい中で、当該コ

ストを負担しないベストエフォートでの０ＡＢ

～Ｊ ＩＰ電話サービスの提供を認めることは、

これまでの０ＡＢ～Ｊ電話市場における競争環

境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確保を前

提に技術開発・研究・投資を重ねてきた既存事

業者に対して圧倒的に不利な競争条件を強いる

ものであり、同じ０ＡＢ～Ｊ電話でありながら

ネットワーク利用料の負担の公平性が図れない

等の点について、競争政策上の観点から検討す

る必要があるものと考えます。 

（ＮＴＴ西日本） 

 

■ ソフトバンク殿のベストエフォート回線を用

いた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスについては、

情報通信審議会答申（平成２４年９月２７日）

において、安定品質以外の技術基準への適合、

定期的な品質測定及び分析の結果の報告を前提

に、実施期間及び実施条件を限定した特例措置

を付した上で、０ＡＢ～Ｊ番号の使用を認める

ことが適当とされ、平成２５年５月１日よりサ

ービスの提供が開始されました。 

しかしながら、当該サービスは、ベストエフ

ォート回線を用いて提供されるサービスである

ため、通信パケットのロスが発生すると、現行

の０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の通信品質基準が確保さ

れず、災害時優先通信及び緊急通報呼が繋がら

なくなる可能性もあるなど、国民生活に支障を

及ぼす課題を抱えています。 

また、以下のようなユニバーサルサービスと
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の関係や競争政策上の問題も孕んでおり、こう

した観点からの議論を早急に行う必要があると

考えます。 

（１）ユニバーサルサービスの在り方につい

て 

ソフトバンク殿のサービスは、当社のフレッ

ツ光（ブロードバンドサービス）上で提供する

ことを前提としているため、ユニバーサルサー

ビスには該当しませんが、同様の方式で「電話

のみメニュー」が低廉な料金で提供されるよう

になった場合に、当該メニューがユニバーサル

サービスに該当するか否か明確になっていませ

ん。 

仮に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当するとされるのであれば、当社もこれか

らＰＳＴＮマイグレーションを控えている中

で、ＩＰ電話サービスの提供方法を抜本的に見

直さざるを得なくなる可能性があると考えま

す。 

逆に、当該メニューがユニバーサルサービス

に該当せず、ユニバーサルサービスとしては従

来どおりの品質を求めるというのであれば、

（２）のような競争環境下において、当社はユ

ニバーサルサービス責務を果たすことが困難と

なる可能性があると考えます。 

現在、ユニバーサルサービスの維持に係るコ

ストについては、その一部を基金で補填し、大

半をＮＴＴ東西の内部補填により賄っています

が、他事業者が都市部等の競争エリアにおい

て、今回の提案方式によるベストエフォートの

０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話サービスを低廉な料金で提
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供するようになると、都市部等でのＰＳＴＮユ

ーザの流出が進み、ＮＴＴ東西の内部補填によ

るユニバーサルサービスの維持が困難になるこ

とが懸念されます。 

（２）ネットワーク利用料の負担の公平性につ

いて 

ソフトバンク殿は、当社のＮＧＮとＩＳＰ接

続することで、ルータによる伝送部分のネット

ワーク利用料を負担することなく０ＡＢ～Ｊ 

ＩＰ電話サービスを提供されていますが、当社

を含む既存の０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業

者は、交換機やルータによる伝送部分のネット

ワーク利用料（コスト）を負担してサービスを

提供しており、同じ０ＡＢ～Ｊ電話サービスで

ありながら、ネットワーク利用料（コスト）の

負担の公平性が図られておりません。 

当社を含む０ＡＢ～Ｊ電話サービス提供事業

者からすると、当該コストを他の料金で回収す

るような見直しは現実的に難しい中で、当該コ

ストを負担しないベストエフォートでの０ＡＢ

～Ｊ ＩＰ電話サービスの提供を認めることは、

これまでの０ＡＢ～Ｊ電話市場における競争環

境を覆し、現行のＰＳＴＮ並みの品質確保を前

提に技術開発・研究・投資を重ねてきた既存事

業者に対して圧倒的に不利な競争条件を強いる

ものであり、同じ０ＡＢ～Ｊ電話でありながら

ネットワーク利用料の負担の公平性が図れない

等の点について、競争政策上の観点から検討す

る必要があるものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本） 

意見６２ 携帯電話料金は海外と比較して高額  再意見６２  考え方６２ 
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である。また、地域間情報格差を解消すべ

き。 

■ 携帯電話の禁止規制しっかりすべきです。Ｎ

ＴＴとＡＵとソフトバンクが大儲けしてるのに

毎月の携帯料金が高すぎると国民は怒ってま

す、儲けても料金を安くせず買収ばかりです。

日本は海外より携帯が高いと総務省で発表しま

したよね？携帯もアベノミクスをやらないと韓

国にすら勝てないです。①ＳＩＭロックと２年

契約はいりません。国民は誰も望んでないので

禁止にしてください。②携帯の料金が高すぎな

ので毎月３０００円以上は国で禁止にしてくだ

さい。そのお金を生活に回すべきです。③あと

請求書のユニバース税で田舎も携帯が使えるよ

うにしてますか？ぜんぜんつながりません。ユ

ニバース税よりも携帯会社のボーナスカットが

先だと思いませんか？ 

（個人） 

■ アベノミックスのもと、政府は経済活性化を

「国全体」として進める方! 針とのことです

が、電気事業分野では地方においての携帯電

話、データ通信のつながりにくさ、ＬＴＥ普及

の遅れに見られるように。改善は遅く、大都市

圏とのｄｉｇｉｔａｌ ｄｉｖｉｄｅは更に拡大

しています。米国を含む諸外国の多くでは、ベ

ンチャー、起業は往々にして地方から始まる。

その大きな理由の一つはｄｉｇｉｔａｌ ｄｉｖ

ｉｄｅがさほど顕著でないからです。地方、山

間部へ、安価なハイスピードネットワークを導

入する「必然性」があります。 

（個人） 

 

■ 今、私はＡＤＳＬに加入しています。月３５

００円です。(プロバイター料込ＴＩＫＩＴＩＫ

Ｉというプロバイダーです。)ソフトバンクが店

頭で１０年前でしょうか、ＡＤＳＬがただです

よ・・と赤い手提げ袋を持って宣伝していたの

を思い出します。 

ブロードバンドの光回線が普及しないのは、

ＮＴＴが全て悪いです。通信の独占企業ですか

ら。 

ＡＤＳＬがやっと普及したのは、ソフトバン

クのおかげです。 

高速の１ギカビットの値段がいまだに５千円

を超え、値下げがされていません(プロバイター

料込、以下同じ) 

１００メガビットの光でさえも、４，５００

■ 携帯電話の利用者料金が高すぎるという御

意見については、総務省としては、移動体デ

ータ通信サービスの利用者料金について、各

事業者の経営判断による低廉・多様な料金プ

ランの設定等により、利用者にとって利用し

やすい料金となることを期待しているところ

であるが、検証結果（案）Ⅲ１（１）ウにお

いて、ＭＮＯ各社のスマートフォン用の主要

な定額制プランの料金が同水準になっている

こと、当該定額制プランにおいて通信速度が

制限されない通信量の上限は一部の料金プラ

ンを除き一律７ＧＢ／月となっていること、

「電気通信サービスに係る内外価格差調査－

平成２４年度調査結果－」（平成２５年６月

公表）において、携帯電話の音声・メール・

データ利用について東京はスマートフォンユ

ーザのうち一般ユーザについては３番目に高

い水準、スマートフォンユーザのうちライト

ユーザについては最も高い水準にあると評価

していること等を指摘しているところであ

る。 

これらの検証結果や近年のモバイル市場に

おける環境変化を踏まえ、例えば利用者料金

において複数事業者が協調する状況が生じる

等、競争が機能していない状況が生じている

か否か等も含め、今後とも状況を注視し、２

０１４年を目途として実施する「競争政策の

見直し」においては、「日本再興戦略」に掲

げられているとおり、料金低廉化・サービス
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円位では、到底普及するはずがありません。 

たって、１ギガビットの１／１０なのに金額

の差がたかが１，０００円ぐらいですよ。 

これが企業努力の範囲内なのでしょうか。 

また、光の工事もばか高く言い値です。２

５，０００円から３５，０００円位。 

ただ、今は入会したら工事費用は無料で

す・・って本当の工事代はいくらじゃ・・とい

いたくなります。 

現在ＡＤＳＬは１２ですが、１００メガで

２，５００円位の光になれば(プロバイダー料

込)スムーズに光に自然と変わっていくはずです

が、値段が高すぎます。 

ＡＤＳＬを光回線に普及させるには、インパ

クトのある値段だけです。 

ＮＴＴにプロバイダーの権利もあげたらどう

なるのでしょうか。自由競争の原理より。 

ＡＵなどはプロパイダー料込で５千いくらで

広告しています。 

光と言うだけで値段が高すぎです。もっと企

業努力を・・。 

（個人） 

 

■ 都市部ばかりに、光等の高速インターネット

回線が普及しており人口密度の低い市町村に

は、ＡＤＳＬもしくはＩＳＤＮ回線のみで不公

平極まりない。 

ＮＴＴの、インターネット回線使用料も非常

に高いのでは？ 

（個人） 

の多様化のための、「モバイル市場の競争促

進」を含めて検討課題を洗い出した上で、具

体的な制度見直し等の方向性について検討す

ることとしているところである。 

 

■ ＦＴＴＨの利用者料金が高すぎるという御

意見については、「電気通信サービスに係る

内外価格差調査－平成２４年度調査結果－」

（平成２５年６月公表）において、ＦＴＴＨ

のブロードバンドサービスの料金について、

１Ｍｂｐｓ当たりに換算して比較すると、戸

建て向けと集合住宅向けサービスに関し、東

京は最も低廉な水準と評価しているが、固定

系超高速ブロードバンドの整備率が９７．

５％に達する一方、利用率が４８．１％（い

ずれも平成２５年３月末時点）にとどまる現

状にかんがみれば、接続料の低廉化を図るこ

と等により、ＦＴＴＨ市場の更なる活性化を

図ることが必要である。 

 

■ ユニバーサルサービス制度の対象に携帯電

話を追加すべきとの御意見については、今後

のユニバーサルサービス制度の在り方を検討

する際に、その適否について議論して参りた

い。 

 

■ 都市部と地方のデジタル・デバイドを解消

すべきとの御意見については、超高速ブロー

ドバンド未整備地域のうち民間事業者による

整備が見込まれない条件不利地域において、

地方公共団体が光ファイバ等を整備する場合
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に、その事業費の一部を補助する格差是正の

施策を推進している。 

意見６３  再意見６３ ＮＴＴ東西が保有する電柱や局舎

の在り方も含め、ＮＴＴグループに係る規制

の在り方を議論すべき。 

 考え方６３ 

（なし） ■ ＩＰｖ６への移行の取り組みがまるでみえて

こないし、国家主導（総務省や経済産業省、内

閣府）でやるのか、民間通信事業社でやるのか

その枠組みをきっちりとすべきではないか。 

ブロードバンドは多くの国民が恩恵をうけて

いるが、さらなる高速通信の足枷になっている

のが、ルーター・スイッチングハブなどの通信

機器が、米国の「Ｃｉｓｃｏ Ｓｙｓｔｅｍｓ， 

Ｉｎｃ．社」「Ｊｕｎｉｐｅｒ Ｎｅｔｗｏｒｋ

ｓ， Ｉｎｃ社」等が寡占状態で技術の発展があ

まりにも遅すぎて、通信障害が発生する原因と

して、これら装置の発展が遅すぎる点にもあ

る。 

アライドテレシスホールディングス株式会社

やＮＥＣ、富士通と言った日本の会社が主導的

な分野になる事も重要であるが、米国のこれら

会社の問題も考えて行かないと駄目である。 

つまり、この点を踏まえて、ＮＴＴ等の在り

方も変わってくる事は明らかです。 

ＮＴＴ東西の問題点としては、従業員自体が

大企業病に陥っているという観点もあり、柔軟

な思考をもつ努力も含めて大切であると言えま

す。 

ＮＴＴ東西が保有する電柱や局舎の在り方も

今後オープンな議論が重要です。ＮＴＴ東西の

■ ＮＴＴグループに係る規制の在り方に関す

る御意見については、考え方２のとおり。 

 

■ なお、ＮＴＴ東西が自ら所有する局舎等を

どのように活用するかについては、ＮＴＴ法

及び事業法の範囲で、ＮＴＴの経営判断によ

り行われるものと認識している。 

 ２５７ 



局舎をデーターセンター化して、他の電気通士

事業者やデーターセンター（ハウジング）運営

会社に貸すといったサービスが可能であり、余

剰スペースの活用が不十分であります。昨今は

電力関係のトラブルもある事から、ＮＴＴ東西

の局舎の無停電データーセンター化を施し、そ

こに新たなサービス展開をする事で新たな産業

が生まれるという点でもＮＴＴの役割があるよ

うに思えます。 

例えば、地方都市においては会社のサーバー

機などデーターセンター機能をＮＴＴの局舎に

設置する方が安全性がたかいなどもありえま

す。 

ＮＴＴの局舎の在り方も含めてブロードバン

ド政策につなげるべきではないか。 

ＮＴＴが保有する電柱やダークファイバーの

活用、無線通信の在り方など法制度上で改善出

来る点と、他事業社はやりたいがＮＴＴにやる

気がなくでいない部分の洗い出し作業は必要で

はないか。 

（個人） 

意見６４  再意見６４ ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本を統

合すべき。 

 考え方６４ 

（なし） ■ ＮＴＴを抑える活動ありきではなく、日本各

地の国民がより良いブロードバンド環境を受け

られるための検討をしてもらいたい。 

そもそもＮＴＴも西と東に分かれている意味

が無くなってきているのではないか。他社と同

様全国で１社体制（もしくは西東の価格差の撤

廃や、互いの横断による追加費用は撤廃いただ

■ 国民がブロードバンド環境を享受出来るた

めの検討をすべきという御意見については、

考え方６２のとおり。 

 

■ ＮＴＴ東西の１社体制にすべきとの御意見

については、ＩＣＴ政策タスクフォースの取

りまとめにおいて、ＮＴＴ東西の二社体制に

 ２５８ 



きたい）としてもらいたい。 

キャリアで差異が出ることは過去や戦略によ

って仕方がないことである。国民にとっては直

接的に関係のないことであり、それらの差異に

ついてはキャリア間で調整いただきたい。決し

て利用者への費用増や手続きの複雑さの負担象

を生まない形にしていただきたい。 

（個人） 

ついては、事業者間競争が一層促進され、公

正競争環境上の懸念が払拭された場合、将来

的には見直しの検討を行うことも必要と考え

られるが、現時点でＮＴＴ東西を統合するこ

とは、競争に与える影響、市場に与える影響

等も懸念されることから、ＮＴＴ東西の二社

体制は引き続き存置することが適当と考えら

れるとされている。 

 

 ２５９ 


